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3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

3.2.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

 (1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

   格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に至

る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目

の設定」に示すとおり，ＴＱＵＸ，長期ＴＢ，ＴＢＤ及びＴＢＵである。 

 (2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

   格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，

発電用原子炉の運転中に運転時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失

が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。

このため，緩和措置がとられない場合には，原子炉圧力が高い状況で原子

炉圧力容器が損傷し，溶融炉心，水蒸気，水素ガス等が急速に放出され，

格納容器雰囲気が直接加熱されることにより，急速に格納容器圧力が上昇

する等，格納容器に熱的・機械的な負荷が発生して格納容器破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，溶融炉心，水蒸気及び水素ガ

スの急速な放出に伴い格納容器に熱的・機械的な負荷が加えられることを

防止するため，原子炉圧力容器破損までに逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動開操作により原子炉減圧を実施することによって，格納容器の破損

を防止する。 

   また，原子炉圧力容器の下部から溶融炉心が落下するまでに，常設低圧

代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によってペデスタ

ル（ドライウェル部）に溶融炉心の冷却に十分な水位及び水量を確保する

とともに，代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器

除熱を実施する。溶融炉心の落下後は，常設低圧代替注水系ポンプを用い
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た格納容器下部注水系（常設）によって溶融炉心を冷却するとともに，常

設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

よる格納容器冷却を実施し，原子炉圧力容器破損後の短期的な格納容器の

圧力上昇を抑制する。その後，代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷

却系又は格納容器圧力逃がし装置によって格納容器の圧力及び温度を低下

させる。 

   なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上では，原子炉圧

力容器破損までは重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても使

用できないものと仮定し，原子炉圧力容器の破損に至るものとする。 

 (3) 格納容器破損防止対策 

   格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」で想

定される事故シーケンスに対して，原子炉圧力が高い状況で原子炉圧力容

器が損傷し，溶融炉心，水蒸気，水素ガス等が急速に放出され，格納容器

に熱的・機械的な負荷が発生することに対して，原子炉減圧を可能とする

ため，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動開操作による原子炉減圧手段

を整備する。 

   また，原子炉圧力容器破損前における格納容器温度の上昇を抑制し，逃

がし安全弁の環境条件を緩和する観点から代替循環冷却系ポンプを用いた

代替循環冷却系による格納容器冷却手段を整備し，原子炉圧力容器破損後

の格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観点から，常設低圧代替注水系

ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却

手段及び代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器除

熱手段並びに格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱手段を整備する。 

   本格納容器破損モードの防止及びそれ以降の一連の対応も含めた重大事
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故等対策の概要を以下のａからｗに示すとともに，ａからｗの重大事故等

対策における設備と手順の関係を第 3.2-1 表に示す。このうち，本格納容

器破損モードに対する重大事故等対策は以下のａからｍ及びｐである。 

   本格納容器破損モードの防止及びそれ以降の一連の対応も含めた重大事

故等対策の概略系統図を第 3.2-1 図に，対応手順の概要を第 3.2-2 図に示

す。このうち，本格納容器破損モードの重大事故等対策の概略系統図は第

3.2.1 図（1／4）から（3／4）である。 

   本格納容器破損モードにおける評価事故シーケンスにおいて，必要な要

員は初動対応要員 18 名及び事象発生から 2 時間以降に期待する招集要員

2 名である。初動対応要員の内訳は，発電長 1 名，副発電長 1 名，運転操

作対応を行う運転員 4 名，通報連絡等を行う災害対策要員 2 名，現場操作

を行う重大事故等対応要員 10 名である。招集要員の内訳は，燃料補給作

業を行う重大事故等対応要員 2 名である。必要な要員と作業項目について

第 3.1.3-3 図に示す。 

   なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を重要事故シーケンスと比較し必要な要員数を確認した結果，初動対応要

員 18 名及び招集要員 2 名で対処可能である。 

  ａ．原子炉スクラム及び全交流動力電源喪失の確認 

    運転時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生して原子炉が

スクラムしたことを確認する。また，主蒸気隔離弁が閉止するとともに，

再循環ポンプがトリップしたことを確認する。 

    原子炉のスクラム及び全交流動力電源喪失の確認を確認するために必

要な計装設備は，平均出力領域計装，原子炉圧力計等である。 

  ｂ．早期の電源回復不能の確認 

    全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により外部

3



3.2-4 

電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動ができず，非常用母線の電

源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。これにより，

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作を開始する。 

  ｃ．常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作 

    早期の電源回復不能の確認後，中央制御室からの遠隔操作により常設

代替高圧電源装置から緊急用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による緊急母線受電操作に必要な計装設備は，

緊急用Ｍ／Ｃ電圧である。 

  ｄ．高圧注水機能喪失の確認 

    原子炉スクラム後，原子炉水位の低下が継続し，原子炉水位異常低下

（レベル２）設定点に到達したが，原子炉隔離時冷却系が自動起動して

いないことを確認し，中央制御室からの遠隔操作によりこれらの系統の

手動起動を試みるがこれにも失敗したことを確認する。 

  ｅ．常設高圧代替注水ポンプを用いた高圧代替注水系の起動操作 

    高圧注水機能喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により高圧代

替注水系を起動し，原子炉注水を開始することで原子炉水位が回復する

ことを確認する。 

    高圧代替注水系による原子炉注水に必要な計装設備は，高圧代替注水

系系統流量等である。 

  ｆ．高圧注水機能の回復操作 

    対応可能な要員にて高圧注水機能の回復操作を実施する。 

  ｇ．交流電源の回復操作 

    早期の電源回復不能の確認後，対応可能な要員により非常用ディーゼ

ル発電機等の機能回復操作及び外部電源の機能回復操作を実施する。 

  ｈ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作 
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    常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電後，中央制御室及び現

場にて常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作を実施し，

中央制御室からの遠隔操作により常設代替高圧電源装置から緊急用母線

を介して非常用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による非常用母線受電操作に必要な計装設備は，

Ｍ／Ｃ ２Ｃ（２Ｄ）電圧である。 

  ｉ．原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系の起動操作 

    常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電後，中央制御室からの

遠隔操作により原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系を起動する。 

  ｊ．緊急用海水ポンプを用いた緊急用海水系による海水通水操作 

    常設低圧代替注水ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水機能喪失を確認した後，中央制御室からの遠隔操作により緊急用

海水系及び代替循環冷却系の準備操作を実施し，緊急用海水ポンプを起

動し，緊急用海水系に海水を通水する。 

    緊急用海水ポンプを用いた緊急用海水系による海水通水操作に必要な

計装設備は，緊急用海水系流量計（残留熱除去系熱交換器）等である。 

  ｋ．代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器除熱操

作 

    緊急用海水ポンプにより緊急用海水系に海水を通水した後，中央制御

室からの遠隔操作により代替循環冷却系ポンプを起動することで，代替

格納容器スプレイを実施し，格納容器除熱を実施する。 

    代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器除熱操

作に必要な計装設備は，代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計等であ

る。 

  ｌ．逃がし安全弁（自動減圧機能）2 弁による原子炉急速減圧操作 
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    原子炉水位の低下が継続し，燃料有効長底部から燃料有効長の 20％

上の位置に到達した時点で，原子炉注水の手段が全くない場合でも，中

央制御室からの遠隔操作によって逃がし安全弁（自動減圧機能）2 弁を

手動で開放し，原子炉を急速減圧する。 

    原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位計

（燃料域）等である。 

    原子炉急速減圧後は，逃がし安全弁（自動減圧機能）の開状態を保持

し，原子炉圧力を低圧状態に維持する。 

（添付資料 3.3.1） 

  ｍ．炉心損傷確認 

    原子炉水位の低下による炉心の露出に伴い，炉心損傷したことを確認

する。炉心損傷の判断は，格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び

（Ｓ／Ｃ）の指示値が設計基準事故相当のガンマ線線量率の 10 倍以上

の場合とする。 

炉心損傷を確認するために必要な計装設備は，格納容器雰囲気放射線

モニタ（Ｄ／Ｗ）等である。 

また，炉心損傷が発生すれば，ジルコニウム－水反応及び水の放射線

分解により水素及び酸素が発生することから，格納容器内の水素及び酸

素濃度を確認する。 

    格納容器内の水素及び酸素濃度を確認するために必要な計装設備は，

格納容器内水素濃度計（ＳＡ）及び格納容器内酸素濃度計（ＳＡ）であ

る。 

  ｎ．常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による

格納容器下部水位確保操作 

    代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器除熱操
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作を実施後，原子炉圧力容器破損に備えて，中央制御室からの遠隔操作

によって常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）

によるペデスタル（ドライウェル部）注水を実施する。この場合の注水

は，ペデスタル（ドライウェル部）水位を約 1.0m に調整することが目

的であるため，ペデスタル（ドライウェル部）水位が 1m を超えて上昇

したことを確認後，ペデスタル（ドライウェル部）注水を停止する。そ

の後，ペデスタル（ドライウェル部）水はサプレッション・プールに排

水され，ペデスタル（ドライウェル部）水位は約 1.0m に調整される。 

    常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による

格納容器下部水位確保操作のために必要な計装設備は，低圧代替注水系

格納容器下部注水流量計及び格納容器下部水位計等である。 

ｏ．サプレッション・プールｐＨ制御装置による薬液注入操作 

常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による

格納容器下部水位確保操作を実施後，中央制御室からの遠隔操作によっ

て格納容器内のｐＨ制御のための薬液注入を行う。サプレッション・チ

ェンバのプール水のｐＨを 7 以上に制御することで，分子状無機よう素

の生成が抑制され，その結果，有機よう素の生成についても抑制される。

これにより，環境中への有機よう素の放出量を低減させることができる。

なお，有効性評価においては，ｐＨ制御には期待しない。 

ｐ．原子炉圧力容器破損の判断 

    原子炉圧力容器の破損を直接確認する計装設備である格納容器下部水

温計の指示上昇又はダウンスケールといったパラメータの変化によって，

原子炉圧力容器破損を判断する。 

原子炉圧力容器破損の徴候として，原子炉水位の低下，制御棒位置の

指示値の喪失数増加，原子炉圧力容器下鏡部温度の 300℃到達といった
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パラメータの変化を検知した後は，原子炉圧力容器破損判断の迅速性向

上のため，格納容器下部水温計を継続監視することとする。 

（添付資料 3.2.2） 

  ｑ．常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作 

    原子炉圧力容器破損に伴う格納容器の圧力及び温度上昇を抑制するた

め，原子炉圧力容器破損の判断後，中央制御室からの遠隔操作によって

常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却を実施する。その後，格納容器圧力挙動が低下傾向

に転じれば，格納容器外からの注水によるサプレッション・プール水位

の上昇抑制のため，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器ス

プレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を停止する。 

    常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作をのために必要な計装設備は，低圧代替注

水系格納容器スプレイ流量計等である。 

  ｒ．常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による

溶融炉心への注水操作 

    原子炉圧力容器破損の判断後に，高さ 0.2m 位置の格納容器下部水温

計のオーバースケール又はダウンスケールにより高さ 0.2m までの溶融

炉心堆積を検知した場合，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器

下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）注水を水位

2.75m まで実施する。その後，水位 2.25m 到達にてペデスタル（ドライ

ウェル部）注水を実施し，2.75m 到達により停止する間欠注水を行う。

なお，高さ 0.2m までの溶融炉心堆積が検知されない場合は，常設低圧

代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によるペデスタ

8



3.2-9 

ル（ドライウェル部）注水を水位 0.5m 到達にて実施し，1m 到達により

停止する間欠注水を行う。 

    常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によ

る溶融炉心への注水操作を確認するために必要な計装設備は，低圧代替

注水系格納容器下部注水流量計及び格納容器下部水温計等である。 

格納容器下部注水系（常設）により溶融炉心の冷却が継続して行われ

ていることは，格納容器下部水位計によって確認することができる。高

さ 0.2m までの溶融炉心堆積を検知した場合は，原子炉圧力容器破損時

の影響を受けないペデスタル外側のボックス内の格納容器下部水位計

（2.25m 及び 2.75m 位置にそれぞれ複数設置）によってペデスタル（ド

ライウェル部）水位を監視し，溶融炉心が冠水維持されていることを確

認できる。また，高さ 0.2m までの溶融炉心堆積が検知されない場合は，

格納容器下部水位計（0.5m 及び 1m 位置にそれぞれ複数設置）によって，

溶融炉心が冠水維持されていることを確認できる。なお，格納容器下部

雰囲気温度計により原子炉格納容器下部の雰囲気温度が飽和温度程度で

推移していることを確認することによっても，溶融炉心の冷却が継続し

て行われていることを把握することができる。 

（添付資料 3.2.3） 

  ｓ．代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による原子炉注水及び

格納容器除熱操作 

    「ｋ．代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による代替格納

容器除熱操作」以降，代替循環冷却系による格納容器スプレイを継続し，

原子炉圧力容器破損後の格納容器圧力が低下傾向に転じた後は，原子炉

圧力容器内の冷却及び格納容器の除熱のため，中央制御室からの遠隔操

作によって代替循環冷却系の注水先を原子炉注水と格納容器スプレイに
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分配し，それぞれ連続で原子炉注水と格納容器スプレイを実施する。サ

プレッション・プールを水源として原子炉注水及び格納容器スプレイを

実施し，緊急用海水系により格納容器内の熱を海に逃がすことで，格納

容器外からの注水によるサプレッション・プール水位の上昇抑制を図る。 

    代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による溶融炉心冷却及

び格納容器除熱に必要な計装設備は，代替循環冷却系原子炉注水流量計

及び代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計等である。 

ｔ．常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器圧力及び温度制御操作 

    原子炉圧力容器破損後の格納容器圧力挙動が低下傾向に転じた後は，

代替循環冷却系ポンプを用いて代替循環冷却系により格納容器除熱を実

施するが，格納容器圧力が 0.465MPa[gage]に到達した場合又はドライ

ウェル雰囲気温度が 171℃に到達した場合は，中央制御室からの遠隔操

作によって常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器スプレイを実施し，格納容器圧力及び温度を

制御する。 

ｕ．使用済燃料プールの冷却操作 

対応可能な要員にて使用済燃料プールの冷却操作を実施する。 

ｖ．可搬型代替注水大型ポンプによる水源補給操作 

可搬型代替注水大型ポンプにより北側淡水池又は高所淡水池から代替

淡水貯槽へ水源補給操作を実施する。 

ｗ．タンクローリによる燃料補給操作 

タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替注水大型

ポンプに燃料補給を実施する。 
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3.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

 (1) 有効性評価の方法 

   本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，

「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，プラント損傷

状態をＴＱＵＸとし，事象進展が早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳

しい過渡事象を起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まず高圧状態が

維持される「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧失敗＋炉心損傷後の

手動減圧失敗＋ＤＣＨ」である。 

   本評価事故シーケンスは「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」

の格納容器破損防止対策の有効性を評価するためのシーケンスであること

から，炉心損傷までは事象を進展させる前提での評価となる。このため，

前提とする事故条件として，設計基準事故対処設備による原子炉注水機能

（非常用炉心冷却系等）のみならず，原子炉圧力容器破損までは重大事故

等対処設備による原子炉注水機能を含む全ての原子炉注水機能が使用でき

ないものと仮定した。また，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の

発生防止を確認する観点から，原子炉圧力容器の破損に至る前提とした。 

   （添付資料 3.2.4） 

仮に炉心損傷後の原子炉注水に期待できる場合には，原子炉圧力容器が

破損するまでの時間の遅れやペデスタル（ドライウェル部）への落下量の

抑制等，事象進展の緩和に期待できると考えられるが，本評価の前提とす

る事故条件は原子炉注水による事象進展の緩和の不確かさを包絡する保守

的な条件である。 

   なお，格納容器過圧・過温破損の観点については，「3.1 雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にて示したとおり，Ｌ

ＯＣＡをプラント損傷状態とする評価事故シーケンスで確認している。こ
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れは，過圧の観点ではＬＯＣＡによるドライウェルへの蒸気の放出及び原

子炉注水による蒸気の発生が重畳する事故シーケンスへの対応が最も厳し

いためであり，過温の観点では，事象初期に炉心が露出し過熱状態に至る

事故シーケンスへの対応が最も厳しいためである。また，本格納容器破損

モードを評価する上では，原子炉圧力容器が高圧の状態で破損に至る事故

シーケンスを選定する必要があることから，ＬＯＣＡをプラント損傷状態

とする事故シーケンスは，本格納容器破損モードの評価事故シーケンスに

は適さない。 

   本格納容器破損モードの評価事故シーケンスに示される，炉心損傷前に

原子炉減圧に失敗し，炉心損傷後に再度原子炉減圧を試みる状況としては，

炉心損傷前の段階で非常用炉心冷却系である低圧炉心スプレイ系及び低圧

注水系のみならず，重大事故等対処設備である低圧代替注水系（常設）等

を含む全ての低圧注水機能が失われることで「2.2 高圧注水・減圧機能喪

失」に示した過渡時自動減圧回路が作動せず，全ての低圧注水機能が失わ

れている場合の手順にしたがって原子炉減圧しないまま炉心損傷に至る状

況が考えられる。 

   手順上，全ての低圧注水機能が失われている状況では，原子炉水位が燃

料有効長底部から燃料有効長の 20％上の位置に到達する時点までは原子

炉を減圧しない。この原子炉減圧のタイミングは，原子炉水位が燃料有効

長頂部以下となった場合，原子炉減圧を遅らせた方が，原子炉圧力容器内

の原子炉冷却材の量を多く維持できるため，原子炉圧力容器破損に至る時

間を遅らせることができる一方で，ジルコニウム－水反応が著しくなる前

に原子炉を減圧することで水素ガスの発生量を抑えられることを考慮して

設定したものである。また，過渡時自動減圧回路は低圧炉心スプレイ系又

は低圧注水系の起動が作動条件の 1 つであるため，低圧炉心スプレイ系及
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び低圧注水系が失われている状況では作動しない。 

   これを考慮し，本評価では評価事故シーケンスに加えて全ての低圧注水

機能も失われている状況を想定した。 

   なお，この評価事故シーケンスへの対応及び事故進展は，「3.3 原子炉

圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「3.5 溶融炉心・コンクリ

ート相互作用」の評価事故シーケンスへの対応及び事故進展と同じものと

なる。 

   本格納容器破損モードではプラント損傷状態をＴＱＵＸとし，「3.3 原

子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「3.5 溶融炉心・コン

クリート相互作用」ではプラント損傷状態をＴＱＵＶとしており，異なる

プラント損傷状態を選定している。ＴＱＵＸとＴＱＵＶでは喪失する設計

基準事故対処設備が異なり，原子炉減圧について，ＴＱＵＶでは設計基準

事故対処設備である逃がし安全弁（自動減圧機能）の機能に期待し，ＴＱ

ＵＸでは重大事故等対処設備としての逃がし安全弁（自動減圧機能）の機

能に期待する点が異なる。手順にしたがう場合，ＴＱＵＶでは原子炉減圧

機能は維持されているが低圧注水機能を喪失しているため，原子炉水位が

燃料有効長底部から燃料有効長の 20％上の位置に到達した時点で逃がし

安全弁（自動減圧機能）の手動開操作によって原子炉を減圧することとな

る。また，ＴＱＵＸは高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱に進展し

得るとして選定したプラント損傷状態であるが，重大事故等対処設備とし

ての逃がし安全弁（自動減圧機能）に期待し，原子炉水位が燃料有効長底

部から燃料有効長の 20％上の位置に到達した時点で逃がし安全弁（自動

減圧機能）の手動開操作によって原子炉を減圧することにより，高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発生防止を図る。 

   以上のとおり，どちらのプラント損傷状態であっても事象発生から原子
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炉減圧までの対応は同じとなり，運転員等操作時間やパラメータの変化も

同じとなる。また，原子炉減圧以降も，溶融炉心の挙動にしたがって一連

の流れで生じる各格納容器破損モードを，定められた一連の手順にしたが

って防止することとなる。このことから，格納容器破損モード「高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱」,「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷

却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリート相互作用」については，同

様のシーケンスへの一連の対応の中で各格納容器破損モードに対する格納

容器破損防止対策の有効性を評価する。 

   本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，

燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水位変化）・対向流，原子炉圧力容器における冷却材放出

（臨界流・差圧流），炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーショ

ン，原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心細粒化），原子炉圧力容器内ＦＣ

Ｉ（デブリ粒子熱伝達），構造材との熱伝達，下部プレナムでの溶融炉心

の熱伝達並びに原子炉圧力容器破損が重要現象となる。 

   よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力

容器内，格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビアア

クシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデン

ト総合解析コードＭＡＡＰにより原子炉圧力等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

（２）有効性評価の条件 

   本評価事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第
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3.2-2 表に示す。また，主要な解析条件について，本評価事故シーケンス

特有の解析条件を以下に示す。 

  ａ．事故条件 

   (a) 起因事象 

     起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

   (b) 安全機能の喪失に対する仮定 

     高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の

機能喪失を，低圧注水機能として低圧炉心スプレイ系及び低圧注水系

の機能喪失を想定する。さらに，原子炉圧力容器破損までは重大事故

等対処設備による原子炉注水にも期待しない※１ものとする。これは，

原子炉への注水機能の喪失に伴い原子炉圧力容器破損に至る状況を想

定するためである。 

※１ 常設低圧代替注水系ポンプを用いた原子炉注水以外の緩和機

能となる代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び格納容器

下部注水系（常設）には期待する。また，原子炉圧力容器破

損後は，原子炉圧力容器内の冷却を考慮し，代替循環冷却系

ポンプを用いた代替循環冷却系による原子炉注水を行うもの

とする。 

   (c) 外部電源 

     外部電源は使用できないものと仮定する。 

     送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源が喪失す

るとともに，全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定する。 

   (d) 高温ガスによる配管等のクリープ破損や漏えい等による影響 

     原子炉圧力を厳しく評価するため，高温ガスによる配管等のクリー

プ破損や漏えい等は，考慮しないものとする。 
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   (e) 水素及び酸素の発生 

水素の発生については，ジルコニウム－水反応及び溶融炉心・コン

クリート相互作用を考慮するものとする。なお，解析コードＭＡＡＰ

の評価結果では水の放射線分解による水素及び酸素の発生を考慮して

いない。このため，水の放射線分解による水素及び酸素の発生量は「

3.4 水素燃焼」と同様に，解析コードＭＡＡＰで得られる崩壊熱をも

とに評価するものとし「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」にて

その影響を確認する。 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

   (a) 原子炉スクラム信号 

     原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）信号によるものとす

る。 

   (b) 逃がし安全弁 

     逃がし安全弁（安全弁機能）にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの

過度の圧力上昇を抑えるものとする。また，原子炉減圧には逃がし安

全弁（自動減圧機能）（2 弁）を使用するものとし，容量として 1 弁

あたり定格主蒸気流量の約 6％を処理するものとする。 

   (c) 格納容器下部注水系（常設） 

     常設低圧代替注水系ポンプを 2 台使用するものとし，原子炉圧力容

器の破損前に，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水

系（常設）により 80m３／h でペデスタル（ドライウェル部）に注水

し，水位が 1m を超えて上昇するまで水張りを実施するものとする。 

     原子炉圧力容器が破損して溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）

に落下した後は，常設低圧代替注水系ポンプ 2 台により 80m３／h で

ペデスタル（ドライウェル部）に注水し，水位が 2.75m に到達した時
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点で注水を停止し，水位が 2.25m 以下となった時点で注水を開始する

ものとする。 

   (d) 代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

     常設低圧代替注水系ポンプを 2 台使用するものとし，原子炉圧力容

器の破損の判断後に，格納容器圧力及び温度上昇の抑制に必要なスプ

レイ流量を考慮し，300m３／h にて格納容器内にスプレイするものと

する。格納容器圧力が低下傾向となれば，一旦格納容器スプレイを停

止するが，再度格納容器圧力が上昇し，格納容器圧力 465kPa[gage]

に到達した以降は，130m３／h にて格納容器内にスプレイする。 

   (e) 代替循環冷却系 

     代替循環冷却系ポンプは 1 台使用するものとし，代替循環冷却系の

循環流量は，全体で 250m３／h とし，原子炉圧力容器破損前及び圧力

容器破損後の格納容器圧力が低下傾向となるまではドライウェルへ

250m３／h で連続スプレイを実施する。原子炉圧力容器破損後の格納

容器圧力が低下傾向に転じた後は，ドライウェルへ 150m３／h，原子

炉へ 100m３／h にて流量配分し，それぞれ連続スプレイ及び連続注水

を実施する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

    運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類にしたがって以下のとおり設定する。 

(a) 原子炉急速減圧操作は，設計基準事故対処設備による原子炉注水

機能（非常用炉心冷却系及び原子炉隔離時冷却系）のみならず，

重大事故等対処設備による原子炉注水機能を含む全ての原子炉注

水機能が喪失している場合の運転手順にしたがい，原子炉水位が

燃料有効長底部から燃料有効長の 20％上の位置に到達した時点で
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開始するものとする。 

(b) 代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器除

熱操作は，緊急用海水系及び代替循環冷却系の準備時間等を考慮

して，原子炉圧力容器破損前の事象発生 90 分後から開始するもの

とする。その後，原子炉圧力容器破損後に格納容器圧力が低下傾

向に転じて 30 分後に，ドライウェルと原子炉へ流量配分し，それ

ぞれ連続スプレイ及び連続注水を実施することで，代替循環冷却

系ポンプを用いた代替循環冷却系による溶融炉心冷却及び格納容

器除熱を実施するものとする。 

(c) 常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）に

よる格納容器下部水位確保操作（原子炉圧力容器破損前）は，炉

心損傷後に代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による

格納容器除熱操作を実施した後に開始し，ペデスタル（ドライウ

ェル部）水位が 1m を超えて上昇したことを確認した場合に停止す

るものとする。 

(d)  常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作は，原子炉圧力容器破損を判断

した場合に開始するものとする。また，原子炉圧力容器破損後に

格納容器圧力が低下傾向に転じて 30 分後に停止するものとする。

その後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系

（常設）による格納容器圧力及び温度制御操作は，格納容器圧力

が 0.465MPa[gage]又はドライウェル雰囲気温度が 171℃に到達し

た場合に開始し，格納容器圧力が 0.400MPa[gage]又はドライウェ

ル雰囲気温度が 151℃に到達した場合に停止する間欠注水を行うも

のとする。 
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(e) 常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）

による溶融炉心への注水操作（原子炉圧力容器破損後の注水）は，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作の後に開始するものとし，ペデ

スタル（ドライウェル部）水位が 2.25m 到達にて注水を実施し，

2.75m に到達により停止する間欠注水を行うものとする。 

(3) 有効性評価（Ｃｓ－137 放出量評価）の条件 

   a． 事象発生直前まで，定格出力の 100％で長期間にわたって運転され

ていたものとする。その運転時間は，燃料を約 1／4 ずつ取り替え

ていく場合の平衡炉心を考え，最高 50,000 時間とする。 

   b． 代替循環冷却系を用いた場合の環境中への総放出量の評価において

は，原子炉内に内蔵されている核分裂生成物が事象進展に応じた割

合で，格納容器内に放出※２されるものとする。 

    ※２ セシウムの格納容器内への放出割合については，本評価事故シ

ーケンスにおいては解析コードＭＡＡＰの評価結果の方がＮＵ

ＲＥＧ－1465 より大きく算出する。 

   c． 格納容器内に放出されたＣｓ－137 については，格納容器スプレイ

やサプレッション・プール水でのスクラビングによる除去効果を考

慮する。 

   d． 原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えいについて考慮する。

漏えい量の評価条件は以下のとおりとする。 

   （ａ) 格納容器からの漏えい量は，格納容器圧力に応じた設計漏えい

率をもとに評価する。 
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（ｂ） 原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積

もるため，原子炉建屋ガス処理系（非常用ガス再循環系及び非常

用ガス処理系で構成）により原子炉建屋の設計負圧が達成される

までの期間は，原子炉建屋内の放射性物質の保持機能に期待しな

いものとする。原子炉建屋ガス処理系により設計負圧を達成した

後は設計換気率 1 回／日相当を考慮する。 

       原子炉建屋ガス処理系は，事象発生 115 分後から，常設代替高

圧電源装置からの交流電源の供給を受けて中央制御室からの遠隔

操作により起動し，起動後 5 分間で設計負圧が達成されることを

想定する。 

   （ｃ) 原子炉建屋内での放射能の時間減衰は考慮せず，また，原子炉

建屋内での粒子状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

（添付資料 3.2.5） 

 (4) 有効性評価の結果 

   本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内

外水位），格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，サプレッション・プール

水位及び注水流量の推移を第 3.2-4 図から第 3.2-9 図に示す。 

ａ．事象進展 

    事象発生後，全ての設計基準事故対処設備による原子炉注水機能（非

常用炉心冷却系及び原子炉隔離時冷却系）が機能喪失し，重大事故等対

処設備による原子炉注水機能についても使用できないものと仮定するこ

とから，原子炉水位は急速に低下する。水位低下により炉心が露出し，

事象発生から約●分後に，原子炉水位が燃料有効長底部より燃料有効長
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の 20％上の位置に到達した時点で，中央制御室からの遠隔操作により

逃がし安全弁（自動減圧機能）2 弁を手動で開放することで，原子炉急

速減圧を実施する。その後，事象発生から約●時間後に炉心損傷に至る。 

事象発生から 90 分後に代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却

系による格納容器除熱を行うことにより格納容器温度の上昇を抑制する。

原子炉減圧後の低圧代替注水系（常設）又は代替循環冷却系による原子

炉注水は実施しないものと仮定するため，事象発生から約●時間後に原

子炉圧力容器破損に至る。 

    代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器除熱操

作を実施後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系

（常設）による格納容器下部水位確保操作を実施し，ペデスタル（ドラ

イウェル部）水位を約 1.0m に調整する。 

    原子炉圧力容器が破損し，溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）

の水位約 1.0m の水中に落下する際に，溶融炉心から原子炉冷却材への

伝熱が起こり，水蒸気が発生することに伴う圧力上昇が生じる。 

溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）に落下した後は，常設低圧

代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によりペデスタ

ル（ドライウェル部）に 80m３／h の注水を行い，溶融炉心を冠水維持

することで，継続的に溶融炉心の冷却を実施する。 

    崩壊熱が格納容器内に蒸気として放出されるため，格納容器圧力は急

激に上昇する。原子炉圧力容器破損前から代替循環冷却系ポンプを用い

た代替循環冷却系による格納容器除熱操作により 250m３／h の格納容器

スプレイを実施していること，原子炉圧力容器破損を判断した時点で，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作により 300m３／h の格納容器スプレイを実施す
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ることにより，格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇は抑制される。 

格納容器圧力が低下傾向となった時点で，常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた格納容器冷却を停止するとともに，代替循環冷却系の循環流量

をドライウェルへ 150m３／h，原子炉へ 100m３／h に分配する。その後，

格納容器圧力が 465kPa[gage]に到達した場合には，常設低圧代替注水

系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による 130m３／

h の格納容器スプレイを実施する。これらによって，格納容器圧力及び

雰囲気圧力及び温度の上昇は抑制され，その後，徐々に低下するととも

に，ペデスタル（ドライウェル部）の溶融炉心は安定的に冷却される。 

    なお，事象発生から約●時間後の原子炉圧力容器破損までは，逃がし

安全弁（自動減圧機能）によって原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に維

持することが必要となるが，炉心損傷後の原子炉圧力容器から逃がし安

全弁（自動減圧機能）を通ってサプレッション・チェンバへ放出される

高温流体や格納容器温度等の熱的影響を考慮しても，逃がし安全弁（自

動減圧機能）は確実に開状態を維持することが可能である。 

（添付資料 3.2.6） 

ｂ．評価項目等 

    原子炉圧力容器の破損直前の原子炉圧力は約●MPa[gage]であり，

2.0MPa［gage］以下に低減されている。 

    本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に

示す(4)の評価項目について，原子炉圧力をパラメータとして対策の有

効性を確認した。なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の

設定」に示す(5)及び(8)の評価項目については「3.3 原子炉圧力容器外

の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互

作用」にて評価項目を満足することを確認している。また，ペデスタル
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（ドライウェル部）に落下した溶融炉心及び格納容器の安定状態維持に

ついては「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」にて確認している。 

    なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)

から(3)の評価項目については，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」において，選定された評価事故シーケン

スに対して対策の有効性を確認しているが，溶融炉心がペデスタル（ド

ライウェル部）に落下した場合については，本評価において，「1.2.2.2 

有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目

について対策の有効性を確認できる。 

    ここで，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(3)の評価項目については，格納容器が健全であるため，格納容器から

原子炉建屋への放射性物質の漏えい量は制限され，また，大気中へはほ

とんど放出されないものと考えられる。これは，原子炉建屋内に漏えい

した放射性物質は，原子炉建屋内で時間減衰し，また，粒子状放射性物

質は，原子炉建屋内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建屋内

に沈着すると考えられるためである。原子炉建屋内での放射性物質の時

間減衰及び粒子状放射性物質の除去効果等を保守的に考慮せず，原子炉

建屋から大気中への放射性物質の漏えいを想定した場合，漏えい量は約

●×10－３TBq（7 日間）となり，100TBq を下回る。 

事象発生から 7 日間以降，Ｃｓ－137 の漏えいが継続した場合の影響

評価を行ったところ，約●TBq(30 日間)及び約●TBq（100 日間）であり，

100TBq を下回る。 

（添付資料 3.5.1，3.2.4，3.2.5） 

3.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 
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  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間

余裕を評価するものとする。 

  格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，

設計基準事故対処設備による原子炉注水機能（非常用炉心冷却系及び原子炉

隔離冷却系）のみならず，重大事故等対処設備による原子炉注水機能を含む

全ての原子炉注水機能が喪失して炉心損傷に至り，原子炉圧力容器が破損す

る前に手動操作により原子炉減圧を行うことが特徴である。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時間

程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考え

られる操作として，原子炉急速減圧操作及び代替循環冷却系ポンプを用いた

代替循環冷却系による格納容器除熱操作とする。 

  本評価事故シーケンスの有効性評価における不確かさとしては，リロケー

ション（炉心溶融開始後の溶融炉心の移動）が挙げられる。これに対しては，

原子炉水位を監視し，原子炉水位が燃料有効長底部から燃料有効長の 20％

上の位置に到達した時点で原子炉急速減圧を行うといった，徴候を捉えた対

応を図ることによって，炉心下部プレナムへの溶融炉心移行が発生する前に

速やかに 2.0MPa[gage]を十分下回る圧力まで原子炉を減圧可能であること

を確認している。 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

   本格納容器破損モードにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとお

りであり，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 
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  ａ．運転員等操作時間に与える影響 

    炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化

及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデ

ルは，ＴＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性

を確認している。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応

速度の係数についての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部プレ

ナムへの溶融炉心移行の開始時間に対する感度は数分程度であり，影響

は小さいことを確認している。本評価事故シーケンスでは，重大事故等

対処設備を含む全ての原子炉への注水機能が喪失することで原子炉圧力

容器破損に至ることを想定しており，最初に実施すべき操作は原子炉水

位が燃料有効長底部から燃料有効長の 20％上の位置に到達した時点の

原子炉減圧操作であり，また，燃料被覆管温度及び原子炉圧力容器下鏡

部温度等を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

    炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位

挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦ

ＥＲの評価結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価

結果の方が保守的であることを確認している。このため，原子炉水位が

燃料有効長底部から燃料有効長の 20％上の位置に到達する時間が早ま

る可能性があるが，数分程度の差違であることから，運転員等操作時間

に与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故について
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の再現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下さ

せた感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいこと

を確認している。本評価事故シーケンスでは，リロケーション及び構造

材との熱伝達を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融

炉心細粒化）及び原子炉圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達）の不確

かさとして，下部プレナムでの溶融炉心の挙動に関する感度解析により，

原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力に与える影響は小さいことを確認し

ている。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内ＦＣＩを操作開

始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心

の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故につい

ての再現性を確認している。また，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝

達に関する感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さ

いことを確認している。本評価事故シーケンスでは，下部プレナムでの

溶融炉心の熱伝達を操作開始の起点としている運転員等操作はないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさ

として，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひず

み（しきい値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に

原子炉圧力容器破損時間が早まることを確認している。本評価事故シー

ケンスでは，原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている操作とし

て常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
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による格納容器冷却操作があるが，原子炉圧力容器破損（事象発生から

約 4.5 時間後）に対して早まる時間はわずかであり，また，原子炉圧力

容器下鏡部温度が 300℃に到達したこと等をもって破損兆候を検知し，

原子炉圧力容器の破損判断パラメータである格納容器下部水温計の指示

を継続監視することで，迅速に原子炉圧力容器破損の判断を可能である

ことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

（添付資料 3.2.7） 

  ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

    炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化

及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデ

ルは，ＴＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性

を確認している。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応

速度の係数についての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部プレ

ナムへの溶融炉心移行の開始時間への感度は数分程度であり，影響は小

さいことを確認している。本評価事故シーケンスでは，原子炉水位が燃

料有効長底部から燃料有効長の 20%上の位置に到達した時点での運転員

等操作による原子炉急速減圧によって速やかに原子炉圧力を

2.0MPa[gage]以下に低減し，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力を

2.0MPa[gage]以下に維持しているため，運転員等操作時間に与える影響

はないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

    炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位

挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦ

ＥＲの評価結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価

結果の方が保守的であることを確認している。このため，原子炉水位が
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燃料有効長底部から燃料有効長の 20％上の位置に到達する時間が早ま

る可能性があるが，数分程度の差異であり，原子炉急速減圧操作後に原

子炉圧力は速やかに低下することから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故について

の再現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下さ

せた感度解析より炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認してい

る。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損が発生する前に，

十分な時間余裕をもって手動減圧により原子炉圧力を 2.0MP[gage]以下

に維持していることから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融

炉心細粒化）及び原子炉圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達）の不確

かさとして，下部プレナムでの溶融炉心の挙動に関する感度解析により，

原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力に与える影響は小さいことを確認し

ている。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損が発生する前

に，十分な時間余裕をもって手動減圧により原子炉圧力を 2.0MP[gage]

以下に維持していることから，評価項目となるパラメータに与える影響

はない。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心

の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故につい

ての再現性を確認している。また，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝

達に関する感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さ

いことを確認していることから，評価項目となるパラメータに与える影
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響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさ

として，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひず

み（しきい値）に対する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に

原子炉圧力容器破損が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破

損（事象発生から約 4.5 時間後）に対して早まる時間はわずかであるこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.2.7） 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

  ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

    初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

3.2-2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件

とした場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評

価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるような設定があるこ

とから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関

する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

  初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd／t

に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，解析条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりもお

おむね小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水位の

低下は緩和されるが，操作手順（原子炉水位に応じて急速減圧を実施

すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響
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はない。また，原子炉圧力容器破損に至るまでの事象進展は緩和され

るが，操作手順（崩壊熱除去機能の喪失に伴い代替循環冷却系ポンプ

を用いた代替循環冷却系による格納容器除熱を実施すること）に変わ

りはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，解析条件の不

確かさとして，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事

象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影

響は小さい。 

（添付資料 3.2.7） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd／t

に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，解析条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりもお

おむね小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水位の

低下は緩和され，原子炉急速減圧操作の開始が遅くなるが，原子炉圧

力容器破損も遅くなり，原子炉急速減圧操作開始後に原子炉圧力は速

やかに低下することから，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，解析条件の不

確かさとして，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事

象進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

（添付資料 3.2.7） 

 ｂ．操作条件 

    操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配
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置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実

さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響

を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 

     操作条件の原子炉急速減圧操作は，解析上の操作時間として原子炉

水位が燃料有効長底部から燃料有効長の 20％上の位置に到達時（事

象発生から約●分後）を設定している。運転員等操作時間に与える影

響として，原子炉水位が燃料有効長底部から燃料有効長の 20％上の

位置に到達するまでには事象発生から約●分の時間余裕があり，また，

原子炉急速減圧操作は原子炉水位の低下傾向を監視しながらあらかじ

め準備が可能であり，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等

であるため，操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等

操作時間に与える影響も小さい。当該操作は，解析コード及び解析条

件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性

があるが，中央制御室で行う作業であり，他の操作との重複もないこ

とから，他の操作に与える影響はない。 

     操作条件の代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格

納容器除熱操作は，解析上の操作開始時間として事象発生から 90 分

後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，代替循環

冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系運転は事象発生 90 分後に開始

することとしているが，時間余裕を含めて設定されているため操作の

不確かさが操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等操

作時間に与える影響は小さい。また，本操作の操作開始時間は，緊急
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用海水ポンプを用いた緊急用海水系の準備期間を考慮して設定したも

のであり，緊急用海水ポンプを用いた緊急用海水系の操作開始時間が

早まれば，本操作の操作時間も早まる可能性があり，代替循環冷却系

ポンプを用いた代替循環冷却系の運転開始時間も早まることから，運

転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 3.2.7） 

   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     操作条件の原子炉急速減圧操作は，運転員等操作時間に与える影響

として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

     操作条件の代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格

納容器除熱操作は，運転員等操作時間に与える影響として，操作開始

時間が早まった場合には，本操作も早まる可能性があり，格納容器圧

力及び温度を早期に低下させる可能性があることから，評価項目とな

るパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 3.2.7） 

(3) 操作時間余裕の把握 

   操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

   操作条件の原子炉急速減圧操作については，原子炉圧力容器破損までに

完了する必要があるが，原子炉圧力容器破損までの時間は事象発生から約

4.5 時間あり，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

32



3.2-33 

   操作条件の代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容

器除熱操作については，格納容器除熱開始までの時間は事象発生から 90

分あり，準備時間が確保できるため，時間余裕がある。なお，本操作が大

幅に遅れるような事態になった場合でも，原子炉圧力容器破損に至るまで

の時間は事象発生から約 4.5 時間であり，約 3 時間以上の余裕があること

から，時間余裕がある。 

（添付資料 3.2.7） 

 (4) まとめ 

    解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員

等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確か

さが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。このほか，評価項目とな

るパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操

作時間には時間余裕がある。 

3.2.4 必要な要員及び資源の評価 

 (1) 必要な要員の評価 

   格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」にお

ける必要な初動対応要員は，「3.1.2.1 格納容器破損防止対策」と同様 18

名である。このため，「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」

で示す運転員及び災害対策要員の 39 名で対処可能である。また，必要な

招集要員は 2 名であり，発電所構外から 2 時間以内に招集可能な要員の

71 名で対処可能である。 
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 (2) 必要な資源の評価 

   格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」にお

いて，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件に

て評価している。その結果を以下に示す。 

  ａ．水源 

    常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容

器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）への注水は，

7 日間の対応を考慮すると，合計約●m３の水が必要となる。水源として，

代替淡水貯槽に約 4,300m３，北側淡水池に約 2,500m３及び高所淡水池に

約 2,500m３を保有している。これにより，必要な水源は確保可能である。

なお，北側淡水池又は高所淡水池からの補給を考慮しない場合でも代替

淡水貯槽の水源により 7 日間の注水継続が可能である。 

（添付資料 3.2.8） 

  ｂ．燃料 

    常設代替交流電源装置による電源供給については，事象発生直後から

の運転を想定すると，7 日間の運転継続に約 352.8kL の軽油が必要とな

る。軽油貯蔵タンクに約 800kL の軽油を保有していることから，常設代

替交流電源装置による電源供給について，7 日間の継続が可能である。 

可搬型代替注水大型ポンプによる代替淡水貯槽への給水については，

事象発生からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約 36.6kL の軽

油が必要となる。可搬型設備用軽油タンクに約 210kL の軽油を保有して

いることから，可搬型代替注水大型ポンプによる給水について，7 日間
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の継続が可能である。 

（添付資料 3.2.9） 

  ｃ．電源 

    常設代替交流電源装置の電源負荷については，重大事故等対策時に必

要な負荷として約 2,339kW 必要となるが，常設代替交流電源装置の連続

運転許容負荷容量は 5,520kW であり，必要負荷に対しての電源供給が可

能である。 

（添付資料 3.2.10） 

3.2.5 結論 

  格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，

運転時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常

用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，原子炉圧力容器が

高い圧力の状況で損傷し，溶融炉心，水蒸気及び水素が急速に放出され，格

納容器に熱的・機械的な負荷が発生して格納容器破損に至ることが特徴であ

る。格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に対

する格納容器破損防止対策としては，逃がし安全弁（自動減圧機能）による

原子炉減圧手段を整備している。 

  格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の評価

事故シーケンス「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧失敗＋炉心損傷後

の手動減圧失敗＋ＤＣＨ」について，有効性評価を行った。 

  上記の場合においても，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動開操作によ

る原子炉減圧により，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力を 2.0MPa[gage]

以下に低減することが可能である。また，安定状態を維持できる。 
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（添付資料 3.5.1） 

  解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作

時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。ま

た，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認

した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

  重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源については，外部支援を考慮しな

いとしても，7 日間以上の供給が可能である。 

  以上のことから，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動開操作による原子

炉減圧の格納容器破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対して有効

であることが確認でき，格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱」に対して有効である。 
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第 3.2-1 表 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱における重大事故等対策について（1／6） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム確認

及び全交流動力電源

喪失の確認 

・運転時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生して

原子炉がスクラムしたことを確認する。 

・主蒸気隔離弁が閉止するとともに，再循環ポンプがトリップ

したことを確認する。 

逃がし安全弁（安

全弁機能） 

【主蒸気隔離弁】

所内常設直流電源

設備 

－ 平均出力領域計装 

起動領域計装 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧 

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧 

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

早期の電源回復不能

確認 

・全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作に

より外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動ができ

ず，非常用母線の電源回復ができない場合，早期の電源回復

不能と判断する。 

－ － － 

常設代替高圧電源装

置による緊急用母線

の受電操作 

・早期の電源回復不能の確認後，中央制御室からの遠隔操作に

より常設代替高圧電源装置から緊急用母線を受電する。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

高圧注水機能喪失の

確認 

・原子炉スクラム後，原子炉水位の低下が継続し，原子炉水位

異常低下（レベル２）設定点に到達したが，原子炉隔離時冷

却系が自動起動していないことを確認し，中央制御室からの

遠隔操作によりこれらの系統の手動起動を試みるがこれにも

失敗したことを確認する。 

－ － 原子炉水位（広帯域，燃

料域） 

原子炉水位（ＳＡ広帯

域，ＳＡ燃料域） 

【原子炉隔離時冷却系系

統流量】 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作
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第 3.2-1 表 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱における重大事故等対策について（2／6） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

常設高圧代替注水ポ

ンプを用いた高圧代

替注水系の起動操作 

・高圧注水機能喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作によ

り高圧代替注水系を起動し，原子炉注水を開始することで原

子炉水位が回復することを確認する。 

高圧代替注水系 － 高圧代替注水系系統流量 

原子炉水位（広帯域，燃

料域） 

原子炉水位（ＳＡ広帯

域，ＳＡ燃料域） 

高圧注水機能の回復

操作 

・対応可能な要員にて高圧注水機能の回復操作を実施する。 － － － 

交流電源の回復操作 ・早期の電源回復不能の確認後，対応可能な要員により非常用

ディーゼル発電機等の機能回復操作及び外部電源の機能回復

操作を実施する。 

－ － － 

常設代替高圧電源装

置による非常用母線

の受電操作 

・常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電後，中央制御

室及び現場にて常設代替高圧電源装置による非常用母線の受

電準備操作を実施し，中央制御室からの遠隔操作により常設

代替高圧電源装置から緊急用母線を介して非常用母線を受電

する。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧 

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧 

原子炉建屋ガス処理

系及び中央制御室換

気系の起動操作 

・常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電後，中央制御

室からの遠隔操作により原子炉建屋ガス処理系及び中央制御

室換気系を起動する。 

中央制御室換気系

（空気調和機ファ

ン，フィルタ系フ

ァン，高性能粒子

フィルタ，他ｙコ

ールフィルタ） 

非常用ガス処理系

（排風機，フィル

タトレイン） 

非常用ガス再循環

系（排風機，フィ

ルタトレイン） 

－ － 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作
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第 3.2-1 表 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱における重大事故等対策について（3／6） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

緊急用海水ポンプを用

いた緊急用海水系によ

る海水通水操作 

・常設低圧代替注水ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水機能喪失を確認した後，中央制御室からの遠

隔操作により緊急用海水系及び代替循環冷却系の準備操作を

実施し，緊急用海水ポンプを起動し，緊急用海水系に海水を

通水する。 

緊急用海水ポンプ － 緊急用海水系流量（残留

熱除去系熱交換器） 

代替循環冷却系ポンプ

を用いた代替循環冷却

系による格納容器除熱

操作 

・緊急用海水ポンプにより緊急用海水系に海水を通水した後，

中央制御室からの遠隔操作により代替循環冷却系ポンプを起

動することで，代替格納容器スプレイを実施し，格納容器除

熱を実施する。 

代替循環冷却系ポ

ンプ 

－ 代替循環冷却系格納容器

スプレイ流量 

サプレッション・チェン

バ圧力 

ドライウェル圧力 

逃がし安全弁（自動減

圧機能）2 弁による原

子炉急速減圧操作 

・原子炉水位の低下が継続し，燃料有効長底部から燃料有効長

の 20％上の位置に到達した時点で，原子炉注水の手段が全く

ない場合でも，中央制御室からの遠隔操作によって逃がし安

全弁（自動減圧機能）2 弁を手動で開放し，原子炉を急速減圧

する。 

・原子炉急速減圧後は，逃がし安全弁（自動減圧機能）の開状

態を保持し，原子炉圧力を低圧状態に維持する。 

逃がし安全弁（自

動減圧機能） 

－ 原子炉水位（広帯域，燃

料域） 

原子炉水位（ＳＡ広帯

域，ＳＡ燃料域） 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

サプレッション・プール

水温度 

炉心損傷確認 ・原子炉水位手の低下による炉心の露出に伴い，炉心損傷した

ことを確認する。炉心損傷の判断は，格納容器雰囲気放射線

モニタ（Ｄ／Ｗ）及び（Ｓ／Ｃ）の指示値が設計基準事故相

当のガンマ線線量率の 10倍以上の場合とする。 

・炉心損傷が発生すれば，ジルコニウム－水反応及び水の放射

線分解により水素及び酸素が発生することから，格納容器内

の水素及び酸素濃度を確認する。 

－ － 格納容器雰囲気放射線モ

ニタ（Ｄ／Ｗ） 

格納容器雰囲気放射線モ

ニタ（Ｓ／Ｃ） 

格納容器内水素濃度（Ｓ

Ａ） 

格納容器内酸素濃度（Ｓ

Ａ） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作
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第 3.2-1 表 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱における重大事故等対策について（4／6） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

常設低圧代替注水ポン

プを用いた格納容器下

部注水系（常設）によ

る格納容器下部水位確

保操作 

・代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による代替格

納容器スプレイ操作を実施後，原子炉圧力容器破損に備えて

，中央制御室からの遠隔操作によって常設低圧代替注水ポン

プを用いた格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（

ドライウェル部）注水を実施する。この場合の注水は，ペデ

スタル（ドライウェル部）水位を約 1.0m に調整することが目

的であるため，ペデスタル（ドライウェル部）水位が 1m を超

えて上昇したことを確認後，ペデスタル（ドライウェル部）

注水を停止する。 

常設低圧代替注水

ポンプ 

－ 低圧代替注水系格納容器

下部注水流量 

格納容器下部水位 

サプレッション・プー

ルｐＨ制御装置による

薬液注入操作 

・常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設

）による格納容器下部水位確保操作を実施後，中央制御室か

らの遠隔操作によって格納容器内のｐＨ制御のための薬液注

入を行う。 

－ － － 

原子炉圧力容器破損の

判断 

・原子炉圧力容器の破損を直接確認する計装設備である格納容

器下部水温計の指示上昇又はダウンスケールといったパラメ

ータの変化によって，原子炉圧力容器破損を判断する。 

・原子炉圧力容器破損の徴候として，原子炉水位の低下，制御

棒位置の指示値の喪失数増加，原子炉圧力容器下鏡部温度の

300℃到達といったパラメータの変化を検知した後は，原子炉

圧力容器破損判断の迅速性向上のため，格納容器下部水温計

を継続監視する。 

－ － 格納容器下部水温 

原子炉水位（広帯域，燃

料域） 

原子炉水位（ＳＡ広帯

域，ＳＡ燃料域） 

原子炉圧力容器温度 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作
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第 3.2-1 表 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱における重大事故等対策について（5／6） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

常設低圧代替注水ポン

プを用いた代替格納容

器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷

却操作 

・原子炉圧力容器破損に伴う格納容器の圧力及び温度上昇を抑

制するため，原子炉圧力容器破損の判断後，中央制御室から

の遠隔操作によって常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を実施す

る。 

・格納容器圧力挙動が低下傾向に転じれば，格納容器外からの

注水によるサプレッション・プール水位の上昇抑制のため，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器冷却を停止する。 

常設低圧代替注水

ポンプ 

－ 低圧代替注水系格納容器

スプレイ流量 

サプレッション・チェン

バ圧力 

ドライウェル圧力 

常設低圧代替注水ポン

プを用いた格納容器下

部注水系（常設）によ

る溶融炉心への注水操

作 

・原子炉圧力容器破損の判断後に，高さ 0.2m 位置の格納容器下

部水温計のオーバースケール又はダウンスケールにより高さ

0.2m までの溶融炉心堆積を検知した場合，常設低圧代替注水

系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によるペデス

タル（ドライウェル部）注水を水位 2.75m まで実施する。 

・水位 2.25m 到達にてペデスタル（ドライウェル部）注水を実

施し，2.75m 到達により停止する間欠注水を行う。 

・高さ 0.2m までの溶融炉心堆積が検知されない場合は，常設低

圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）に

よるペデスタル（ドライウェル部）注水を水位 0.5m 到達にて

実施し，1m到達により停止する間欠注水を行う。 

常設低圧代替注水

ポンプ 

－ 低圧代替注水系格納容器

下部注水流量 

格納容器下部水温 

代替循環冷却系ポンプ

を用いた代替循環冷却

系による原子炉注水及

び格納容器除熱操作 

・原子炉圧力容器破損後の格納容器圧力が低下傾向に転じた後

は，原子炉圧力容器内の冷却及び格納容器の除熱のため，中

央制御室からの遠隔操作によって代替循環冷却系の注水先を

原子炉注水と格納容器スプレイに分配し，それぞれ連続で原

子炉注水と格納容器スプレイを実施する。 

代替循環冷却系ポ

ンプ 

－ 代替循環冷却系原子炉注

水流量 

代替循環冷却系格納容器

スプレイ流量 

サプレッション・チェン

バ圧力 

ドライウェル圧力 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作
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第 3.2-1 表 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱における重大事故等対策について（6／6） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

常設低圧代替注水ポン

プを用いた代替格納容

器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器圧

力及び温度制御操作 

・原子炉圧力容器破損後の格納容器圧力挙動が低下傾向に転じ

た後は，代替循環冷却系ポンプを用いて代替循環冷却系によ

り 格 納 容 器 除 熱 を 実 施 す る が ， 格 納 容 器 圧 力 が

0.465MPa[gage]に到達した場合又はドライウェル雰囲気温度

が 171℃に到達した場合は，中央制御室からの遠隔操作によっ

て常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器スプレイを実施し，格納容器圧

力及び温度を制御する。 

常設低圧代替注水

ポンプ 

－ 低圧代替注水系格納容器

スプレイ流量 

サプレッション・チェン

バ圧力 

ドライウェル圧力 

ドライウェル雰囲気温度 

使用済燃料プールの冷

却操作 

・対応可能な要員にて，使用済燃料プールの冷却操作を実施す

る。 

－ － － 

可搬型代替注水大型ポ

ンプによる水源補給操

作 

・可搬型代替注水大型ポンプにより淡水貯水池から代替淡水貯

槽へ水源補給操作を実施する。 

代替淡水貯槽 

代替淡水貯水池 

可搬型代替注

水大型ポンプ

代替淡水貯槽水位 

タンクローリによる燃

料補給操作 

・タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替

注水大型ポンプに燃料補給を実施する。 

可搬型設備用軽油

タンク 

タンクローリ － 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作
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第 3.2-2 表 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（1／6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード ＭＡＡＰ － 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 定格熱出力を設定 

原子炉圧力 

（圧力容器ドーム部） 
6.93MPa[gage] 定格圧力を設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカー

ト下端から+126cm） 
通常運転水位を設定 

炉心流量 48,300t／h 定格流量を設定 

燃料 ９×９燃料（Ａ型） 
９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）は，熱水力的な特性はほぼ同等で

あることから，代表的に９×９燃料（Ａ型）を設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI／ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下及び格納容器圧力上昇の観点で厳しい設

定となるため，崩壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1サイクルの

運転期間（13ヶ月）に調整運転期間（約 1ヶ月）を考慮した運転期間に対応

する燃焼度を設定 

格納容器体積（ドライウェル） 5,700m３ 設計値を設定 

格納容器体積（ウェットウェル）
空間部：4,100m３

液相部：3,300m３

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる少なめの水量とし

て，保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール水位 6.983m（通常水位-4.7cm） 
サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる低めの水位として，

保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール水温度 32℃ 
サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温として，

保安規定の運転上の制限における上限値を設定 
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第 3.2-2 表 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（2／6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい高めの設定として，通常運転時の圧力を包含

する値を設定 

格納容器雰囲気温度 57℃ ドライウェル内ガス冷却装置の設計温度を設定 

外部水源の温度 35℃ 
格納容器スプレイによる圧力抑制効果の観点で厳しい高めの水温として，

年間の気象条件変化を包含する高めの水温を設定 

溶融炉心からプール水への 

熱流束 
800kW／m２相当（圧力依存あり） 過去の知見に基づき事前水張りの効果を考慮して設定 

コンクリートの種類 玄武岩系コンクリート 使用している骨材の種類から設定 

コリウムシールド耐熱材の種類 ジルコニア耐火材 コンクリートの侵食を防止する観点から設定（添付資料 3.2.12，3.2.13） 

ペデスタル（ドライウェル部） 

床面積 
コリウムシールドを考慮 

溶融炉心の拡がり面積が狭いことにより，コンクリート侵食量の観点で厳

しくなる設定 

ペデスタル（ドライウェル部） 

水張り水位 

ペデスタル（ドライウェル部）床面 

から 1m 
水蒸気爆発の影響を抑制する観点から設定（添付資料 3.2.3） 

原子炉圧力容器下部及びペデス

タル（ドライウェル部）内構造

物の扱い 

ペデスタル（ドライウェル部）に落

下する溶融物とは扱わない 
発熱密度を下げないよう保守的に設定 

コンクリート以外の構造材の 

扱い 
鋼板及び鉄筋は考慮しない 

鋼板及び鉄筋についてはコンクリートよりも融点が高いことから保守的に

考慮しない 

コメント 

No.182-43 に

対する回答 
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第 3.2-2 表 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（3／6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件

起因事象 給水流量の全喪失 原子炉水位低下の観点で厳しい事象を設定 

安全機能の喪失に対する仮定 

全交流動力電源喪失 

高圧注水機能及び低圧注水機能の喪失 

原子炉圧力容器破損前の重大事故等対処設備に

よる原子炉注水機能の喪失 

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し設定 

高圧注水機能として高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却

系，低圧注水機能として低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系

（低圧注水系）の機能喪失を設定 

原子炉圧力容器破損前において，重大事故等対処設備である低圧

代替注水系（常設）及び代替循環冷却系の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし 

運転員の対応を厳しく見積もる観点から外部電源なしを設定 

ただし，原子炉スクラムについては，外部電源有りの場合を包括

する条件として，機器条件に示すとおり設定している 

高温ガスによる配管等の 

クリープ破損や漏えい等 
考慮しない 原子炉圧力を厳しく評価するものとして設定 
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第 3.2-2 表 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（4／6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 
原子炉水位低（レベル３）信号 

（応答時間：0秒） 

原子炉水位低下を厳しくする観点で，外部電源喪失時に伴うタービン蒸

気加減弁急閉及び原子炉保護系電源喪失による原子炉スクラムについて

は保守的に考慮せず，原子炉水位低（レベル３）による原子炉スクラム

を設定 

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時） 

安全弁機能 

7.79MPa[gage]×2個，385.2t／h／個 

8.10MPa[gage]×4個，400.5t／h／個 

8.17MPa[gage]×4個，403.9t／h／個 

8.24MPa[gage]×4個，407.2t／h／個 

8.31MPa[gage]×4個，410.6t／h／個 

逃がし安全弁の安全弁機能の設計値を設定 

なお,安全弁機能は逃がし弁機能に比べて原子炉圧力が高めに維持され,

原子炉減圧操作時に原子炉圧力が所定の圧力に到達するまでの時間が遅

くなるため,評価項目に対して厳しい条件となる 

（原子炉減圧操作時） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）2 弁の開放によ

る原子炉急速減圧 

＜原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気量の関係＞ 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉圧力の関係から設定
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2500
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第 3.2-2 表 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（5／6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

真空破壊装置 

3.45kPa 

（ドライウェル－サプレッション・チェンバ

間差圧） 

設計値を設定 

代替循環冷却系 

総循環流量：250m３／h 

格納容器スプレイ 250m３／h 又は 150m３／h 

原子炉注水：100m３／h 

格納容器圧力及び雰囲気温度抑制に必要なスプレイ流量及び溶融炉心の

冷却に必要な注水量を考慮して設定 

代替格納容器スプレイ

冷却系（常設） 

原子炉圧力容器破損判断後： 

300m３／hにて格納容器へスプレイ 
格納容器圧力及び雰囲気温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮して設定

格納容器圧力制御： 

130m３／hにて格納容器へスプレイ 
格納容器圧力抑制に必要なスプレイ流量を考慮して設定 

格納容器温度制御： 

300m３／hにて格納容器へスプレイ 
格納容器雰囲気温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮して設定 

格納容器下部注水系

（常設） 

80m３／h にてペデスタル（ドライウェル部）へ

注水 
溶融炉心の冠水継続が可能な流量な流量として設定 
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第 3.2-2 表 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（6／6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件

原子炉急速減圧操作 
原子炉水位が燃料有効長底部から燃料有

効長の 20％高い位置に到達した時点 

炉心損傷後の酸化反応の影響緩和を考慮して設定 

（添付資料 3.2.1）

代替循環冷却系ポンプを用いた代

替循環冷却系による格納容器冷却

操作 

事象発生 90 分後 緊急用海水系及び代替循環冷却系の準備時間等を考慮して設定 

常設低圧代替注水系ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作 

原子炉圧力容器破損 6 分後に開始。格納

容器圧力が低下傾向に転じてから 30 分後

に停止 

格納容器圧力及び温度の抑制効果を踏まえて設定 

常設低圧代替注水系ポンプを用い

た格納容器下部注水系によるペデ

スタル（ドライウェル部）注水操

作 

原子炉圧力容器破損 7 分後に開始。その

後，ペデスタル（ドライウェル）水位

2.75m に到達した時点で停止し，2.25m に

到達した時点で開始。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器の破損による溶融炉心・コンクリー

ト相互作用の影響緩和を考慮し設定 

常設低圧代替注水系ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作 

格納容器圧力 465kPa[gage]又は格納容器

雰囲気温度 171℃に到達した場合に開

始。格納容器圧力 465kPa[gage]到達によ

って開始した場合は格納容器圧力

400kPa[gage]以下となった時点で停止。

格納容器雰囲気温度 171℃到達によって

開始した場合は格納容器雰囲気温度

151℃以下となった時点で停止 

格納容器圧力及び雰囲気温度の抑制効果を踏まえて設定 
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←

緊急用海水系 

ポンプ 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプＣ

残留熱除去系

ポンプＢ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系 

ポンプＡ 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプＡ及びＢ 

※3

←

←

→

→

→

↑↑

ドライウェル

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション・

プール 

サプレッション・

チェンバ 

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器 

圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水系ポンプＡ，Ｃ

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水系ポンプ 

Ｂ，Ｄ 

※1

※2

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等

常設高圧代替注水系ポンプ

←

北側淡水池又は

高所淡水池

代替

循環

冷却系

ポンプ

可搬型窒素供給装置 

ぺデ 

スタル

外部電源 

原子炉ウェル

→

Ｇ

第 3.2-1 図 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱時の重大事故故対処設備の概略系統図（1／4） 
（原子炉圧力容器破損前の逃がし安全弁による原子炉減圧段階） 
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緊急用海水系 

ポンプ 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプＣ

残留熱除去系

ポンプＢ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系 

ポンプＡ 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプＡ及びＢ 

※3

←

←

← →

→

→

ドライウェル

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション・

プール 

サプレッション・

チェンバ 

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器 

圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水系ポンプＡ，Ｃ

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水系ポンプ 

Ｂ，Ｄ 

※1

※2

※1 海へ ※2海へ

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等

常設高圧代替注水系ポンプ

←

北側淡水池又は

高所淡水池

代替

循環

冷却系

ポンプ

可搬型窒素供給装置 

ぺデ 

スタル

Ｇ

外部電源 

原子炉ウェル

→

↑ ↑

↑

第 3.2-1 図 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱時の重大事故故対処設備の概略系統図（2／4） 
（原子炉圧力容器破損前の代替循環冷却系による格納容器除熱，及び 
格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部水位確保段階） 
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緊急用海水系 

ポンプ 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプＣ

残留熱除去系

ポンプＢ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系 

ポンプＡ 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプＡ及びＢ 

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション・

プール 

サプレッション・

チェンバ 

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器 

圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水系ポンプＡ，Ｃ

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水系ポンプ 

Ｂ，Ｄ 

※1

※2

※1 海へ ※2海へ

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等

常設高圧代替注水系ポンプ

←

北側淡水池又は

高所淡水池

代替

循環

冷却系

ポンプ

可搬型窒素供給装置 

ぺデ 

スタル

外部電源 

原子炉ウェル

→

↑

Ｇ

第 3.2-1 図 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱時の重大事故対処設備の概略系統図（3／4） 
（原子炉圧力容器破損後の代替循環冷却系による格納容器除熱，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による 

格納容器冷却，及び格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心への注水段階） 
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緊急用海水系 

ポンプ 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプＣ

残留熱除去系

ポンプＢ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系 

ポンプＡ 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプＡ及びＢ 

※3

←

←

← →

→

→

ドライウェル

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション・

プール 

サプレッション・

チェンバ 

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器 

圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水系ポンプＡ，Ｃ

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水系ポンプ 

Ｂ，Ｄ 

※1

※2

※1 海へ ※2海へ

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等

常設高圧代替注水系ポンプ

（評価上考慮しない） 

←

北側淡水池又は

高所淡水池

代替

循環

冷却系

ポンプ

可搬型窒素供給装置 

ぺデ 

スタル

外部電源 

原子炉ウェル

↑↑

→

↑

Ｇ

第 3.2-1 図 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱時の重大事故故対処設備の概略系統図(4／4) 
（原子炉圧力容器破損後の代替循環冷却系による原子炉注水及び格納容器除熱，及び 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器圧力及び温度制御段階） 
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第 3.2-図 「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の対応手順の概要 

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】 

Ⅰ 

電源容量により使用できる設備が限られるが，常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備により P/C を受電

する。 

Ⅱ 

常設低圧代替注水ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）と同等の流量は確保できないが，消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注

水も実施可能である。 

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水も実施可能である。 

また,非常用母線の受電後は, ほう酸水注入系及び制御棒駆動水圧系による原子炉注水も実施可能である。 

Ⅲ 

代替残留熱除去系海水系による海水通水も可能である。 

Ⅳ 

非常用母線の受電後，原子炉補機冷却系が起動可能な場合には,ドライウェル内ガス冷却装置を起動する。 

Ⅴ 

常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）以外によるペデスタル（ドライウェル部）注水と同等の流量は確保でき

ないが，消火系（ディーゼル駆動）による格納容器スプレイも実施可能である。 

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器下部注水系（可搬型）によるペデスタル（ドライウェル部）

注水も実施可能である。 

Ⅵ 

 サプレッション・チェンバ側からの格納容器ベントを優先するが，ドライウェル側からの格納容器ベントによる格納容器除熱も実施可

能である。 

補足１ 

●事故の起因事象判定（ＬＯＣＡ事象又は過渡事象起因） 

「原子炉水位異常低下（レベル１）設定点到達」 

かつ  

「格納容器圧力高 13.7kPa［gage］到達」 

上記の条件が満たされる場合は，「ＬＯＣＡ事象起因」と判定する。 

条件が満たされない場合は「過渡事象起因」と判定する。 

（本シナリオでは「過渡事象」を想定している） 

●原子炉圧力容器破損の判断 

【破損徴候判断パラメータ】 

・原子炉水位の「低下（喪失）」 

・制御棒位置の指示値の「喪失数増加」 

・ＲＰＶ下鏡部温度が「300℃到達」 

【破損判断パラメータ】 

・ペデスタル水温の「上昇」又は「喪失」 

※１：外部電源喪失に伴い，原子炉スクラム，主蒸気隔離弁閉止及び再循環ポン

プトリップとなるが，解析上は原子炉水位低（レベル３）設定点到達にて

原子炉スクラム信号が発信するものとする。主蒸気隔離弁閉止及び再循環

ポンプトリップについては，外部電源喪失時とする。 

※２：原子炉スクラムは，中央制御室にて平均出力領域計装等により確認する。

※３：非常用炉心冷却系等の機能喪失及び全交流動力電源喪失により原子炉への

注水機能が喪失する。 

※４：外部電源の受電及び非常用ディーゼル発電機の起動不可により早期の電源

回復不能と判断する。 

※５：中央制御室にて，機器ランプ表示，警報，ポンプ吐出圧力計，系統流量

計，原子炉水位計，原子炉圧力計等にて確認する。 

※６：格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の有効

性評価を実施する上で，原子炉圧力容器破損までは重大事故等対処設備に

よる原子炉注水機能についても使用できないものと仮定する。 

※７：「燃料有効長底部から燃料有効長の 20％高い位置」とは，原子炉水位（燃

料域）で－2966mm を示す。 

※８：格納容器雰囲気放射線モニタ(D/W)及び(S/C)の指示値と非常時運転手順書

Ⅲ導入量域判定図により炉心損傷を確認する。格納容器雰囲気放射線モニ

タ(D/W)及び(S/C)による炉心損傷発生の判断ができない場合は，原子炉圧

力容器表面温度により判断する。 

   炉心損傷による格納容器内水素濃度の上昇を確認する。 

※９：炉心損傷していること及び原子炉注水機能が喪失していることにより代替

循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器冷却操作実施す

る。 

格納容器スプレイ流量は 250m３／h で開始する。 

原子炉注水機能が回復する場合には，原子炉圧力容器破損後に格納容器圧

力が下降に転じたら，復旧格納容器スプレイ流量は 150m３／h とし，原子

炉注水流量を 100m３／h とする。なお，本評価では,原子炉圧力容器破損ま

では,シナリオ上の想定として原子炉注水機能には期待しない。 

※10：ペデスタル（ドライウェル部）内床ドレンサンプの 1m 水位維持機能を使用

した追加注水により水位を確保する。 

水位確保操作は約 10cm の水位上昇を考慮した注水および 1m までの排水を

考慮した時間（約 10 分）で実施する。 

※11：サプレッション・プール pH 制御装置による薬液注入操作は格納容器下部水

位確保後から実施する。 

※12：原子炉圧力容器破損の判断は破損判断パラメータにより判断する（補足

１）。 

※13：格納容器下部水温計により溶融炉心の多量落下を判断する。 

※14：原子炉圧力容器が破損していることにより，常設低圧代替注水ポンプを用

いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作を実施

する。 

格納容器スプレイ流量は 300m３／h で開始し格納容器圧力が下降に転じた

ら格納容器冷却は停止する。 

※15：デブリ多量落下に伴い，常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注

水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）満水操作を実施する。

満水操作は，格納容器下部水位 2.25～2.75m の範囲に制御する。 

※16：以下の判断基準で常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器圧力及び温度制御操作を実施する。 

○圧力制御の格納容器スプレイ流量は 130m３／h とする 

 ・（開始条件）格納容器圧力が 465kPa[gage]到達 

 ・（停止条件）格納容器圧力が 400kPa[gage]到達 

○温度制御の格納容器スプレイ流量は 300m３／h とする 

 ・（開始条件）格納容器温度が 171℃到達 

 ・（停止条件）格納容器温度が 151℃到達 

凡 例

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業

：運転員と重大事故等対応要員（現場）

の共同作業 

：操作・確認（運転員）

：プラント状態（解析）

：判断 

：操作及び判断 

原子炉建屋ガス処理系及び中央

制御室換気系の起動操作 

サプレッション・プール pH 制御

装置による薬液注入操作※１１

炉心損傷開始 

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電操作 

炉心損傷確認※８

高圧注水機能の回復操作 

Ⅱ

使用済燃料プール 

の冷却操作 
原子炉への注水機能喪失の確認※３

早期の電源回復不能の確認※４

代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却運転による原子炉注水及び格納容器除熱，常設低圧代替注水ポ

ンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）への注水を継続し，機能喪

失している設備の復旧に努める。 

また,格納容器内酸素濃度を監視し,格納容器内酸素濃度 4.0Vol％（ドライ条件）に到達した時点で,可搬型

窒素供給装置による格納容器内窒素供給を開始し,格納容器圧力が 310kPa[gage]到達にて停止する。その後,

格納容器内酸素濃度 4.3Vol％（ドライ条件）到達により,格納容器圧力逃がし装置により格納容器内の可燃

性ガスを排出することで,格納容器内水素燃焼を防止する。 

（0 秒） 
給水流量全喪失 

注水機能喪失 

全交流動力電源喪失

原子炉スクラムの確認※２

高圧注水機能喪失の確認※５

原子炉水位低（レベル３） 

設定点到達※１

可搬型代替注水大型ポンプ

による水源補給操作 

ドライウェル内ガス冷却装置

による格納容器内除熱操作

可搬型代替交流電源設備 

による受電操作 

Ⅰ

交流電源の回復操作 

タンクローリによる 

燃料補給操作 

Ⅲ

代替残留熱除去系海水系による

海水通水操作 

（約●分）

（約●分）

常設低圧代替注水ポンプを用いた格納

容器下部注水系（常設）による格納容器

下部水位確保操作※１０

常設低圧代替注水ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）の準備操作※６

原子炉水位が燃料有効長底部から燃料

有効長の 20%高い位置に到達※７

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

2弁による原子炉急速減圧操作 

原子炉圧力容器破損 （約●時間）

水蒸気発生に伴う格納容器圧力上昇

（溶融燃料－冷却材相互作用） 

原子炉圧力容器破損の判断※１２

常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）

以外によるペデスタル（ドライウェル部）注水 

・消火系（ディーゼル駆動）によるペデスタル（ドライウェ

ル部）注水 

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器下部注水系

（可搬型）によるペデスタル（ドライウェル部）注水

Ｂ

代替循環冷却系

運転可能 

緊急用海水ポンプを用いた緊急

用海水系による海水通水操作

常設代替高圧電源装置による 

緊急用母線の受電操作 

代替循環冷却系ポンプを用いた 

代替循環冷却系による 

格納容器除熱操作※９

常設低圧代替注水ポンプを用いた 

格納容器下部注水系（常設）による

溶融炉心への注水操作※１５

溶融炉心・コンクリート相互作用によ

るコンクリート侵食停止 

格納容器雰囲気温度・圧力降下 

常設低圧代替注水ポンプを用いた低圧代替

注水系（常設）による代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器冷却操作

格納容器圧力逃がし装置による 

格納容器除熱 

（サプレッション・チェンバ側） 

サプレッション・プール 

通常水位+6.5m 到達 

常設低圧代替注水ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却停止 

Ｂ

Yes

No

常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）以外

によるペデスタル（ドライウェル部）注水 

・消火系（ディーゼル駆動）によるペデスタル（ドライウェル部）

注水 

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器下部注水系（可搬

型）によるペデスタル（ドライウェル部）注水

常設低圧代替注水ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る格納容器冷却操作※１４

低圧代替注水系（常設）以外による原子炉注水 

・消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水 

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水系（可

搬型）による原子炉注水 

・ほう酸水注入系による原子炉注水 

・制御棒駆動水圧系による原子炉注水 

溶融炉心落下 

常設低圧代替注水ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る格納容器圧力及び温度制御操作※１６

Ⅴ

Ⅳ

原子炉圧力容器下鏡温度 300℃到達

（解析上の時刻）

常設高圧代替注水ポンプを用い

た高圧代替注水系の起動操作

緊急用海水系及び 

代替循環冷却系の準備操作

（電源切替え操作） 

（90 分） 

原子炉圧力容器破損時 

原子炉圧力 2.0MPa[gage]以下 

代替循環冷却系の準備操作

溶融炉心の落下量の堆積確認※１３ 

代替循環冷却系ポンプを用いた 

代替循環冷却系による原子炉注水 

及び格納容器除熱操作※９

Ⅴ

Ⅵ

(約●時間)

5
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3.2-54 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

経過時間（分） 

備考 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 230 240 250 260 270 280 290 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 

移動してきた要員 

操作の内容 

責任者 発電長 1人 
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 副発電長 1人 運転操作指揮補佐 

通報連絡者 災害対策要員 2人 
災害対策本部連絡 
発電所外部連絡 

運転員 

(中央制御室) 

運転員 

(現場) 

重大事故等対応要員 
(現場) 

状況判断 
2人 

A，B 
－ － 

●原子炉スクラムの確認  

●タービン停止の確認  

●外部電源喪失等の確認  

●非常用ディーゼル発電機等の自動起動失敗の確認  

●原子炉隔離時冷却系の自動起動失敗の確認  

●原子炉への注水機能喪失の確認  

早期の電源回復不能の確認 

【1人】 

A 
－ － ●高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗）

【1人】 

B 
－ － ●非常用ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗） 

常設代替高圧電源装置による 

緊急用母線の受電操作 

【1人】 

B 
－ － ●常設代替高圧電源装置 2台起動及び緊急用母線の受電操作 

高圧注水機能喪失の確認 
【1人】 

A 
－ － ●原子炉隔離時冷却系の手動起動操作（失敗） 

常設高圧代替注水ポンプを用いた

高圧代替注水系の起動操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設高圧代替注水ポンプを用いた高圧代替注水系の起動操作
（失敗） 

高圧注水機能の回復操作 － － － ●高圧注水機能の回復操作 解析上考慮しない 

交流電源の回復操作 － － － ●非常用ディーゼル発電機等の機能回復 解析上考慮しない 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常設）準備操作 

【1人】 

B 
－ － 

●原子炉注水，原子炉減圧に必要な負荷の電源切替操作 

●原子炉冷却材浄化系吸込弁の閉操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設） 
による原子炉注水 系統構成 

原子炉注水は解析上考慮 

しない 

緊急用海水ポンプを用いた緊急用

海水系による海水通水操作 

【1人】 

A 
－ － 

●緊急用海水系及び代替循環冷却系起動に必要な負荷の電源 
切替操作 

【1人】 

A 
－ － 

●緊急用海水ポンプを用いた緊急用海水系による海水通水 
 系統構成 

代替循環冷却系ポンプを用いた代

替循環冷却系による格納容器除熱

操作 

【1人】 

A 
－ － 

●代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器
除熱操作 系統構成及び起動 

原子炉注水は解析上考慮 

しない 

常設低圧代替注水ポンプを用いた

格納容器下部注水系（常設）によ

る格納容器下部水位確保操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系 
（常設）によるペデスタル水位の調整操作 

サプレッション・プールpH制御装

置による薬液注入操作 

【1人】 

A 
－ － ●サプレッション・プールpH制御装置による薬液注入操作 解析上考慮しない 

逃がし安全弁（自動減圧機能）2弁

による原子炉急速減圧操作 

【1人】 

B 
－ － ●逃がし安全弁（自動減圧機能）2弁による原子炉急速減圧操作 

炉心損傷確認 
【1人】 

B 
－ － ●炉心損傷確認 

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電準備操作 

【1人】 

B 
－ － ●非常用母線受電準備 

－ 
2人 

C，D 
－ ●非常用母線受電準備 

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線受電操作 

【1人】 

B 
－ － 

●常設代替高圧電源装置3台追加起動 

●非常用母線受電 

原子炉建屋ガス処理系及び中央制

御室換気系の起動操作 

【1人】 

B 
－ － ●原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系の起動操作 

第 3.2-3 図 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の作業と所要時間（1／2）  

事象発生

原子炉スクラム

約●分 

原子炉水位が燃料有効長底部から 

燃料有効長の 20％高い位置に到達 

約●分 

炉心損傷開始 

2 時間 

原子炉建屋ガス処理系及び 

中央制御室換気系の起動 

2 分 

1 分 

10 分 

2 分 

4 分 

4 分 

4 分 

2 分 

3 分 

20 分 

格納容器除熱開始後，適宜状態監視 35 分 

海水通水開始後，適宜状態監視 

6 分 

13 分 

8 分 

15 分

70 分 

15 分 

2 分 

1 分 

35 分 

5 分 

水位調整後，適宜状態監視 

適宜実施 

適宜実施 
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3.2-55 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

経過時間（時間） 

備考     ４      5        25  

操作項目 

実施個所・必要要員数 

【 】は他作業後 

移動してきた要員 操作の内容 

運転員 

(中央制御室) 

運転員 
(現場) 

緊急時対策要員 
(現場) 

原子炉圧力容器破損の判断 
【1人】 

A 
－ － 

●原子炉圧力容器破損の判断 
●溶融炉心落下量の堆積確認 

常設低圧代替注水ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）による格納容器冷却操作（原子炉圧力容器破損後） 

常設低圧代替注水ポンプを用いた

格納容器下部注水系（常設）によ

る溶融炉心への注水操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）
によるペデスタル（ドライウェル部）注水・水位制御操作 

代替循環冷却系ポンプを用いた代

替循環冷却系による原子炉注水お

よび格納容器除熱操作 

【1人】 

A 
－ － 

●代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による原子炉 
注水及び格納容器除熱操作 

使用済燃料プールの冷却操作 
【1人】 

B 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（注水
ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水操作 

解析上考慮しない 
スロッシングによる水位低下
がある場合は代替燃料プール
冷却系の起動までに実施する 

●代替燃料プール冷却系起動操作 
解析上考慮しない 
事象発生後約25時間までに実
施する 

可搬型代替注水大型ポンプによる水

源補給操作 
－ － 

10 人 
a～j 

●アクセスルート復旧，可搬型代替注水大型ポンプの移動，ホ 

ース敷設等 

解析上考慮しない 

●ポンプ起動及び水源補給操作 

タンクローリによる燃料補給操作 － － 
2 人 

【招集】 

●可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの補給 
解析上考慮しない 
タンクローリ残量に応じて適
宜軽油タンクから補給 

●可搬型代替注水大型ポンプへの給油 

必要要員合計
2人 
A,B 

2 人 
C,D 

10人 a～j 
及び招集2人 

第 3.2-3 図 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の作業と所要時間（2／2） 

適宜実施 

流量調整及び原子炉注水開始後，適宜状態監視 

15 分 

約●時間 

原子炉圧力容器破損 

格納容器圧力 

低下から 30 分後 

5 分 

1 分 適宜状態監視 

1 分  注水開始後，水位制御を継続 

220 分 

適宜実施 

90 分 

適宜実施 
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添付資料 3.2.1 

添付 3.2.1-1 

原子炉圧力容器高圧破損防止のための原子炉手動減圧について 

 炉心損傷後，原子炉へ注水できない場合には，原子炉圧力容器高圧破損防止

のための原子炉手動減圧を実施する必要がある。この際，蒸気冷却による燃料

の冷却効果に期待するために原子炉減圧を遅らせ，原子炉水位計（燃料域）で

原子炉水位が「燃料有効長底部から燃料有効長の20％高い位置」（以下，「Ｂ

ＡＦ＋20％」という）を下回った場合に，逃がし安全弁（以下，「ＳＲＶ」と

いう）2弁で原子炉の減圧を実施する手順としている。 

 減圧を実施する水位及び弁数については，以下の評価結果をもとに決定して

いる。 

 (1) 原子炉手動減圧のタイミングについて 

   原子炉への注水手段がない場合の原子炉手動減圧のタイミングを検討す

るため，原子炉水位が「原子炉水位異常低下（レベル１）」（以下，「Ｌ１」

という）に到達後10分から50分のそれぞれのタイミングで減圧する場合の

解析を実施し，水素の積算発生量を評価した。減圧に用いるＳＲＶの弁数

は，7弁（自動減圧機能付ＳＲＶ全弁），2弁及び1弁のそれぞれで実施され

るものとした。 

   評価結果を第1表に示すとともに，それぞれの弁数で減圧した場合の原子

炉水位及び積算水素発生量の推移を，第1図から第6図に示す。これらの評

価結果から，水素の積算発生量については，概ねＬ１到達後35分から50分

の間で大きな差が現れた。 

   この評価結果から，酸化反応（ジルコニウム－水反応）が活発になる前

の，Ｌ１到達後35分までに減圧を実施することが望ましいと判断した。 
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添付 3.2.1-2 

 (2) 原子炉手動減圧に用いる弁数について 

   第1表より，(1)で判断した原子炉手動減圧を実施するタイミング（Ｌ１

到達後35分）近辺の減圧タイミングに着目すると，ＳＲＶ1弁の場合の水素

発生量が大きくなっている。また，減圧時の炉内蒸気流量の観点では，Ｓ

ＲＶ7弁の場合よりもＳＲＶ2弁の場合の方が，炉内蒸気流量が小さいこと

から，被覆管に対する負荷が小さいものと考える。 

   減圧完了までの時間については，第1図，第3図及び第5図のとおり，弁数

が少ないほど長くなるが，いずれの場合も原子炉圧力容器破損までの時間

に対しては十分な余裕があるため，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心落下

量など，原子炉圧力容器破損後の事象進展に与える影響は小さい。 

   以上から，原子炉手動減圧の際に開放する弁数はＳＲＶ2弁とした。 

 (3) 原子炉手動減圧を実施する原子炉水位について 

   上記評価結果より，原子炉手動減圧をＬ１到達後35分以降に実施する場

合に水素の積算発生量に顕著な増加が見られること，また，減圧をＬ１到

達後10分から35分の間で実施する場合には水素の積算発生量に有意な傾向

が確認されないことを踏まえ，蒸気冷却による燃料の冷却効果に期待する

観点から，減圧はＬ１到達後35分で実施するものとし，判断基準としては

このタイミング相当する原子炉水位を用いることとした。 

   第3図より，Ｌ１到達後35分での原子炉水位はＢＡＦ＋20％程度であるこ

とから，これを原子炉手動減圧実施の水位とした。 

   なお，海外における同様の判断基準を調査した結果，米国の緊急時操作

ガイドライン（ＥＰＧ）[1]の例では，不測事態の蒸気冷却の手順において，

原子炉へ注水できない場合の原子炉減圧の判断基準をＢＡＦ＋70%程度と

していることを確認した。これは，ＢＡＦ＋70%程度よりも原子炉水位が高
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添付 3.2.1-3 

い状況では，注水がなくかつ原子炉減圧していない状態でも，冠水部分の

燃料から発生する蒸気により露出部分の燃料を冷却できると判断している

ものと推定される。当社の判断基準は，米国の例との差異はあるものの，

上述の評価結果を踏まえ定めているものであり，妥当であると考える。 

 (4) 原子炉水位の確認手段について 

   原子炉水位は，原子炉水位計（燃料域）によって確認する。原子炉水位

がＢＡＦ＋20%に到達する時点（事象発生から約●時間後）では，原子炉圧

力容器内の気相部温度は飽和温度を超えているが，ドライウェル内の気相

部温度は約●℃であることから，原子炉水位計の凝縮槽内の水位は維持さ

れ，原子炉水位計による原子炉水位の確認は可能と考える。 

   また，仮に水位不明となった場合は急速減圧を実施する手順となってお

り，同等の対応となることから，運転員の対応に影響はない。 

[1] “ ABWR Design Control Document [Tier2， Chapter18， Human Factors 

Engineering]”，GE Nuclear Energy，Mar.1997． 
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添付 3.2.1-4 

第 1 表 原子炉手動減圧に関する解析結果 

（減圧時に燃料被覆管が受ける荷重としては，燃料被覆管内外の圧力差に

よる応力等が考えられ，蒸気流量の増加とともに大きくなると考えられ

ることから，加わる荷重の指標として蒸気流量を参考としている） 

ＳＲＶ 

7 弁 

ＳＲＶ 

2 弁 

ＳＲＶ 

1 弁 
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添付 3.2.1-5 

第 1 図 原子炉水位の時間変化（ＳＲＶ7 弁） 

第 2 図 積算水素発生量の時間変化（ＳＲＶ7 弁） 
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添付 3.2.1-6 

第 3 図 原子炉水位の時間変化（ＳＲＶ2 弁） 

第 4 図 積算水素発生量の時間変化（ＳＲＶ2 弁） 
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添付 3.2.1-7 

第 5 図 原子炉水位の時間変化（ＳＲＶ1 弁） 

第 6 図 積算水素発生量の時間変化（ＳＲＶ1 弁） 
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添付資料 3.2.2 

添付 3.2.2-1 

原子炉圧力容器の破損判断について 

1. 原子炉圧力容器の破損に係る判断パラメータの考え方 

 炉心損傷後に原子炉へ注水されない場合，溶融炉心が原子炉圧力容器（以

下，本資料において「ＲＰＶ」という。）の下部プレナムに落下（リロケー

ション）し，その後ＲＰＶが破損することとなるが，リロケーション後のＲ

ＰＶ破損のタイミングには不確かさが存在する。ＲＰＶ破損後は，ペデスタ

ル（ドライウェル部）に溶融炉心が落下することにより，格納容器圧力が上

昇するとともにペデスタル（ドライウェル部）水が蒸発することから，格納

容器スプレイ及びペデスタル（ドライウェル部）注水を実施するために，速

やかにＲＰＶ破損を判断する必要がある。 

 このため，ＲＰＶ破損前に，事象の進展に応じて生じる物理現象（原子炉

水位低下，リロケーション）を検知できる【破損徴候パラメータ】によって，

ＲＰＶ破損の徴候を検知し，徴候を検知した以降のＲＰＶ破損に至るまでの

間はＲＰＶ破損を検知可能なパラメータ【破損判断パラメータ】を継続的に

監視することによって，ＲＰＶ破損判断の迅速性向上を図ることとする。 
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2. 個別パラメータ設定の考え方（第 1 表） 

破損徴候パラメータとしては，事象の進展に応じて生じる物理現象（原子

炉水位低下，リロケーション）を検知可能なパラメータを設定する。 

また，破損判断パラメータは，次の①及び②に適合するパラメータから設

定する。 

①ＲＰＶ破損以外の原子炉冷却材圧力バウンダリ外への熱の移行を伴う要

因により，ＲＰＶ破損と同様の傾向を示すことがないパラメータ（ＲＰ

Ｖ破損の誤検知防止）（別添 1） 

②溶融炉心の落下挙動の不確かさ※を考慮した場合でも，変化幅が大きい

パラメータ（ＲＰＶ破損の迅速な判断） 

※原子炉注水機能が喪失した状態でＲＰＶが破損した場合には，制御棒駆動機構ハ

ウジング等のＲＰＶ貫通部溶接箇所が破損し，アブレーションによる破損口の拡

大を伴いながら下部ヘッドに堆積した溶融炉心が継続的にペデスタル（ドライウ

ェル部）へ落下する可能性が高いと考えられる。ただし，ＲＰＶ破損前に原子炉

注水機能が復旧した場合等，少量の溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）に

落下する不確かさも存在すると考えられる（添付資料 3.2.3 別添 1） 

破損徴候パラメータ及び破損判断パラメータは全て中央制御室で確認でき

るものとし，ＲＰＶ破損判断の迅速性を確保する。 

【破損徴候パラメータ】 

 ・原子炉水位の「低下（喪失）」 

 ・制御棒位置の指示値の「喪失数増加」 

 ・ＲＰＶ下鏡部温度（第 1 図）が「300℃到達」 

【破損判断パラメータ】 

・格納容器下部水温の「上昇」又は「指示値喪失」 

なお，従来の非常時運転手順書Ⅲ及びアクシデントマネジメントガイドで
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は，“原子炉圧力の低下”“ドライウェル圧力の上昇”“ペデスタル（ドラ

イウェル部）雰囲気温度の上昇”“ドライウェル雰囲気温度の上昇”等を破

損判断パラメータ（ＲＰＶ破損時の変化が顕著で，同一のタイミングで変化

した場合には破損判断の確実性が高いと考えられるパラメータ）及び破損判

断の参考パラメータ（ＲＰＶ破損時のあるパラメータの副次的な変化として

確認されるパラメータやＲＰＶ破損時の変化幅が小さいパラメータ等）とし

て定め，パラメータの挙動から総合的にＲＰＶ破損を判定することとしてい

た。しかし，これらのパラメータは，溶融炉心少量落下時のようにパラメー

タの変化幅が小さい場合など，上記①②のいずれかを満足せず，ＲＰＶ破損

を誤検知する可能性や迅速な判断に支障を来す可能性がある。このため，Ｒ

ＰＶ破損の判断パラメータから除外するとともに，新規にペデスタル（ドラ

イウェル部）水温に係る計装設備として格納容器下部水温計を設置し，破損

判断パラメータとして設定する。 
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第 1 表 過渡事象及びＬＯＣＡ事象時のＲＰＶ破損判断パラメータ設定の理由 

パラメータ 設定の理由 

【破損徴候パラメータ】 

原子炉水位 
原子炉水位の低下・喪失により，リロケーションに先立ち発生する炉心の露出を検知するものであり，Ｒ

ＰＶ破損前における事象進展の把握のため設定。 

制御棒位置 

ＲＰＶ下部に制御棒位置検出のためのケーブルが設置されており，溶融炉心が下部プレナムに落下した際

のケーブル接触に伴う指示値喪失を検知することによりリロケーションの発生を検知可能であり，ＲＰＶ

破損前における事象進展の把握のため設定。 

ＲＰＶ下鏡部温度 

ＲＰＶ下鏡部温度 300℃到達を検知することにより，リロケーション発生後におけるＲＰＶ下鏡部の温度

上昇を検知可能であり，破損徴候パラメータとして設定可能。なお，ＲＰＶ内が 300℃到達の状態は，逃

がし安全弁（安全弁機能）最高吹出圧力に対する飽和温度を超えており，ＲＰＶ内が過熱状態であること

を意味するため，リロケーション前に下部プレナムに水がある状態では到達しない。 

【破損判断パラメータ】 

格納容器下部水温 

・ＲＰＶ下鏡部温度により破損徴候を判定した以降，ペデスタル（ドライウェル部）の水温が顕著に上昇

するのはＲＰＶ破損時のみであり，ＲＰＶ破損の誤検知の恐れはない。 

・少量の溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）に落下する不確かさを考慮しても，格納容器下部水温

計の上昇又は指示値喪失により，ＲＰＶ破損の迅速な判断が可能。 

【従来の破損判断パラメータ等】 

・原子炉圧力 

・ドライウェル圧力 

・ドライウェル雰囲気温度 

・ペデスタル（ドライウェル 

部）雰囲気温度，等 

以下の理由により，破損判断パラメータとして設定しない 

・ＬＯＣＡ事象のリロケーション時等，ＲＰＶ破損時と同様の傾向を示す場合が存在する。 

又は 

・少量の溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）に落下する不確かさを考慮した場合，変化幅が 

小さい。 
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第 58 条で重大事故等対処設備とする温度計の検出位置は代表性を考慮して

ＲＰＶ上部，中部，下鏡部及びボトムスカート上部各々1 箇所としている。 

炉心損傷が進み損傷炉心が溶融すると，炉心下部プレナムへ溶融炉心が移行

する。その後，溶融炉心が下部プレナムの構造物を溶融し，炉心支持板の上に

ある溶融炉心が全て下部プレナムに落下するとともに，下鏡部の温度が上昇し，

いずれはＲＰＶ破損に至る。このようにＲＰＶ破損前には，下部プレナムに全

量の溶融炉心が落下することを考慮すると，ＲＰＶ破損の徴候を検知するには

下鏡部の 1 つの温度計で十分と考えられるが，東海第二発電所では高さ方向及

び径方向ともに位置的に分散された 2 箇所の温度計を重大事故等対処設備とし，

ＲＰＶ破損徴候の検知性の向上を図っている。 

第 1 図 ＲＰＶ温度計検出位置 

括弧内は RPV 上側から見た下図の

角度で温度計検出位置を表してい

る。 

（ は重大事故等対処設備） 

270° 

0° 

180° 

90° 

RPV 下鏡部及びボトムスカート上部 

温度計検出位置 

（RPV 上側から見た図） 

VESSEL TOP HEAD ADJAC TO FLANGE 

（135°，270°）

VESSEL TOP HEAD FLANGE 

（135°，270°）

VESSEL WALL ADJAC TO FLANGE 

（0°，135°，270°）

FEED WATER NOZZLE 

（90°，90°，210°，210°） 

VESSEL BOTTOM ABOVE SKIRT JCT 

（0°，135°，270°） 

VESSEL BOTTOM HEAD 

（120°，225°，340°）＊ 

VESSEL BOTTOM HEAD

90° 

0° 

270° 

180° 

VESSEL BOTTOM ABOVE SKIRT JCT

VESSEL HEAD STUD

（135°，270°）

VESSEL FLANGE

（0°，135°，270°）

SUPPORT SKIRT AT MTG FLANGE

（0°，135°，270°）

SUPPORT SKIRT TOP

（0°，135°，270°）

：重大事故等対処設備

＊角度については設計図面からの読み取り 
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3. 個別パラメータによる検知の考え方について 

2.で示した複数の個別パラメータを用いた，ＲＰＶ破損の徴候及びＲＰＶ

破損の検知方法について以下に記載する。 

  (1) ＲＰＶ破損の徴候の検知方法について 

第 2 図のとおり，事故発生後は，ＲＰＶ内冷却水喪失，炉心損傷，リ

ロケーションといった物理現象が事故の進展に応じて発生するが，その

間に“原子炉水位の低下（喪失）”，“制御棒位置の指示値の喪失”及

び“ＲＰＶ下鏡部温度の 300℃到達”が検知され，その後ＲＰＶが破損

することとなる。 

そこで，“原子炉水位の低下（喪失）”や“制御棒位置の指示値の喪

失”を検知している状態では，機能喪失した機器の復旧等の作業を並行

して実施する可能性等を考慮して破損判断パラメータを適宜監視するこ

ととするが，“ＲＰＶ下鏡部温度の 300℃到達”を検知すればやがてＲ

ＰＶ破損に至る可能性が高い状況であると判断し，破損判断パラメータ

を常時監視することとする。 

第 2 図 ＲＰＶ破損までの事象進展 

原子炉水位の低下（喪失） 

制御棒位置の指示値の喪失 

ＲＰＶ下鏡部温度の 300℃到達 

事象進展 

リロケーション 

ＲＰＶ破損 

適宜監視 
（事象進展の把握） 

常時監視 

破損徴候の検知の 

タイミング 

物理現象 ＲＰＶ内冷却水喪失 
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  (2) ＲＰＶ破損の検知方法について 

ＲＰＶ破損の誤検知防止及びＲＰＶ破損の迅速な判断の観点から，“格

納容器下部水温の上昇又は指示値喪失”が検知された場合に，ＲＰＶ破

損を判断することとする。 

なお，添付資料 3.2.3 別添 3 第 3 図のとおり，格納容器下部水温を計

測する測温抵抗体式温度計については，水温上昇そのものを検知するほ

か，測温部に高温の溶融炉心が接触すると温度指示値は急上昇しオーバ

ースケールする（温度上昇）。また，溶融炉心との反応に伴い測温部の導

線周囲の絶縁材（ＭｇＯ）の溶融等が発生すると，導線間の絶縁性が失

われ短絡又は導通することにより，温度指示値がダウンスケールする（指

示値喪失）。 

(3) ＲＰＶ下鏡部温度の監視に使用する計器について 

ＲＰＶ下鏡部温度を計測する計器については，重大事故等対処設備と

設計基準対象施設が存在するが，このうち設計基準対象施設の計器につ

いては，重大事故時の耐環境性を有していない等の理由により，重大事

故時に正しく指示値が出力されない可能性がある。 

また，重大事故等対処設備の計器は重大事故時においても信頼性を有

する設計であり，かつ位置的に分散して 2 箇所に設置することから，重

大事故等対処設備の計器の監視によりＲＰＶ破損の徴候の検知は十分可

能と考えられる。 

以上より，重大事故等対処設備の計器が 300℃に到達した場合にＲＰ

Ｖ破損の徴候を検知し，破損判断パラメータである格納容器下部水温を

常時監視することを基本とする。ただし，重大事故等対処設備の計器が

機能喪失する等の不測事態も考慮し，設計基準対象施設の計器が 1 つで

も 300℃に到達するような場合には，万が一のＲＰＶ破損判断の遅れを
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防止する観点から，ＲＰＶ破損の徴候を検知し，破損判断パラメータで

ある格納容器下部水温を常時監視することを手順書に記載することとす

る。 

 (4) 個別パラメータの位置付けを踏まえたＲＰＶ破損判断の成立性 

制御棒位置を除く個別パラメータは重大事故等対処設備により計測さ

れるため，重大事故時にパラメータ変動を検知可能であるが，制御棒位

置の指示値については，全交流動力電源喪失時等，重大事故時にパラメ

ータ変動が確認できない可能性がある。ただし，その他のＲＰＶ破損の

徴候に係る個別パラメータ（“原子炉水位の低下（喪失）”，“ＲＰＶ

下鏡部温度の 300℃到達”）により事象の進展及びＲＰＶ破損の徴候が

確認可能であり，“ＲＰＶ下鏡部温度の 300℃到達”が検知された以降

は，破損判断パラメータを継続的に監視することとなる。したがって，

重大事故時に制御棒位置の指示値が確認できない場合でも，ＲＰＶ破損

判断の成立性に与える影響はない。 

4. ＲＰＶ破損の判断時間について 

上述のとおり，“ＲＰＶ下鏡部温度の 300℃到達”が検知された以降は，

破損判断パラメータを継続的に監視することとなる。このため，実機におい

てＲＰＶが破損して溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）に落下した場

合，時間遅れなく破損判断パラメータの変化傾向が確認可能であり，「実機

においてＲＰＶが破損したタイミング」から「ＲＰＶ破損判断の個別パラメ

ータの確認開始」までの時間遅れは考慮不要と考えられる。 

したがって，有効性評価においては，上記時間遅れを考慮せず，3.に示す

“格納容器下部水温の上昇又は指示値喪失”の確認に必要な時間を保守的に

積み上げ，5 分と想定している。さらに，代替格納容器スプレイ冷却系（常
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設）の操作時間 1 分，格納容器下部注水系（常設）の操作時間 1 分を加え，

ＲＰＶ破損から 7 分後にペデスタル（ドライウェル部）への注水を開始する

設定としている。 

なお，添付資料 3.2.11 に記載のとおり，ペデスタル（ドライウェル部）水

プールの水位を 1m とした場合，ＲＰＶ破損時点から溶融炉心露出までの時間

は，過渡事象の場合で約 19 分間，事象進展の早い大破断ＬＯＣＡ事象の場合

で約 14 分間であり，ＲＰＶ破損から 7 分後にペデスタル（ドライウェル部）

への注水を開始することで溶融炉心の冷却は維持される※。 

※格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）注水流量は 80m３/h

であり，溶融炉心からの崩壊熱による蒸散量より多いため，溶融炉心露出までの注水

により冠水維持可能。露出までの余裕時間は，過渡事象の場合で約 12 分間（19 分－7

分），大破断ＬＯＣＡ事象の場合で約 7 分間（14 分－7 分）である。 
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別添 1 

事象進展を踏まえたＲＰＶ破損判断の成立性 

1. はじめに 

  ＲＰＶ破損は“格納容器下部水温の上昇又は指示値喪失”を検知した場合

に判断するが，ＲＰＶ破損以外の要因によって原子炉冷却材圧力バウンダリ

外へ熱が急激に移行した場合に，“格納容器下部水温の上昇又は指示値喪失”

を検知することによるＲＰＶ破損の誤判断の可能性について整理する。 

  添付資料 3.2.2 の 3.(1)に記載のとおり，ＲＰＶ破損の徴候については，

事象の進展に応じて生じる物理現象（原子炉水位低下，リロケーション）を

検知できるパラメータの指示値により判断している。“ＲＰＶ下鏡部温度の

300℃到達”は，リロケーションに伴うＲＰＶ下鏡部の温度上昇を直接的に検

知するものであり，徴候を誤検知することはないと考えられるため，以下で

はリロケーションに伴う破損徴候検知後において，ＲＰＶ破損を誤判断する

可能性について整理する。 

2. 考慮する事象 

過渡事象，ＬＯＣＡ事象のそれぞれについて，ＲＰＶ破損以外の要因によ

る原子炉冷却材圧力バウンダリ外への熱の移行について考慮する。 

(1) 過渡事象 

ＲＰＶ破損までは原子炉冷却材圧力バウンダリの機能が健全であるた

め，原子炉冷却材圧力バウンダリ外への熱の移行としては，「逃がし安

全弁の作動」が考えられる。 

(2) ＬＯＣＡ事象 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への熱の移行としては，リロケーショ
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ン後における「破断口からの蒸気流出」が考えられる。 

3. 考慮する事象とパラメータ変動の関係 

  過渡事象，ＬＯＣＡ事象のそれぞれについて，ＲＰＶ破損を含む原子炉冷

却材圧力バウンダリ外への熱の移行を伴う要因とパラメータ変動の関係をま

とめた結果を第 1 表及び第 2 表に示す。従来の破損判断パラメータ等につい

ては，ＲＰＶ破損時とその他要因で同様の傾向を示すパラメータは存在する

ものの，格納容器下部水温はＲＰＶ破損時特有の挙動を示すことから，ＲＰ

Ｖ破損以外の要因を考慮しても，ＲＰＶ破損を誤判断することはなく，ＲＰ

Ｖ破損判断の成立性に影響はない。 
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第 1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ外への熱の移行を伴う要因とパラメータ変動（過渡事象） 

第 2 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ外への熱の移行を伴う要因とパラメータ変動（ＬＯＣＡ事象） 

パラメータ 逃がし安全弁作動 ＲＰＶ破損 判 断 

【破損判断パラメータ】 

格納容器下部水温 有意な変化なし 上昇又は喪失
ＲＰＶ破損時には，格納容器下部水温の指示値の上昇又は喪失が

検知される 

【従来の破損判断パラメータの例】 

ドライウェル圧力 有意な変化なし 上昇 
ＲＰＶ破損前の発生蒸気は逃がし安全弁からＳ／Ｐ経由で排出 

されるため，ドライウェル圧力に有意な変化はない 

ドライウェル雰囲気温度 有意な変化なし 上昇 
ＲＰＶ破損前の発生蒸気は逃がし安全弁からＳ／Ｐ経由で排出 

されるため，ドライウェル雰囲気温度に有意な変化はない 

ペデスタル（ドライウェル部）

雰囲気温度 
有意な変化なし 上昇 

ペデスタル（ドライウェル部）内に溶融炉心が落下する前に有意

な変化はない 

パラメータ 
破断口からの 

蒸気流出 
ＲＰＶ破損 判 断 

【破損判断パラメータ】 

格納容器下部水温 有意な変化なし 上昇又は喪失
ＲＰＶ破損時には，格納容器下部水温の指示値の上昇又は喪失が

検知される 

【従来の破損判断パラメータの例】 

ドライウェル圧力 上昇 上昇 同様の傾向を示す 

ドライウェル雰囲気温度 上昇 上昇 同様の傾向を示す 

ペデスタル（ドライウェル部）

雰囲気温度 
上昇 上昇 

同様の傾向を示すが，ＲＰＶ破損後は溶融炉心からの放熱影響 

により雰囲気温度の上昇がより顕著であると考えられる 
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添付資料 3.2.3 

添付 3.2.3-1 

ペデスタル（ドライウェル部）内の水位管理方法について 

東海第二発電所における，溶融燃料－冷却材相互作用及び溶融炉心・コンク

リート相互作用の影響抑制を考慮したペデスタル（ドライウェル部）（以下，

本資料において「ペデスタル」という。）内の水位管理対策の内容を以下に示

す。 

1. ペデスタルの構造及び設備概要 

東海第二発電所のペデスタルの概要図を第 1 図(a)及び(b)に示す。

ペデスタル内の底面及び側面には，原子炉圧力容器（以下，本資料におい

て「ＲＰＶ」という。）が破損し溶融炉心（以下，本資料において「デブリ」

という。）が落下した際のペデスタル構造健全性確保のため，ＺｒＯ２製の

コリウムシールドを設置する。また，コリウムシールド内は床ドレンサンプ

として用いるために，コリウムシールド表面にＳＵＳ製のライナを敷設し通

常運転中の水密性を確保するとともに，その内側に機器ドレンサンプを設置

する。 

ドライウェルにて生じる床ドレン及び機器ドレン並びに機器ドレンサンプ

を冷却するための冷却水は，第 1 図(a)及び(b)のようにペデスタル側壁の貫

通孔を通る配管により各ドレンサンプへ導かれる。これらの配管はコリウム

シールドの側壁部より高い位置からペデスタル内へ接続し，コリウムシール

ド内に堆積したデブリが配管へ流入しない設計とする。 

床ドレンサンプ内に流入した水は，1m に立ち上げたスワンネックから流出

させ，スリット及び配管を通じて原子炉建屋原子炉棟床ドレンサンプ設備へ

排水する。また，排水配管を分岐させベント管へ接続することで，事故時に

おいてペデスタルからサプレッション・チェンバへ排水する経路を設ける。 
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添付 3.2.3-2 

ペデスタルの側壁は鋼製スカートを介してＲＰＶを支持しており，ＲＰＶ

下部プレナムの中心付近には原子炉冷却材浄化系のボトムドレン配管が接続

されているとともに，ペデスタル内には制御棒駆動水圧系配管が敷設されて

いる。 
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第 1 図 (a) ペデスタル概要図（断面図） 

原子炉補機冷却水配管・弁(※２)

（機器ドレンサンプ入口／出口）

原子炉圧力容器

格納容器下部

注水配管 

ベント管

機器ドレンサンプ 

流入配管・弁(※２)

格納容器外側隔離弁(※１)

原子炉建屋原子炉棟 

床ドレンサンプ設備へ

原子炉建屋原子炉棟 

機器ドレンサンプ設備へ

床ドレン用

流量計 

機器ドレン用

流量計 

床ドレン排水弁(※３)

床ドレン配管・ドライウェルから

ペデスタル床ドレンサンプへの水

の流入を制限する制限弁(※２) 

機器ドレンサンプ

床ドレンサンプ

ボトムドレン配管

スリット

サプレッション・プール

サプレッション・チェンバ

コリウムシールド

（ライナ付） 

ダイアフラムフロア

機器ドレン

排水配管 

床ドレン

排水配管

スワンネック 

（水位維持用）

鋼製スカート 

（ＲＰＶ支持）

ドライウェル

原子炉冷却材

浄化系へ 

制御棒駆動機構

ハウジング 

制御棒駆動

水圧系配管

原子炉冷却材

再循環系配管

人通用開口部

格納容器外側隔離弁(※１)

弁の閉止タイミング 

※１(図中○)： 

格納容器隔離信号発信時 

※２(図中○)： 

格納容器圧力高信号及び 

原子炉水位異常低下（L1）

信号発信時 

※３(図中○)： 

炉心損傷後のペデスタル 

水の排水完了時 

スワンネック

（ベント用）

機器ドレン排水弁(※３)
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第 1 図 (b) ペデスタル概要図（平面図） 

機器ドレン排水配管 

①～⑤： 機器ドレンサンプ 

 流入配管・弁 

⑥，⑦： 床ドレンサンプ 

 流入配管・弁 

① 

② 

③ 

④ 
⑤ 

⑥ 
⑦ 

⑧，⑨： 原子炉補機冷却水 

 配管・弁 

⑩： 格納容器下部注水 

 配管 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

床ドレン排水配管 

スワンネック 

コリウムシールド 

ライナ付き 

床ドレンサンプ 

機器ドレンサンプ 

：設備対策前のサンプ（参考） 

 0°方向 ：機器ドレンサンプ（改造） 

 180°方向：床ドレンサンプ（改造） 

 270°方向：油ドレンサンプ（廃止） 

 油ドレンサンプ排水配管（廃止） 

※サプレッション・チェンバに設置する配管の経路 

スリット 

スリット 

出口配管 

80A 
床出口 

配管 

80A 

(床) 

(床) 

スリット 

スリット 

出口配管 

80A 

床出口 

配管 

80A 
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添付 3.2.3-5 

2. 水位管理方法 

通常運転時及び事故時におけるペデスタル内水位の管理方法を以下に示す。 

(1) 通常運転時 

ペデスタル床ドレンサンプの機能として，排水配管から 1m の水深を超え

た流入水を原子炉建屋原子炉棟の床ドレンサンプ設備へ排水し，ペデスタ

ル内水位を 1m に維持する。 

(2) 事故発生からＲＰＶ破損まで 

格納容器圧力高信号及び原子炉水位異常低下（L1）信号により，ペデス

タル内へ流入する配管（床ドレン配管，機器ドレン配管及び原子炉補機冷

却水配管）に対してペデスタル外側に設置した制限弁を自動閉止し，ペデ

スタルへの流入水を制限する。 

制限弁閉止前の流入水等により水位が 1m を超えた場合には，ベント管に

接続された床ドレン排水配管及び床ドレン排水弁を経由してサプレッショ

ン・プールへ排水され，ＲＰＶ破損までにペデスタル内水位は 1m まで低下

する。 

事故が発生し炉心が損傷した場合，格納容器下部注水配管から水位 1m

を超過するまで注水を実施し，その後排水することにより，ＲＰＶ破損時

に確実に水位 1m を確保する運用とする。これに要する時間は 10 分程度（水

位 10cm 分の注水に要する時間（約 3 分）及び 5cm 分の排水に要する時間（約

5 分）に余裕を加味した時間）と想定され，炉心損傷後のペデスタル注水

開始からＲＰＶ破損までの約 2.5 時間（事象進展の速い大破断ＬＯＣＡ時

の例）の間に余裕をもって実施可能である。 
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添付 3.2.3-6 

なお，床ドレンサンプの水位をＲＰＶ破損までに 1m とする排水の過程に

おいて，水位が 1.2m 以上であるときには床ドレン排水配管及び床ドレン排

水弁を経路とした排水に加えて，ベント管に接続された機器ドレンサンプ

排水配管及び排水弁を経由してサンプレッション・プールに排水すること

が可能である。 

ベント管に接続する床ドレン排水弁及び機器ドレン排水弁はＲＰＶ破損

前に閉とし，ＲＰＶ破損後のペデスタル水のサプレッション・プールへの

流出を防止する。 

(3) ＲＰＶ破損後 

ＲＰＶ破損及びデブリ落下後，ペデスタル内にて 0.2m 以上のデブリ堆積

を検知後に，80m３／h でペデスタル満水相当まで水位を上昇させるととも

に，その後は満水近傍にて水位を維持する（別添 1）。 

また，上記(1)～(3)の水位管理を実現するための設備対策について別添 2 に，

ペデスタル内に設置する計器類について別添 3 にそれぞれ示す。 
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添付 3.2.3-7 

別添 1 

ペデスタル注水開始後の水蒸気爆発発生の可能性及び 

水蒸気爆発発生抑制の考え方について 

1. はじめに 

東海第二発電所では，水蒸気爆発（以下，本資料において「ＳＥ」という。）

によるペデスタル構造への影響抑制のため，ＲＰＶ破損時のペデスタル水位

を 1m と設定し，ＳＥ影響評価を実施している。しかし，ＲＰＶの破損を判断

した場合には，格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル注水を実施す

る手順としており，注水開始後には 1m を超える水位がペデスタル内に形成さ

れることとなり，ＳＥ影響評価の想定を上回る規模のＳＥが発生する可能性

がある。 

これに対して，ＲＰＶ破損及びペデスタル注水開始後のペデスタル内の状

況を推定し，ＳＥの発生可能性及びこれを考慮した水位管理について検討し

た。以下に検討の内容を示す。 

2. ＲＰＶ破損時のデブリ落下挙動 

ＲＰＶが破損するような状況においては原子炉注水機能が喪失している可

能性が高く，ＲＰＶ破損時にはデブリの大部分が下部プレナムに堆積するこ

とで，これらのデブリの重量及び熱的影響により制御棒駆動機構ハウジング

等のＲＰＶ貫通部溶接箇所が破損し，デブリが落下し始めると考えられる。

その後も，制御棒駆動機構ハウジングはペデスタル内において外部サポート

により支持されているため逸出が生じることは考えにくく，アブレーション

による破損口の拡大を伴いながら下部プレナムに堆積したデブリが継続的に

ペデスタルへ落下するものと考えられる。 
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添付 3.2.3-9 

界熱流束として小さめに設定している値。 

以上より，ＲＰＶ破損後にはペデスタル内の水は速やかに飽和状態に至る

とともに，0.2m までのデブリ堆積を検知後にペデスタル満水相当（水位 2.75m）

までの注水を開始することにより，その後の注水過程でもペデスタル内の水

は飽和状態に維持されるため，ＳＥの発生は抑制されると考えられる。 

ペデスタル満水相当（水位 2.75m）まで注水を実施した後は，2.25m 及び

2.75m 高さの水位計を用いて水位 2.25m 未満を検知した場合に水位 2.75m ま

でペデスタルへ注水する間欠注水を実施することで，サブクール度を小さく

保ちＳＥの発生を抑制しながら，デブリの冷却を継続する。 

また，ＲＰＶ破損後にＲＰＶ内の残存デブリ冷却のための注水を実施した

場合，注水の一部がＲＰＶの破損口からペデスタルへ落下しペデスタル内が

常に満水状態となることが考えられるが，以下の理由によりＳＥの発生は抑

制されると考えられる。 

・ＲＰＶからペデスタルへの落下水はＲＰＶ内に残存するデブリにより加

熱され，また，ペデスタル内の水はペデスタルに落下したデブリにより

加熱されているため，ペデスタル内の水は飽和状態を維持する 

・ＲＰＶからペデスタルへの流入水のサブクール度が大きい場合，ＲＰＶ

内の残存デブリは冷却されており，ペデスタルへ落下する可能性は低い 

ただし，ペデスタル注水手順は，先述のＲＰＶ破損口の拡大が生じない場

合のような，デブリが少量ずつペデスタルへ落下してくる可能性を考慮して

も，ＳＥの発生を抑制できるよう整備する（別紙参照）。 
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添付 3.2.3-11 

別紙 

デブリ少量落下時のＳＥ発生可能性を考慮したペデスタル注水管理について 

原子炉注水機能が喪失しＲＰＶ破損に至るような状況においては，デブリが

継続的に落下することによりペデスタル内の水は飽和状態となりＳＥの発生は

抑制されると考えられることから，ＲＰＶ破損の検知後には，確実なデブリ冠

水及び冷却のため，ペデスタル満水相当まで連続して注水を行うとともに，そ

の後もデブリの冷却に必要な量の注水を継続することとしている。その手順は

以下のとおりである。 

(a) ＲＰＶ破損前 

ペデスタルへの事前注水及び排水配管からの排水により，水位は 1m に維

持される。 

(b) ＲＰＶ破損後 

ＲＰＶ破損を判断した場合には，ペデスタル満水相当の水位 2.75m まで

注水を実施する。その後は，2.25m 及び 2.75m 高さの水位計を用いて水位

2.25m 未満を検知した場合に水位 2.75m までペデスタルへ注水する間欠注

水を実施し，サブクール度を小さく保ちＳＥの発生を抑制する。 

一方，ＲＰＶ破損前に原子炉注水機能が復旧した場合等に，少量のデブリが

ペデスタルに落下し残りの大部分がＲＰＶ内に残存する可能性や，デブリがご

く少量ずつ継続して落下する可能性も考えられ，デブリ落下挙動には不確かさ

が存在する。したがって，このような場合において，ペデスタル注水により水

深が深く，サブクール度の大きい水プールが形成され，その後ＲＰＶ内に残存

したデブリが落下した際に万が一ＳＥが発生する可能性についても考慮し，上

記(a)及び(b)の手順に加え，以下(c)の手順によりペデスタルへの注水を管理す
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添付 3.2.3-13 

第 1 図 ペデスタル水位管理の概念図 

ペデスタル底面 

（コリウムシールド 

上表面）からの高さ

：水位計（SA 設備）

：水温計（SA 設備）

：気相部温度計（自主設備）

0m
0.2m

0.5m

1m

2.25m

2.75m

(a)ＲＰＶ破損前 (b)ＲＰＶ破損後 (c)ＲＰＶ破損後 

（デブリ少量落下時）

1.1m

輻射熱抑制板
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別添 2 

ペデスタル排水設備対策について 

1． はじめに 

通常運転中，事故発生からＲＰＶ破損まで及びＲＰＶ破損後について，

水位管理に必要な排水設備対策の方針を各々記載する。 

１）通常運転時 

①ペデスタル内床ドレンサンプ 

・ドライウェル内ガス冷却装置から発生する凝縮水，漏えい位置を特定で

きない格納容器内の漏えい水（以下「漏えい水」という。）が流入する

設計とする。（第 1 図） 

・サンプの水位は，サンプから排水する排水配管の入口（スワンネック）

高さを床面から 1m に設定することで，常時 1m の水位を保つことが可能

な設計とする。（第 1 図） 

・サンプへの流入水は，高さ 1m に設置する排水配管の入口（スワンネック）

から，排水配管内を通じてサプレッション・チェンバを経由し．格納容

器外の原子炉建屋原子炉棟床ドレンサンプ設備へ全量排水される設計と

する。（第 1 図） 

・漏えい水は，運転中に生じるドライウェル内ガス冷却装置からの凝縮水

の流入によってサンプ水位は常時 1m に維持されているため，サンプに流

入する全量が排水され，原子炉建屋原子炉棟床ドレンサンプ設備に至る

過程で，床ドレン用流量計により 0.23m３／h を検出することが可能な設

計とする。（第 1 図） 

・排水配管水平部の勾配は，通常運転中の排水性を確保する観点及びＲＰ

Ｖ破損後にスリット内でデブリが凝固するための必要な距離（スリット
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添付 3.2.3-23 

３）ＲＰＶ破損後 

①ＲＰＶ破損後に達成すべき条件 

・ペデスタル床ドレンサンプへ落下したデブリを冷却するために，注水で

きること。 

・ペデスタル床ドレンサンプの水位を管理できること。 

②条件を達成するための設備対策 

・ＲＰＶ破損後，デブリが機器ドレン配管及び原子炉補機冷却水配管を

溶融することにより，当該配管からペデスタル内へ内包水が流入する

ことを防止するため，格納容器圧力高信号及び原子炉水位異常低下（L1）

信号により，ペデスタル流入水の制限弁（機器ドレン及び原子炉補機

冷却水）を閉にする設計とする。（第 4 図）

・ＲＰＶ破損後のデブリ落下後に，格納容器下部注水系から注水を行う

設計とする。（第 4 図） 
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第 4 図 ペデスタル床ドレンサンプ注水概要図 

格納容器下部注水

配管 

(100A) 

ボトムドレン配管 

原子炉圧力容器 

格納容器外側隔離弁 

注水 

格納容器スプレイ 

床ドレン排水弁 

スリット 

排水配管 

ベント管 

格納容器下部注水

配管(100A) 

流量計 

原子炉建屋原子炉棟 

床ドレンサンプ設備へ 

原子炉補機冷却水の制限弁 

原子炉補機冷却水の制限弁 

床ドレン水の制限弁 

機器ドレン水の制限弁 

機器ドレン水の制限弁 

床ドレン水の制限弁 
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別紙 

事故発生からＲＰＶ破損までのペデスタル流入水の排水評価について 

ＲＰＶが破損しデブリがペデスタルへ落下する際には，ＳＥの影響を抑制す

るためペデスタル内水位を 1m とすることとしている。これに対して，事故発生

後にペデスタル内への水の流入があった場合でも，ＲＰＶ破損までにペデスタ

ル内水位が 1m まで排水されることを確認した。以下にその内容を示す。 

1. 評価において想定する事象 

東海第二発電所のペデスタル内構造（添付資料 3.2.3 本文第 1 図参照）を

もとに，事故発生からＲＰＶ破損までの間にペデスタル内へ水が流入し得る

事象を選定し，それぞれに対して排水評価の要否を検討する。 

 (1) 大破断ＬＯＣＡ 

ＲＰＶ破損する場合の有効性評価の評価事故シーケンスとしては，過渡

事象時に注水機能が喪失する事象（以下「過渡事象」という）を選定して

いるが，過渡事象ではドライウェル内に水が流出することはなく，ＲＰＶ

破損までに格納容器スプレイを実施することはない。一方で，大破断ＬＯ

ＣＡ時に注水機能が喪失する事象（以下「ＬＯＣＡ事象」という）では，

ドライウェル内への水の流出やＲＰＶ破損までの格納容器スプレイの実施

により，ペデスタル内への水の流入が生じるため，排水評価の対象とする。 

 (2) ボトムドレンＬＯＣＡ 

ＲＰＶ破損を想定する評価事故シーケンスのうち，ペデスタル内におけ

るボトムドレンＬＯＣＡが生じた場合，ＲＰＶからペデスタルへ多量の原

子炉冷却材が流入する。しかし，この流入水は飽和状態であるため，水深

が深い場合でもＳＥの発生可能性は極めて低く，万一ＳＥが発生した場合
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の発生エネルギーも小さいと考えられることから，排水評価の対象事象と

する必要はないと考える。ただし，排水性能の保守性を確認する観点から

参考として排水可能性を評価する（参考 1）。 

 (3) その他のペデスタル内への流入事象 

ペデスタル内において制御棒駆動水圧系配管が破断した場合，ＲＰＶ及

び制御棒駆動水圧系からペデスタル内に漏えい水が流入する。しかし，事

象確認後に制御棒駆動水ポンプを停止することで，制御棒駆動水圧系から

ペデスタルへの流入は停止する。また，第 1 図のとおり，当該配管は 1 イ

ンチ以下の細さであることに加えＲＰＶからの漏えいは制御棒駆動機構の

シール部を介するため，その漏えい量はごく少量であり，ＲＰＶ破損に至

ることは考えにくく，排水評価の対象外とする。 

また，ペデスタル内において機器ドレン配管や原子炉補器冷却水配管が

破断した場合にもペデスタル内へ冷却水が流入するが，上記と同様にこれ

らの事象に起因してＲＰＶ破損に至ることは考えにくく，排水評価の対象

外とする。 

以上より，排水評価において想定する事象としてＬＯＣＡ事象を選定する。 
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ケーブルは，床に沈降することから，排水性に影

響はない。また，ＲＰＶ破損前にケーブル周囲の温

度が上昇しても，ケーブル被覆が炭化する温度には

達しないため，ケーブル被覆片により鋼製の柵を閉

塞させることはなく，排水性に影響はない。 

保温材 【発生源】ペデスタル外 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下なし／流入あり 

ペデスタル床ドレンサンプ内に保温材はない。 

重大事故時にドライウェルから格納容器スプレ

イ水等によって床ドレンの流入経路から持ち込ま

れる可能性がある。 

【影響評価】 

床ドレン流入経路の弁を事故後早期に閉に流入

を制限することから，排水経路を閉塞させる等，排

水性への影響はない。 

塗料片 【発生源】ペデスタル内・外 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下あり／流入あり 

ペデスタル内・外の構造物には塗装が施されてい

ることからスワンネックへの落下，床ドレンへ流入

する可能性がある。 

【影響評価】 

・落下による影響 

スワンネックを損傷する程の重量はなくスワン

ネックが破損・転倒する恐れはない。また，同様に

機器ドレンサンプへの影響もない。 

・流入による影響 

塗料片は，底に堆積若しくは水面に浮遊すること

が考えられるが，スワンネックの排水口を水位 1m

の中間位置に設定するため，これらの異物がスワン

ネックの排水口に流入するとは考え難い。また，重

大事故時は格納容器スプレイ水等によってペデス

タル外から床ドレンの流入経路を通じて塗料片が

多く持ち込まれる可能性があるが，床ドレン流入経

路の弁を事故後早期に閉にし，流入を制限すること

から，排水経路を閉塞させる等，排水性への影響は

ない。 
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スラッジ（鉄錆） 【発生源】ペデスタル外 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下なし／流入あり 

スラッジ（鉄錆）は，床ドレン水によって床ドレ

ンサンプ内に流入し底に堆積する可能がある。 

【影響評価】 

スワンネックの排水口を水位 1m の中間位置に設

定するため，底に堆積した異物が積極的に排水経路

に流入するとは考え難い。また，重大事故時は格納

容器スプレイ水等によってペデスタル外から床ド

レンの流入経路を通じてスラッジが多く持ち込ま

れる可能性があるが，床ドレン流入経路の弁を事故

後早期に閉にし，流入を制限することから，排水経

路を閉塞させる等，排水性への影響はない。 

サポート 【発生源】ペデスタル内 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下なし／流入なし 

ペデスタル内にはサポートが設置されているが，

十分な耐震性を有する設計とすることから，落下し

ない。 

【影響評価】 

排水性への影響はない。 

照明 【発生源】ペデスタル内 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下あり／流入あり 

ペデスタル内には照明が設置されているため，落

下の可能性がある。 

【影響評価】 

・落下による影響 

スワンネックは鋼製でサポートに固定されてい

るため破損・転倒する恐れはない。また，周囲に鋼

製の柵を設置することから，スワンネックに直接接

触することもない。機器ドレンサンプについても，

十分な強度を有する設計とすることから，破損する

恐れはない。 

・流入による影響 

照明は，床に沈降することから，排水性に影響は

ない。 
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参考 1 

ボトムドレンＬＯＣＡを想定した場合の排水評価 

ボトムドレンＬＯＣＡ時にＲＰＶからペデスタルへ流入する水は飽和状態で

あることから，ＲＰＶ破損及びデブリ落下時のＳＥの発生可能性は極めて低く，

また，万が一ＳＥが発生した場合の発生エネルギーも小さいと考えられる。 

しかし，排水性能の保守性を確認する観点から，ペデスタル内の水位が最も

高くなる事象であるボトムドレンＬＯＣＡを想定した場合についても，参考と

して排水可能性を実施する。 

1. 評価条件 

 ・ペデスタル内におけるボトムドレンＬＯＣＡ時には，ペデスタル床ドレン

サンプに上部から漏えい水が流入し，著しく水位が上昇するため，水位は

人通用開口部まで達することが想定される。 

 ・排水評価は人通用開口部下端から水位 1m までの水量（必要排水量）とする。

また，設備対策より配置されるコリウムシールド等の構造物については，

評価上その体積を除外することで必要排水量を増やし，保守的な評価とす

る。 

・排水配管はドライウェル気相部に接続され圧力差はないため，排水量を評

価する上で，ドライウェル及びサプレッション・プール内圧は考慮しない。 

 ・排水配管の長さ，内径，エルボや弁等に相当する長さ等考慮し，下記式に

よりある排水流量を想定した場合の排水流路の圧力損失を算出する。本評

価では，まず任意の流量（22m３／h：ボトムドレンＬＯＣＡ時の平均必要

排水流量）の場合の圧力損失（1.8m）を算出し，その際に求まる圧損係数

（K）を基に，以降の流量と圧力損失の関係を算出している。圧力損失はペ
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参考 3 

排水配管の更なる信頼性向上について 

東海第二発電所では，ＳＥの影響抑制のため，ＲＰＶ破損時の水位を 1m と設

定している。このため，床ドレン配管等のペデスタルへの水の流入経路に制限

弁を設置して水の流入を制限するともに，制限弁閉止までにペデスタルに流入

した水については，床ドレン排水配管から排水することで，十分な時間余裕を

もってＲＰＶ破損時に水位 1m を達成する設計としている。また，排水口（スワ

ンネック）周囲には，異物混入防止，落下物による損傷防止を確実にするため，

柵を設ける設計としている。（添付資料 3.2.3 別添 2 別紙 第 3 図）さらに，

機器ドレンサンプのスワンネック（ベント用）からの排水経路にも期待するこ

とで，排水性は十分に時間余裕を増すことが可能である。 

現在の排水設備の設計で十分な排水量を確保できており，排水量確保の観点

から排水配管の多重化の必要はないが，ここでは，排水配管の信頼性を向上さ

せ，ＳＥの抑制をより確実にする観点から，排水口の多重化について検討した。 

第 1 表に示すとおり，排水口を多重化した場合には，溶融炉心・コンクリー

ト相互作用への影響やリスクが大きくなる傾向となる。 

実機において大規模なＳＥの発生確率は極めて低いとされており， 現設計で

もＳＥの影響は十分低く抑えられていることから，更にＳＥの影響抑制を確実

にする観点から排水口を 2 重化することは，ＲＰＶ破損後に必ず生じる溶融炉

心・コンクリート相互作用への影響やリスクを大きくするため，排水口の多重

化は実施すべきではないと判断した。 
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第 1 表 排水口多重化の検討 
排水口多重化の種類 流路閉塞の 

可能性 

溶融炉心・コンクリート相互作用

影響・リスク コンセプト イメージ 

(1)排水口を同じ場所に 2 本 

やや減 

やや増 

流路破損によりＲＰＶ破損

時の水位 1m を達成できなく

なる可能性 

(2)排水口を対角位置等に 2 本 

減 

大幅増 

流路破損によりＲＰＶ破損

時の水位 1m を達成できなく

なる可能性 

①コリウムシールド上で排

水配管合流 

②床スラブ内で排水配管合流

増 

流路破損によりＲＰＶ破損

時の水位 1m を達成できなく

なる可能性 

床スラブ内に侵入する 

デブリ量の増加による 

ペデスタルへの熱負荷 

③排水配管をそれぞれに設置 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

1
1
9
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別添 3 

ペデスタル内に設置する計器について 

ペデスタル内の水位管理のために設置する計器について，概要及び設置位置

を第 1 表及び第 1 図に示す。また，各計器の設置目的等を以下に示す。 

(1) ＲＰＶ破損前までの水位管理 

①格納容器下部水位計（1m 超） 

ペデスタル底面から 1m 超の水位を検知できるよう，測定誤差を考慮した高

さに水位計を設置し，炉心損傷後は当該水位計設置高さまで事前注水を実施

する。注水停止後は，排水配管等によりＲＰＶ破損までに 1m 水位まで排水さ

れる。 

約 180°間隔で計 2 個（予備 1 個含む）設置し，1 個以上がこの高さ以上の

水位を検知した場合に水張り完了及び注水停止を判断する。 

なお，高さ 1m 超水位計高さまで排水されたことを検知した後，水位 1m ま

で排水される時間遅れを考慮して，排水弁は自動閉止することとする。 

(2) ＲＰＶ破損及びデブリ落下・堆積検知（第 2 表） 

②格納容器下部水温計（0m） 

ペデスタル底部に温度計を設置し，指示値の上昇又は喪失によりＲＰＶ破

損検知に用いる。測温抵抗体式温度計を採用することで，ペデスタルにデブ

リが落下した際の水温上昇や高温のデブリに接触した際に指示値がダウンス

ケールとなる特性を利用し，ＲＰＶからのデブリ落下検知が可能である。 

デブリの落下，堆積挙動の不確かさを考慮して等間隔で計 5 個（予備 1 個

含む）設置し，ＲＰＶ破損の早期判断の観点から，2 個以上が上昇傾向（デ
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ブリの落下による水温上昇）又はダウンスケール（温度計の溶融による短絡

又は導通）となった場合に，ＲＰＶ破損を判断する。 

③格納容器下部水温計（0.2m） 

ペデスタル底面から 0.2m の高さに測温抵抗体式温度計を設置し，0.2m 以

上のデブリ堆積有無を検知し，ペデスタル満水までの注水可否を判断する。

また，指示値の上昇又は喪失により，ＲＰＶ破損検知に用いる。 

デブリの落下，堆積挙動の不確かさを考慮して等間隔で計 5 個（予備 1 個

含む）設置し，十分な量のデブリ堆積検知の観点から，3 個以上がオーバー

スケール（デブリの接触による温度上昇）又はダウンスケール（温度計の溶

融による短絡又は導通）した場合にペデスタル満水までの注水を判断する。

また，ＲＰＶ破損の早期判断の観点から，2 個以上が上昇傾向（デブリの落

下による水温上昇）又はダウンスケール（温度計の溶融による短絡又は導通）

となった場合に，ＲＰＶ破損を判断する。 

(3) ＲＰＶ破損後の水位管理（デブリ堆積高さ≧0.2m の場合） 

④格納容器下部水位計（2.25m，2.75m） 

ペデスタル底面から 2.25m 及び 2.75m の高さに水位計を設置し，デブリの

多量落下時（堆積高さ 0.2m 以上）においてペデスタル水位を 2.25m～2.75m

の範囲に維持するため，各高さにおける水位の有無を検知しペデスタル注水

開始及び停止を判断する。 

ペデスタル側壁の貫通孔を通じたペデスタル外側のボックス内に，2.25m

及び 2.75m の各高さに 2 個の水位計（予備 1 個含む）を設置し，1 個以上が

2.25m 未満を検知した場合にペデスタル注水開始，2.75m 到達を検知した場合

にペデスタル注水停止を判断する。 
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(4) ＲＰＶ破損後の水位管理（デブリ堆積高さ＜0.2m の場合） 

⑤格納容器下部水位計（0.5m） 

ペデスタル底面から 0.5m の高さに水位計を設置し，デブリの少量落下時

（堆積高さ 0.2m 未満）においてペデスタル水位を 0.5m～1m の範囲に維持す

るため，水位 0.5m 未満を検知しペデスタル注水開始を判断する。 

約 180°間隔で計 2 個（予備 1 個含む）設置し，1 個以上が水位 0.5m 未満

を検知した場合に注水開始を判断する。 

⑥格納容器下部水位計（1m 未満） 

ペデスタル底面より 1m の高さから測定誤差を差し引いた高さに水位計を

設置し，デブリの少量落下時（堆積高さ 0.2m 未満）においてペデスタル水位

を 0.5m～1m の範囲に維持するため，水位 1m 到達を検知しペデスタル注水停

止を判断する。 

約 180°間隔で計 2 個（予備 1 個含む）設置し，1 個以上が水位 1m 到達を

検知した場合に注水停止を判断する。 

⑦格納容器下部雰囲気温度計 

自主設備としてペデスタル底面から 1.1m の高さに温度計を設置し，デブリ

の少量落下時にペデスタル水位を 0.5m～1m の範囲に管理している間におい

て，デブリが冠水されていることを確認する。 

約 180°間隔で計 2 個設置し，1 個以上が露出したデブリからの輻射熱等に

より上昇した場合に注水を判断する。 

また，各計器の検出部の仕様等を第 3 表に，測定原理を第 2 図及び第 3 図に

それぞれ示す。 
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第 1 表 ペデスタル内計器の概要 

 設置高さ※１ 設置数 計器種別 

格納容器下部 

水温計 

0m 
各高さに 5 個 

測温抵抗体式 

温度計 0.2m 

格納容器下部 

水位計 

0.5m 

各高さに 2 個 
電極式 

水位計 

1m－測定誤差 

1m＋測定誤差 

2.25m 

2.75m 

※１：ペデスタル底面（コリウムシールド上表面）からの高さ 

第 2 表 ＲＰＶ破損及びデブリ落下・堆積検知の概念 

デブリの堆積状態 
格納容器下部水温計 

判断 
0m 位置 0.2m 位置 

上昇 上昇 
ＲＰＶ破損， 

デブリ少量落下 

上昇／喪失 上昇 
ＲＰＶ破損， 

デブリ少量落下 

上昇／喪失 上昇／喪失 
ＲＰＶ破損， 

デブリ多量落下 
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第 1 図 ペデスタル内の計器設置図 

1m 未満 水位計 

0m 水温計

0.5m 水位計
0.2m 水温計

2.75m 水位計

1m 超 水位計

水位計（2.25m 高さ）

水位計（2.75m 高さ）

貫通孔（内径約 15cm）

1.1m 雰囲気温度計

2.25m 水位計
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第 3 表 検出部の仕様等 

計器種別 測定レンジ 測定誤差 耐環境性 

測温抵抗体式 

温度計 
-200℃～500℃ 

±(0.3＋0.005¦t¦) 

t：測定温度 

温度：短期 230℃， 

   長期 200℃ 

圧力：620kPa[gage] 

放射線：－※２

電極式 

水位計 

－ 

(レベルスイッチ) 
±10mm 

温度：短期 230℃， 

   長期 200℃ 

圧力：620kPa[gage] 

放射線：－※２

※２：検出部は無機物で構成しており，放射線による影響はない 

第 2 図 電極式水位計の動作原理 

検知

回路

気中：電極間抵抗大

電極

検知

回路

水中：電極間抵抗小

導通

水中では電極間抵抗が

低下する。電極間抵抗の

低下を検知することで，

水中と判断する。
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導線 

（Ｎｉ）

シース管

（インコネル）

絶縁材 

（ＭｇＯ）

抵抗素子 

（Ｐｔ）

測定

回路

抵
抗
値

温度

金属の電気抵抗が温度に比例する性質を利用し，

抵抗素子の抵抗値をもとに温度測定を行う。

高温のデブリが接触すると，温度指示値は急上昇

しオーバースケールとなる。

また，以下の過程の中で導線間の絶縁性が失われ

短絡又は導通すると，抵抗値が低下し温度指示値

がダウンスケールとなる。

・シース管の溶融，水及びデブリの浸入

・水との反応による絶縁材の膨張，剥離

・デブリとの反応に伴う絶縁材の溶融，蒸発

※デブリ中のＺｒ等により還元されると，融点約 650℃， 

沸点約 1100℃のＭｇとなり，溶融又は蒸発する。 

第 3 図 測温抵抗体式温度計の動作原理 

測温抵抗体構成材料の融点 

 材質 融点 

シース管 
インコネル 

(NCF600) 

1370℃～ 

1425℃ 

導線 Ｎｉ 1455℃ 

抵抗素子 Ｐｔ 1768℃ 

絶縁材 ＭｇＯ※ 約 2800℃ 
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別紙 1 

格納容器下部水温計の測定原理とデブリ検知性について 

 ペデスタル内に設置する格納容器下部水温計によるデブリ検知性ついて，熱

電対式とした場合と測温抵抗体式とした場合で比較し検討を行った。 

（１）デブリと水温計の接触により発生する現象 

① デブリが検出器外郭（シース）に接触，シースは溶融し，絶縁材が露

出する。 

熱電対仕様 

No. 項目
仕様

Tタイプ Kタイプ

１ 計測範囲 -40～350℃ -40～1200℃

２ 誤差
±1.0℃(-40～133℃)
0.75%(133～350℃)

±2.5℃(-40～333℃)
0.75%(333～1200℃)

絶縁物(MgO)

芯線
（銅，コンスタンタン） or （アルメル，クロメル）

熱電対構造図

シース(NCF600)

熱電対構成材料の融点 

No. 材質 融点 タイプ

１ NCF600 1370～1425℃ －

２ 銅 1085℃ Tタイプ

３ コンスタンタン 1225～1330℃ Tタイプ

４ アルメル 1315～1390℃ Kタイプ

５ クロメル 1420℃ Kタイプ

６ MgO 約2800℃ －

熱電対 

絶縁低下するが熱起電力を

発生。 

絶縁材に水，デブリ

が浸入し，絶縁材は

膨張，剥離，熔融等

によ り絶縁低下 す

る。 

測温抵抗体 

絶縁低下し，指示値はダウ

ンスケールする。 
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② デブリが検出素子に接触し，熔融する。 

 なお，検出素子熔融後，素線同士が絶縁を維持した場合には熱電対式は

ダウンスケール，測温抵抗体式はオーバースケールするが，デブリと検出

器が接触した後，絶縁材が絶縁機能を維持し続けることは考えにくい。 

 以上より，検出器とデブリが接触すると，熱電対式の場合は，発生する

熱起電力により何等かの指示値を表示する可能性があり，測温抵抗体式の

場合は，ダウンスケールすると考えられる。 

熱電対 

素線同士が接触した場合，

熱起電力を発生。 

測温抵抗体 

素線同士が接触した場合，

ダウンスケールする。 

検出素子が溶融し，

素線 同士が接触 す

る。 

熱電対 

素線同士が検出器内部の水

分（あるいはシース）を介

して導通した場合，熱起電

力を発生。 

測温抵抗体 

素線同士が検出器内部の水

分（あるいはシース）を介

して導通した場合，ダウン

スケールする。 

検出素子が溶融し，

素線同士が水分（あ

るいはシース）を介

して導通する。 
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（２）測定回路が故障した際の可搬型計測による測定 

 測定回路は熱電対式の場合は電圧値を，測温抵抗体式は抵抗値を測定す

ることにより温度測定を行っている。可搬型計測器は電圧測定及び抵抗値

測定が可能であり，測定回路故障時には可搬型計測器を水温計ケーブル端

に接続することで熱電対式，測温抵抗体式のいずれの場合においても温度

測定が可能である。 

（３）まとめ 

 デブリと水温計が接触したことの判断を行うにあたっては，不確実な指

示値を示す可能性がある熱電対式よりも，ダウンスケールすることにより，

即時に判断ができる測温抵抗体式が望ましいと考える。また，測定原理の

差異によって，デブリとの接触に伴う指示値の挙動が水温計ごとに異なっ

た場合，運転員の迅速な判断に悪影響を及ぼす恐れがある。よって，格納

容器下部水温計としては測温抵抗体式を採用し，熱電対式との多様化は行

わないこととした。

なお，測温抵抗体式水温計の測定回路が故障した場合にも，上記のとお

り可搬型計測器による測定が可能である。 
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別紙 2 

ペデスタル内計器の設置方法について 

ペデスタル内の水位管理のために設置する計器について，設置概念を第 1 図

に示す。 

第 1 図のとおり，計器はペデスタル側壁のコンクリートに埋め込むアンカボ

ルト，型鋼，トレイにより固定することとしている。 

ここで，計器の下部にデブリが堆積した場合，コリウムシールド表面のライ

ナを介してアンカボルト，型鋼，トレイ及び計器に熱が移行することが考えら

れる。しかし，ライナとアンカボルトの間はＺｒＯ２耐熱材と同成分のモルタ

ルで埋めるため熱が選択的に移行することはないこと，デブリを冠水維持する

ことでデブリ上部の計器は水没していることを考慮すると，デブリからの熱移

行により計器の健全性が損なわれることはないと考えられる。 

第 1 図 ペデスタル内計器の設置概念図 
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添付 3.2.4-1 

格納容器破損モード「ＤＣＨ」，「ＦＣＩ」及び「ＭＣＣＩ」の 

評価事故シーケンスの位置付け 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（以下「Ｄ

ＣＨ」という。）」，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（以下「Ｆ

ＣＩ」という。）」及び「溶融燃料・コンクリート相互作用（以下「ＭＣＣＩ」

という。）」については，各プラント損傷状態（ＰＤＳ）に対応する各重要事故

シーケンス及び「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

の評価事故シーケンスへの重大事故等防止対策の有効性評価の結果等から，重

大事故等対処設備に期待する場合，炉心損傷あるいは炉心下部プレナムへの溶

融炉心移行までに事象の進展を停止し，これらの現象の発生を防止することが

できる。 

しかしながら，格納容器破損モード「ＤＣＨ」，「ＦＣＩ」及び「ＭＣＣＩ」

は，「実用発電用原子炉及びその附属設備の位置，構造及び設備の基準に関する

規則の解釈」（以下「解釈」という。）第 37 条 2-1(a)において，「必ず想定する

格納容器破損モード」として定められている。このため，今回の評価では重大

事故等対処設備の一部に期待しないものとして，各物理化学現象に伴う格納容

器破損が懸念される状態に至る評価事故シーケンスを設定している。 

一方，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」については，事故シーケンス選定のプロセスにおいて，国内外

の先進的な対策と同等な対策を講じても炉心損傷を防止できない事故シーケン

スとして抽出された，「大ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋全

交流動力電源喪失」を評価事故シーケンスとして選定し，重大事故等防止対策

の有効性を評価している。 

以上のとおり，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格
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納容器過圧・過温破損）」は重大事故等対策に期待して評価し，解釈第 37 条

2-3(a)～(c)の評価項目に対する重大事故等防止対策の有効性を評価しており，

格納容器破損モード「ＤＣＨ」，「ＦＣＩ」及び「ＭＣＣＩ」は，評価を成立さ

せるために，重大事故等対処設備の一部に期待しないものとして，解釈第 37

条 2-3(d)，(e)，(i)の評価項目に対する重大事故等対策の有効性を評価してい

る。 
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添付 3.2.5-1 

原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量について 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では，厳しい事象を想

定した場合でも，格納容器が破損することなく安定状態に至る結果が得られて

いる。この評価結果に照らして原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい

量を考える。 

本格納容器破損防止対策の有効性評価では，常設代替高圧電源装置からの電

源供給により原子炉建屋ガス処理系を起動し，事象発生 120 分後から原子炉建

屋の設計負圧が維持されていることを想定している。 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では格納容器の閉じ込

め機能は健全であると評価していることから，格納容器から多量の水蒸気が原

子炉建屋に漏えいすることは無く，漏えいした水蒸気は原子炉建屋内で凝縮さ

れることから，原子炉建屋空間部が加圧されることはないと考えられる。また，

原子炉建屋ガス処理系が起動する前において，原子炉建屋内空間部と外気との

圧力差が生じにくく，原子炉建屋内外での空気のやりとりはほとんどないもの

と考えられる。さらに，格納容器内から原子炉建屋に漏えいした粒子状放射性

物質は，原子炉建屋内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建屋内に沈

着するものと考えられる。 

これらのことから，格納容器の健全性が維持されており，原子炉建屋の換気

空調系が停止している場合は，格納容器から原子炉建屋に漏えいした放射性物

質は，原子炉建屋内で時間減衰し，また，原子炉建屋内で除去されるため，大

気中へはほとんど放出されないものと考えられる。 

以下では，上述の状況に係らず，原子炉建屋ガス処理系が停止している場合

においても，保守的に原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えいを仮定し
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た場合の放出量を示す。 

1. 評価条件 

(1) 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスである「過渡事象＋高圧炉

心冷却失敗＋手動減圧失敗＋炉心損傷後の手動減圧失敗＋ＤＣＨ」につ

いて評価する。 

(2) 格納容器からの漏えい率は，ＭＡＡＰ解析上で格納容器圧力に応じて漏

えい率が変化するものとし，開口面積は以下のように設定する。（添付

資料 3.1.2.6 参照） 

・1Pd 以下 ： 0.9Pd で 0.5％／日 相当 

・1～2Pd ： 2Pd で 1.3％／日 相当 

(3) 原子炉建屋ガス処理系による設計負圧が維持されていることを想定し，

本評価では設計換気率 1 回／日（一定）を考慮する。 

(4) 非常用ガス処理系はフィルタを通して原子炉区域内の空気を外気に放

出するためフィルタの放射性物質の除去性能に期待できるが，本評価で

は保守的に期待しないこととする（DF=1）。 

(5) 原子炉建屋内での放射能量の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建屋内

での粒子状物質の除去効果は考慮しない。 

2. 評価結果 

原子炉建屋から大気中へ漏えいするＣｓ－137 の評価結果を表１に示す。 

原子炉建屋から大気中へ漏えいするＣｓ－137 は 7 日間で約●TBq であり，

基準の 100TBq を下回っている。 

なお，事象発生７日間以降の影響を確認するため，事象発生 30 日間，100

日間における環境へのＣｓ－137 の放出量を確認している。 
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事象発生後 30 日間及び 100 日間での放出量においても 100TBq を下回る。 

表１ 原子炉建屋から大気中への放射性物質(Ｃｓ－137)の漏えい量 

（単位：TBq） 

漏えい量 

（７日間） 

漏えい量 

（30 日間） 

漏えい量 

（100 日間） 

高圧溶融物放出

／格納容器雰囲

気直接加熱 

（評価中） （評価中） （評価中） 
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添付資料 3.2.6 

添付 3.2.6-1 

高温環境下での逃がし安全弁の開保持機能維持について 

 原子炉水位が燃料有効長頂部を下回り，炉心損傷に至るような状況では，原

子炉圧力容器（以下「ＲＰＶ」という。）内の気相温度は飽和蒸気温度を大きく

超える。高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（以下「ＤＣＨ」という。）

を防止するためには，その様な環境下でも逃がし安全弁（以下「ＳＲＶ」とい

う。）を開保持し，ＲＰＶ内の圧力を 2.0MPa[gage]以下の低圧に維持する必要

がある。 

 第 1 図に示すとおり，ＳＲＶは本体部と補助作動装置から構成されている。

「4. 本体部の温度上昇による影響」に示すとおり，本体部では温度上昇は問

題にならないが，補助作動装置の温度が上昇すると，電磁弁又はピストンのシ

ール部が熱によって損傷し，ＳＲＶの機能維持に影響を及ぼす恐れがある。 

 ＳＲＶについては，電力共同研究「安全上重要な機器の信頼性確認に関する

研究」において，設計基準事故を想定した以下の環境条件における機能維持を

確認している。 

  ・171℃において 3 時間継続の後 160℃において 3 時間継続（第 2 図） 

 ここでは，炉心損傷後，ＤＣＨ防止のために原子炉の減圧を継続している環

境下で想定されるＳＲＶの温度を評価し，上記の条件と比較することで，ＳＲ

Ｖの健全性を評価する。 

1. 評価方法 

  ＭＡＡＰ解析によって得られたＤＣＨ対応シナリオでのＲＰＶ内気相温度

とドライウェル内気相温度を環境温度条件として，三次元熱流動解析コード

（ＳＴＡＲ－ＣＣＭ＋）により，ＳＲＶの温度を評価した。 

三次元熱流動解析では，ＲＰＶの温度条件が厳しくなる評価点を設定し定
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常解析を実施した。また，ＲＰＶ破損直前にはＲＰＶ内の気相温度が急激に

上昇することから，これに追従するＳＲＶの温度上昇をより現実的に評価す

るため，ＲＰＶ内の気相温度が急激に上昇する時間幅に対する非定常解析を

実施した。 

2. 評価条件 

 (1) 温度条件 

   第 3 図及び第 4 図に，手順どおり格納容器スプレイを実施している状態

のＲＰＶ内気相平均温度とドライウェル内気相平均温度のＭＡＡＰ解析

結果を示す。ＭＡＡＰの解析結果を踏まえ，第 1 表及び以下に示すとおり，

2 通りの評価条件を設定した。 

  ①事象発生からＲＰＶ破損直前までの範囲を代表する温度条件として，同

範囲内でのＲＰＶ内気相平均温度とドライウェル内気相平均温度のそれ

ぞれについて最も厳しい温度を適用した温度条件。定常解析によって評

価する。 

  ②ＲＰＶ破損直前のＲＰＶ内の気相温度の急激な上昇を考慮した温度条件

として，ＲＰＶ内の気相温度が急激に上昇する時間幅でのＲＰＶ内の気

相温度の変化とドライウェル内気相平均温度の最も厳しい温度を適用し

た温度条件。非定常解析によって評価する。 

 (2) 評価モデル 

   自動減圧（以下「ＡＤＳ」という。）機能付きのＳＲＶの中で，電磁弁や

ピストンのシール部の温度条件が厳しい弁を評価する観点から，ＡＤＳ機

能付きＳＲＶが隣接する範囲として，バルブＢ，Ｄ，Ｈ，Ｇを評価対象と

した（第 5図及び第 6図）。実機では離れた位置のＳＲＶ2弁を操作するが，

保守的に隣接する 2 弁を同時に開動作するモデルとしている。 
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3. 評価結果 

  評価結果を第 2 表及び第 7 図から第 9 図に示す。 

事象発生からＲＰＶ破損直前までの範囲を代表する温度条件として設定し

た①の温度条件では，バルブＢは補助作動装置の電磁弁及びピストンのシー

ル部の温度は約●℃となり，バルブＨは補助作動装置の電磁弁が 160℃を約

●℃及びピストンのシール部が 160℃を約●℃下回った。また，ＲＰＶ破損

直前のＲＰＶ内の気相温度の急激な上昇を考慮した②の温度条件では，バル

ブＢ及びＨ共に補助作動装置の電磁弁及びピストンのシール部の温度は全て

160℃を下回った。（160℃に対する最少温度差はバルブＢの補助動作装置ピス

トンシール部の約●℃であり,最大温度差はバルブＨの補助動作装置ピスト

ンシール部の約●℃である。） 

以上のとおり，炉心損傷後，ＤＣＨ防止のために原子炉の減圧を継続して

いる状況を想定した環境下でも，ＳＲＶの機能を維持できると考える。 

4. 本体部の温度上昇による影響 

  閉状態のＳＲＶが強制開するためには，補助作動装置の駆動力がＳＲＶ本

体の抵抗力を上回る必要がある。ＳＲＶ本体の抵抗力に対する温度上昇の影

響は第 3 表のとおり，いずれも温度上昇によって強制開の妨げとなることは

ない。 
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第 1 表 三次元熱流動解析での温度条件 

温度条件①【定常解析】 
（事象発生からＲＰＶ破損までの範囲

を代表する温度条件）

温度条件②【非定常解析】 
（ＲＰＶ破損直前のＲＰＶ内の気相温

度の急激な上昇を考慮した温度条件）

ＲＰＶ内 

気相平均温度 
約●℃ 約●℃→約●℃ 

ドライウェル内 

気相平均温度 
約●℃ 約●℃ 

第 2 表 三次元熱流動解析での評価結果 

温度条件①【定常解析】 
（事象発生からＲＰＶ破損までの範囲を

代表する温度条件）

温度条件②【非定常解析】 
（ＲＰＶ破損直前のＲＰＶ内の気相温度

の急激な上昇を考慮した温度条件）

バルブＢ バルブＨ バルブＢ バルブＨ 

下部コイル 

ハウジング 

最高温度 

約●℃ 約●℃ 約●℃ 約●℃ 

ピストン部 

最高温度 
約●℃ 約●℃ 約●℃ 約●℃ 

第 3 表 ＳＲＶ本体の抵抗力に対する温度上昇の影響 

項目 温度上昇の影響 

ＳＲＶスプリング閉止

力 

温度上昇に伴い，低下する方向にある。また，補助

作動装置の駆動力はスプリング閉止力に対して十分

な力量を有している。 

弁棒・アジャスタリング

摺動抵抗 

主蒸気流路から離れた位置にあり，温度上昇幅は小

さく，ＳＲＶ強制開機能には影響を及ぼさない。 

弁棒・ネッキブッシュ 

摺動抵抗 

主蒸気流路とはベローズを介しており過渡的な熱影

響を受けがたく，仮に熱影響を受けたとしても，第

1 表のＲＰＶ内気相平均温度程度であれば，元々の

隙間があるため，ネッキブッシュによる弁棒拘束は

発生しない。 

バランスピストン・ブッ

シュ摺動抵抗 

主蒸気流路とはベローズを介しており過渡的な熱影

響を受けがたく，仮に熱影響を受けたとしても，第

1 表のＲＰＶ内気相平均温度程度であれば，元々の

隙間があるため，ブッシュによる弁棒拘束は発生し

ない。 

弁体（ガイド部）・ 

ガイド摺動抵抗 

主蒸気温度上昇に伴い拡大するため，温度上昇に伴

うガイドによる弁体拘束は発生しない。 
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第 1a 図 ＳＲＶ構造図（断面図） 
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第 3 図 ＲＰＶ内気相平均温度の推移 

第 4 図 ドライウェル内気相平均温度の推移 

【追而】 

【追而】 
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第 7 図 解析結果（温度条件①，バルブＢ） 
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第 8 図 解析結果（温度条件①，バルブＨ） 
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第 9 図 解析結果（温度条件②） 

下部コイルハウジング最高温度 

ピストン部最高温度 

【追而】 

【追而】 
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

第 1 表  解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 (1／ 2) 

分 類  重 要 現 象  解 析 モ デ ル  不 確 か さ  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  
評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  

炉 心  

崩 壊 熱  

炉 心 モ デ ル（ 原 子

炉 出 力 及 び 崩 壊

熱 ）  

入 力 値 に 含 ま れ る 。  「 解 析 条 件 を 最 確 条 件 と し た 場 合 の 運 転 員 等 操

作 時 間 及 び 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る

影 響 」 に て 確 認 。  

「 解 析 条 件 を 最 確 条 件 と し た 場 合 の 運 転 員 等 操

作 時 間 及 び 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る

影 響 」 に て 確 認 。  

燃 料 棒 内 温

度 変 化  

炉 心 モ デ ル（ 炉 心

熱 水 力 モ デ ル ）  

溶 融 炉 心 の 挙 動

モ デ ル（ 炉 心 ヒ ー

ト ア ッ プ ）  

TM I 事 故 解 析 に お け る 炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ 時

の 水 素 ガ ス 発 生 ，炉 心 領 域 で の 溶 融 進 展 状

態 に つ い て ， TMI 事 故 分 析 結 果 と 一 致 す る

こ と を 確 認 し た 。  

CO R A 実 験 解 析 に お け る ， 燃 料 被 覆 管 ， 制

御 棒 及 び チ ャ ン ネ ル ボ ッ ク ス の 温 度 変 化

に つ い て ，測 定 デ ー タ と 良 く 一 致 す る こ と

を 確 認 し た 。  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ 速 度 の 増 加 (被 覆 管 酸 化

の 促 進 )を 想 定 し ， 仮 想 的 な 厳 し い 振 り 幅

で は あ る が ，ジ ル コ ニ ウ ム － 水 反 応 速 度 の

係 数 を 2 倍 と し た 感 度 解 析 に よ り 影 響 を

確 認 し た 。  

・ TQ U V， 大 破 断 LO C A シ ー ケ ン ス と も に ，

炉 心 溶 融 の 開 始 時 刻 へ の 影 響 は 小 さ い  

・炉 心 下 部 プ レ ナ ム へ の 溶 融 炉 心 移 行 の 開

始 時 刻 は ， ほ ぼ 変 化 し な い  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ に 関 す る モ デ ル は ，TM I 事 故 に

つ い て の 再 現 性 及 び CO R A 実 験 に つ い て の 再 現 性

を 確 認 し て い る 。  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ の 感 度 解 析（ ジ ル コ ニ ウ ム － 水

反 応 速 度 の 係 数 に つ い て の 感 度 解 析 ）で は ，炉 心

溶 融 時 間 及 び 炉 心 下 部 プ レ ナ ム へ の 溶 融 炉 心 移

行 の 開 始 時 間 に 対 す る 感 度 は 数 分 程 度 で あ り ，影

響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，重 大 事 故 等 対 処 設 備

を 含 む 全 て の 原 子 炉 へ の 注 水 機 能 が 喪 失 す る こ

と で 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 に 至 る こ と を 想 定 し て

お り ，最 初 に 実 施 す べ き 操 作 は 原 子 炉 水 位 が 燃 料

有 効 長 底 部 か ら 燃 料 有 効 長 の 長 さ の 20％ 上 の 位

置 に 到 達 し た 時 点 の 原 子 炉 減 圧 操 作 で あ り ， ま

た ，燃 料 被 覆 管 温 度 等 を 操 作 開 始 の 起 点 と し て い

る 運 転 員 等 操 作 は な い こ と か ら ，運 転 員 等 操 作 時

間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ に 関 す る モ デ ル は ，TM I 事 故 に

つ い て の 再 現 性 及 び CO R A 実 験 に つ い て の 再 現 性

を 確 認 し て い る 。 炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ の 感 度 解 析

（ ジ ル コ ニ ウ ム － 水 反 応 速 度 の 係 数 に つ い て の

感 度 解 析 ）で は ，炉 心 溶 融 時 間 及 び 炉 心 下 部 プ レ

ナ ム へ の 溶 融 炉 心 移 行 の 開 始 時 間 へ の 感 度 は 数

分 程 度 で あ り ， 影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い

る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉 水 位 が 燃 料 有

効 長 底 部 か ら 燃 料 有 効 長 の 長 さ の 20%上 の 位 置

に 到 達 し た 時 点 で の 運 転 員 等 操 作 に よ る 原 子 炉

急 速 減 圧 に よ っ て 速 や か に 原 子 炉 圧 力 を

2. 0 M P a [ g a g e ]以 下 に 低 減 し ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損

時 の 原 子 炉 圧 力 を 2. 0 M P a [ g a g e ]以 下 に 維 持 し て

い る た め ，運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い

こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影

響 は な い 。  

燃 料 棒 表 面

熱 伝 達  

燃 料 被 覆 管

酸 化  

燃 料 被 覆 管

変 形  

沸 騰 ・ ボ イ

ド 率 変 化  

炉 心 モ デ ル（ 炉 心

水 位 計 算 モ デ ル ）

TQ U X シ ー ケ ン ス 及 び 中 小 破 断 LOC A シ ー ケ

ン ス に 対 し て ， MAA P コ ー ド と SA F E R コ ー

ド の 比 較 を 行 い ， 以 下 の 傾 向 を 確 認 し た 。

・ MA A P コ ー ド で は SAF E R コ ー ド で 考 慮 し

て い る CCF L を 取 り 扱 っ て い な い こ と 等

か ら ，水 位 変 化 に 差 異 が 生 じ た も の の 水

位 低 下 幅 は MAA P コ ー ド の 方 が 保 守 的 で

あ り ，そ の 後 の 注 水 操 作 に よ る 燃 料 有 効

長 燃 料 有 効 長 頂 部 ま で の 水 位 回 復 時 刻

は 両 コ ー ド で 同 等 で あ る  

原 子 炉 水 位 挙 動 に つ い て 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の モ

デ ル が 精 緻 で あ る 解 析 コ ー ド SA F E R の 評 価 結 果

と の 比 較 に よ り 水 位 低 下 幅 は 解 析 コ ー ド MAA P の

評 価 結 果 の 方 が 保 守 的 で あ る こ と を 確 認 し て い

る 。こ の た め ，原 子 炉 水 位 が 燃 料 有 効 長 底 部 か ら

燃 料 有 効 長 の 20%上 の 位 置 に 到 達 す る 時 間 が 早

ま る 可 能 性 が あ る が ，数 分 程 度 の 差 違 で あ る こ と

か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。

原 子 炉 水 位 挙 動 に つ い て 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の モ

デ ル が 精 緻 で あ る 解 析 コ ー ド SA F E R の 評 価 結 果

と の 比 較 に よ り 水 位 低 下 幅 は 解 析 コ ー ド MAA P の

評 価 結 果 の 方 が 保 守 的 で あ る こ と を 確 認 し て い

る 。こ の た め ，原 子 炉 水 位 が 燃 料 有 効 長 底 部 か ら

燃 料 有 効 長 の 20%上 の 位 置 に 到 達 す る 時 間 が 早

ま る 可 能 性 が あ る が ，数 分 程 度 の 差 違 で あ り ，原

子 炉 急 速 減 圧 操 作 後 に 原 子 炉 圧 力 は 速 や か に 低

下 す る こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与

え る 影 響 は 小 さ い 。  

気 液 分 離

（ 水 位 変

化 ） ・ 対 向

流  

原 子 炉

圧 力 容 器

冷 却 材 放 出

（ 臨 界 流 ・

差 圧 流 ）  

原 子 炉 圧 力 容 器

モ デ ル（ 破 断 流 モ

デ ル ）  

逃 が し 安 全 弁 か ら の 流 量 は ，設 計 値 に 基 づ

い て 計 算 さ れ る 。  

逃 が し 安 全 弁 か ら の 流 量 は ，設 計 に 基 づ い て 流 量

が 計 算 さ れ て い る こ と か ら 不 確 か さ は 小 さ い 。こ

の た め ， 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は な い こ と か ら ，

運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

逃 が し 安 全 弁 か ら の 流 量 は ，設 計 に 基 づ い て 計 算

さ れ て い る こ と か ら 不 確 か さ は 小 さ い 。 こ の た

め ，原 子 炉 急 速 減 圧 操 作 後 の 原 子 炉 圧 力 の 低 下 挙

動 に 対 す る 影 響 は な い こ と か ら ，評 価 項 目 と な る

パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  
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第 1 表  解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 (2／ 2) 

分 類  重 要 現 象  解 析 モ デ ル  不 確 か さ  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  
評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  

原 子 炉  

圧 力 容 器

（ 炉 心

損 傷 後 ）

リ ロ ケ ー シ

ョ ン  
溶 融 炉 心 の 挙 動

モ デ ル（ リ ロ ケ ー

シ ョ ン ）  

TM I 事 故 解 析 に お け る 炉 心 領 域 で の 溶 融 進

展 状 態 に つ い て ， TMI 事 故 分 析 結 果 と 一 致

す る こ と を 確 認 し た  

リ ロ ケ ー シ ョ ン の 進 展 が 早 ま る こ と を 想

定 し ，炉 心 ノ ー ド 崩 壊 の パ ラ メ ー タ を 低 下

さ せ た 感 度 解 析 に よ り 影 響 を 確 認 し た  

・ TQ U V， 大 破 断 LO C A シ ー ケ ン ス と も に ，

炉 心 溶 融 時 刻 ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 刻

へ の 影 響 が 小 さ い こ と を 確 認 し た  

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は TM I 事 故 に つ い て の 再

現 性 を 確 認 し て い る 。ま た ，炉 心 ノ ー ド 崩 壊 の パ

ラ メ ー タ を 低 下 さ せ た 感 度 解 析 に よ り 原 子 炉 圧

力 容 器 破 損 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と を 確

認 し て い る 。本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，リ ロ ケ

ー シ ョ ン 及 び 構 造 材 と の 熱 伝 達 を 操 作 開 始 の 起

点 と し て い る 運 転 員 等 操 作 は な い こ と か ら ，運 転

員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は TM I 事 故 に つ い て の 再

現 性 を 確 認 し て い る 。ま た ，炉 心 ノ ー ド 崩 壊 の パ

ラ メ ー タ を 低 下 さ せ た 感 度 解 析 に よ り 炉 心 溶 融

時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る 。

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉 圧 力 容 器 が 破

損 す る 前 に ，十 分 な 時 間 余 裕 を も っ て 手 動 減 圧 に

よ り 原 子 炉 圧 力 を 2. 0 M P a [ g a g e ]以 下 に 維 持 し て

い る こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え

る 影 響 は な い 。  

構 造 材 と の

熱 伝 達  

原 子 炉 圧 力

容 器 内 FC I

（ 溶 融 炉 心

細 粒 化 ）  

溶 融 炉 心 の 挙 動

モ デ ル（ 下 部 プ レ

ナ ム で の 溶 融 炉

心 挙 動 ）  

原 子 炉 圧 力 容 器 内 FC I に 影 響 す る 項 目 と

し て 溶 融 ジ ェ ッ ト 径 ，エ ン ト レ イ ン メ ン ト

係 数 及 び デ ブ リ 粒 子 径 を パ ラ メ ー タ と し

て 感 度 解 析 を 行 い ，い ず れ に つ い て も ，原

子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 点 で の 原 子 炉 圧 力 に

対 す る 感 度 が 小 さ い こ と を 確 認 し た 。  

下 部 プ レ ナ ム で の 溶 融 炉 心 の 挙 動 に 関 す る 感 度

解 析 に よ り ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 の 原 子 炉 圧 力

に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ， 原 子 炉 圧 力 容 器 内

FC I を 操 作 開 始 の 起 点 と し て い る 運 転 員 等 操 作

は な い こ と か ら ，運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響

は な い 。  

下 部 プ レ ナ ム で の 溶 融 炉 心 の 挙 動 に 関 す る 感 度

解 析 に よ り ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 の 原 子 炉 圧 力

に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉 圧 力 容 器 が 破

損 す る 前 に ，十 分 な 時 間 余 裕 を も っ て 手 動 減 圧 に

よ り 原 子 炉 圧 力 を 2. 0 M P a [ g a g e ]以 下 に 維 持 し て

い る こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え

る 影 響 は な い 。  

原 子 炉 圧 力

容 器 内 FC I

（ デ ブ リ 粒

子 熱 伝 達 ）

下 部 プ レ ナ

ム で の 溶 融

炉 心 の 熱 伝

達  

TM I 事 故 解 析 に お け る 下 部 プ レ ナ ム の 温 度

挙 動 に つ い て ， TMI 事 故 分 析 結 果 と 良 く 一

致 す る こ と を 確 認 し た  

下 部 プ レ ナ ム 内 の 溶 融 炉 心 と 上 面 水 プ ー

ル と の 間 の 限 界 熱 流 束 ，下 部 プ レ ナ ム ギ ャ

ッ プ 除 熱 量 に 係 る 係 数 に 対 す る 感 度 解 析

を 行 い ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 刻 等 の 事 象

進 展 に 対 す る 影 響 が 小 さ い こ と を 確 認 し

た 。  

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は TM I 事 故 に つ い て の 再

現 性 を 確 認 し て い る 。ま た ，炉 心 下 部 プ レ ナ ム と

溶 融 炉 心 の 熱 伝 達 に 関 す る 感 度 解 析 に よ り 原 子

炉 圧 力 容 器 破 損 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と

を 確 認 し て い る 。本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，下

部 プ レ ナ ム で の 溶 融 炉 心 の 熱 伝 達 を 操 作 開 始 の

起 点 と し て い る 運 転 員 等 操 作 は な い こ と か ら ，運

転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は TM I 事 故 に つ い て の 再

現 性 を 確 認 し て い る 。ま た 、炉 心 下 部 プ レ ナ ム と

溶 融 炉 心 の 熱 伝 達 に 関 す る 感 度 解 析 に よ り 原 子

炉 圧 力 容 器 破 損 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と

を 確 認 し て い る こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

原 子 炉 圧 力

容 器 破 損  

溶 融 炉 心 の 挙 動

モ デ ル（ 原 子 炉 圧

力 容 器 破 損 モ デ

ル ）  

原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 に 影 響 す る 項 目 と し

て 制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ 溶 接 部 の 破

損 判 定 に 用 い る 最 大 ひ ず み (し き い 値 )を

パ ラ メ ー タ と し た 感 度 解 析 を 行 い ，原 子 炉

圧 力 容 器 破 損 時 刻 が 約 13 分 早 ま る こ と を

確 認 し た 。た だ し ，仮 想 的 な 厳 し い 条 件 に

基 づ く 解 析 結 果 で あ り ，実 機 に お け る 影 響

は 十 分 小 さ い と 判 断 さ れ る 。  

制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ 溶 接 部 の 破 損 判 定 に

用 い る 最 大 ひ ず み (し き い 値 )に 関 す る 感 度 解 析

に よ り 最 大 ひ ず み を 低 下 さ せ た 場 合 に 原 子 炉 圧

力 容 器 破 損 時 間 が 早 ま る こ と を 確 認 し て い る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損

を 操 作 開 始 の 起 点 と し て い る 操 作 と し て 常 設 低

圧 代 替 注 水 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器 ス プ レ

イ 冷 却 系（ 常 設 ）に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 が あ る

が ， 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 （ 事 象 発 生 か ら 約 4.5

時 間 後 ）に 対 し て 早 ま る 時 間 は わ ず か で あ り ，ま

た ，原 子 炉 圧 力 容 器 下 鏡 部 温 度 が 30 0℃ に 到 達 し

た こ と 等 を も っ て 破 損 兆 候 を 検 知 す る こ と か ら ，

運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ 溶 接 部 の 破 損 判 定 に

用 い る 最 大 ひ ず み (し き い 値 )に 関 す る 感 度 解 析

に よ り 最 大 ひ ず み を 低 下 さ せ た 場 合 に 原 子 炉 圧

力 容 器 破 損 が 早 ま る こ と を 確 認 し て い る が ，原 子

炉 圧 力 容 器 破 損（ 事 象 発 生 か ら 約 4.5 時 間 後 ）に

対 し て 早 ま る 時 間 は わ ず か で あ る こ と か ら ，評 価

項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(1／ 4) 

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件

及 び 機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

初

期

条

件

原 子 炉  

熱 出 力  
3, 2 9 3 M W  

約 3 , 2 7 9 M W～  

約 3 , 2 9 3 M W  

（ 実 績 値 ）  

定 格 熱 出 力 を 設 定  最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱

が 緩 和 さ れ る 。 最 確 条 件 と し た 場 合 の 運 転 員 等

操 作 時 間 へ の 影 響 は ， 原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱 に

て 説 明 す る 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ，原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱 が 緩

和 さ れ る 。最 確 条 件 と し た 場 合 の 評 価 項 目 と な る パ

ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は ，原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱 に

て 説 明 す る 。  

原 子 炉  

圧 力  

6. 9 3 M P a [ g a g

e ]  

約 6 . 9 1  

M P a [ g a g e ]～ 約

6. 9 4 M P a [ g a g e ]  

（ 実 績 値 ）  

定 格 圧 力 を 設 定  最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 運 転 中 の 圧 力 変 動 に よ

り 解 析 条 件 に 対 し て 変 動 を 与 え 得 る が ， 原 子 炉

圧 力 は 逃 が し 安 全 弁 に よ り 制 御 さ れ る た め 事 象

進 展 に 及 ぼ す 影 響 は な い こ と か ら ， 運 転 員 等 操

作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。

最 確 条 件 と し た 場 合 は ，運 転 中 の 圧 力 変 動 に よ り 解

析 条 件 に 対 し て 変 動 を 与 え う る が ，原 子 炉 圧 力 は 逃

が し 安 全 弁 に よ り 制 御 さ れ る た め 事 象 進 展 に 及 ぼ

す 影 響 は な く ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る

影 響 は な い 。  

原 子 炉  

水 位  

通 常 運 転 水

位  

（ セ パ レ ー

タ ス カ ー ト

下 端 か ら ＋

12 6 c m）  

通 常 運 転 水 位  

（ セ パ レ ー タ ス

カ ー ト 下 端 か ら

約 ＋ 12 2 c m～  

約 ＋ 13 2 c m）  

（ 実 績 値 ）  

通 常 運 転 水 位 を 設 定  最 確 条 件 と し た 場 合 は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件

に 対 し て 変 動 を 与 え 得 る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 事 象

発 生 後 の 水 位 低 下 量 に 対 し て 非 常 に 小 さ い 。 例

え ば ，原 子 炉 ス ク ラ ム 10 分 後 ま で の 崩 壊 熱 に よ

る 原 子 炉 水 位 の 低 下 量 は ， 高 圧 が 維 持 さ れ た 状

態 で も 通 常 運 転 水 位 か ら 約 2m で あ る の に 対 し て

ゆ ら ぎ に よ る 水 位 低 下 量 は 約 40 m m で あ り 非 常 に

小 さ い 。 し た が っ て ， 事 象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は

小 さ い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影

響 は 小 さ い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ，ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件 に 対

し て 変 動 を 与 え 得 る が ，ゆ ら ぎ の 幅 は 事 象 発 生 後 の

水 位 低 下 量 に 対 し て 非 常 に 小 さ い 。例 え ば ，原 子 炉

ス ク ラ ム 10 分 後 ま で の 崩 壊 熱 に よ る 原 子 炉 水 位 の

低 下 量 は ，高 圧 が 維 持 さ れ た 状 態 で も 通 常 運 転 水 位

か ら 約 2m で あ る の に 対 し て ゆ ら ぎ に よ る 水 位 低 下

量 は 約 40m m で あ り 非 常 に 小 さ い 。 し た が っ て ， 事

象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ い こ と か ら ，評 価 項 目 と

な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

炉 心 流 量  

48 , 3 0 0 t／ h  

（ 定 格 流 量

（ 10 0％ ） ）

定格流量の  

約 86％～約 104％

（実績値）  

定 格 流 量 を 設 定  事 象 発 生 後 早 期 に 原 子 炉 は ス ク ラ ム す る た め ，

初 期 炉 心 流 量 が 事 象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ い

こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小

さ い 。  

事 象 発 生 後 早 期 に 原 子 炉 は ス ク ラ ム す る た め ，初 期

炉 心 流 量 が 事 象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ い こ と か

ら ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ

い 。  

燃  料  
９ ×９ 燃 料  

(Ａ 型 ) 
装 荷 炉 心 ご と  

９ ×９ 燃 料 (Ａ 型 )と ９ ×９ 燃 料

(Ｂ 型 )は ， 熱 水 力 的 な 特 性 は ほ

ぼ 同 等 で あ り ， そ の 他 の 核 的 特

性 等 の 違 い は 燃 料 棒 最 大 線 出 力

密 度 の 保 守 性 に 包 含 さ れ る こ と

か ら ， 代 表 的 に ９ × ９ 燃 料 ( Ａ

型 )を 設 定  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， ９ ×９ 燃 料 の Ａ 型 又 は

Ｂ 型 の 炉 心 と な る か ， そ れ ら の 混 在 炉 心 と な る

が ， い ず れ の 型 式 も 燃 料 の 熱 水 力 特 性 は ほ ぼ 同

等 で あ り ， 事 象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ い こ と

か ら ，運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。

最 確 条 件 と し た 場 合 は ，９ ×９ 燃 料 の Ａ 型 又 は Ｂ 型

の 炉 心 と な る か ，そ れ ら の 混 在 炉 心 と な る が ，い ず

れ の 型 式 も 燃 料 の 熱 水 力 特 性 は ほ ぼ 同 等 で あ り ，事

象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ い こ と か ら ，評 価 項 目 と

な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

原 子 炉 停

止 後 の 崩

壊 熱  

AN S I / A N S -  

5 . 1 - 1 9 7 9  

燃 焼 度 33G W d

／ t  

燃 焼 度  

33 G W d／ t 以 下  

（ 実 績 値 ）  

崩 壊 熱 が 大 き い 方 が 原 子 炉 水 位

低 下 及 び 格 納 容 器 圧 力 上 昇 の 観

点 で 厳 し い 設 定 と な る た め ， 崩

壊 熱 が 大 き く な る 燃 焼 度 の 高 い

条 件 と し て ，1 サ イ ク ル の 運 転 期

間 (1 3 ヶ 月 )に 調 整 運 転 期 間 (約 1

ヶ 月 ) を 考 慮 し た 運 転 期 間 に 対

応 す る 燃 焼 度 を 設 定  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 解 析 条 件 で 設 定 し て い

る 崩 壊 熱 よ り も お お む ね 小 さ く な る た め ， 発 生

す る 蒸 気 量 は 少 な く な り ， 原 子 炉 水 位 の 低 下 は

緩 和 さ れ る が ， 操 作 手 順 （ 原 子 炉 水 位 に 応 じ て

急 速 減 圧 を 実 施 す る こ と ） に 代 わ り は な い こ と

か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。

最 確 条 件 と し た 場 合 は ，解 析 条 件 で 設 定 し て い る 崩

壊 熱 よ り も お お む ね 小 さ く な る た め ，発 生 す る 蒸 気

量 は 少 な く な り ，原 子 炉 水 位 の 低 下 は 緩 和 さ れ ，原

子 炉 急 速 減 圧 操 作 の 開 始 が 遅 く な る が ，原 子 炉 圧 力

容 器 破 損 も 遅 く な り ，原 子 炉 急 速 減 圧 操 作 開 始 後 に

原 子 炉 圧 力 は 速 や か に 低 下 す る こ と か ら ，評 価 項 目

と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

格 納 容 器

体 積  

（ ド ラ イ

ウ ェ ル ）  

5, 7 0 0 m ３ 5 , 7 0 0 m ３

（ 設 計 値 ）  

設 計 値 を 設 定  本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し

て い る こ と か ら ， 格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接

的 な 影 響 は な い 。  

本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し て

い る こ と か ら ，格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接 的 な 影

響 は な い 。  

格 納 容 器

体 積  

（ サ プ レ

ッ シ ョ

ン・チ ェ ン

バ ）  

空 間 部 ：

4, 1 0 0 m ３

液 相 部 ：

3, 3 0 0 m ３

空 間 部 ：  

約 4 , 0 9 2 m３ ～  

約 4 , 0 5 8 m３

液 相 部 ：  

約 3 , 3 0 8 m３ ～  

約 3 , 3 4 2 m３

（ 実 績 値 ）  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル で の 圧

力 抑 制 効 果 が 厳 し く な る 少 な め

の 水 量 と し て ， 保 安 規 定 の 運 転

上 の 制 限 に お け る 下 限 値 を 設 定

1
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(2／ 4)

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

初

期

条

件

サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル 水

位  

6. 9 8 3 m  

（ 通 常 運 転 水 位

－ 4. 7 c m）  

約 7 . 0 0 0 m～  

約 7 . 0 7 0 m  

（ 実 績 値 ）  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

で の 圧 力 抑 制 効 果 が 厳

し く な る 低 め の 水 位 と

し て ， 保 安 規 定 の 運 転 上

の 制 限 に お け る 下 限 値

を 設 定  

本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し て

い る こ と か ら ， 格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接 的 な

影 響 は な い 。  

本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し て

い る こ と か ら ， 格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接 的 な

影 響 は な い 。  

サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル 水

温  

32℃  
約 1 5℃ ～ 約 32℃

（ 実 績 値 ）  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

で の 圧 力 抑 制 効 果 が 厳

し く な る 高 め の 水 温 と

し て ， 保 安 規 定 の 運 転 上

の 制 限 に お け る 上 限 値

を 設 定 。  

格 納 容 器 圧 力 5k P a [ g a g e ]  

約 2 . 2～ 約 4 .7  

k P a [ g a g e ]  

（ 実 績 値 ）  

格 納 容 器 圧 力 の 観 点 で

厳 し い 高 め の 設 定 と し

て ， 通 常 運 転 時 の 圧 力 を

包 含 す る 値 を 設 定 。  

ド ラ イ ウ ェ ル

雰 囲 気 温 度  
57℃  

約 2 5℃ ～ 約 58℃

（ 実 績 値 ）  

ド ラ イ ウ ェ ル 内 ガ ス 冷

却 装 置 の 設 計 温 度 を 設

定 。  

真 空 破 壊 装 置

3. 4 5 k P a  

（ ド ラ イ ウ ェ ル

－ サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ チ ェ ン バ 間

差 圧 ）  

3. 4 5 k P a  

（ ド ラ イ ウ ェ ル

－ サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ チ ェ ン バ 間

差 圧 ）  

真 空 破 壊 装 置 の 設 定 値  本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し て

い る こ と か ら ， 格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接 的 な

影 響 は な い 。  

本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し て

い る こ と か ら ， 格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接 的 な

影 響 は な い 。  

外 部 水 源 の 温

度  
35℃  35℃ 以 下  

格 納 容 器 ス プ レ イ に よ

る 圧 力 抑 制 効 果 の 観 点

で 厳 し い 高 め の 水 温 と

し て ， 年 間 の 気 象 条 件 変

化 を 包 含 す る 高 め の 水

温 を 設 定  

本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し て

い る こ と か ら ， 格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接 的 な

影 響 は な い 。  

本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し て

い る こ と か ら ， 格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接 的 な

影 響 は な い 。  

外 部 水 源 の 容

量  
約 9 , 3 0 0 m３

9 , 3 0 0 m ３ 以 上  

（ 淡 水 貯 水 池 ＋

代 替 淡 水 貯 槽 ）

淡 水 貯 水 池 及 び 代 替 淡

水 貯 槽 の 管 理 下 限 値 を

設 定  

管 理 値 下 限 の 容 量 と し て 事 象 発 生 か ら 7 日 後 ま で

に 必 要 な 容 量 を 備 え て お り ， 水 源 は 枯 渇 し な い こ

と か ら 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  
－  

燃 料 の 容 量  約 1 , 0 1 0 k L  

1 , 0 1 0 k L 以 上  

（ 軽 油 貯 蔵 タ ン

ク ＋ 可 搬 型 設 備

用 軽 油 タ ン ク ）

軽 油 貯 蔵 タ ン ク 及 び 可

搬 型 設 備 用 軽 油 タ ン ク

の 管 理 下 限 値 を 設 定  

管 理 値 下 限 の 容 量 と し て 事 象 発 生 か ら 7 日 後 ま で

に 必 要 な 容 量 を 備 え て お り ， 燃 料 は 枯 渇 し な い こ

と か ら 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  
－  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(3／ 4) 

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

事

故

条

件

起 因 事 象  
給 水 流 量 の 全 喪

失  
－  

原 子 炉 水 位 の 低 下 の 観

点 で 厳 し い 事 象 を 設 定  

起 因 事 象 と し て ， 原 子 炉 水 位 の 低 下 の 観 点 で よ り

厳 し い 事 象 で あ る LO C A 等 の 原 子 炉 冷 却 材 圧 力 バ ウ

ン ダ リ 喪 失 を 仮 定 し た 場 合 は ， 減 圧 操 作 が 不 要 と

な る 。  

起 因 事 象 と し て ， 原 子 炉 水 位 の 低 下 の 観 点 で よ り

厳 し い 事 象 で あ る LO C A 等 の 原 子 炉 冷 却 材 圧 力 バ ウ

ン ダ リ 喪 失 を 仮 定 し た 場 合 は ， 減 圧 操 作 が 不 要 と

な る 。  

安 全 機 能 の 喪

失 に 対 す る 仮

定  

全 交 流 動 力 電 源

喪 失  

高 圧 注 水 機 能 及

び 低 圧 注 水 機 能

の 喪 失  

原 子 炉 圧 力 容 器

破 損 前 の 重 大 事

故 等 対 処 設 備 に

よ る 原 子 炉 注 水

機 能 の 喪 失  

－  

全 て の 非 常 用 デ ィ ー ゼ

ル 発 電 機 等 の 機 能 喪 失

を 想 定 し 設 定  

高 圧 注 水 機 能 と し て 高

圧 炉 心 ス プ レ イ 系 及 び

原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系 ， 低

圧 注 水 機 能 と し て 低 圧

炉 心 ス プ レ イ 系 及 び 残

留 熱 除 去 系 （ 低 圧 注 水

系 ） の 機 能 喪 失 を 設 定  

原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 前

に お い て ， 重 大 事 故 等 対

処 設 備 で あ る 低 圧 代 替

注 水 系 （ 常 設 ） 及 び 代 替

循 環 冷 却 系 の 機 能 喪 失

を 設 定  

－  －  

外 部 電 源  外 部 電 源 な し  －  

運 転 員 の 対 応 を 厳 し く

見 積 も る 観 点 か ら 外 部

電 源 な し を 設 定  

た だ し ， 原 子 炉 ス ク ラ ム

に つ い て は ， 外 部 電 源 あ

り の 場 合 を 包 括 す る 条

件 と し て ， 機 器 条 件 に 示

す と お り 設 定 し て い る 。

－  －  

高 温 ガ ス に よ

る 配 管 等 の ク

リ ー プ 破 損 や

漏 え い 等  

考 慮 し な い  
発 生 す る 可 能 性

は 否 定 で き な い

原 子 炉 圧 力 を 厳 し く 評

価 す る も の と し て 設 定  

福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 事 故 に 対 す る 炉 心 ・ 格 納

容 器 の 状 態 の 推 定 の 評 価 に お い て ， 炉 内 核 計 装 配

管 の ド ラ イ チ ュ ー ブ ， 逃 が し 安 全 弁 の フ ラ ン ジ ガ

ス ケ ッ ト 部 等 か ら の 気 相 漏 え い の 可 能 性 に つ い て

言 及 さ れ て い る 。 本 仮 定 を 本 シ ナ リ オ に 対 し て 考

慮 し た 場 合 ， 原 子 炉 圧 力 を 減 圧 さ せ る こ と と な る

た め ， 減 圧 の 規 模 に よ っ て は 原 子 炉 減 圧 操 作 を し

な く と も ， 高 圧 溶 融 物 放 出 ／ 格 納 容 器 雰 囲 気 直 接

加 熱 を 回 避 す る 可 能 性 が あ る 。  

事 象 進 展 に 与 え る 影 響 と し て は ， 気 相 部 漏 え い は

原 子 炉 水 位 が 燃 料 有 効 長 燃 料 有 効 長 頂 部 (T A F ) を

十 分 下 回 っ た 以 降 の 炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ に よ る 影 響

と 推 定 で き ， 本 シ ナ リ オ で は 原 子 炉 水 位 が 燃 料 有

効 長 燃 料 有 効 長 底 部 （ BA F） ＋ 2 0％ 位 置 に て 減 圧 操

作 を 実 施 す る こ と か ら 考 え る と ， 事 象 進 展 に 与 え

る 影 響 は 小 さ い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 事 故 に 対 す る 炉 心 ・ 格 納 容

器 の 状 態 の 推 定 の 評 価 に お い て ， 炉 内 核 計 装 配 管

の ド ラ イ チ ュ ー ブ ， 逃 が し 安 全 弁 の フ ラ ン ジ ガ ス

ケ ッ ト 部 等 か ら の 気 相 漏 え い の 可 能 性 に つ い て 言

及 さ れ て い る 。 本 仮 定 を 本 シ ナ リ オ に 対 し て 考 慮

し た 場 合 ， 原 子 炉 圧 力 を 減 圧 さ せ る こ と と な る た

め ， 減 圧 の 規 模 に よ っ て は 原 子 炉 減 圧 操 作 を し な

く と も ， 高 圧 溶 融 物 放 出 ／ 格 納 容 器 雰 囲 気 直 接 加

熱 を 回 避 す る 可 能 性 が あ る 。  

事 象 進 展 に 与 え る 影 響 と し て は ， 気 相 部 漏 え い は

原 子 炉 水 位 が 燃 料 有 効 長 頂 部 （ TA F） を 十 分 下 回 っ

た 以 降 の 炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ に よ る 影 響 と 推 定 で

き ， 本 シ ナ リ オ で は 原 子 炉 水 位 が 要 綱 燃 料 棒 底 部

（ BA R）＋ 20％ 位 置 に て 減 圧 操 作 を 実 施 す る こ と か

ら 考 え る と ， 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と

か ら ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は

な い 。  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(4／ 4) 

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

機

器

条

件

原 子 炉 ス ク ラ

ム  

原 子 炉 水 位 低  

(レ ベ ル ３ )信 号

タ ー ビ ン 蒸 気 加

減 弁 急 速 閉 信 号

又 は 原 子 炉 保 護

系 電 源 喪 失  

原 子 炉 水 位 低 下 を 厳 し

く す る 観 点 で ， 外 部 電 源

喪 失 時 に 伴 う タ ー ビ ン

蒸 気 加 減 弁 急 閉 及 び 原

子 炉 保 護 系 電 源 喪 失 に

よ る 原 子 炉 ス ク ラ ム に

つ い て は 保 守 的 に 考 慮

せ ず ， 原 子 炉 水 位 低 （ レ

ベ ル ３ ） に よ る 原 子 炉 ス

ク ラ ム を 設 定  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 原 子 炉 熱 出 力 の 低 下 が

早 く な る た め ， 発 生 す る 蒸 気 量 は 少 な く な る こ と

か ら ， 原 子 炉 水 位 低 下 は 緩 和 さ れ る が ， 操 作 手 順

（ 原 子 炉 水 位 に 応 じ て 急 速 減 圧 を 実 施 す る こ と ）

に 変 わ り は な い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 原 子 炉 熱 出 力 の 低 下 が

早 く な る た め ， 発 生 す る 水 蒸 気 量 は 少 な く な り ，

原 子 炉 水 位 の 低 下 は 緩 和 さ れ ， 原 子 炉 急 速 減 圧 操

作 の 開 始 が 遅 く な る が ， 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 も 遅

く な り ， 原 子 炉 急 速 減 圧 操 作 開 始 後 に 原 子 炉 圧 力

は 速 や か に 低 下 す る こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る パ

ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

逃 が し 安 全 弁

安 全 弁 機 能  

7. 7 9～ 8. 3 1  

M P a [ g a g e ]  

3 8 5 . 2～ 4 1 0 . 6  

t／ h／ 弁  

安 全 弁 機 能  

7. 7 9～ 8. 3 1  

M P a [ g a g e ]  

3 8 5 . 2～ 4 1 0 . 6  

t／ h／ 弁  

（ 設 計 値 ）  

逃 が し 安 全 弁 の 安 全 弁

機 能 の 設 計 値 を 設 定  

な お ,安 全 弁 機 能 は 逃 が

し 弁 機 能 に 比 べ て 原 子

炉 圧 力 が 高 め に 維 持 さ

れ ,原 子 炉 減 圧 操 作 時 に

原 子 炉 圧 力 が 所 定 の 圧

力 に 到 達 す る ま で の 時

間 が 遅 く な る た め ,評 価

項 目 に 対 し て 厳 し い 条

件 と な る  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ り ， 事 象 進 展 に 影

響 は な い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影

響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ り ， 事 象 進 展 に 影

響 は な い こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に

与 え る 影 響 は な い 。  

逃 が し 安 全 弁

（ 自 動 減 圧 機

能 ） の 2 弁 開 に

よ る 原 子 炉 急 速

減 圧  

逃 が し 安 全 弁

（ 自 動 減 圧 機

能 ） の 2 弁 開 に

よ る 原 子 炉 急 速

減 圧  

逃 が し 安 全 弁 の 設 計 値

に 基 づ く 蒸 気 流 量 及 び

原 子 炉 圧 力 の 関 係 か ら

設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ り ， 事 象 進 展 に 影

響 は な い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影

響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ り ， 事 象 進 展 に 影

響 は な い こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に

与 え る 影 響 は な い 。  

代 替 循 環 冷 却

系  

総 循 環 流 量 ：

25 0 m３ ／ h  

格 納 容 器 ス プ レ

イ ： 25 0 m ３ ／ h 又

は 15 0 m３ ／ h  

原 子 炉 注 水 :10 0  

m３ ／ h  

総 循 環 流 量 ：

25 0 m３ ／ h  

格 納 容 器 ス プ レ

イ ： 25 0 m ３ ／ h 又

は 15 0 m３ ／ h  

原 子 炉 注 水 :10 0  

m３ ／ h  

格 納 容 器 圧 力 及 び 雰 囲

気 温 度 抑 制 に 必 要 な ス

プ レ イ 流 量 及 び 溶 融 炉

心 の 冷 却 に 必 要 な 注 水

量 を 考 慮 し て 設 定  

本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し て

い る こ と か ら ， 格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接 的 な

影 響 は な い 。  

本 シ ナ リ オ は 原 子 炉 圧 力 容 器 内 挙 動 を 対 象 と し て

い る こ と か ら ， 格 納 容 器 側 の 条 件 に よ る 直 接 的 な

影 響 は な い 。  
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第 3 表  運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕 (1／ 3) 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間 

に与える影響 

評価項目となる

パラメータ 

に与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件 
条件設定の

考え方 

操
作
条
件

原子炉急速減

圧操作 

原子炉水位が燃料

有効長底部から燃

料有効長の 20％

上の位置に到達し

た時点 

（事象発生から約

39 分後） 

炉心損傷後

の酸化反応

の影響緩和

を考慮し設

定 

【認知】 

操作開始時間に到達するのは事象発生から約 39 分後であり，原子炉水位は事故時の

重要監視パラメータとして継続監視しているため，認知に大幅な時間遅れを生じるこ

とは考えにくく，認知遅れによる操作時間に与える影響はなし。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作

時間に与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作

時間に与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，操作時間に与える影響はなし。 

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作時間に与える影響はなし。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにく

く，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

原子炉水位が燃料有効長底

部から燃料有効長の 20%上

の位置に到達するまでには

事象発生から約 39 分の時

間余裕があり，また，原子

炉急速減圧操作は原子炉水

位の低下傾向を監視しなが

らあらかじめ準備が可能で

あり，実態の操作開始時間

は解析上の設定とほぼ同等

であるため，操作開始時間

に与える影響は小さいこと

から，運転員等操作時間に

与える影響も小さい。 

当該操作は，解析コード及

び解析条件（操作条件を除

く）の不確かさにより操作

開始時間は遅れる可能性が

あるが，中央制御室で行う

作業であり，他の操作との

重複もないことから，他の

操作に与える影響はない。

実態の操作時間

は解析上の設定

とほぼ同等であ

ることから，評価

項目となるパラ

メータに与える

影響は小さい。

原子炉急速減圧操作に

ついては，原子炉圧力容

器破損までに完了する

必要があるが，原子炉圧

力容器破損までの時間

は事象発生から約4.5時

間後であり，準備時間が

確保できるため，時間余

裕がある。 

中央制御室におけ

る操作のため，シミ

ュレータにて訓練

実績を取得。訓練で

は，原子炉水位が燃

料有効長底部から

燃料有効長の 20％

上の位置に到達後，

1 分で逃がし安全弁

（自動減圧機能）の

2 弁開による減圧操

作を開始。想定で意

図している運転操

作が実施可能なこ

とを確認した。 

緊急用海水ポ

ンプを用いた

緊急用海水系

による海水通

水操作及び代

替循環冷却系

ポンプを用い

た代替循環冷

却系による格

納容器除熱操

作 

事象発生 90 分後

操作所要時

間を踏まえ

て設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源

回復ができない場合，早期の電源回復不可と判断し，これにより緊急用海水系の起動

準備を開始する手順としている。そのため，認知遅れにより操作開始時間に与える影

響はなし。 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操

作開始時間に与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

中央制御室における操作は，ポンプ起動，系統構成にかかる時間として緊急用海水系

の起動に 20 分，代替循環冷却系の起動に 35 分を想定しており，操作時間に余裕を確

保している。 

 【他の並列操作有無】 

並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにく

く，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

代替循環冷却系ポンプを用

いた代替循環冷却系運転は

事象発生 90 分後に開始す

ることとしているが，時間

余裕を含めて設定されてい

るため操作の不確かさが操

作開始時間に与える影響は

小さいことから，運転員等

操作時間に与える影響は小

さい。また，本操作の操作

開始時間は，緊急用海水ポ

ンプを用いた緊急用海水系

の準備期間を考慮して設定

したものであり，緊急用海

水ポンプを用いた緊急用海

水系の操作開始時間が早ま

れば，本操作の操作時間も

早まる可能性があり，代替

循環冷却系ポンプを用いた

代替循環冷却系の運転開始

時間も早まることから，運

転員等操作時間に対する余

裕は大きくなる。 

緊急用海水ポン

プを用いた緊急

用海水系の操作

開始時間が早ま

った場合には，本

操作も早まる可

能性があり，格納

容器圧力及び温

度を早期に低下

させる可能性が

あることから，評

価項目となるパ

ラメータに対す

る余裕は大きく

なる。 

緊急用海水ポンプを用

いた緊急用海水系及び

代替循環冷却系ポンプ

を用いた代替循環冷却

系による格納容器除熱

開始までの時間は事象

発生から 90 分あり，準

備時間が確保できるた

め，時間余裕がある。な

お，本操作が大幅に遅れ

るような事態になった

場合でも，原子炉圧力容

器破損に至るまでの時

間は事象発生から約 4.5

時間であり，約 3 時間以

上の余裕があることか

ら，時間余裕がある。 

中央制御室におけ

る操作のため，シミ

ュレータ（模擬操作

含む。）にて訓練実

績を取得。訓練では

緊急用海水ポンプ

を用いた緊急用海

水系起動に約16分。

代替循環冷却系ポ

ンプを用いた代替

循環冷却系起動に

約 27 分。想定して

いる範囲内で意図

している運転操作

が実施可能である

ことを確認した。 
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第 3 表  運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕  (2／ 3) 

項目 

解析条件（操作条件） 

の不確かさ 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間 

に与える影響 

評価項目となる

パラメータに与

える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件
条件設定の

考え方 

操
作
条
件

常設低圧代

替注水系ポ

ンプを用い

た代替格納

容器納容器

スプレイ冷

却系（常設）

による格納

容器冷却操

作 

原子炉圧力

容器破損か

ら 6 分後

（約 4.6 時

間後） 

ペデスタル

（ドライウ

ェル部）へ

の注水に伴

う格納容器

雰囲気温度

上昇の影響

緩和を考慮

して設定 

【認知】 

ペデスタル（ドライウェル部）への注水は，原子炉圧力容器の破損を判断した時

点で開始するが，原子炉圧力容器の破損は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に

到達したこと等をもって破損兆候を検知し，格納容器下部水温の温度上昇又は指

示値喪失によって原子炉圧力容器破損を判断するものであり，解析上の認知にか

かる時間としては 5 分を想定している。格納容器下部水温は破損兆候の検知によ

って継続監視するパラメータであり，温度上昇又は指示値喪失による原子炉圧力

容器破損の判断は速やかに実施できるものであるため，認知に大幅な遅れが生じ

ることは考えにくい。よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし。

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，

操作時間に与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，

操作時間に与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

中央制御室内における格納容器冷却は，注入弁 1 弁の開操作による注水であり，

操作装置のタッチによる操作のため 1 操作に 1 分間を想定している。当該操作は，

操作装置のタッチによる簡易な操作のため，操作時間に与える影響はなし。 

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作時間に与える影響はなし。

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりに

くく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

原子炉圧力容器破損までに事象発生から約 4.5 時

間の時間余裕があり，また，溶融炉心落下後の常設

低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器納容

器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却は，

原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達したこと

等をもって破損兆候を検知し，格納容器下部水温の

温度上昇又は指示値喪失によって原子炉圧力容器

破損を判断し，格納容器冷却を実施することとして

おり，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同

等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。当

該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除

く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性

があるが，中央制御室での操作のみであり，運転員

は中央制御室に常駐していること，また，当該操作

に対応する運転員に他の並列操作はないことから，

操作時間に与える影響はない。 

また，格納容器冷却操作によって格納容器圧力が低

下傾向となった場合，常設低圧代替注水系ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ冷却系による格納容

器 冷 却 操 作 を 停 止 し ， 格 納 容 器 圧 力 が

0.465MPa[gage]に到達した場合又はドライウェル

雰囲気温度が 17℃に到達した場合は，常設低圧代

替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系による格納容器圧力及び温度制御操作を開始

する。当該操作開始時間は，解析上の想定とほぼ同

等であり，操作開始時間に与える影響は小さいこと

から，運転員等操作時間に与える影響も小さい。ま

た，中央制御室で行う操作であり，他の操作との重

複もないことから，他の操作に与える影響はない。

（添付資料 3.2.2）

実態の操作開始

時間は解析上の

設定とほぼ同等

で あ る こ と か

ら，評価項目と

なるパラメータ

に与える影響は

小さい。 

原子炉圧力容器

破損までの時間

は事象発生から

約 4.5 時間後で

あり，また，溶

融炉心落下後に

ペデスタル（ド

ライウェル部）

注水が行われな

か っ た 場 合 で

も、溶融炉心落

下前に張られた

水が溶融炉心の

崩壊熱及びジル

コニウム－水反

応による発熱に

より蒸発するま

でには約 0.3 時

間の時間余裕が

ある。（添付資

料 3.2.11） 

中央制御室にお

け る 操 作 の た

め，シミュレー

タにて訓練実績

を取得。訓練で

は，条件成立を

前提として約 1

分間で常設低圧

代替注水系ポン

プを用いた代替

格納容器納容器

スプレイ冷却系

（常設）による

格納容器冷却を

開始。 

想定で意図して

いる運転操作が

実施可能なこと

を確認した。 

1
5
6
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第 3 表  運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕  (3／ 3) 

項目 

解析条件（操作条件） 

の不確かさ 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間 

に与える影響 

評価項目となる

パラメータに与

える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件
条件設定の

考え方 

操
作
条
件

常設低圧代

替注水系ポ

ンプを用い

た格納容器

下部注水系

（常設）に

よる溶融炉

心への注水

操作 

原子炉圧力

容器破損か

ら 7 分後

（約 4.6 時

間後） 

炉心損傷後

の原子炉圧

力容器破損

による溶融

炉心・コン

クリート相

互作用の影

響緩和を考

慮して設定

【認知】 

ペデスタル（ドライウェル部）への注水は，原子炉圧力容器の破損を判断した時

点で開始するが，原子炉圧力容器の破損は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に

到達したこと等をもって破損兆候を検知し，格納容器下部水温の温度上昇又は指

示値喪失によって原子炉圧力容器破損を判断するものであり，解析上の認知にか

かる時間としては 5 分を想定している。格納容器下部水温は破損兆候の検知によ

って継続監視するパラメータであり，温度上昇又は指示値喪失による原子炉圧力

容器破損の判断は速やかに実施できるものであるため，認知に大幅な遅れが生じ

ることは考えにくい。よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし。

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，

操作時間に与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，

操作時間に与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

中央制御室内におけるペデスタル（ドライウェル部）への注水は，注入弁 1 弁の

開操作による注水であり，操作装置のタッチによる操作のため 1 操作に 1 分間を

想定している。当該操作は，操作装置のタッチによる簡易な操作のため，操作時

間に与える影響はなし。 

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作時間に与える影響はなし。

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりに

くく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

原子炉圧力容器破損までに事象発生から約 4.5 時

間の時間余裕があり，また，溶融炉心落下後の常設

低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水

系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）へ

の注水は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到

達したこと等をもって破損兆候を検知し，格納容器

下部水温の温度上昇又は指示値喪失によって原子

炉圧力容器破損を判断し，注水を実施することとし

ており，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ

同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。

当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を

除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能

性があるが，中央制御室での操作のみであり，運転

員は中央制御室に常駐していること，また，当該操

作に対応する運転員に他の並列操作はないことか

ら，操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 3.2.2）

実態の操作開始

時間は解析上の

設定とほぼ同等

で あ る こ と か

ら，評価項目と

なるパラメータ

に与える影響は

小さい。 

原子炉圧力容器

破損までの時間

は事象発生から

約 4.5 時間後で

あり，また，溶

融炉心落下後に

ペデスタル（ド

ライウェル部）

注水が行われな

か っ た 場 合 で

も、溶融炉心落

下前に張られた

水が溶融炉心の

崩壊熱及びジル

コニウム－水反

応による発熱に

より蒸発するま

でには約 0.3 時

間の時間余裕が

ある。（添付資

料 3.2.11） 

中央制御室にお

け る 操 作 の た

め，シミュレー

タにて訓練実績

を取得。訓練で

は，条件成立を

前提として約 1

分間で常設低圧

代替注水系ポン

プを用いた格納

容器下部注水系

（常設）による

注水を開始。 

想定で意図して

いる運転操作が

実施可能なこと

を確認した。 

1
5
7



添付資料 3.2.8

添付 3.2.8-1 

7 日間における水源の対応について 

（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

1. 水源に関する評価 

①淡水源（有効水量） 

・代替淡水貯槽：約 4,300m３

・北側淡水池 ：約 2,500m３

・高所淡水池 ：約 2,500m３

2. 水使用パターン 

①代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却 

原子炉圧力容器破損後，代替淡水貯槽を水源とした常設低圧代替

注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

格納容器スプレイを実施する。格納容器圧力が低下傾向に転じた後

は，格納容器圧力 465kPa[gage]到達でスプレイ開始，400kPa[gage]

で停止の操作を継続する。 

②格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル

部）注水 

原子炉圧力容器破損後，代替淡水貯槽を水源とした常設低圧代替

注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によるペデスタ

ル（ドライウェル部）注水を実施する。その後，ペデスタル（ドライ

ウェル部）に落下した溶融炉心を冠水維持させるため，格納容器下

部水位 2.25ｍ以下でペデスタル（ドライウェル部）注水を開始，2.75

ｍ到達で停止の操作を継続する。 
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添付 3.2.8-2

3. 時間評価 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）及び格納容器下部注水系（常設）の使用により代替淡水貯

槽の水量は減少するが，中長期的には，代替循環冷却系ポンプを用

いた原子炉注水及び格納容器除熱のみとし，常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器

スプレイ等を停止するため，代替淡水貯槽の水量の減少は停止す

る。 

この間の代替淡水貯槽の使用水量は合計約●m３である。 

第 1 図 外部水源による積算注水量 

（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）

4. 水源評価結果 

時間評価の結果から，7 日間の対応において合計約●m３の水が必

要となる。適宜水源への補給は行うものの，代替淡水貯槽の有効水

【追而】
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添付 3.2.8-3

量は約 4,300m３であることから，補給を考慮しない場合でも枯渇す

ることなく注水を継続することが可能である。 
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添付資料 3.2.9

添付 3.2.9-1 

7 日間における燃料の対応について 

（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

事象:保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとし

て評価する。 

時系列 合計 判定 

常設代替高圧電源装置 5 台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

420.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×5 台（運転台数）

＝約 352.8kL 

7 日間の軽

油消費量 

約 352.8kL

軽油貯蔵タ

ンクの容量

は約 800kL

であり，7

日間対応可

能 

可搬型代替注水大型ポンプ 1 台起動 

（代替淡水貯槽給水） 

218L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×1 台（運転台数）

＝約 36.6kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 36.6kL 

可搬型設備

用軽油タン

クの容量は

約 210kL で

あり，７日

間対応可能 
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添付資料 3.2.10

添付 3.2.10-1 

常設代替交流電源設備の負荷 

（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

主要負荷リスト        【電源設備：常設代替高圧電源装置】 

起 動 順 序  主 要 機 器 名 称  
負 荷 容 量  

(k W )  

負 荷 起 動 時 の 最

大 負 荷 容 量  

(k W )  

定 常 時 の 連 続 運

転 負 荷 容 量  

(k W )  

①  

緊 急 用 母 線 自 動 起 動 負 荷  

・ 緊 急 用 直 流 125 V充 電 器 盤  

・ そ の 他 負 荷  

24 . 0  

3 5 . 6  

1 2 4 . 3  5 9 . 6  

②  常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ  19 0 . 0  5 4 4 . 0  2 4 9 . 6  

③  常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ  19 0 . 0  7 3 4 . 0  4 3 9 . 6  

④  
緊 急 用 海 水 ポ ン プ  

そ の 他  

51 0 . 0  

1 0 . 0  
1 , 7 7 5 . 8  9 5 9 . 6  

⑤  代 替 循 環 冷 却 系 ポ ン プ  19 0 . 0  1 , 4 4 4 . 0  1 , 1 4 9 . 6  

⑥  

非 常 用 母 線 ２ Ｃ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 盤 ２ Ａ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ａ  

・ そ の 他 負 荷  

47 . 1  

8 9 . 0  

2 8 . 6  

2 2 4 . 5  

1 , 5 8 5 . 9  1 , 5 3 8 . 8  

⑦  

非 常 用 母 線 ２ Ｄ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 盤 ２ Ｂ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ｂ  

・ そ の 他 負 荷  

35 . 9  

7 1 . 2  

1 0 2 . 1  

1 0 3 . 9  

1 , 8 7 5 . 8  1 , 8 5 1 . 9  

⑧  

非 常 用 ガ ス 再 循 環 系 フ ァ ン  

非 常 用 ガ ス 処 理 系 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

停 止 負 荷  

55 . 0  

7 . 5  

7 8 . 7  

－ 54 . 3  

2 , 1 5 6 . 4  1 , 9 3 8 . 8  

⑨  

中 央 制 御 室 空 調 フ ァ ン  

中 央 制 御 室 非 常 用 循 環 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷

45 . 1  

7 . 5  

1 6 5 . 1  

2 , 5 1 8 . 7  2 , 1 5 6 . 5  

⑩  
蓄 電 池 室 排 気 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

7. 5  

1 5 3 . 0  
2 , 7 3 6 . 5  2 , 3 1 7 . 0  

⑪  代 替 燃 料 プ ー ル 冷 却 系 ポ ン プ  22 . 0  2 , 3 9 6 . 5  2 , 3 3 9 . 0  

負 荷 容 量 (kW )

5 , 0 0 0

3 , 0 0 0

1 , 0 0 0

7 , 0 0 0

0  
経 過 時 間 (ｈ )

4, 0 0 0

2 , 0 0 0

6 , 0 0 0

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 最 大 容 量 6, 9 0 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 連 続 定 格 容 量 5,5 2 0 k W ※ ２

2 5

⑥  
⑤  

④  

③  
②  

①  

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 最 大 容 量 2,7 6 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 連 続 定 格 容 量 2, 2 0 8 k W※ ２

最 大 負 荷 容 量  
2, 7 3 6 . 5 k W  

⑧  
⑦  

⑨  
⑩  

1  2  

⑪  

▲ ▲

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 の 負 荷 積 算 イ メ ー ジ  

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 2 台

起 動

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 3 台

追 加 起 動 ※ ３

※ １ ： 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 容 量 （ 1 , 3 8 0 k W×運 転 台 数 ＝ 最 大 容 量 ）

※ ２ ： 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 8 0 % の 容 量 （ 1 , 3 8 0 k W× 0 . 8×運 転 台 数 ＝ 連 続 定 格 容 量 ）

※ ３ ： 非 常 用 母 線 の 負 荷 へ の 給 電 に 伴 い ， 負 荷 容 量 が 増 加 す る た め ， 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 を 3 台 追 加 起 動 す る
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添付資料 3.2.11 

添付 3.2.11-1 

原子炉圧力容器破損時の溶融炉心の冠水評価について 

1. はじめに 

  原子炉圧力容器（以下，本資料において「ＲＰＶ」という。）破損により

落下した溶融炉心（以下，本資料において「デブリ」という。）は事前に水

張りされていたペデスタル（ドライウェル部）の水中に落下し，冠水する。

その後，ＲＰＶ破損から 7 分後に格納容器下部注水系（常設）を用いた格納

容器下部注水を実施することとしているが，7 分の間に水が蒸発することか

ら，デブリの冠水状態の評価を実施する。 

  また，ポロシティが冠水状態に与える影響についても評価した。 

2. 評価対象事故シーケンス 

  ＲＰＶ破損する有効性評価の評価事故シーケンスとして，過渡事象時に注

水機能が喪失する事象（以下「過渡事象」という）を選定している。ここで

は，有効性評価のベースケースとなる過渡事象について，デブリの冠水状態

の評価を実施する。 

  また，起因事象をＬＯＣＡとした場合には事象進展が異なることから，Ｒ

ＰＶ破損時間が早くなる大破断ＬＯＣＡ時に注水機能が喪失する事象（以下

「ＬＯＣＡ事象」という）についても，同様にデブリの冠水状態の評価を実

施する。 

3. デブリ冠水評価 

  デブリの堆積形状を第 1 図に示す。ポロシティを考慮したデブリ堆積高さ

Hdebriは式(1)で評価する。 

  Hdebri＝（Vm×(1－Φent)＋Vs＋Vm×Φent÷(1－P)）÷Sfz  (1) 
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添付 3.2.11-3 

場合でも一定時間冠水維持することが可能である。 

4. ポロシティが冠水評価に与える影響 

水位低下量評価にポロシティの効果を考慮していないことから，その影響

を評価した。 

粒子状デブリベッドのドライアウト熱流束に関する相関式であるＬｉｐｉ

ｎｓｋｉ－０Ｄモデルでは，ポロシティの増加によってドライアウト熱流束

が上昇する結果が得られており，第 2 図においてポロシティ 0.48 の場合，ド

ライアウト熱流束は，約 3,300kW／m２となる。これは，水位低下量評価で，

デブリから水プールへの熱流束として設定している 800kW／m２と比較して大

きな値となるが，ポロシティを形成するデブリの粒子化割合は約 17％と小さ

く，粒子化したデブリはクエンチしていることから，ポロシティによるドラ

イアウト熱流束増加の影響は小さい。 

よって，ポロシティを考慮しても水位低下量評価への影響は小さく，冠水

評価に影響はない。 

5. デブリ堆積形状の不確かさ評価（別添 3 参照） 

  水プール水位に対してデブリ落下量が多く粒子化割合が小さいことから，

落下したデブリは均一に堆積すると考えられる。ここでは，デブリが均一に

堆積しない場合にデブリ冠水維持に与える影響について評価する（第 3 図）。 

  ＰＵＬｉＭＳ実験において確認されたデブリ堆積高さと拡がり距離のアス

ペクト比を適用してデブリ堆積形状を山状と想定し，均一化した場合と比較

して堆積高さが高くなり，露出までの水深が低くなる場合の評価を実施した

結果，水プール水位は約 0.52m となった。水プールとの接触面積増加の影響

を考慮した場合における水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.38m，ＬＯＣ
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Ａ事象の場合は約 0.49m であり，デブリの冠水が維持されることを確認した。 

6． 機器ドレンサンプが溶融しない場合の不確かさ評価（別添 4 参照） 

  ペデスタル（ドライウェル部）内に設置された機器ドレンサンプは，デブ

リ落下時には溶融しデブリに取り込まれることで溶融デブリとして堆積する

と考えられる。ここでは，機器ドレンサンプが溶融しないと仮定した場合に

デブリ冠水維持に与える影響について評価する。 

  新設する機器ドレンサンプの体積を既設と同等として評価した結果，水プ

ール水位は約 0.58m となった。水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.37m，

ＬＯＣＡ事象の場合は約 0.48m であり，デブリの冠水が維持されることを確

認した。 

7. まとめ 

  以上の評価から，過渡事象及びＬＯＣＡ事象いずれにおいても，ＲＰＶ破

損から 7 分の間において，デブリの冠水状態が維持されることを確認した。 
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第 1 図 デブリ堆積形状 

第 2 図 粒子状ベッド高さとドライアウト熱流束の関係 

第 3 図 デブリ堆積形状（不確かさ考慮）

円錐部分 

円柱部分 

粒子状デブリ 

溶融デブリ 
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なっている。このため，現実的なＲＰＶ破損時のデブリ流出箇所としては，Ｃ

ＲＤハウジングとＲＰＶ下鏡板との間の溶接部に生じる間隙が考えられる。以

上を考慮すると，ＲＰＶ破損時は上記溶接部からデブリが流出し，アブレーシ

ョンにより口径が徐々に拡がる状況になると考えられる。また，ＲＰＶ下部の

形状及びデブリ流出に伴う下部プレナム部のデブリ深さの減少を踏まえると，

ＣＲＤから流出するデブリ量は中心から外側になるにつれ少なくなることから，

外側のＣＲＤ及びその下部にあるＣＲＤハウジングサポートが溶融する可能性

は小さくなると考えられる。一方，本評価では，外側のＣＲＤ及びその下部に

あるＣＲＤハウジングサポートの全てが溶融（例えば，第 1 図の破損口の外側

付近に一部が入る 4 本のＣＲＤハウジングが全て溶けると想定）するものと想

定している。 

また，ＭＡＡＰに適用されているアブレーションモデルは，サンディア国立

研究所において実施された，鋼製容器及びアルミナ混合物を用いたＨＩＰＳ実

験で得られたデータと良好に一致することが確認されている（第 3 表）。 

したがって，アブレーションによるＲＰＶ破損口径の拡大を考慮したＣＲＤ

ハウジング等のデブリ体積の評価についても，保守性を有していると考えられ

る。 
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第3図 ＣＲＤハウジングサポート構造俯瞰図（参考）[1] 

第 3 表 ＨＩＰＳ実験結果とアブレーションモデルの評価結果[2]

[1]General Electric Systems Technology Manual Chapter 2.1 Reactor Vessel 

System，USNRC HRTD，Rev 09/11 

[2]Pilch, M., and Tarbell, W. W., 1985, High Pressure Ejection of Melt from 

a Reactor Pressure Vessel, The Discharge Phase. NUREG/CR-4383 

(SAND85-0012). September. 

172



173



添付 3.2.11-12 

別添 3 

デブリの拡がりに関する不確かさについて 

1. はじめに 

  事前水張りされたペデスタル（ドライウェル部）のプール水中に落下する

デブリは，一部が粒子化した後に固化し，残りが溶融状態のまま床面に到達

して床面上を拡がり，固化したデブリ粒子が床上の連続層の上に堆積して粒

子状ベッドを形成するものと想定される（第 1 図）。このようなデブリの拡

がりにおいて，溶融物の拡がり距離と粒子状ベッドの堆積形状に不確かさが

想定される。 

第 1 図 ペデスタル（ドライウェル部）におけるデブリ挙動の概念 

2. デブリの拡がりに関する知見 

  (1) 溶融物 

    ＰＵＬｉＭＳ実験では，水中での溶融物の拡がり挙動が観察されると

ともに，水中での溶融物の拡がり距離を求めるスケーリング則が提案さ
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が大きいほど床面上を広がりにくくなる一方で，床面到達までの細粒

化に伴う冷却・固化が生じにくいため，床面での溶融物温度が高めに

なり拡がり易くなることから，両者の相殺により表面張力が拡がりに

与える影響は小さいと考えられる。 

・輻射率については，特に実験データの不確かさ幅が大きく実験条件と

実機条件の大小関係が明確ではないが，溶融物から冷却材への伝熱量

と比較すると輻射の影響は相対的に小さいと考えられることから，拡

がり挙動に与える影響は小さいと考えられる。 

・床面熱伝達については，実機では床スラブの形状変更に合わせてペデ

スタル床表面にＳＵＳ製ライナを設置することで実験と同じ材質とな

るため床面熱伝達量は同等であり，また，実機解析から溶融物除熱は

冷却材伝熱が支配的であることから，床面熱伝達が拡がり挙動に与え

る影響はない。なお，表面のＳＵＳ製ライナが溶融した場合にはＺｒ

Ｏ２上での拡がりとなるが，溶融物拡がりに関わる実験では，床の材

質の差異（種々のセラミック，コンクリート）によらず同様な拡がり

挙動になることが確認されており，ＺｒＯ２の場合でも拡がり挙動に

差異はないものと考えられる（別紙 1 参照）。 

    したがって，溶融物の拡がり距離については，溶融物の拡がりに影響

する因子のうち，主に溶融炉心落下流量が大きいことにより，不確かさ

を考慮しても実機条件ではより拡がり易く，床全面に拡がるものと想定

される。 
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気の気相流体速度に依存することが示されており，気相流体速度が相対

的に小さいＰＤＳ－Ｅ実験では粒子状ベッドの均一化に要する時間が数

分～数十分であるが，気相流体速度がより大きいＰＤＳ－Ｃ実験では数

秒～数十秒と早く均一化が進むことが確認されている。実機においては，

デブリが落下した直後は高温のデブリから急激に伝熱が進むことから発

生蒸気速度は十分速いものと考えられるため，落下直後に十分な均一化

が進むと考えられる。 

    したがって，粒子状デブリベッドの堆積形状については，崩壊熱を発

生するデブリ粒子では，粒子状ベッド内の継続的沸騰による粒子の攪拌

によるセルフレベリング効果により，時間と共に堆積厚さが均一化する

ことが想定される。 

3. デブリの拡がりに関する不確かさ評価 

  これまでの知見によれば，溶融物は床全面に拡がると想定され，粒子状ベ

ッドについても短期間で均一化される。よって，デブリの拡がりに関する不

確かさはないものと考えられるが，デブリの堆積高さに対して厳しい評価を

実施する観点から，ＰＵＬｉＭＳ実験において確認されたデブリ堆積高さと

拡がり距離のアスペクト比を適用し，均一化した場合と比較して堆積高さが

高くなる場合の評価を行う。ＰＵＬｉＭＳ実験は溶融物を水中に落下した実

験であり，溶融物と粒子状デブリベッドを含めたデブリ全体としての堆積高

さに関する知見として適用できるものである。 

  (1) アスペクト比 

    ＰＵＬｉＭＳ実験のうち，溶融物量が比較的大きい E4 実験において，

平均堆積高さ 41mm に対して，拡がり距離は 740mm×560mm となっている
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（第 2 図,第 2 表）。アスペクト比としては 1:18～1:14 となっており，

おおよそ 1:16 程度の拡がり挙動を示している。デブリ堆積高さの評価と

しては，ポロシティやペデスタル（ドライウェル部）内構造物量等の保

守的な設定をしているため，不確かさ評価として考慮するアスペクト比

としては，実験結果に基づく平均的な値として 1:16 を適用し評価を行う。 

第 2 表 ＰＵＬｉＭＳ実験条件と結果 
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  (3) デブリの冠水維持に対する評価 

  粒子化割合 0.171 のデブリ量に対してポロシティ 0.5 で全ての間隙に浸水

していると仮定した場合，円錐部分の頂部から水面までの水深は約 0.52m で

ある。また，円錐状に堆積することで水プールとの接触面積が増え，蒸発量

が増加するが，一様に堆積した場合の水プールとの接触面積からの増加割合

は 1％未満であり，蒸発量に対して有意な影響を与えない。有効性評価（別

紙 3 参照）に基づく，ＲＰＶ破損によるデブリ落下から格納容器下部注水ま

での期間における水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.37m，ＬＯＣＡ事象

の場合は約 0.48m であり，蒸発量の増加として保守的に 1％を見込んだ場合

でも水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.38m，ＬＯＣＡ事象の場合は約

0.49m となるため，デブリの冠水は維持される。 

181



添付 3.2.11-20 

別紙 1 

溶融物拡がりに関わる実験 

 ＣＥＡ／ＤＲＮ／ＤＴＰで行われたＣＯＲＩＮＥ実験[1]では，低融点物質（グ

リセロール他）を模擬物質として使用して，水中での拡がり挙動を調べる実験

が実施され，拡がり先端の移動速度や底部に形成されるクラストの影響が調べ

られた。 

 独カールスルーエ研究センター（ＦＺＫ）で実施されたＫＡＴＳ実験[2][3][4]

では，溶融物としてテルミット（Ａｌ２Ｏ３約 150kg，Ｆｅ約 150kg）が使用さ

れ，溶融物の放出速度や温度，拡がり形状（1D,2D），床の材質（コンクリート，

セラミック，コーティング），水の有無をパラメータに溶融物の拡がり実験が

行われている。実験装置を第 1 図及び第 2 図に示す。Ａｌ２Ｏ３とＦｅでは密度

が異なり成層化するため，溶融物の出口を 2 箇所設け，最初にＡｌ２Ｏ３が放出

し，最後にＦｅを放出することにより酸化物溶融物の拡がりと金属溶融物の拡

がりを分けて実験が可能となっている。実験条件を第 1 表に示す。ＫＡＴＳ－

１０とＫＡＴＳ－１１の実験条件はほぼ同様であるが，ＫＡＴＳ－１０の方は

1mm の水張りをしてあり，ＫＡＴＳ－１１の方はドライ条件となっている。両

者の拡がり結果を第 3 図に示すが，両ケースのように溶融物の放出速度が比較

的高い場合は，冷却材の有無によらず同様な拡がり挙動になる結果となってい

る。また，ＫＡＴＳ－１２とＫＡＴＳ－１３の実験条件はほぼ同様であるが，

ＫＡＴＳ－１２の方が床の材質がセラミックであり，ＫＡＴＳ－１３の方はコ

ンクリートである。両者の拡がり結果を第 4 図に示すが，両ケースのように溶

融物の放出速度が比較的高い場合は，床の材質の差異によらず同様な拡がり挙

動になる結果となっている。 

 ＣＥＡで実施されたＶＵＬＣＡＮＯ[5][6]実験では，溶融物として酸化物溶融
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物が使用され，溶融物の組成，放出速度や温度，床の材質（コンクリート，セ

ラミック）をパラメータに溶融物の拡がり実験が行われている。ＶＥ－Ｕ７実

験では，酸化物溶融物（ＵＯ２ 56wt％,ＺｒＯ２ 32wt％,ＦｅＯ 5wt％, ＣａＳ

ｉＯ３ 2wt％, ＳｉＯ２ 2wt％, Ｆｅ 1wt％, ＣａＯ 1wt％, Ａｌ２Ｏ３ 1wt％）

を用いて，コンクリート床とセラミック（高密度ジルコニア）床での拡がりを

実験している。実験装置を第 5 図に示す。装置の中央にマグネシア煉瓦の分離

板を設置し，コンクリート床とセラミック床に 40.8kg の酸化物溶融物を 4.3kg

／s の速度で同時に放出する条件となっている。両者の拡がり結果を第 6 図に

示す。7.7 秒間はほぼ同じ拡がり挙動を示しており，その後はセラミック床で

若干拡がりが継続する結果となっている。 
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第 1 図  ＫＡＴＳ実験装置の概要図 [2]

(1D)                              (2D) 

第 2 図  ＫＡＴＳ実験の 1D と 2D の拡がり形状の写真[3]
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第 1 表 ＫＡＴＳ実験条件と拡がり距離（酸化物溶融物，1D 拡がり）[2]

第 3 図  ＫＡＴＳ実験の水の有無の影響（酸化物溶融物，1D 拡がり）[2] 

第 4 図  ＫＡＴＳ実験の床の材質の影響（酸化物溶融物，1D 拡がり）[2]
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第 5 図  ＶＵＬＣＡＮＯ実験装置の概要図[6]

第 6 図  ＶＵＬＣＡＮＯ実験の床の材質の影響[6]
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別紙 2 

ＰＤＳ実験について 

1. はじめに 

  スウェーデン王立工科大学（ＫＴＨ）で実施されたＰＤＳ実験は，沸騰等

の冷却水の流動による細粒状デブリベッドの拡散挙動について観察を行って

いる。 

2. 実験条件 

  実験装置概要図を第 1 図に示す。水槽の壁面に沿って粒子状デブリを堆積

させ，下部に設置した注入用チャンバーから水蒸気又は空気を注入し，粒子

状デブリベッドの拡散挙動を観察する。 

   a)装置概要     b)ＰＤＳ－Ｃ試験  c)ＰＤＳ－Ｅ７～２３試験 

第 1 図 実験装置概要図 

  また，ＰＤＳ実験では種々のパラメータを感度として複数の実験が実施さ

れている。各実験において感度として設定したパラメータを第 1 表に示す。 
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第 1 表 ＰＤＳ実験におけるパラメータ設定 

3. 実験結果 

  (1) ＰＤＳ－Ｅ実験 

    実験マトリックスを第 2 表，実験結果を第 2 図及び第 3 図に示す。Ｐ

ＤＳ－Ｅ実験における気相流体速度は最大でも 0.122m／s 程度であり，

粒子状デブリベッドの拡がりに数分～数十分の時間を要している。 

第 2 図 ＰＤＳ－Ｅ実験結果 
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第 3 図 ＰＤＳ－Ｅ７実験結果 

第 2 表 ＰＤＳ－Ｅ実験マトリックス 

  (2) ＰＤＳ－Ｃ実験 

    実験マトリックスを第 3 表に示す。ＰＤＳ－Ｃ実験の気相流体速度は
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0.34～2.09m／s と大きく，粒子状デブリベッドの拡がりに要する時間は

数秒～数百秒オーダであり，極めて短時間で均一化される結果となって

いる。 

第 3 表 ＰＤＳ－Ｃ実験マトリックス 

  (3) 結論 

    気相流体速度が相対的に小さいＰＤＳ－Ｅ実験では，粒子状デブリベ

ッドの均一化に要する時間が数分～数十分に及ぶが，気相流体速度が大

きいＰＤＳ－Ｃ実験では数秒～数百秒と早く均一化が進む頃が確認され

ている。 

    実機においては，溶融炉心が落下した直後は，高温の溶融炉心から冷

却材に急激に伝熱が進むことから発生蒸気速度は十分に大きいものと考

えられるため，落下直後に十分な均一化が進むと期待できる。 
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別紙 3 

主要解析条件（ＲＰＶ破損後のデブリ冠水維持に関連するもの） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード ＭＡＡＰ － 

初
期
条
件

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI／ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下及び格納容器圧力上昇の観点で厳

しい設定となるため，崩壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1

サイクルの運転期間（13 ヶ月）に調整運転期間（約 1 ヶ月）を考慮した

運転期間に対応する燃焼度を設定 

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい高めの設定として，通常運転時の圧力を包

含する値を設定 

ドライウェル雰囲気温度 57℃ ドライウェル内ガス冷却装置の設計温度を設定 

外部水源の温度 35℃ 
格納容器スプレイによる圧力抑制効果の観点で厳しい高めの水温とし

て，年間の気象条件変化を包含する高めの水温を設定 

サプレッション・プール水温度 32℃ 
サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温とし

て，保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

デブリからプール水への 

熱流束 
800kW／m２相当（圧力依存性あり） 過去の知見に基づき事前水張りの効果を考慮して設定 

事
故
条
件

起因事象 給水流量の全喪失 原子炉水位低下の観点で厳しい事象を設定 

機
器
条
件

格納容器下部注水系 

（常設） 

ＲＰＶ破損から７分後に 80m３／h

で注水開始 
デブリの冷却及び冠水維持に必要な注水量として設定 

1
9
3
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比べてデブリの冷却がより進むと考えられる。 

  なお，②は一時的な期間であり，機器ドレンサンプはデブリにより溶融す

るため，長期的な物理挙動である溶融炉心・コンクリート相互作用による侵

食量への影響はほとんどないと考えられる。 

4. まとめ 

  機器ドレンサンプが健全な場合，デブリ上のプール水深は低下するものの

デブリの冠水は維持されるとともに，溶融炉心・コンクリート相互作用によ

る侵食量は低減すると考えられる。以上から，機器ドレンサンプが溶融せず

健全な場合においても，デブリ露出や侵食量増加の観点での悪影響はないと

考えられる。 
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擬溶融炉心粒子を所定の重量分装荷した。模擬溶融炉心の組成はＵＯ２－Ｚ

ｒＯ２－Ｚｒ：30mol％－30mol％－40mol％とした。 

同るつぼを試験装置の誘導コイル内に設置して，誘導加熱により加熱を行

った。試験中の模擬溶融炉心の温度は，放射温度計により計測した。試験時

の温度は，放射温度計や熱電対にて計測している模擬溶融炉心の温度が，目

標温度範囲（2,000℃～2,100℃）に入るように温度制御を行った。温度保持

時間は 10 分とした。 

第 3 図 試験体系 

2.2 試験結果 

試験温度の推移を第 4 図に示す。試験においては 2,000℃～2,050℃の範囲

で，約 10 分程度温度が保持されている事を確認した。また，試験後のるつぼ

の断面写真を第 5 図に示す。ＺｒＯ２耐熱材の厚さが試験前から変わってい

ないことから，模擬溶融炉心によるＺｒＯ２耐熱材の有意な侵食がないこと

が分かる。 

199



200



添付 3.2.12-5 

気炉により加熱した模擬溶融炉心をＺｒＯ２耐熱材上に落下させ，コンクリ

ートトラップに設置した熱電対によりＺｒＯ２耐熱材の温度を測定した。 

第 6 図 試験装置 

3.2 試験結果 

試験温度推移を第 7 図に示す。ＺｒＯ２耐熱材側面（模擬溶融炉心側）の

温度を測定する熱電対が模擬溶融炉心落下直後に最高温度約 2,450℃を観測

したことから，落下してきた模擬溶融炉心温度は 2,450℃以上であったと推

測される。また，試験後のコンクリートトラップ断面写真を第 8 図に示す。

模擬溶融炉心接触部から最大で約 1cm が黒色化し，その周辺部が白色化して

いることが確認されたものの，顕著な耐熱材の侵食及び耐熱材の割れは確認

されなかった。 

電気炉より 

模擬溶融炉心

が流入 

コンクリート 

トラップ 

ＺｒＯ２耐熱材側面（模擬溶融炉心

側）の温度測定用熱電対設置位置 

ＺｒＯ２耐熱材 
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なお，ペデスタル（ドライウェル部）には水プールが存在するため，ペデ

スタル（ドライウェル部）に落下してきた溶融炉心中に残存する未酸化の金

属Ｚｒは，水との反応によって酸化されると想定される。ＭＡＡＰ解析の結

果から，ペデスタル（ドライウェル部）に落下してきた溶融炉心は，2,000℃

を超える高い温度でコリウムシールドと数十分接触する可能性があるが，上

述のとおり，溶融炉心中の金属Ｚｒは酸化されていると考えられることから，

事故時に溶融炉心がコリウムシールドと接触したとしても，ＺｒＯ２耐熱材

の表面が還元されることによる影響は軽微であると考えられる。 

4. まとめ 

上記試験結果から，溶融炉心に対して高い耐性を有しているＺｒＯ２耐熱

材を，コリウムシールドに用いる材料として選定した。 

※本試験は，中部電力(株)，東北電力(株)，東京電力ホールディングス(株)，北陸電力(株)，
中国電力(株)，日本原子力発電(株)，電源開発(株)，(一財)エネルギー総合工学研究所，(株)
東芝，日立 GE ニュークリア・エナジー(株)が実施した共同研究の成果の一部である。
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添付資料 3.2.14 

添付 3.2.14-1 

原子炉圧力容器の破損位置について 

 解析コードＭＡＡＰでは，原子炉圧力容器の破損モードとして以下のものが

考慮されており，解析においてはこれらの中から判定された破損モードが適用

される。 

  a) 下部ヘッド貫通部への溶融物流入による破損 

  b) 下部ヘッド貫通部の逸出 

  c) デブリジェットの衝突による下部ヘッドの局所破損 

  d) 金属層による原子炉圧力容器壁の破損 

  e) 原子炉圧力容器のクリープ破損 

 原子炉圧力容器の下部ヘッドは径方向（5 ノード）及び厚さ方向（5 ノード）

に分割されており，ノードごとに破損に至っているかの判定が行われる。第 1

図に原子炉圧力容器下部ヘッドのノード分割の概念図を示す。 

 有効性評価のうち，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱，溶融燃料－

冷却材相互作用及び溶融炉心・コンクリート相互作用にて対象としている事故

シーケンス「過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却失敗」に

おいては，下部プレナムへ移行した溶融炉心からの加熱により，原子炉圧力容

器下部の中心部ノードの温度が最も高くなり，制御棒駆動機構ハウジング溶接

部のひずみ量がしきい値（0.1）に至ることによる原子炉圧力容器破損（「b)下

部ヘッド貫通部の逸出」に該当）が最初に判定される結果となっている。 

 径方向のノードごとの制御棒駆動機構ハウジング溶接部のひずみ量の推移を

第 2 図に，原子炉圧力容器下部ヘッド温度の推移を第 3 図に示す。第 2 図に示

すとおり，原子炉圧力容器下部の中心ノードに該当するノード 1 のひずみ量が

しきい値（0.1）に達して原子炉圧力容器破損に至っている。また，第 3 図に示

すとおり，ノード 1 が高温を長時間維持していることが確認された。 
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第 1 図 原子炉圧力容器下部ヘッドのノード分割（概念図） 

ノード５ 

ノード４ 

ノード３ 

ノード２ 

ノード１ 
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第 2 図 径方向のノードごとの制御棒駆動機構ハウジング溶接部のひずみ量 

第 3 図 径方向のノードごとの原子炉圧力容器下部ヘッド温度 

【追而】 

【追而】 
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3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

3.3.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

 (1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

   格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」

に至る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価

項目の設定」に示すとおり，ＴＱＵＸ及びＬＯＣＡである。 

 (2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

   格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」

では，発電用原子炉の運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪

失事故（ＬＯＣＡ）又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用

炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，緩和措置がとられ

ない場合には，溶融炉心と原子炉圧力容器外の原子炉冷却材が接触して一

時的な格納容器圧力の急上昇が生じ，このときに発生するエネルギが大き

い場合に構造物が破壊され格納容器の破損に至る。 

  原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による水蒸気爆発事象に

ついては，これまでに実ウランを用いて種々の実験が行われている。水蒸

気爆発は，溶融炉心が水中に落下し，細粒化して分散する際に蒸気膜を形

成し，そこに何らかの外乱が加わることによって蒸気膜が崩壊した際に，

瞬時の圧力伝播を生じ，大きなエネルギを発生させる事象である。細粒化

した溶融炉心を覆う蒸気膜には安定性があり，何らかの外乱がなければ蒸

気膜の崩壊は起こりにくいという知見が実験等により得られている。ペデ

スタル（ドライウェル部）に張られた水は準静的であり，外乱が加わる要

素は考えにくい。このことから，実機において水蒸気爆発に至る可能性は

極めて小さいと考えられる。 
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（添付資料 3.3.1，3.3.2，3.3.3，3.3.4，3.3.5） 

   また，水蒸気爆発とは別に，溶融炉心から原子炉冷却材への伝熱によっ

て水蒸気が発生することに伴う急激な格納容器圧力の上昇（以下「圧力ス

パイク」という。）が発生する。 

上記のとおり，現実的には水蒸気爆発が発生する可能性は極めて小さい

と考えられることから，本評価では，圧力スパイクについてその影響を評

価する。 

   したがって，本格納容器破損モードでは，格納容器を冷却及び除熱し，

溶融炉心からペデスタル（ドライウェル部）のプール水への伝熱による，

水蒸気発生に伴う格納容器圧力の上昇を抑制することにより，格納容器の

破損を防止する。 

また，溶融炉心の落下後は，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容

器下部注水系（常設）による溶融炉心への注水によって溶融炉心を冷却す

るとともに，代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容

器除熱及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器冷却によって，格納容器の冷却を実施する。さ

らに，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器圧力及び温度制御操作又は格納容器圧力逃がし装

置によって原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させる。 

   なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上では，原子炉圧

力容器破損までは重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても使

用できないものと仮定し，原子炉圧力容器破損に至るものとする。 

 (3) 格納容器破損防止対策 

   格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」
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で想定される事故シーケンスでは，ペデスタル（ドライウェル部）への溶

融炉心落下を想定する。この状況では，ペデスタル（ドライウェル部）に

おける「溶融炉心・コンクリート相互作用」を緩和する観点から，ペデス

タル（ドライウェル部）に水プールが存在することから，溶融炉心落下時

にはペデスタル（ドライウェル部）に水が張られた状態を想定する。なお，

この水張り深さは，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」に

伴う水蒸気爆発の発生を仮定した場合の影響を小さく抑えつつ，「溶融炉

心・コンクリート相互作用」の緩和効果に期待できる深さを考慮して約1m

としており，ペデスタル（ドライウェル部）の水位を約1mに維持する手段

を整備する。 

   また，格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観点から，常設低圧代替

注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容

器冷却手段及び代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納

容器除熱手段並びに格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱手段を整

備する。 

   本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損

モードによる格納容器の破損防止及び格納容器の破損を防止した以降の対

応を含めた一連の重大事故等対策の概要は，「3.2 高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱」の3.2.1(3)のａからｗに示している。このうち，本

格納容器破損モードに対する重大事故等対策は，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」の3.2.1(3)に示すｎ及びｐである。 

   本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損

モードによる格納容器の破損防止及び格納容器の破損を防止した以降の対

応を含めた一連の重大事故等対策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／
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格納容器雰囲気直接加熱」に示す第3.2-1図である。このうち，本格納容

器破損モードの重大事故等対策の概略系統図は第3.2-1図（2／4）及び（3

／4）である。本格納容器破損モードに対応する手順及び必要な要員と作

業項目は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 

3.3.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

 (1) 有効性評価の方法 

   本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，

「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，プラント損傷

状態をＴＱＵＶとし，事象進展が早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳

しい過渡事象を起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まない，「過渡

事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ

（ペデスタル）」である。 

   また，1.2.2.1(3)に示すとおり，プラント損傷状態の選定では，水蒸気

爆発に対する条件設定の厳しさを考慮し，溶融炉心の内部エネルギの観点

でより厳しいと考えられるＴＱＵＶを選定した。一方，プラント損傷状態

をＬＯＣＡとする場合，事象発生直後から原子炉冷却材が格納容器内に流

出するため原子炉圧力容器破損までの時間が短くなる。この時の圧力スパ

イクへの影響については，解析条件のうち事故条件の不確かさとして評価

する。 

   なお，本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」において有効

性を評価したシーケンスと同様のシーケンスである。本格納容器破損モー

ド及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」ではプラント損傷状態を

ＴＱＵＶとし，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」ではプ
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ラント損傷状態をＴＱＵＸとしており，異なるプラント損傷状態を選定し

ている。しかしながら，どちらのプラント損傷状態であっても原子炉水位

が燃料有効長底部から燃料有効長の20％上の位置に到達した時点で逃がし

安全弁（自動減圧機能）の手動開操作によって原子炉を減圧する手順であ

り，原子炉減圧以降も，溶融炉心の挙動に従って一連の流れで生じる各格

納容器破損モードを，定められた一連の手順に従って防止することとなる。

このことから，これらの格納容器破損モードについては同様のシーケンス

で評価する。 

   本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，

燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水位変化）・対向流，炉心損傷後の原子炉圧力容器におけ

るリロケーション，構造材との熱伝達，原子炉圧力容器破損，格納容器に

おける格納容器各領域間の流動，炉心損傷後の格納容器における原子炉圧

力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化）並びに原子炉圧力容器外ＦＣＩ（デブ

リ粒子熱伝達）が重要現象となる。 

   よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力

容器内及び格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビア

アクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデ

ント総合解析コードＭＡＡＰにより格納容器圧力等の過渡応答を求める。 

   また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 (2) 有効性評価の条件 

   本評価事故シーケンスの有効性評価の条件は，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」の条件と同じである。 
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 (3) 有効性評価の結果 

   本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力及び原子炉水位（シュラウド

内外水位）の推移を第3.3-1図及び第3.3-2図に，格納容器圧力，格納容器

温度，ペデスタル（ドライウェル部）の水位及び注水流量の推移を第3.3-

3図から第3.3-6図に示す。 

  ａ．事象進展 

    事象進展は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じ

である。 

  ｂ．評価項目等 

    圧力スパイクによって格納容器バウンダリにかかる圧力の最大値は，

約●●MPa[gage]に抑えられる。格納容器バウンダリにかかる圧力は，

格納容器の限界圧力0.62MPa[gage]を下回るため，格納容器バウンダリ

の機能は維持される。 

    圧力スパイクによって格納容器バウンダリにかかる温度の最大値は，

約●●℃に抑えられる。格納容器バウンダリにかかる温度は，格納容器

の限界温度の200℃を下回るため，格納容器バウンダリの機能は維持さ

れる。 

  本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に

示す(5)の評価項目について，格納容器圧力をパラメータとして対策の

有効性を確認した。なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(4)及び(8)の評価項目の評価結果については「3.2 高圧

溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」及び「3.5 溶融炉心・コンクリ

ート相互作用」にて評価項目を満足することを確認している。また，ペ

デスタル（ドライウェル部）に落下した溶融炉心及び格納容器の安定状

態維持については「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」にて確認し
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ている。 

（添付資料 3.5.1） 

3.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間

余裕を評価するものとする。 

  格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」で

は，重大事故等対処設備を含む全ての原子炉注水機能が喪失して炉心損傷及

び原子炉圧力容器破損に至り，溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）の

水中に落下して大きいエネルギを発生することが特徴である。 

  また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時間

程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考え

られる操作として，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水

（常設）による格納容器下部水位確保操作とする。 

  本評価事故シーケンスの有効性評価における不確かさとしては，溶融炉心

の細粒化が挙げられる※1。本評価事故シーケンスの評価では，溶融炉心の細

粒化に対して，エントレインメント係数を変化させた場合の圧力スパイクへ

の影響評価を実施する。 

  ※1 これまでのＦＣＩ実験の知見からは，一部の二酸化ウラン混合物を用

いて実機条件よりも高い溶融物温度の条件のもとで実施された実験に

おいてトリガなしで水蒸気爆発が発生している例が報告されているが，

実機条件においては格納容器の損傷に至る大規模な原子炉圧力容器外

の溶融燃料－冷却材相互作用の発生の可能性は低いと推定される。 
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 (1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

    本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象と

は，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示す

とおりであり，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 

 ａ．運転員等操作時間に与える影響 

   炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及

び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，

TMI 事故についての再現性及び CORA 実験についての再現性を確認してい

る。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部プレナムへの溶融炉心

移行の開始時間に対する感度は数分程度であり，影響は小さいことを確認

している。本評価事故シーケンスでは，燃料棒被覆管温度等を操作開始の

起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

   炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の

不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動

について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの

評価結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方

が保守的であることを確認していることから，運転員等操作時間に与える

影響は小さい。 

   格納容器における格納容器各領域間の流動の不確かさとして，格納容器

モデル（格納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格

納容器温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾向を

確認しているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起

因するものと考えられ，実機体系においてはこの解析で確認された不確か
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さは小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及

び温度の傾向を適切に再現できていることから，格納容器圧力及び温度を

操作開始の起点としている常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器圧力及び温度制御操作に係る運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

   炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再

現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感

度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認し

ている。本評価事故シーケンスでは，リロケーション及び構造材との熱伝

達を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

   炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさと

して，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ

（しきい値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に原子

炉圧力容器破損時間が早まることを確認している。本評価事故シーケンス

では，原子炉圧力容器破損操作開始の起点としている操作として常設低圧

代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納

容器冷却操作があるが，原子炉圧力容器破損（事象発生から約 4.5 時間後）

に対して早まる時間はわずかであり，また，原子炉圧力容器下鏡部温度が

300℃に到達したこと等をもって破損兆候を検知し，原子炉圧力容器の破

損判断パラメータである格納容器下部水温計の指示を継続監視することで，

迅速に原子炉圧力容器破損の判断を可能であることから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

   炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確

220



3.3-10 

かさとして，溶融炉心の細粒化モデルにおけるエントレインメント係数及

びデブリ粒子径の感度解析により原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相

互作用による圧力スパイクに与える影響は小さいことを確認している。本

評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

による圧力スパイクを起点とした運転員等操作はないことから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

（添付資料3.3.6） 

 ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

    炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化

及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデ

ルは，ＴＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性

を確認している。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応

速度の係数についての感度解析）では，格納容器圧力挙動への影響は小

さいことを確認していることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。 

    炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位

挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦ

ＥＲの評価結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価

結果の方が保守的であることを確認していることから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

    格納容器における格納容器各領域間の流動の不確かさとして，格納容

器モデル（格納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によっ

て格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を1割程度高めに評
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価する傾向を確認しているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，

実験体系に起因するものと考えられ，実機体系においてはこの解析で確

認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体として

は格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できていることから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故について

の再現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下さ

せた感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいこと

を確認しており，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による

格納容器圧力上昇に与える影響はほぼないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさ

として，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひず

み（しきい値）に関する感度解析により，最大ひずみを低下させた場合

に原子炉圧力容器破損が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器

破損（事象発生から約 4.5 時間後）に対して早まる時間はわずかである

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確かさ

として，溶融炉心の細粒化モデルにおけるエントレインメント係数及び

デブリ粒子径の感度解析により，ＢＷＲ５， Ｍａｒｋ－Ⅰ改良型格納

容器プラントにおいては原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

による圧力スパイクに与える影響は小さいことを確認している。このう

ち，ＢＷＲ５， Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器プラントおいては，最も感度

のあるエントレインメント係数について感度解析を行った結果，第3.3-
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7図及び第3.3-8図に示すとおり，エントレインメント係数を変化させた

場合においても原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による圧

力スパイクに与える影響が小さいことを確認していることから，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.3.6，3.3.7） 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

  ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

    初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

3.2-2表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件

とした場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評

価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるような設定があるこ

とから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関

する影響評価の結果を以下に示す。 

  (a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd／tに対

して最確条件は33GWd／t以下であり，解析条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむね小さ

くなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉圧力容器破損に至る

までの事象進展は緩和されるが，操作手順（常設低圧代替注水ポンプを

用いた格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部水位確保を開始

すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

    初期条件の外部水源の温度は，解析条件の35℃に対して最確条件は

35℃以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，
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ペデスタル（ドライウェル部）への注水温度がおおむね低くなるが，注

水温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

    初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器体積（サプ

レッション・チェンバ）の空間部及び液相部，サプレッション・プール

水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影

響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

    事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，大破断ＬＯＣＡ

を考慮した場合，原子炉冷却材の放出量が増加することにより原子炉圧

力容器破損に至るまでの事象進展は早まるが，操作手順（常設低圧代替

注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部水

位確保を開始すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

（添付資料3.3.6，3.3.8） 

   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd／tに

対して最確条件は33GWd／t以下であり，解析条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなるため，溶融炉心の持つエネルギが小さくなることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 初期条件の外部水源の温度は，解析条件の35℃に対して最確条件は

35℃以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

ペデスタル（ドライウェル部）への注水温度がおおむね低くなり，原
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子炉圧力容器破損後時のペデスタル（ドライウェル部）プール水温度

が低くなるが，ペデスタル（ドライウェル部）のプール水温度が低い

場合は，顕熱によるエネルギの吸収量が多くなり，潜熱で吸収するエ

ネルギが相対的に減少し，圧力スパイクに寄与する水蒸気発生量が低

下することで格納容器圧力の上昇は緩和されることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器体積（サ

プレッション・チェンバ）の空間部及び液相部，サプレッション・プ

ール水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさと

して，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に

与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。 

     事故条件の起因事象は，原子炉圧力容器への給水はできないものと

して給水流量の全喪失を設定している。事故条件について，原子炉圧

力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による圧力スパイクを評価する

にあたり，溶融炉心落下時の崩壊熱の影響を確認する観点から感度解

析を実施した。感度解析は，事故シーケンスを「大破断ＬＯＣＡ＋注

水機能喪失」とし，本評価事故シーケンスの解析条件と同様，電源の

有無に係らず重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても使

用できないものと仮定した場合，原子炉圧力容器破損のタイミングが

早くなることを考慮したものである。その結果，第3.3-9図に示すと

おり，事象発生から約3.3時間後に原子炉圧力容器破損に至り，圧力

スパイクの最大値は約●●MPa[gage]となったが，圧力スパイクの最

大値は本評価の結果と同程度であり，限界圧力の0.62MPa[gage]以下

であることから，評価項目を満足する。 
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（添付資料 3.3.6，3.3.8） 

 ｂ．操作条件 

   操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，

「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」

の6要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価

する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 

    操作条件の常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常

設）による格納容器下部水位確保操作は，解析上の操作時間として代替

循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器除熱操作実施

から13分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，原

子炉圧力容器破損までに事象発生から約4.5時間の時間余裕があり，実

態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与

える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響も小さい。 

    操作条件の代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納

容器除熱操作は，事象発生90分後に開始することとしているが，余裕時

間を含めて設定されているため操作の不確かさが操作開始時間に与える

影響は小さい。また，本操作の操作開始時間は，緊急用海水ポンプを用

いた緊急用海水系の準備期間を考慮して設定したものであり，緊急用海

水ポンプを用いた緊急用海水系の操作開始時間が早まれば，本操作の操

作時間も早まる可能性があり，代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環

冷却系の運転開始時間も早まることから，運転員等操作時間に対する余

裕は大きくなる。 
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（添付資料3.3.5） 

   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

    操作条件の常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常

設）による格納容器下部水位確保操作は，運転員等操作時間に与える影

響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

    操作条件の代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納

容器除熱操作は，緊急用海水ポンプを用いた緊急用海水系の操作開始時

間が早まった場合には，本操作も早まる可能性があり，格納容器圧力及

び温度を早期に低下させる可能性があることから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が大きくなる。 

（添付資料3.3.6） 

(3) 操作時間余裕の把握 

  操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目とな

るパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕

を確認し，その結果を以下に示す。 

  操作条件の常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）

による格納容器下部水位確保操作については，事象発生から90分後の代替循

環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器除熱操作実施に対し，

原子炉圧力破損までの時間は事象発生から約4.5時間あり，操作時間は約13

分間 であることから、操作遅れに対して約2.7時間程度の時間余裕がある。 

  操作条件の代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器

除熱操作については，格納容器除熱開始までの時間は事象発生から90分あり，
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準備時間が確保できるため，時間余裕がある。なお，本操作が大幅に遅れる

ような事態になった場合でも，原子炉圧力容器破損に至るまでの時間は事象

発生から約4.5時間であり，約3時間の時間余裕がある。 

 (4) まとめ 

   解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメー

タに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時

間余裕がある。 

3.3.4 必要な要員及び資源の評価 

  本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加

熱」と同じであることから，必要な要員及び資源の評価は3.2.4と同じであ

る。 

3.3.5 結論 

  格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」で

は，運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）又は全交

流動力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失

が重畳する。このため，溶融炉心と原子炉圧力容器外の原子炉冷却材が接触

して一時的な圧力の急上昇が生じ，このときに発生するエネルギが大きい場

合に構造物が破壊され格納容器が破損に至ることが特徴である。格納容器破
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損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」に対する格納容

器破損防止対策としては，ペデスタル（ドライウェル部）の水位を約 1m に

維持する手段を整備している。

  格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」

の評価事故シーケンス「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル）」について，有効性評価を行

った。 

  上記の場合には，水蒸気発生によって圧力スパイクが発生するが，格納容

器バウンダリにかかる圧力は，格納容器の限界圧力の0.62MPa[gage]を下回

るため，格納容器バウンダリの機能は維持される。また，安定状態を維持で

きる。 

（添付資料 3.5.1） 

  解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲

内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一

定の余裕がある。 

  重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

  以上のことから，常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系

（常設）による格納容器下部水位確保等の格納容器破損防止対策は，選定し

た評価事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，格納容器破損モ

ード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」に対して有効である。
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添付 3.3.1-1

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（炉外ＦＣＩ） 

に関する知見の整理について 

1. 炉外ＦＣＩの概要 

炉外ＦＣＩは，溶融炉心が原子炉圧力容器の破損口から放出され

た際に，溶融炉心と原子炉圧力容器外の冷却材が接触して一時的な

圧力の急上昇が生じる事象である。このときに発生するエネルギが

大きいと原子炉支持構造材が破損され，格納容器が破損する可能性

がある。この圧力上昇については激しい水蒸気発生による場合（圧

力スパイク）に加え，水蒸気爆発によって衝撃波が生じる場合が考

えられるが，これまでの知見から，水蒸気爆発の発生の可能性は極

めて低いと考えられている。ＦＣＩに関するこれまでの知見の概要

を次に整理する。 

2. 過去の知見の整理 

過去に実施された代表的なＦＣＩの実験研究として，（旧）日本原

子力研究所で実施されたＡＬＰＨＡ試験，ＪＲＣイスプラ研究所で

実施されたＫＲＯＴＯＳ試験，ＦＡＲＯ試験，（旧）原子力発電技術

機構で実施されたＣＯＴＥＬＳ試験，韓国原子力研究所（ＫＡＥＲ

Ｉ）で実施されたＴＲＯＩ試験及びＳＥＲＥＮＡ試験がある。これ

らの試験では模擬溶融物としてＵＯ ２ 混合物を用いた試験とアルミ

ナ等を用いた試験がある。各試験の試験条件及び試験結果について

は，以下に示すとおりである。 

2.1 ＡＬＰＨＡ試験 

ＡＬＰＨＡ試験[1]では，テルミット反応による酸化アルミニウム
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と鉄からなる模擬溶融物を用いた実験が実施されている。ＡＬＰＨ

Ａ試験装置の概要を第 1 図に示す。試験容器は，内径 3.9m，高さ 5.7m，

容積 50m３である。模擬格納容器に設置した冷却水プールに高温溶融

物を落下させ，水蒸気爆発に関する特性データを計測する試験装置

である。ＡＬＰＨＡ試験結果のまとめを第 1 表に示す。高雰囲気圧

力（STX008，STX012，STX015），サブクール度が小さい場合（STX014）

は，水蒸気爆発の発生が抑制される試験結果が知見として得られて

いる。溶融物を半減させた 3 ケース（STX001，STX010，STX013）の

うち，2 ケース（STX001，STX013）では，水蒸気爆発が発生していな

い。また，水蒸気爆発のエネルギ変換効率は，1～6％程度となって

いる。ＡＬＰＨＡ試験の代表的試験（STX016）の圧力変化の例を第 2

図に示す。 

2.2 ＫＲＯＴＯＳ試験 

ＫＲＯＴＯＳ試験[2][3][ 4]では，ＦＡＲＯ試験が大型試験装置であ

るのに対して小型の試験装置であるが，主に低圧・サブクール水を

条件として試験を実施している。ＫＲＯＴＯＳ試験装置の概要を第 3

図に示す。ＫＲＯＴＯＳ試験の代表的試験（K37，K42）の圧力変化

の例を第 4 図に示す。ＫＲＯＴＯＳ試験では模擬コリウムとしてＵ

Ｏ２混合物を用いた試験とアルミナを用いた試験を実施している。Ｋ

ＲＯＴＯＳ試験結果のまとめを第 2 表に示す。アルミナ試験では，

サブクール度が大きい試験ケース（K38，K40，K42，K43，K49）では，

外部トリガ無しで水蒸気爆発が発生しているが，サブクール度が小

さい試験ケース（K41，K44，K50，K51）では，外部トリガ無しでは

水蒸気爆発は発生していない。一方，ＵＯ２混合物試験では，サブク
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ール度に依らず外部トリガ無しでは水蒸気爆発は発生していない。

また，ＵＯ２混合物試験でも外部トリガ有りでは水蒸気爆発が発生し

ている（K46，K52，K53）が，これらのケースはサブクール度が大き

い試験ケースである。また，ＵＯ２混合物試験の水蒸気爆発のエネル

ギ変換効率は，アルミナ試験の水蒸気爆発に比較して低い結果とな

っている。アルミナ試験とＵＯ２混合物の相違については，以下のよ

うに考察されている。 

  ・アルミナはプール水面近傍でブレークアップし，粗混合時に粒

子が半径方向に拡がり，水蒸気爆発の伝播がしやすくなった可

能性がある。 

  ・ＵＯ２混合物試験では，外部トリガ無しでは水蒸気爆発は発生し

ていない。ＵＯ２混合物の方が一般的に過熱度は小さく，ＵＯ２

混合物の粒子表面が水と接触した直後に表面が固化しやすく，

これが水蒸気爆発の発生を抑制した可能性がある。ＵＯ２混合物

試験では水素が発生し，これにより蒸気膜の崩壊による水蒸気

爆発の発生を抑制した可能性がある。 

2.3 ＦＡＲＯ試験 

ＦＡＲＯ試験[3][5]では，酸化物コリウム及び金属Ｚｒを含むコリ

ウムが用いられ，多くの試験は高圧・飽和水条件で実施されている

が，低圧・サブクール水条件の試験も実施されている。ＦＡＲＯ試

験装置の概要を第 5 図に示す。ＦＡＲＯ試験結果のまとめを表 3 に

示す。また，圧力変化の例として L-14 と L-19 の圧力挙動を第 6 図

に示す。ＦＡＲＯ試験のいずれの試験ケースでも水蒸気爆発は発生

していない。ＦＡＲＯ試験で得られた主な知見は以下のとおりであ
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る。 

  ・高圧・飽和水試験，低圧・サブクール試験の何れにおいても水

蒸気爆発は発生していない。 

  ・高圧・飽和水の酸化物コリウム試験の場合は一部が粒子化し，

一部はパンケーキ状でプール底部に堆積した。高圧・飽和水の

コリウムに金属Ｚｒ成分を含んだ試験及び低圧・サブクール試

験では全てのコリウムは粒子化した。 

  ・粒子の質量中央径は比較的大きかったが，試験条件（初期圧力，

水深，コリウム落下速度，サブクール度）に依存していない。 

  ・金属Ｚｒを含めた試験ケース（L-11）では，金属Ｚｒの酸化に

より，金属Ｚｒを含めない試験ケース（L-14）よりも圧力上昇

が大きくなる。 

2.4 ＣＯＴＥＬＳ試験 

ＣＯＴＥＬＳ[6]試験では，模擬溶融物としてＵＯ２－Ｚｒ－ＺｒＯ

２―ＳＳ混合物を用いており，コリウムに金属成分が含まれている。

ＣＯＴＥＬＳ試験装置の概要を第 7 図に示す。ＣＯＴＥＬＳ試験結

果のまとめを第 4 表に示す。ＣＯＴＥＬＳ試験の代表的な試験ケー

ス（A1）の圧力挙動を第 8 図，各試験ケースの圧力変化を第 9 図に

示す。溶融混合物がプール水に接触した直後（Region 1）は急激な

圧力上昇となる。その後，サブクール水では蒸気凝縮が発生し，一

時的に圧力が減少する（Region 2）が，溶融混合物からの熱伝達に

よる蒸気発生により，準定常的な状態まで徐々に圧力が上昇する

（Region 3）。ＣＯＴＥＬＳ試験で得られた主な知見は，以下のとお

りである。 
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  ・サブクール度が大きいケースも含めて，全ての試験での水蒸気

爆発は発生していない。 

  ・プールに落下した溶融コリウムは，ほとんどがプール水中で粒

子化した。 

  ・粒子径は，コリウム落下速度の大きいケースを除いて，質量中

央径で 6mm 程度である。コリウム落下速度の大きいケースの粒

子径は小さくなっている。 

  ・コリウム落下速度の大きいケースで，粒子径が小さく初期圧力

上昇幅も大きくなる傾向がある。また，準定常的な状態での圧

力は，溶融物量が多く，サブクール度が小さく，プール水量が

少ない程高くなる傾向である。 

2.5 ＴＲＯＩ試験 

ＴＲＯＩ試験[7]は，韓国原子力研究所（ＫＡＥＲＩ）で実施され

ている試験であり，2007 年から 2012 年までは，ＫＲＯＴＯＳ試験と

ともにＯＥＣＤ／ＮＥＡのＳＥＲＥＮＡプロジェクトとして実施さ

れた試験である。ＴＲＯＩ試験装置の概要を第 10 図に示す。ＴＲＯ

Ｉ試験条件と試験結果のまとめを第 5 表に示す。 

ＺｒＯ２を用いた試験では外部トリガリングを与えていないが，圧

力スパイクや水蒸気爆発が発生した試験がある。一方，ＵＯ２－Ｚｒ

Ｏ２の混合物を用いた試験では，異なった条件による内部トリガリン

グを発生させるため又は外部トリガリングによる水蒸気爆発時の発

生エネルギを変えるため，混合物の割合，水深及び混合物量等の様々

な条件による試験を実施し，数ケースでは水蒸気爆発が発生してい

る。ＴＲＯＩ試験で得られた主な知見は以下のとおりである。 
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  ・自発的な水蒸気爆発が生じた試験は，融点を大きく上回る過熱

度を溶融物に対して与えるなどの実機と異なる条件であり，そ

の他の試験では自発的な水蒸気爆発は生じていない。 

  ・水深が深い場合（130cm）では，内部トリガリングによる水蒸気

爆発は発生していない。水深が深いことにより，溶融物粒子が

底部に到達するまでの沈降時間が長くなり，溶融物粒子が固化

しやすい状況となる。このため，溶融物粒子が底部に接触する

ことで発生するトリガリングの可能性は低減する可能性がある

[8]。 

2.6 ＳＥＲＥＮＡ試験 

ＳＥＲＥＮＡ試験は，ＯＥＣＤ／ＮＥＡ主導のもと実施されてい

る試験であり，2001 年から 2006 年にかけて実施されたフェーズ 1

と，2007 年から 2012 年にかけて実施されたフェーズ 2 に分かれてい

る。フェーズ 1 では既存の試験に対する再現解析が行われた。また，

フェーズ 2 ではＫＲＯＴＯＳ及びＴＲＯＩ装置を使用した試験と，

その再現解析が行われた。さらに，両フェーズにおいて実機原子炉

を想定した解析が行われた。フェーズ 2 で行われた試験の試験条件

及び試験結果を表 6 に示す。ＳＥＲＥＮＡ試験で得られた知見は以

下の通りである。 

 (1) フェーズ 1 

  ・（解析）解析コードはアルミナを用いた試験によって調整されて

おり，ＵＯ２－ＺｒＯ２コリウムの爆発による機械的エネルギ変

換効率を過大評価する傾向にある。 

  ・（解析）予測される炉内水蒸気爆発の最大荷重は原子炉圧力容器

235



添付 3.3.1-7

の破損強度と比べて十分小さい。 

  ・（解析）予測される炉外水蒸気爆発の最大荷重は格納容器に影響

を与える可能性があるが，解析コードの不確かさとばらつきが

大きく，その程度を推定することは難しい。 

 (2) フェーズ 2 

  ・（実験）80％ＵＯ２－20％ＺｒＯ２コリウムは，70％ＵＯ２－30％

ＺｒＯ２コリウムに比べてやや爆発のエネルギが大きい。これは，

フェーズ 1 の結果と逆の傾向であり，さらに考察が必要。 

  ・（実験）ＵＯ２－ＺｒＯ２のみで構成されるコリウムは，アルミ

ナと比べて爆発のエネルギは小さい。 

  ・（実験）コリウムの組成に酸化物以外（金属の単体など）が含ま

れる場合について，酸化と水素生成による影響は定量化できな

かった。 

  ・（実験）全ての観測された爆発の機械的エネルギ変換効率は，従

来観測されていたエネルギ変換効率と同様に，比較的小さい。

これは，ＵＯ２の密度が高いために溶融コリウムの粒子径が小さ

くなり，固化が促進されて水蒸気爆発への寄与が小さくなった

ことと，粗混合段階のボイド率が上昇して爆発のエネルギを低

減したことによると推測されている。 

3. ＦＣＩ実験の知見の整理 

前項で示したＦＣＩ実験の知見を整理し，原子炉圧力容器外水蒸

気爆発の可能性について考察する。 

酸化アルミニウムと鉄からなる模擬溶融物を用いたＡＬＰＨＡ試

験及びアルミナを用いたＫＲＯＴＯＳ試験では，外部トリガ無しで
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水蒸気爆発が発生しているが，ＵＯ２を用いたＫＲＯＴＯＳ，ＦＡＲ

Ｏ，ＣＯＴＥＬＳ試験では外部トリガ無しでは水蒸気爆発は発生し

ていない。ＵＯ２混合物では一般的に過熱度が小さいため，粗混合粒

子表面が早期に固化し，蒸気膜が崩壊しても溶融物の微細化が起き

にくく，水蒸気爆発の発生が抑制されるためと考えられる。 

ＴＲＯＩ試験ではＵＯ ２ 混合物を用いた場合でもトリガ無しで水

蒸気爆発が発生している例（TROI-10，12，13，14）が報告されてい

る。TROI-10，12 は，溶融物温度が 3800K 程度の高い温度での試験条

件である。また，TROI-13，14 の溶融物温度は，それぞれ 2600K，3000K

であるが，TROI-13 では，温度計測に問題があり実際には 3500K 以上

と推測されている。また，TROI-14 では，二つの温度計が異なる最高

温度（4000K，3200K）を示しており，温度計測の不確かさが大きい

とされている。以上を踏まえると，ＴＲＯＩ試験の溶融物温度はか

なり高い試験条件と考えられ，他の試験で想定しているような実機

条件に近い溶融物温度では水蒸気爆発の発生可能性は十分小さいと

考えられる。 

ＴＲＯＩ試験と実機条件の比較を検討するために，模擬溶融物に

コリウム（ＵＯ２－ＺｒＯ２）を用いた TROI-10，12，23，25 と実機

条件の比較を第 7 表に示す。この表では，第 11 図に示すＲｉｃｏｕ

－Ｓｐａｌｄｉｎｇ式による粒子化割合[9]の概算値を示している。

溶融物温度が高く過熱度が大きい TROI-10，12 では，自発的水蒸気

爆発が観測されている。これに対して，溶融物温度が高く過熱度が

大きいが水深が 1.3m と深い TROI-23 では，水蒸気爆発は発生してい

ない。これは，水深が深いことにより，溶融物粒子が底部に到着す

るまでの沈降時間が長くなり，溶融物粒子が固化しやすいため，溶
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融物粒子が底部に接触することで発生するトリガリングを抑制した

と考えられる[8]。 

水蒸気爆発が発生した TROI-10，12 の粒子化割合は約 60％である

が，水深がより深い TROI-23 では，粒子化割合が約 80％と比較的大

きい値となっており，底部に到達する前に固化する溶融物粒子が比

較的多いと考えられる。一方，水深及び粒子化割合は TROI-10， 12

と同程度であるが，溶融物温度がやや低い TROI-25 では，蒸気発生

による圧力上昇（Steam Spike）は生じているが，水蒸気爆発は発生

していない。溶融物温度が低い場合，過熱度が小さく粒子が固化し

やすいため，水蒸気爆発が抑制されたものと考えられる。 

実機条件では，溶融ジェットの初期直径は計装配管口径（約 4cm）

～制御棒駆動機構ハウジングの直径（約 15cm）程度と想定されるが，

ペデスタル（ドライウェル部）注水対策により水深は 1m となる。こ

れより，粒子化割合は約 35％～90％となるが，溶融物温度が約 2650K

以下と水蒸気爆発が発生したＴＲＯＩ試験よりも十分低いと考えら

れ，大規模な水蒸気爆発の発生の可能性は十分小さいと考えられる。 

また，いくつかのＴＲＯＩ試験では水蒸気爆発が発生したときの

機械的エネルギ変換効率が報告されている（第 5 表）。これらの中で

自発的に水蒸気爆発が発生したとされる TROI-13 の機械的エネルギ

変換効率は 0.4％である。これは，ＡＬＰＨＡ試験（第 1 表）やＫＲ

ＯＴＯＳ試験（第 2 表）で観測されているように，アルミナによる

金属模擬溶融物試験の値に対して比較的小さい値となっている。 

また，ＫＲＯＴＯＳ試験（K46，K52，K53）では，ＵＯ２混合物を

用いた試験でも外部トリガを与えた場合は水蒸気爆発が観測されて

いるが，これらの試験ケースはサブクール度が大きい試験ケースで
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ある（K46 のサブクール度：83K，K52 のサブクール度：102K，K53

のサブクール度：122K）。従って，サブクール度が大きい場合には，

ＵＯ２混合物を用いた場合でも，水蒸気爆発の可能性が高くなること

が考えられる。これは，サブクール度が大きい場合には，粗混合粒

子の蒸気膜の安定度が低下し，蒸気膜の崩壊が発生しやすいことが

要因と考えられる。 

しかし，ＫＲＯＴＯＳ試験の K52，K53 と同程度の高サブクール度

の条件であるＦＡＲＯ試験の L-31（サブクール度：104K），L-33（サ

ブクール度：124K）では，水蒸気爆発が発生していない。これらの

試験のＵＯ２混合物量は，ＫＲＯＴＯＳ試験が数 kg であるのに対し

て 100kg 程度であり，より実機条件に近い。 

また，ＣＯＴＥＬＳ試験の高サブクール試験（A11）でも水蒸気爆

発は発生していない。ＣＯＴＥＬＳ試験は，ＢＷＲの原子炉圧力容

器外ＦＣＩを模擬した試験であり，溶融物に圧力容器内の構造物を

想定したステンレススチールを含んでいる。また，溶融物量も 50kg

程度であり，ＫＲＯＴＯＳ試験よりも実機条件に近い。 

以上より，ＵＯ２混合物の溶融物量が少ないＫＲＯＴＯＳ試験では，

水蒸気爆発が発生しているが，溶融物量が多くより実機体系に近い

大規模試験であるＦＡＲＯ試験，ＣＯＴＥＬＳ試験では，水蒸気爆

発は発生していない。 

ＦＣＩ試験では，水蒸気爆発のトリガを発生させるために，高圧

ガスを封入した装置（ＫＲＯＴＯＳ試験では最大 20MPa のガスを封

入可能な装置）を用いている。水蒸気爆発のトリガは粗混合粒子の

周囲に形成される蒸気膜の崩壊に起因すると考えられており，トリ

ガ装置により圧力パルスを発生させ蒸気膜を不安定化させる効果が
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あると考えられる。実機条件では，このようなトリガ装置で発生さ

せているような圧力外乱となる要因は考えられない。また，溶融物

がプール底部に接触することでトリガ要因となることが考えられる

が，ＢＷＲの原子炉圧力容器外ＦＣＩを模擬したＣＯＴＥＬＳ試験

の試験装置では，ＢＷＲのペデスタル底部と同様に平板コンクリー

トを模擬した試験装置としており，実機条件と同様であるが水蒸気

爆発は観測されていない。 

また，実機条件では，水深が試験条件よりも深くなる可能性があ

るが，水深が深いことにより，溶融物粒子が底部に到達するまでの

沈降時間が長くなり，溶融物粒子が固化しやすい状況となる。この

ため，溶融物粒子が底部に接触することで発生するトリガリングの

リスクは低減する可能性がある。 

以上より，ＢＷＲの実機条件において水蒸気爆発のトリガとなる

特段の要因は考えられないため，実機条件でも水蒸気爆発の発生リ

スクは十分小さいと考えられる。 

上記の試験条件と実機条件の検討より，実機においては，格納容

器の損傷に至る大規模な原子炉圧力容器外水蒸気爆発の可能性は十

分に小さいと考えられる。 
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第 1 表 ＡＬＰＨＡ試験の主要な試験条件及び試験結果[1]

試験名  試験ケース 溶融物組成 溶融物質量 (kg) 圧力 (MPa) 水温度 (K) 水深 (m) 外部トリガ 水蒸気爆発発生
機械的エネルギ

変換効率 (%) 

ALPHA 

STX002 Fe-Al２ O３  20 0.10 289 1.0 No Yes －  

STX003 Fe-Al２ O３  20 0.10 292 1.0 No Yes －  

STX005 Fe-Al２ O３  20 0.10 300 1.0 No Yes －  

STX009 Fe-Al２ O３  20 0.10 289 1.0 No Yes －  

STX016 Fe-Al２ O３  20 0.10 295 0.9 No Yes 0.86 

STX017 Fe-Al２ O３  20 0.10 286 0.9 No Yes 0.66 

STX018 Fe-Al２ O３  20 0.10 283 0.9 No Yes 3.33 

STX001 Fe-Al２ O３  10 0.10 293 1.0 No No －  

STX010 Fe-Al２ O３  10 0.10 297 1.0 No Yes －  

STX013 Fe-Al２ O３  10 0.10 284 1.0 No No －  

STX014 Fe-Al２ O３  20 0.10 372 1.0 No No －  

STX008 Fe-Al２ O３  20 1.60 288 1.0 No No －  

STX012 Fe-Al２ O３  20 1.60 290 1.0 No No －  

STX015 Fe-Al２ O３  20 1.00 282 1.0 No No －  

STX006 Fe-Al２ O３  20 0.10 298 1.0 No No －  

STX011 Fe-Al２ O３  20 0.10 290 1.0 No Yes －  

STX019 Fe-Al２ O３  20 0.10 281 0.9 No Yes 5.67 

STX020 Fe-Al２ O３  20 0.10 281 1.0 No No －  

STX021 Fe-Al２ O３  20 0.10 281 0.9 No Yes 4.05 

2
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第 2 表 ＫＲＯＴＯＳ試験の主要な試験条件及び試験結果[2][3][4 ]

試験名  
試験  

ケース
溶融物組成 

溶融物質量

(kg) 

溶融物温度

(K) 

圧力

(MPa)

サブクール度

(K) 

水深

(m) 

外部  

トリガ  

水蒸気爆発 

発生  

機械的エネルギ

変換効率 (%) 

KROTOS 

K38 Alumina 1.5 2665 0.1 79 1.11 No Yes 1.45 

K40 Alumina 1.5 3073 0.1 83 1.11 No Yes 0.9 

K41 Alumina 1.4 3073 0.1 5 1.11 No No －  

K42 Alumina 1.5 2465 0.1 80 1.11 No Yes 1.9 

K43 Alumina 1.5 2625 0.21 100 1.11 No Yes 1.3 

K44 Alumina 1.5 2673 0.1 10 1.11 Yes Yes 2.6 

K49 Alumina 1.5 2688 0.37 120 1.11 No Yes 2.2 

K50 Alumina 1.7 2473 0.1 13 1.11 No No －  

K51 Alumina 1.7 2748 0.1 5 1.11 No No －  

K32 80wt%UO2-20wt%ZrO2 3.0 3063 0.1 22 1.08 No No －  

K33 80wt%UO2-20wt%ZrO2 3.2 3063 0.1 75 1.08 No No －  

K35 80wt%UO2-20wt%ZrO2 3.1 3023 0.1 10 1.08 Yes No －  

K36 80wt%UO2-20wt%ZrO2 3.0 3025 0.1 79 1.08 Yes No －  

K37 80wt%UO2-20wt%ZrO2 3.2 3018 0.1 77 1.11 Yes No －  

K45 80wt%UO2-20wt%ZrO2 3.1 3106 0.1 4 1.14 Yes No －  

K46 80wt%UO2-20wt%ZrO2 5.4 3086 0.1 83 1.11 Yes Yes －  

K47 80wt%UO2-20wt%ZrO2 5.4 3023 0.1 82 1.11 Yes No  

K52 80wt%UO2-20wt%ZrO2 2.6 3133 0.2 102 1.11 Yes Yes 0.02 

K53 80wt%UO2-20wt%ZrO2 3.6 3129 0.36 122 1.11 Yes Yes 0.05 
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第 3 表 ＦＡＲＯ試験の主要な試験条件及び試験結果[3]

試験名  
試験  

ケース
溶融物組成 

溶融物質量

(kg) 

溶融物温度

(K) 

圧力

(MPa)

サブクール度

(K) 

水深

(m) 

外部  

トリガ  

水蒸気爆発

発生  

機械的エネルギ

変換効率 (%) 

FARO 

L-06 80wt%UO2-20wt%ZrO2 18 2923 5 0 0.87 No No －  

L-08 80wt%UO2-20wt%ZrO2 44 3023 5.8 12 1.00 No No －  

L-11 77wt%UO2-19wt%ZrO2-4wt%Zr 151 2823 5 2 2.00 No No －  

L-14 80wt%UO2-20wt%ZrO2 125 3123 5 0 2.05 No No －  

L-19 80wt%UO2-20wt%ZrO2 157 3073 5 1 1.10 No No －  

L-20 80wt%UO2-20wt%ZrO2 96 3173 2 0 1.97 No No －  

L-24 80wt%UO2-20wt%ZrO2 177 3023 0.5 0 2.02 No No －  

L-27 80wt%UO2-20wt%ZrO2 117 3023 0.5 1 1.47 No No －  

L-28 80wt%UO2-20wt%ZrO2 175 3052 0.5 1 1.44 No No －  

L-29 80wt%UO2-20wt%ZrO2 39 3070 0.2 97 1.48 No No －  

L-31 80wt%UO2-20wt%ZrO2 92 2990 0.2 104 1.45 No No －  

L-33 80wt%UO2-20wt%ZrO2 100 3070 0.4 124 1.60 Yes No －  

第 4 表 ＣＯＴＥＬＳ試験の主要な試験条件及び試験結果[6]

試験名  
試験  

ケース
溶融物組成 

溶融物質量

(kg) 

圧力

(MPa)

サブクール度

(K) 

水深  

(m) 

外部  

トリガ  

水蒸気爆発 

発生  

機械的エネル

ギ変換効率 (%)

COTELS 

A1 55wt%UO2-25wt%Zr-5wt%ZrO2-15wt%SS 56.3 0.20 0 0.4 No No －  

A4 55wt%UO2-25wt%Zr-5wt%ZrO2-15wt%SS 27.0 0.30 8 0.4 No No －  

A5 55wt%UO2-25wt%Zr-5wt%ZrO2-15wt%SS 55.4 0.25 12 0.4 No No －  

A6 55wt%UO2-25wt%Zr-5wt%ZrO2-15wt%SS 53.1 0.21 21 0.4 No No －  

A8 55wt%UO2-25wt%Zr-5wt%ZrO2-15wt%SS 47.7 0.45 24 0.4 No No －  

A9 55wt%UO2-25wt%Zr-5wt%ZrO2-15wt%SS 57.1 0.21 0 0.9 No No －  

A10 55wt%UO2-25wt%Zr-5wt%ZrO2-15wt%SS 55.0 0.47 21 0.4 No No －  

A11 55wt%UO2-25wt%Zr-5wt%ZrO2-15wt%SS 53.0 0.27 86 0.8 No No －  
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第 5 表 ＴＲＯＩ試験の主要な試験条件及び試験結果（1/2） [7][8][ 10] [ 11 ]

試験名  
試験  

ケース
溶融物組成 

溶融物質量

(kg) 

溶融物温度

(K) 

圧力  

(MPa) 

水温度  

(K) 

水深  

(m) 

外部  

トリガ  

水蒸気爆発

発生  

機械的エネルギ

変換効率 (%) 

TROI 

1 99wt%ZrO 2-1wt%Zr 5 >3373 0.1 365 0.67 －  Steam Spike －  

2 99wt%ZrO 2-1wt%Zr 5.5 >3373 0.1 365 0.67 －  No －  

3 99wt%ZrO 2-1wt%Zr 4.88 >3373 0.1 323 0.67 －  No －  

4 99wt%ZrO 2-1wt%Zr 4.2 >3373 0.1 292 0.67 －  Yes －  

5 98.5wt%ZrO 2-1.5wt%Zr 2.9 3373 0.1 337 0.67 －  Yes －  

9 70wt%UO2-30wt%ZrO2 4.3 3200 0.1 296 0.90 －  No －  

10 70wt%UO2-30wt%ZrO2 8.7 3800 0.117 298 0.67 －  Yes －  

11 70wt%UO2-30wt%ZrO2 9.2 >3800 0.111 296 0.67 －  No －  

12 70wt%UO2-30wt%ZrO2 8.4 3800 0.11 293 0.67 －  Yes －  

13 70wt%UO2-30wt%ZrO2 7.7 2600(注 1 )  0.108 292 0.67 －  Yes 0.40 

14 70wt%UO2-30wt%ZrO2 6.5 3000(注 2 )  0.105 285 0.67 －  Yes －  

17 70wt%UO2-30wt%ZrO2      －  No －  

18 78wt%UO2-22wt%ZrO2 9.1     －  －  －  

21 80wt%UO2-20wt%ZrO2 17.0 3000 0.110 298 1.30 No No －  

22 80wt%UO2-20wt%ZrO2 17.0 2900 0.110 297 1.30 No No －  

23 80wt%UO2-20wt%ZrO2 17.0 3600 0.110 293 1.30 No No －  

24 ZrO2 9.5 3600 0.110 288 0.67 No Yes －  

25 70wt%UO2-30wt%ZrO2 15.0 3500 0.110 287 0.67 No Steam Spike －  

26 80wt%UO2-20wt%ZrO2 17.0 3300 0.106 283 0.67 No Steam Spike －  

(注１ )参考文献 [10]によれば温度計測に問題があり，実際には 3500K 以上と推測されている。 

(注２ )参考文献 [10]によれば二つの温度計が異なる最高温度（ 4000K， 3200K）を示しており，計測の不確かさが大きいとされている。 
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第 5 表 ＴＲＯＩ試験の主要な試験条件及び試験結果（2/2） 

試験名
試験  

ケース
溶融物組成 

溶融物質量 

(kg) 

溶融物温度 

(K) 

圧力  

(MPa)

水温度

(K) 

水深

(m) 

外部  

トリガ

水蒸気爆発

発生  

機械的エネルギ

変換効率 (%) 

TROI 

29 50wt%UO2-50wt%ZrO2 11.5     －  No －  

32 87wt%UO2-13wt%ZrO2      －  No －  

34 70wt%UO2-30wt%ZrO2 10.5 ～ 3000  341 0.67 Yes Yes 0.63 

35 70wt%UO2-30wt%ZrO2 8 ～ 3000 0.110 334 1.30 Yes Yes 0.21 

36 70wt%UO2-30wt%ZrO2 5.3 ～ 3000  305 0.95 Yes Yes 0.50 

37 78wt%UO2-22wt%ZrO2 8.1 ～ 3000 0.104 313 0.95 Yes Yes 0.01 

38 78wt%UO2-22wt%ZrO2 5.3 ～ 3000 0.105 288 1.30 －  No －  

39 78wt%UO2-22wt%ZrO2 3.4 ～ 3000 0.106 285 1.30 －  No －  

40 70wt%UO2-30wt%ZrO2 11.1 ～ 3000 0.312 287 1.30 －  No －  

49 
62.3wt%UO2-15wt%ZrO2  

-11.7wt%Zr-11wt%Fe 
15.96 2730(3360)    －  －  －  

50 
59.5wt%UO2-18wt%ZrO2  

-11.9wt%Zr-10.6wt%Fe 
14.46     －  －  －  

51 
60.5wt%UO2-16.7wt%ZrO2  

-12.1wt%Zr-10.7wt%Fe 

6.3 

(14.2 load) 
2695(3420) 0.115 294 1.30 Yes Yes －  

52 
61wt%UO2-16wt%ZrO2 

-12wt%Zr-11wt%Fe 

8.6 

(14.1 load) 
2650 0.116 285 1.30 Yes Steam Spike －  
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第 6 表 ＳＥＲＥＮＡ試験（フェーズ 2）の主要な試験条件及び試験結果[12]

試験名  

試験

ケー

ス  

溶融物組成 
溶融物質量 

(kg) 

溶融物温度 

(K) 

圧力  

(MPa)

水温度

(K) 

水深

(m) 

外部  

トリガ

水蒸気爆発

発生  

機械的エネルギ

変換効率 (%) 

SERENA 

(TROI/ 

KROTOS)

TS-1 73.4wt%UO2-26.6wt%ZrO2 15.4 ～ 3000 0.4 301 1.0 Yes Yes 0.12 

TS-2 68wt%UO2-32wt%ZrO2 12.5 3063 0.2 334 1.0 Yes Yes 0.28 

TS-3 71wt%UO2-29wt%ZrO2 15.9 3107 0.2 331 1.0 Yes Yes 0.22 

TS-4 81wt%UO2-19wt%ZrO2 14.3 3011 0.2 333 1.0 Yes Yes 0.35 

TS-5
76wt%UO2-18.3wt%ZrO2  

-5wt%Zr-0.7wt%U 
17.9 2940 0.2 337 1.0 Yes Steam Spike 0.06 

TS-6
73.3wt%UO2-18.5wt%ZrO2  

-4.9wt%Fe2O 3-3.3wt%FP 
9.3 2910 0.2 338 1.0 Yes Yes 0.66 

KS-1 70wt%UO2-30wt%ZrO2 2.4 2969 0.4 302 1.1 Yes Yes 0.10 

KS-2 70wt%UO2-30wt%ZrO2 3.9 3049 0.2 333 1.1 Yes Yes 0.08 

KS-3 70wt%UO2-30wt%ZrO2 0.8 2850 －  332 1.1 Yes － (注 1 )  － (注 1 )

KS-4 80wt%UO2-20wt%ZrO2 2.3 2958 0.2 332 1.1 Yes Yes 0.18 

KS-5
80.1wt%UO2-11.4wt%ZrO2  

-8.5wt%Zr 
1.7 2864 0.2 327 1.1 Yes 

Energetic 

event(注 2 )
－ (注 2 )

KS-6
73wt%UO2-20.4wt%ZrO2  

-4.1wt%Fe2O 3-2.5wt%FP 
1.7 2853 0.2 340 1.1 Yes Yes ～ 0 

(注 1)実験失敗 

(注 2)計測失敗

2
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第 7 表 ＴＲＯＩ試験と実機条件の比較 

試験ケース 
溶融物温度 

（過熱度） (注 1 )

溶融  

ジェット径 
水深  粒子化割合 (注 2 ) 水蒸気爆発 

TROI-10 
3800K 

(900K) 
6.5cm 0.67m 約 60％  Yes 

TROI-12 
3800K 

(900K) 
6.5cm 0.67m 約 60％  Yes 

TROI-23 
3600K 

(700K) 
7.4cm 1.30m 約 80％  No 

TROI-25 
3500K 

(600K) 
8.0cm 0.67m 約 50％  Steam Spike 

実機条件 
約 2650K 

(約 140K) 
約 4～ 15cm 1m 約 35～ 90％  －  

(注 1)試験条件の過熱度は UO２ ／ ZrO２ の相図 [1 3 ]より固相線温度を約 2900K とした場合の概算値 

   実機条件の過熱度は事故解析結果による下部プレナム部の溶融物（酸化物層）の過熱度の概

算値  

(注 2)Ｒｉｃｏｕ－Ｓｐａｌｄｉｎｇ相関式（図 11）による概算評価値 
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第 1 図 ＡＬＰＨＡ試験装置の概要 

第 2 図 ＡＬＰＨＡ試験の圧力評価の例（STX016）
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添付 3.3.1-21

第 3 図 ＫＲＯＴＯＳ試験装置の概要 

第 4 図 ＫＲＯＴＯＳ試験の代表的圧力変化の例（K37，K42） 
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添付 3.3.1-22

第 5 図 ＦＡＲＯ試験装置の概要 

第 6 図 ＦＡＲＯ試験の圧力変化の例（L-14，L-19） 
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添付 3.3.1-23

第 7 図 ＣＯＴＥＬＳ試験装置の概要 

第 8 図 ＣＯＴＥＬＳ試験の圧力変化の例（A1） 
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添付 3.3.1-24

第 9 図 ＣＯＴＥＬＳ試験の各試験ケースの圧力変化 

第 10 図 ＴＲＯＩ試験装置の概要  
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添付資料 3.3.2 

添付 3.3.2-1 

ＪＡＳＭＩＮＥ解析について 

1. 計算体系の幾何形状 

ＪＡＳＭＩＮＥの計算体系にてモデル化した領域を第 1 図に示す。モデル

化した領域は，原子炉圧力容器底部，ペデスタル（ドライウェル部）側面及

び床面となる。 

第 1 図 ＪＡＳＭＩＮＥの計算体系にてモデル化した部分 

2. メッシュ分割 

第 1 図に示す計算体系に対するＪＡＳＭＩＮＥコードでのメッシュ分割を

第 2 図に示す。メッシュ分割数は，ＪＡＳＭＩＮＥコードの制限値(X 軸 30

セル，Y 軸 40 セル)以内で，おおむね均等セルとなるよう調整した。 

計算モデル部分 
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添付 3.3.2-6 

第3表 主な入力条件（2／2） 

No. 入力 値（定義） 単位 備考 

13 
トリガリングタイミ

ング 

粗混合融体質量の

最初のピークとな

る時刻 

［sec］ 

水蒸気爆発により発生する運動エ

ネルギーが最も大きくなると考え

られる条件として設定 

14 トリガ閾値 5×10５ ［Pa］ 

マニュアルによるトリガ圧力の設

定範囲500kPa-10MPaより，500kPaを

設定 

15 
フラグメンテーショ

ンモデル 

Caracharios 

（1983）モデル 
［－］ － 

16 
フラグメンテーショ

ン条件 

粒子温度の平均温

度が融点以上 
［－］ － 

17 
フラグメンテーショ

ン係数 
0.35 ［－］ 

文献[1]記載のＪＡＥＡが実施した

検証解析に用いられる条件を採用 

18 
フラグメンテーショ

ン時間 
1×10－３ ［sec］ 

19 
蒸発に用いられる 

エネルギー割合 

融体の寄与：0.02 

フラグメント放熱

の寄与：0.7 

［－］ 

20 

フラグメンテーショ

ンにおけるボイド緩

和係数 

ボイド率0.3～

0.75でカットオフ 
［－］ 

21 トリガ点圧力 1×10７ ［Pa］ 

ピーク圧力よりも低くかつトリガ

閾値圧力500kPaよりも十分大きい

圧力として設定 

22 トリガ点ガス割合 
粗混合解析結果の

引き継ぎ 
［－］ 

トリガ気相割合は，粗混合解析の結

果に基づきトリガ発生時点でのト

リガセルでの気相割合を設定 

23 トリガ点ガス温度 1,000 ［K］ 
文献[1]記載のＪＡＥＡが実施した

検証解析に用いられる条件を採用 

[1] K.Moriyama, et al, Steam Explosion Simulation Code JASMINE v.3 

 User’s Guide, JAEA-Data/Code 2008-014,July 2008. 
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添付 3.3.2-7 

7. 解析結果 

第 3 図に水蒸気爆発に伴う運動エネルギーの推移を示す。水蒸気爆発の発

生を想定した場合にペデスタル（ドライウェル部）の水に伝達される運動エ

ネルギーの最大値は約 3.3MJ である。 

第3図 水蒸気爆発による運動エネルギーの推移 
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添付資料 3.3.3 

添付 3.3.3-1 

水蒸気爆発評価の解析モデルについて 

1. はじめに 

  本資料は，格納容器破損防止対策に関する重大事故等対策の有効性評価に

おいて，格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作

用」に対して，水蒸気爆発（以下，本資料において「ＳＥ」という。）の発

生を仮定した場合のペデスタルの構造評価に適用するＬＳ－ＤＹＮＡコード

の解析モデルについて整理したものである。 

2. 計算要素 

  ＬＳ－ＤＹＮＡコードでは，３次元のペデスタルの構造応答の観点より，

計算要素は以下のとおり設定している。 

・構造材に力を伝える流体には，流体に対して移動境界を比較的容易に表

せる ALE Solid 要素を用いる。 

・鉄筋コンクリートのコンクリート部分には、境界面が移動又は変形して

もメッシュが追従し，主として固体に適用性がある Lagrange Solid 要素

を用いる。 

・鉄筋コンクリートの鉄筋部分には、Lagrange 要素のうち細い棒状の固体

に対して適用性がある Lagrange Beam 要素を用いる。 

3. 境界条件 

  ペデスタルは原子炉圧力容器（以下，本資料において「ＲＰＶ」という。）

を支持する，上層円筒部と下層円筒部の間に床スラブを有する円筒形の鉄筋

コンクリート構造の構築物である。 

解析は３次元モデルを用いて，気相部，液相部，爆発源，コンクリート及
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添付 3.3.3-2 

び鉄筋を 1／2 体系でモデル化している。なお，人通用開口部の下端はペデス

タル水面より 2m 程度上の位置であり，ＳＥによる動的荷重は直接作用しない

ことから，当該モデルでは人通用開口部は模擬しない。 

ペデスタルは基部の格納容器との取り合い部を介して，ＲＰＶ等から作用

する荷重を基礎マットに伝達する構造であることから，格納容器との取り合

い部を固定境界とする。ＲＰＶは上部のスタビライザに支持されており，ま

た，ペデスタル外の領域にはコンクリート床（ダイアフラムフロア）等の周

辺構造が存在するが，ペデスタルの変形を保守的に大きく評価する観点より，

これら周辺構造物による拘束効果は考慮しない。 

ペデスタルのＲＰＶ支持機能を評価する観点で，ペデスタル上部に作用す

るＲＰＶ，原子炉しゃへい壁の自重を考慮する。 

ＳＥによってもペデスタル床スラブのデブリ保持機能が維持されることを

評価する観点より，解析時刻 0 秒より床スラブに対してＳＥ発生前から生じ

るデブリジェットによる動的荷重を考慮する。また，保守的にＳＥ発生後の

デブリ荷重も考慮することとし，解析時刻 50 ミリ秒からＳＥ発生後に生じる

デブリジェットによる動的荷重，及びペデスタル内構造物を含むデブリの自

重を負荷する。 

ペデスタルの構造概要図を図3-1に，解析モデル境界条件を図3-2に示す。

また，表 3-1 に荷重条件を示す。 
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4. 材料モデル 

 4.1 流体モデル 

流体の影響を考慮する際，特定の粒子の運動を知るより，空間に固定さ

れたメッシュ内での流動状態や時間変化を知る方が重要である。また，構

造材との連成を考慮した場合，流体は移動境界を比較的容易に表せる ALE

要素を用いるのが適当である。以下に流体要素のプロパティ一覧を示す。 

表 4-1 要素プロパティ一覧 

部位 要素 

爆発源 ALE 要素（Solid） 

液相 ALE 要素（Solid） 

気相 ALE 要素（Solid） 

 4.2 構造材モデル 

構造材の変形を考慮する際，構造材メッシュの変形を考慮する必要があ

る。メッシュ自体の変形を考慮する場合，粒子の集まりが時間とともに，

どのように動いていくか（メッシュ点がどのように動いていくか）に着目

する Lagrange 要素を用いるのが適当である。 

鉄筋コンクリートのコンクリート部分については，板厚が大きく，かつ，

モデル中に鉄筋を含める必要があるため Lagrange（Solid）要素を用いる。 

鉄筋については，少ない要素数で解析精度が確保できる Lagrange（Beam）

要素を用いる。 

以下に構造材要素のプロパティ一覧を示す。 
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図 5-1 ＬＳ－ＤＹＮＡにおける爆発源の設定方法 

液相

気相
溶 融 炉

心 ジ ェ

ット

溶融炉心放出量，物性値 

ペデスタル条件（圧力，温度） 

流体運動エネルギ最大値 

粗混合領域圧力最大値 

爆発源開放エネルギ※

爆発源圧力※

爆発源（初期状態） 

気相

液相

爆発源 

エネルギ開放 

ペデスタル 

粗混合，水蒸気爆発解析 

(JASMINE:円筒 2 次元体系) 

※LS-DYNA の爆発源圧力及び流体運動エネルギが

JASMINEの爆発源圧力及び流体運動エネルギを包絡

するように設定 

構造応答解析 

(LS-DYNA：3 次元体系，1/2 領域) 

ペデスタルの最大応力／ひずみ量／変位量 

V0

エネルギ開放 

圧力波 
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6. 解析フロー 

 図 6-1 にＬＳ－ＤＹＮＡの解析フローを示す。 

図 6-1 ＬＳ－ＤＹＮＡコード解析フロー図  

ＪＡＳＭＩＮＥ解析結果 

・爆発源の最大圧力 

・流体の最大運動エネルギ 

爆発源の形状を設定 

構造材及び流体メッシュの作成 

プラントデータ 

・ペデスタル形状 

・構造材材質 

・材料物性値 

ＬＳ－ＤＹＮＡコード入力 

解析結果出力 

・構造材のひずみ量 

・構造材の変位量 

・構造材の発生応力 

・各セルの圧力 等 

ＬＳ－ＤＹＮＡ 

爆発源圧力及び開放エネルギの調整 

爆発源圧力及び流体の運動エネルギを確認 

ＡＬＥ法を用いた流体―構造材連成解析 
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7. 入出力 

ＬＳ－ＤＹＮＡコードの主要な入出力は図 6-1 に示した解析フロー図にも

示されるとおりである。ＬＳ－ＤＹＮＡコードのインプットデータは以下の

とおり構成される。 

① ペデスタル構造物の幾何形状 

② 各構造物に対する拘束条件 

③ 材料の物性値 

④ 流体及び構造材のメッシュデータ 

⑤ 流体及び構造材の要素タイプ 

⑥ 爆発源の形状・位置 

（ＪＡＳＭＩＮＥコードの評価条件・結果に基づく） 

⑦ 爆発源の最大圧力，エネルギ 

（ＪＡＳＭＩＮＥコードによる評価結果に基づく） 

⑧ 側壁及び床スラブの力積履歴 

（ＪＡＳＭＩＮＥコードによる評価結果に基づく） 

上記をインプットデータとして，水蒸気爆発発生時の構造材衝撃荷重応答

を評価し，以下の主要なアウトプットデータを得る。 

① 構造材のひずみ量 

② 構造材の変位量 

③ 構造材の発生応力 

④ 各セルの圧力 
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別添 

運動エネルギから圧力として伝わるときの考え方について 

 ＬＳ－ＤＹＮＡコードの評価は，ＪＡＳＭＩＮＥコードの解析結果に基づき

設定した水蒸気爆発時の流体の運動エネルギ及び爆発源の圧力に基づいて実施

している。すなわち，ＬＳ－ＤＹＮＡコードの評価での水蒸気爆発時の流体運

動エネルギ及び爆発源の圧力がＪＡＳＭＩＮＥコードの評価における全領域の

流体運動エネルギ及び爆発源の圧力と同等となるように設定している。これは，

水蒸気爆発発生時には溶融デブリからの熱エネルギが，爆発による圧力波を介

して流体側に運動エネルギとして伝わりこれが構造材のペデスタル壁に作用す

るためであり，この運動エネルギ及び爆発源の圧力を解析条件としてＬＳ－Ｄ

ＹＮＡコードの評価に引き渡すことにより，ペデスタルの構造健全性を適切に

評価できると考えられるためである。 

 上記の考え方の妥当性を確認するために，ＪＡＳＭＩＮＥコードの解析によ

る水蒸気爆発時の壁面及び床スラブの力積履歴と，ＬＳ－ＤＹＮＡコードの解

析における爆発源設定時の壁面及び床スラブの力積履歴を比較した。別添図

1-1 及び別添図 1-2 に示すとおり，ＬＳ－ＤＹＮＡコードの解析における壁面

及び床スラブの力積履歴はＪＡＳＭＩＮＥコードの解析よりも大きく，解析条

件として保守的であることが確認できる。 
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別添図 1-1 ＳＥによる側壁力積履歴の比較 

別添図 1-2 ＳＥによる床スラブ力積履歴の比較 
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添付 3.3.4-1 

水蒸気爆発の発生を想定した場合の格納容器の健全性への影響評価 

1. 評価目的 

  溶融炉心（以下，本資料において「デブリ」という。）が原子炉圧力容器

（以下，本資料において「ＲＰＶ」という。）の破損口から落下した際に水

蒸気爆発（以下，本資料において「ＳＥ」という。）が発生する可能性は，

これまでの知見からも極めて低いと考えられる。しかしながら，ＳＥが発生

した場合を考慮し，格納容器の健全性に対する影響を確認しておくことは格

納容器下部への水張り等の格納容器破損防止対策の適切性を確認する上でも

有益な参考情報になると考える。このため，ここではデブリ落下時のＳＥ発

生を想定し，その際の格納容器健全性を評価する。 

2. 評価方針 

  設置許可基準第三十七条（重大事故等の拡大の防止等）解釈の要求事項，

及び鉄筋コンクリート造の上下層円筒部の中間に床スラブを有する東海第二

発電所のペデスタル構造を踏まえ，ＳＥの影響に対するペデスタルの構造健

全性を評価し，ペデスタルに要求されるＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能

が損なわれないことを確認する。 

3. 評価方法 

 (1) 評価条件 

   ＳＥの影響を評価するにあたっては，ＳＥによって発生するエネルギ，

発生エネルギによる圧力伝播挙動及び構造応答が重要な現象となる。よっ

て，これらの現象を適切に評価することが可能であるＳＥ解析コードＪＡ

ＳＭＩＮＥ，汎用有限要素解析コードＬＳ－ＤＹＮＡを用いてペデスタル
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の構造健全性を評価する。これらの解析コードに対して構築した評価モデ

ル及び入力の詳細は添付資料 3.3.2 及び添付資料 3.3.3 に示している。な

お，ペデスタル（ドライウェル部）の水位は 1m とし，コリウムシールドは

模擬しない条件とする。 

 (2) 判断基準 

   炉心損傷防止に失敗し，重大事故の発生を想定する防護レベルにおいて，

格納容器の健全性維持に必要な安全機能であるＲＰＶ支持機能及びデブリ

保持機能が損なわれないことを確認する観点から，本評価では構造物が終

局限界状態に至らないことを確認するための判断基準を設定する。 

   第 1 表にペデスタル構造健全性評価の判断基準を示す。 

  ａ．側壁（ＲＰＶ支持機能） 

    ペデスタルの側壁は上下層円筒構造であることから，同様な円筒形状

の構築物の設計規格が示されている，発電用原子力設備規格コンクリー

ト製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）（以下「ＣＣＶ

規格」という。）を準用して判断基準を設定する。 

    コンクリートの圧縮ひずみについては，ＣＣＶ規格 CVE-3511.2 荷重状

態Ⅳのシェル部コンクリートの許容ひずみである 3,000μを基準として，

ＲＰＶ支持機能に影響を及ぼす範囲の圧壊が生じないこととする。鉄筋

の引張ひずみについては，ＣＣＶ規格 CVE-3511.2 荷重状態Ⅳの鉄筋の許

容ひずみである 5,000μを超えないこととする。ＳＥ時に発生する面外

方向のせん断については，ＣＣＶ規格 CVE-3514.2 荷重状態Ⅳにおける終

局面外せん断応力度を設定し，上部側壁で 3.09N／mm２，下部側壁で 2.65N

／mm２を超えないこととする。別添 1 に終局面外せん断応力度の算定過

程を示す。 
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    また，ＳＥは爆発事象であり衝撃荷重が問題となることから，建築物

の耐衝撃設計の考え方（（社）日本建築学会，2015））（以下「ＡＩＪ

耐衝撃設計の考え方」という。）において進行性崩壊回避の考え方が示

されていることを参考に，構造物の崩壊に対する健全性を確認する観点

より，ＳＥによる側壁の変位が増大しないことを確認することとする。 

  ｂ．床スラブ（デブリ保持機能） 

    コンクリートの圧縮ひずみについては，側壁と同様にＣＣＶ規格を準

用することとし，荷重状態Ⅳのコンクリートの許容ひずみである 3,000

μを基準として，デブリ保持機能に影響を及ぼす範囲の圧壊が生じない

こととする。鉄筋についても側壁と同様に荷重状態Ⅳの鉄筋の許容ひず

みである 5,000μを超えないこととする。 

    ペデスタルは上下層円筒部の中間に円盤形の床スラブを有する構造で

あるが，この構造に対する面外せん断の判断基準設定にあたり，ＣＣＶ

規格には適した規定がないことから，コンクリート標準示方書［構造性

能照査編］（（社）土木学会，2002））（以下，「コンクリート示方書」

という。）に基づく終局面外せん断応力度を設定し，4.33N／mm２を超え

ないこととした。別添 2 に終局面外せん断応力度の算定過程を示す。 

    また，側壁と同様に，ＡＩＪ耐衝撃設計の考え方を参考に，構造物の

崩壊に対する健全性を確認する観点より，ＳＥによる床スラブの変位（た

わみ量）が増大しないことを確認することとする。 

4. 評価結果 

 (1) 側壁（ＲＰＶ支持機能） 

  ａ．側壁の変位 

    第 1 図に側壁の半径方向変位時刻歴を示す。最大変位はＸ方向で約
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0.16mm にとどまり，変位は増大していないことから，ＳＥ後の構造物の

進行性の崩壊はない。 

  ｂ．コンクリートの圧縮ひずみ 

    第 3 図に最小主ひずみ（圧縮ひずみ）分布を示す。側壁にはＣＣＶ規

格に基づく許容ひずみ 3,000μを超える部位は生じないことから，機能

に影響を及ぼす圧壊は生じない。 

  ｃ．鉄筋の引張ひずみ 

    第 4 図に鉄筋の軸ひずみ（引張ひずみ）分布を示す。側壁の鉄筋に発

生する軸ひずみは約 184μであり，ＣＣＶ規格に基づく許容ひずみ 5,000

μを超えない。 

  ｄ．側壁の面外せん断 

    第 2 表に側壁の面外せん断評価結果を示す。発生するせん断応力度は

上部約 0.93N／mm２及び下部約 0.77N／mm２であり，それぞれのＣＣＶ規

格に基づく終局面外せん断応力度である，3.09N／mm２及び 2.65N／mm２

を超えない。 

 (2) 床スラブ（デブリ保持機能） 

  ａ．床スラブの変位（たわみ量） 

    第 2 図にペデスタル側壁の鉛直方向変位の時刻歴を示す。最大変位は

約 2.0mm とどまり，変位は増大していないことから，ＳＥ後の構造物の

進行性の崩壊はない。 

  ｂ．コンクリートの圧縮ひずみ 

    第 3 図に示したとおり，ＣＣＶ規格に基づく許容ひずみ 3,000μを超

える部位は，床スラブ上面の僅かな範囲にとどまることから，機能に影

響を及ぼす圧壊は生じない。 
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  ｃ．鉄筋の引張ひずみ 

    第 4 図に示したとおり，床スラブの鉄筋に発生する軸ひずみは約 364

μであり，ＣＣＶ規格に基づく許容ひずみ 5,000μを超えない。 

  ｄ．床スラブの面外せん断 

    第 3 表に床スラブの面外せん断に対する評価結果を示す。発生するせ

ん断応力度は約 3.70N／mm２であり，終局面外せん断応力度 4.33N／mm２

を超えない。 

  第 4 表にペデスタル構造健全性評価の評価結果のまとめを示す。 

5. まとめ 

  ＳＥ解析コードＪＡＳＭＩＮＥ，汎用有限要素解析コードＬＳ－ＤＹＮＡ

により，ＳＥの発生を想定した場合の格納容器健全性への影響を評価した。

その結果，ＳＥ時のペデスタル（ドライウェル部）床面及び壁面に発生する

応力やひずみは判断基準を満足し，ＳＥ後においても変位の増大はないこと

から，ペデスタルに要求されるＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能が損なわ

れないことを確認した。したがって，ＳＥの発生を想定した場合であっても，

格納容器の健全性は維持される。 
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第 1 表 ペデスタル構造健全性評価の判断基準 

機能 評価部位 項目 判断基準 準用規格等 

Ｒ
Ｐ
Ｖ
支
持
機
能

側
壁

コ
ン
ク
リ
ー
ト

変位 変位が増大せず，ＳＥ後の構造物の進行性の崩壊がない ＡＩＪ耐衝撃設計の考え方 

圧縮ひずみ 機能に影響を及ぼす範囲の圧壊（3,000μ）が生じない ＣＣＶ規格 CVE-3511.2 

面外せん断 
終局面外せん断応力度（上部側壁：3.09 N／mm２，下部側壁

2.65N／mm２）を超えない 
ＣＣＶ規格 CVE-3514.2 

鉄
筋

引張ひずみ 許容ひずみ（5,000μ）を超えない ＣＣＶ規格 CVE-3511.2 

デ
ブ
リ
保
持
機
能

床
ス
ラ
ブ

コ
ン
ク
リ
ー
ト

変位 変位が増大せず，ＳＥ後の構造物の進行性の崩壊がない ＡＩＪ耐衝撃設計の考え方 

圧縮ひずみ 機能に影響を及ぼす範囲の圧壊（3,000μ）が生じない ＣＣＶ規格 CVE-3511.2 

面外せん断 終局面外せん断応力度（4.33N／mm２）を超えない コンクリート示方書 

鉄
筋

引張ひずみ 許容ひずみ（5,000μ）を超えない ＣＣＶ規格 CVE-3511.2 

2
8
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第 2 表 側壁の面外せん断に対する評価結果 

評価部位 発生応力度 判断基準 評価※

側壁上部 約 0.93 N／mm２ 3.09 N／mm２ 〇 

側壁下部 約 0.77 N／mm２ 2.65 N／mm２ 〇 

※：「〇」解析結果の発生応力度が判断基準を満足する 

第 3 表 床スラブの面外せん断に対する評価結果 

評価部位 発生応力度 判断基準 評価※

床スラブ 約 3.70 N／mm２ 4.33 N／mm２ 〇 

※：「〇」解析結果の発生応力度が判断基準を満足する 

286



添
付

3
.
3
.
4
-
8
 

第 4 表 ペデスタル構造健全性評価の評価結果のまとめ 

機能 評価部位 項目 判断基準 解析結果 評価※

Ｒ
Ｐ
Ｖ
支
持
機
能

側
壁

コ
ン
ク
リ
ー
ト

変位 変位が増大せず，ＳＥ後の構造物の進行性の崩壊がない 変位は増大しない ○ 

圧縮ひずみ 機能に影響を及ぼす範囲の圧壊（3,000μ）が生じない 圧壊は側壁に生じない ○ 

面外せん断 
終局面外せん断応力度（上部側壁：3.09N／mm２，下部側壁

2.65N／mm２）を超えない 

上部側壁：約 0.93N／mm２

下部側壁：約 0.77N／mm２ ○ 

鉄
筋引張ひずみ 許容ひずみ（5,000μ）を超えない 約 184μ ○ 

デ
ブ
リ
保
持
機
能

床
ス
ラ
ブ

コ
ン
ク
リ
ー
ト

変位 変位が増大せず，ＳＥ後の構造物の進行性の崩壊がない 変位は増大しない ○ 

圧縮ひずみ 機能に影響を及ぼす範囲の圧壊（3,000μ）が生じない 
圧壊は床スラブ上面の 

僅かな範囲にとどまる 
○ 

面外せん断 終局面外せん断応力度（4.33N／mm２）を超えない 約 3.70N／mm２ ○ 

鉄
筋

引張ひずみ 許容ひずみ（5,000μ）を超えない 約 364μ ○ 

※：「○」解析結果が判断基準を満足する 

2
8
7
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添付 3.3.4-12 

別添 1 

側壁の終局面外せん断応力度 

1. 算定条件 

  ペデスタルの側壁は，円筒形シェル構造であることから，ＣＣＶ規格

CVE-3514.2 荷重状態Ⅳにおけるシェル部の終局面外せん断応力度の算定式

を適用し，側壁の終局面外せん断応力度を算定する。第 1 図に算定対象部位

を示す。 

� 10	 		/		 13.2
  ここで，

：終局面外せん断応力度（N／mm２） 

：円周方向主筋の鉄筋比（－）

：鉄筋の許容引張応力度（N／㎜２）

β ：次の計算式により計算した値 β � 	
r ：シェル部の胴の厚さの中心までの半径(mm)

t ：シェル部の胴の厚さ(mm) 
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添付 3.3.4-14 

第 1 図 算定対象部位 

側壁 

床スラブ 
上部側壁 

下部側壁 
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添付 3.3.4-15 

別添 2 

床スラブの終局面外せん断応力度 

1. 算定条件 

  ＳＥ時の床スラブのせん断力に対する検討は，コンクリート示方書に基づ

き，終局限界状態に至らないことを確認する。評価対象となる床スラブの形

状は円盤形であり，ＳＥによる分布荷重を受ける。 

  せん断に対する検討に際して，分布荷重を受ける円盤スラブの部材応力分

布について，機械工学便覧を参照し，対象とする部材のせん断力の最大値が

生じている断面の曲げモーメント及びせん断力と躯体の形状寸法より，せん

断スパン比が 1.0 以下であることを確認した。一般的に，せん断スパン比が

1.0 以下である梁部材はディープビームと呼ばれており，本検討では，コン

クリート示方書に示されるディープビームの設計せん断耐力式を適用し，床

スラブの終局面外せん断応力度を設定する。 

V � 	 	/		

  ここで， 

� 0.19	  （N／mm２） 

� 1 	     ただし， �1.5 となる場合は 1.5 とする 

� 100	   ただし， �1.5 となる場合は 1.5 とする 

� �	 /	 �
 ：コンクリートの設計圧縮強度（N／mm２） 

d ：有効せい（m） 

 ：引張鉄筋比（－） 

：せん断スパン比（－） 

 ：腹部の幅（mm） 

 ：部材係数（－） 
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添付 3.3.4-17 

,	 	 	 /	 � � /	 � .	 	 	  for | | 30	
with 

＝
1

5 � 9	 /	

,	 	 	  ：衝撃時の圧縮強度 

 ：圧縮強度 ＝ 225kg／cm２×0.0980665 ≒ 22.06 MPa 

 ：10MPa 

 ：ひずみ速度※ ＝ 0.5 s－１

 ：30×10－６ s－１

※：ＬＳ－ＤＹＮＡコードを用いたＳＥ解析における床スラブ端部のひずみ速度に基づき設定 

  以上より，圧縮強度の動的増倍率は 1.49 となる。 

3. 算定結果 

  ディープビームの設計せん断耐力V は，約 6,078 kN となり，終局面外せ

ん断応力度として 4.33 N／mm２となる。 
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添付 3.3.4-20 

方向（1～j 行目）の各要素のせん断力（Q（1，1）～Q（1，j））を合算した

値（ �	 ， �）に 1 列目のせん断断面積（ �	 ， �）で除して，スラブ端

部 1 列目の面外せん断応力度（τ1）を算定する。したがって，ｋ列目の面外

せん断応力度（τk）は，τk＝ �	 ， � / �	 ， �で表すことができる。

次に，列毎の面外せん断応力度（τ1～τk）に，それぞれの半径方向要素幅

を乗じて合算した値を検討範囲の幅で除すことにより，検討範囲における面

外せん断応力度を算定する。第 1 表に本手順により算定したＳＥ発生時の面

外せん断応力度を示す。 

第 1 表 ＳＥ発生時の面外せん断応力度 

評価対象部位 発生応力度 

側壁 
上部 約 0.93 N／mm２

下部 約 0.77 N／mm２

床スラブ 約 3.70 N／mm２
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添付 3.3.4-22 

第 2 図 曲げモーメント及びせん断力分布の関係 

第 3 図 床スラブの形状及び発生するせん断力分布の概念 

曲げモーメント（Ｍ）分布図 

� 2�2
8

せん断力（Ｑ）分布図 

� 2�
2

：部材長 

：分布荷重 

：部材長 

：分布荷重 
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添付 3.3.4-24 

第 6 図 床スラブ端部躯体形状概念図 

第 7 図 直交座標系応力成分 

＜1 列目の面外せん断応力の算出＞
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添付 3.3.4-25 

別添 4 

ペデスタルに作用する圧力について 

1. ペデスタル躯体に作用する圧力の分布 

  水蒸気爆発は，溶融デブリが水中に落下し，融体が膜沸騰状態で分散混合

することで粗混合領域が形成され，さらに，この粗混合量領域においてトリ

ガリングが発生することで，融体の細粒化，急速放熱に伴い圧力波が粗混合

領域内を伝播し，この相互作用の結果，高圧領域（爆発源）が形成される事

象である。ペデスタル中心でＳＥが発生すると，高圧領域より生じた圧力波

は，水中で減衰（距離減衰）しながら側壁の方向へ進行する。 

  第 1 図及び第 2 図にＬＳ－ＤＹＮＡ解析におけるペデスタル躯体に作用す

る圧力の分布を示す。ＬＳ－ＤＹＮＡ解析では，床スラブには最大約 55MPa，

側壁には最大約 4MPa の圧力が作用する。 

  なお，ＬＳ－ＤＹＮＡにおける爆発源の調整の結果，側壁及び床スラブの

力積がＳＥ解析コードＪＡＳＭＩＮＥの解析結果を包絡していることを確認

している。（添付資料 3.3.3 別添） 
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添付 3.3.4-30 

別添 5 

ＳＥ後のコンクリートの残留ひび割れの影響（参考） 

1. はじめに 

  東海第二発電所では，ＳＥによって残留熱除去系及び代替循環冷却系の水

源となるサプレッション・プールに大量のデブリが移行するような経路が形

成されないことを確認するため，ＳＥによってペデスタルの構造が終局状態

に至らないことを評価し，ＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能が維持される

ことを確認している。しかしながら，ＳＥによって躯体に生じた残留ひび割

れより，デブリの冷却水がペデスタルの外へ漏えいすることも考えられるこ

とから，デブリ冷却性の観点で残留ひび割れからの漏水影響を検討する。 

2. 残留ひび割れ幅の算定 

 (1) 算定方法 

   ＬＳ－ＤＹＮＡコードによるＳＥ解析終了時刻における鉄筋の軸方向の

引張応力状態により，コンクリート標準示方書［設計編］（（社）土木学

会，2012））（以下，「コンクリート示方書［設計編］」という。）のひ

び割れ幅の算定式を用いてペデスタル躯体の残留ひび割れ幅を算定する。 

   鉄筋コンクリート部材に曲げモーメントが作用した場合，曲げモーメン

トの増加と共にひび割れが発生し，その本数が増加することでひび割れ間

隔が小さくなっていく。しかし，曲げモーメントがある程度以上大きくな

ると，新たなひび割れが発生しない状態となる。この時，鉄筋コンクリー

トのひび割れ幅（ ）は，一般的に（1）式で表すことができ，鉄筋コン

クリートのひび割れ間隔に，ひび割れ間のコンクリートと鉄筋のひずみ差

を乗じた値として与えられることになる。 
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添付 3.3.4-31 

� � �  …（1） 

  ここで， 

 ：ひび割れ間隔 

 ：鉄筋とコンクリートのひずみ差 

   これを基に，コンクリート標準示方書［設計編］では，鉄筋のかぶりや

鋼材の表面形状等を考慮し，（2）式のように示されている。 

� 1.1	 �4	 � 0.7� �� � 	  …（2） 

  ここで， 

 ：鉄筋の表面形状がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数（－） 

 ：コンクリートの品質がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数で（3）

式による 

� � 0.7 …（3） 

 ：コンクリートの圧縮強度（N／mm２） 

 ：引張鋼材の段数の影響を表す係数で（4）式による 

� �	 �
 …（4） 

 ：引張鋼材の段数（－） 

 ：かぶり（mm） 

 ：鋼材の中心間隔（mm） 

 ：鋼材径（mm） 

 ：鋼材位置のコンクリートの応力が 0 の状態からの鉄筋応力度の増

加量（N／mm２） 

 ：鉄筋のヤング係数（N／mm２） 

 ：コンクリートの収縮及びクリープ等によるひび割れ幅の増加を考

慮するための数値（－） 

   （1）式及び（2）式よりＳＥによりペデスタル躯体に生じる残留ひび割

れ幅（ ）を算出する。 

� 	 � 	  …（5） 
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添付 3.3.4-33 

3. ＳＥ後の残留ひび割れによる漏水影響の検討 

 (1) ペデスタル躯体の応力状態を考慮した漏水影響の検討 

   残留ひび割れによる漏水影響が表れやすいと考えられる床スラブを対象

に，ペデスタル躯体の応力状態より漏水影響について検討する。 

   第 2 図に鉄筋の応力－ひずみ関係を示す。解析終了時刻における床スラ

ブ下端鉄筋の 1 段目の軸方向の引張ひずみは 200μ程度である。これは，

鉄筋の応力－ひずみ関係で表現した場合，ほぼ初期状態に当たる長期許容

応力度（195N／mm２）の 1／5 に相当する応力レベルであり，床スラブ下端

側に作用する引張応力に対する強度は損なわれていない。 

   第 3 図に床スラブ断面応力状態を示す。ＳＥ後にはデブリ自重等の荷重

が作用した状態となることから，構造的に床スラブ断面内では中立軸を境

に鉄筋が配置される床スラブ下端側に引張応力が作用するが，床スラブ上

端側ではひび割れを閉鎖させる方向の圧縮応力が作用する。また，ＳＥ後

においても，ペデスタル（ドライウェル部）へ落下したデブリによって床

スラブの上端側のコンクリートが加熱されることで，圧縮応力が作用した

状態となる。 

   以上のことより，ペデスタル躯体の応力状態を考慮すると，実機におい

てＳＥ後の残留ひび割れが生じた場合においても，漏水量は相当小さい値

になると考えられる。 
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添付 3.3.4-35 

4. 残留ひび割れからの漏水を仮定したデブリ冷却性への影響評価 

  前述のとおり，ペデスタル躯体の応力状態や既往の知見等を考慮すると，

実機において残留ひび割れから漏えいが発生した場合においても，漏水量は

相当小さくなると考えられるが，ここでは残留ひび割れからの漏水を仮定し

た場合のデブリ冷却性への影響について定量的に検討する。 

 (1) 漏水量の評価 

   漏水量は「コンクリートのひび割れ調査，補修・補強指針－2009－付：

ひび割れの調査と補修・補強事例（社団法人日本コンクリート工学協会）」

における漏水量の算定式に基づき，残留ひび割れ幅に対する漏水量を評価

する。なお，本評価における算定条件は漏水量を多く見積もる観点で保守

的な設定とする。 

   【漏水量算定式】 

Q � 12	
   ここで， 

Q ：漏水量（mm３／s） 

 ：低減係数（－） 

 ：ひび割れ長さ（mm） 

w ：ひび割れ幅（mm） 

 ：作用圧力（N／mm２） 

ν ：水の粘性係数（Ns／mm２） 

 ：部材の厚さ（ひび割れ深さ）（mm） 
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添付 3.3.4-37 

 (2) 漏水量の算定結果 

   上記の条件にて求めた漏水量は，側壁部で約 0.05m３／h，床スラブで約

0.38m３／h となり，合計約 0.43m３／h である。 

 (3) 漏水量に対するデブリ冷却性への影響評価 

   算定した床スラブ及び側壁の漏水量は合計で約 0.43m３／h であるが，こ

れに対して格納容器下部注水系（常設）にて 80m３／h のペデスタル注水が

可能である。したがって，万が一ＳＥ後のコンクリートの残留ひび割れに

よる漏水が生じた場合においても，漏水量を十分に上回る注水量を確保で

きることから，デブリ冷却性への影響はない。 

5. まとめ 

  ＬＳ－ＤＹＮＡコードの解析結果に基づきペデスタル躯体に発生する残留

ひび割れ幅は側壁部で約 0.05mm，床スラブ部で約 0.13mm であることを評価

した。これに対して，ペデスタル躯体の応力状態，既往の知見等を考慮する

と残留ひび割れからの漏水量は相当小さくなると考えられる。さらに，残留

ひび割れからの漏水を仮定して保守的に評価した漏水量約 0.43m３／hに対し

て，ペデスタルの床面に落下したデブリを冷却するための格納容器下部注水

系（常設）は 80m３／h で注水可能であることから，万が一ＳＥ後の残留ひび

割れによる漏水が生じた場合においても，ペデスタルの床面に落下したデブ

リを十分に冷却することが可能である。 
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添付 3.3.4-38 

 要素番号 残留ひび割れ幅 ※

① B699530 約 0.04 mm 

② B678799 約 0.04 mm 

③ B696183 約 0.04 mm 

④ B704282 約 0.04 mm 

⑤ B703078 約 0.04 mm 

⑥ B704112 約 0.04 mm 

⑦ B696021 約 0.05 mm 

⑧ B601447 約 0.13 mm 
※解析終了時刻における鉄筋の軸方向引張応力より算定 

第 1 図 側壁部及び床スラブ部の鉄筋位置における残留ひび割れ幅 

⑧ 

① ② 

③ ④ 

⑤ ⑥ 

⑦ 

爆発源 
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添付 3.3.4-39 

第 2 図 鉄筋の応力－ひずみ関係とＳＥ後の鉄筋の応力レベル（SD345 鉄筋） 

第 3 図 床スラブ断面応力状態 

ひずみμ

Es

σy

Es ：2.05×10５N／mm２

σy：345N／mm２

εy：約 1700μ 

εy

195 

応力

N／mm２

1000μ 

200μ 
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添付 3.3.5-3 

別紙 

ジルコニアの圧縮強度について 

  水蒸気爆発発生時のジルコニア（ＺｒＯ２）の圧縮強度は，試験測定結果

に基づき設定している。測定方法と結果を以下に示す。 

1. 試験条件 

(1) 供試材 

   耐熱材：ＺｒＯ２耐火材 

   形 状：円柱状（φ25×30mm） 

(2) 試験条件（第 1 表，第１図） 

第 1 表 試験条件 

試験温度 室温，1,000℃，1,500℃，1,800℃，2,000℃ 

試験雰囲気 室温：大気中，それ以外：アルゴン 

試験速度 クロスヘッド速度 0.5mm／min 

昇温速度 20℃／min 

温度保持時間 試験温度到達後 10min 保持 

試験片本数 2 本／条件 

第 1 図 試験装置 
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用） 

第 1 表  解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 (1／ 2) 

分 類  重 要 現 象  解 析 モ デ ル  不 確 か さ  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  
評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  

炉 心  

崩 壊 熱  

炉 心 モ デ ル（ 原 子

炉 出 力 及 び 崩 壊

熱 ）  

入 力 値 に 含 ま れ る 。  「 解 析 条 件 を 最 確 条 件 と し た 場 合 の 運 転 員 等 操

作 時 間 及 び 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る

影 響 」 に て 確 認 。  

「 解 析 条 件 を 最 確 条 件 と し た 場 合 の 運 転 員 等 操

作 時 間 及 び 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る

影 響 」 に て 確 認 。  

燃 料 棒 内 温

度 変 化  

炉 心 モ デ ル（ 炉 心

熱 水 力 モ デ ル ）  

溶 融 炉 心 の 挙 動

モ デ ル（ 炉 心 ヒ ー

ト ア ッ プ ）  

TM I 事 故 解 析 に お け る 炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ 時

の 水 素 ガ ス 発 生 ，炉 心 領 域 で の 溶 融 進 展 状

態 に つ い て ， TM I 事 故 分 析 結 果 と 良 く 一 致

す る こ と を 確 認 し た 。  

CO R A 実 験 解 析 に お け る ， 燃 料 被 覆 管 ， 制

御 棒 及 び チ ャ ン ネ ル ボ ッ ク ス の 温 度 変 化

に つ い て ，測 定 デ ー タ と 良 く 一 致 す る こ と

を 確 認 し た 。  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ 速 度 の 増 加（ 被 覆 管 酸 化

の 促 進 ）を 想 定 し ，仮 想 的 な 厳 し い 振 り 幅

で は あ る が ， ジ ル コ ニ ウ ム -水 反 応 速 度 の

係 数 を 2 倍 と し た 感 度 解 析 に よ り 影 響 を

確 認 し た 。  

・ TQ U V， 大 破 断 LO C A シ ー ケ ン ス と も に ，

炉 心 溶 融 の 開 始 時 刻 へ の 影 響 は  小 さ い

・炉 心 下 部 プ レ ナ ム へ の 溶 融 炉 心 移 行 の 開

始 時 刻 は ， ほ ぼ 変 化 し な い  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ に 関 す る モ デ ル は ，TM I 事 故 に

つ い て の 再 現 性 及 び CO R A 実 験 に つ い て の 再 現 性

が 確 認 さ れ て い る 。炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ の 感 度 解 析

（ ジ ル コ ニ ウ ム － 水 反 応 速 度 の 係 数 に つ い て の

感 度 解 析 ）で は ，炉 心 溶 融 時 間 及 び 炉 心 下 部 プ レ

ナ ム へ の 溶 融 炉 心 移 行 の 開 始 時 間 に 対 す る 感 度

は 数 分 程 度 で あ り ，影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て

い る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，燃 料 被 覆 管 温 度 等 を

操 作 開 始 の 起 点 と し て い る 運 転 員 等 操 作 は な い

こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な

い 。  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ に 関 す る モ デ ル は ，TM I 事 故 に

つ い て の 再 現 性 及 び CO R A 実 験 に つ い て の 再 現 性

を 確 認 し て い る 。 炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ の 感 度 解 析

（ ジ ル コ ニ ウ ム － 水 反 応 速 度 の 係 数 に つ い て の

感 度 解 析 ）で は ，格 納 容 器 圧 力 挙 動 へ の 影 響 は 小

さ い こ と を 確 認 し て い る こ と か ら ，評 価 項 目 と な

る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  
燃 料 棒 表 面

熱 伝 達  

燃 料 被 覆 管

酸 化  

燃 料 被 覆 管

変 形  

沸 騰 ・ ボ イ

ド 率 変 化  

炉 心 モ デ ル（ 炉 心

水 位 計 算 モ デ ル ）

TQ U X シ ー ケ ン ス 及 び 中 小 破 断 LO C A シ ー ケ

ン ス に 対 し て ， MAA P コ ー ド と SA F E R コ ー

ド の 比 較 を 行 い ， 以 下 の 傾 向 を 確 認 し た 。

・ MA A P コ ー ド で は SAF E R コ ー ド で 考 慮 し

て い る CCF L を 取 り 扱 っ て い な い こ と 等

か ら 水 位 変 化 に 差 異 が 生 じ た も の の 水

位 低 下 幅 は MAA P コ ー ド の 方 が 保 守 的 で

あ り ，そ の 後 の 注 水 操 作 に よ る 有 効 燃 料

棒 頂 部 ま で の 水 位 回 復 時 刻 は 両 コ ー ド

で 同 等 で あ る  

原 子 炉 水 位 挙 動 に つ い て 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の モ

デ ル が 精 緻 で あ る 解 析 コ ー ド SA F E R の 評 価 結 果

と の 比 較 に よ り 水 位 低 下 幅 は 解 析 コ ー ド MAA P の

評 価 結 果 の 方 が 保 守 的 で あ る こ と を 確 認 し て い

る こ と か ら ，運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小

さ い 。  

原 子 炉 水 位 挙 動 に つ い て 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の モ

デ ル が 精 緻 で あ る 解 析 コ ー ド SA F E R の 評 価 結 果

と の 比 較 に よ り 水 位 低 下 幅 は 解 析 コ ー ド MAA P の

評 価 結 果 の 方 が 保 守 的 で あ る こ と を 確 認 し て い

る こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る

影 響 は 小 さ い 。  
気 液 分 離

（ 水 位 変

化 ） ・ 対 向

流  

格 納 容 器

格 納 容 器 各

領 域 間 の 流

動  

格 納 容 器 モ デ ル

（ 格 納 容 器 の 熱

水 力 モ デ ル ）  

HD R 実 験 解 析 で は ， 格 納 容 器 圧 力 及 び 温 度

に つ い て ，温 度 成 層 化 含 め て 傾 向 を 良 く 再

現 で き る こ と を 確 認 し た 。格 納 容 器 雰 囲 気

温 度 を 十 数 ℃ 程 度 高 め に ，格 納 容 器 圧 力 を

1 割 程 度 高 め に 評 価 す る 傾 向 が 確 認 さ れ た

が ， 実 験 体 系 に 起 因 す る も の と 考 え ら れ ，

実 機 体 系 に お い て は こ の 種 の 不 確 か さ は

小 さ く な る も の と 考 え ら れ る 。ま た ，非 凝

縮 性 ガ ス 濃 度 の 挙 動 に つ い て ，解 析 結 果 が

測 定 デ ー タ と 良 く 一 致 す る こ と を 確 認 し

た 。  

CS T F 実 験 解 析 で は ， 格 納 容 器 温 度 及 び 非

凝 縮 性 ガ ス 濃 度 の 挙 動 に つ い て ，解 析 結 果

が 測 定 デ ー タ と 良 く 一 致 す る こ と を 確 認

し た 。  

HD R 実 験 解 析 で は 区 画 に よ っ て 格 納 容 器 温 度 を

十 数 ℃ 程 度 ，格 納 容 器 圧 力 を 1 割 程 度 高 め に 評 価

す る 傾 向 を 確 認 し て い る が ，BW R の 格 納 容 器 内 の

区 画 と は 異 な る 等 ，実 験 体 系 に 起 因 す る も の と 考

え ら れ ，実 機 体 系 に お い て は こ の 解 析 で 確 認 さ れ

た 不 確 か さ は 小 さ く な る も の と 推 定 さ れ る 。し か

し ，全 体 と し て は 格 納 容 器 圧 力 及 び 温 度 の 傾 向 を

適 切 に 再 現 で き て い る 。本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で

は ，格 納 容 器 圧 力 及 び 温 度 を 操 作 開 始 の 起 点 と し

て い る 運 転 員 等 操 作 は な い こ と か ら ，運 転 員 等 操

作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

HD R 実 験 解 析 で は 区 画 に よ っ て 格 納 容 器 雰 囲 気

温 度 を 十 数 ℃ 程 度 ，格 納 容 器 圧 力 を 1 割 程 度 高 め

に 評 価 す る 傾 向 を 確 認 し て い る が ，BWR の 格 納 容

器 内 の 区 画 と は 異 な る 等 ，実 験 体 系 に 起 因 す る も

の と 考 え ら れ ，実 機 体 系 に お い て は こ の 解 析 で 確

認 さ れ た 不 確 か さ は 小 さ く な る も の と 推 定 さ れ

る 。し か し ，全 体 と し て は 格 納 容 器 圧 力 及 び 温 度

の 傾 向 を 適 切 に 再 現 で き て い る こ と か ら ，評 価 項

目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  
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第 1 表  解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 (2／ 2) 

分 類  重 要 現 象  解 析 モ デ ル  不 確 か さ  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  
評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  

原 子 炉

圧 力 容 器

（ 炉 心 損

傷 後 ）

リ ロ ケ ー シ

ョ ン  

溶 融 炉 心 の 挙 動

モ デ ル（ リ ロ ケ ー

シ ョ ン ）  

・ TM I 事 故 解 析 に お け る 炉 心 領 域 で の 溶 融

進 展 状 態 に つ い て ， TMI 事 故 分  析 結 果

と 一 致 す る こ と を 確 認 し た  

・リ ロ ケ ー シ ョ ン の 進 展 が 早 ま る こ と を 想

定 し ， 炉 心 ノ ー ド 崩 壊 の パ ラ  メ ー タ

を 低 下 さ せ た 感 度 解 析 に よ り 影 響 を 確

認 し た  

・ TQ U V， 大 破 断 LO C A シ ー ケ ン ス と も に ，

炉 心 溶 融 時 刻 ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 刻

へ の 影 響 が 小 さ い こ と を 確 認 し た  

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は TM I 事 故 に つ い て の 再

現 性 を 確 認 し て い る 。ま た ，炉 心 ノ ー ド 崩 壊 の パ

ラ メ ー タ を 低 下 さ せ た 感 度 解 析 に よ り 原 子 炉 圧

力 容 器 破 損 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と を 確

認 し て い る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，リ ロ ケ ー シ ョ ン 及 び

構 造 材 と の 熱 伝 達 を 操 作 開 始 の 起 点 と し て い る

運 転 員 等 操 作 は な い こ と か ら ，運 転 員 等 操 作 時 間

に 与 え る 影 響 は な い 。  

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は TM I 事 故 に つ い て の 再

現 性 を 確 認 し て い る 。ま た ，炉 心 ノ ー ド 崩 壊 の パ

ラ メ ー タ を 低 下 さ せ た 感 度 解 析 に よ り 原 子 炉 圧

力 容 器 破 損 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と を 確

認 し て お り ，原 子 炉 圧 力 容 器 外 の 溶 融 燃 料 － 冷 却

材 相 互 作 用 に よ る 格 納 容 器 圧 力 上 昇 に 与 え る 影

響 は ほ ぼ な い こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー

タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  
構 造 材 と の

熱 伝 達  

原 子 炉 圧 力

容 器 破 損  

溶 融 炉 心 挙 動 モ

デ ル（ 原 子 炉 圧 力

容 器 破 損 モ デ ル ）

原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 に 影 響 す る 項 目 と し

て ，制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ 溶 接 部 の 破

損 判 定 に 用 い る 最 大 ひ ず み（ し き い 値 ）を

パ ラ メ ー タ と し た 感 度 解 析 を 行 い ，原 子 炉

圧 力 容 器 破 損 時 刻 が 約 13 分 早 ま る こ と を

確 認 し た 。た だ し ，仮 想 的 な 厳 し い 条 件 に

基 づ く 解 析 結 果 で あ り ，実 機 に お け る 影 響

は 十 分 小 さ い と 判 断 さ れ る 。  

制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ 溶 接 部 の 破 損 判 定 に

用 い る 最 大 ひ ず み（ し き い 値 ）に 関 す る 感 度 解 析

に よ り 最 大 ひ ず み を 低 下 さ せ た 場 合 に 原 子 炉 圧

力 容 器 破 損 時 間 が 早 ま る こ と を 確 認 し て い る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損

操 作 開 始 の 起 点 と し て い る 操 作 と し て 常 設 低 圧

代 替 注 水 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器 ス プ レ イ

冷 却 系（ 常 設 ）に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 が あ る が ，

原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 （ 事 象 発 生 か ら 約 4.5 時 間

後 ） に 対 し て 早 ま る 時 間 は わ ず か で あ り ， ま た ，

原 子 炉 圧 力 容 器 下 鏡 部 温 度 が 30 0℃ に 到 達 し た

こ と 等 を も っ て 破 損 兆 候 を 検 知 し ，原 子 炉 圧 力 容

器 の 破 損 判 断 パ ラ メ ー タ で あ る 格 納 容 器 下 部 水

温 計 の 指 示 を 継 続 監 視 す る こ と で ，迅 速 に 原 子 炉

圧 力 容 器 破 損 の 判 断 を 可 能 で あ る こ と か ら ，運 転

員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ 溶 接 部 の 破 損 判 定 に

用 い る 最 大 ひ ず み（ し き い 値 ）に 関 す る 感 度 解 析

に よ り 最 大 ひ ず み を 低 下 さ せ た 場 合 に 原 子 炉 圧

力 容 器 破 損 が 早 ま る こ と を 確 認 し て い る が ，原 子

炉 圧 力 容 器 破 損（ 事 象 発 生 か ら 約 4.5 時 間 後 ）に

対 し て 早 ま る 時 間 は わ ず か で あ る こ と か ら ，評 価

項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

格 納 容 器

（ 炉 心 損

傷 後 ）

原 子 炉 圧 力

容 器 外 FC I

（ 溶 融 炉 心

細 粒 化 ）  

溶 融 炉 心 挙 動 モ

デ ル（ 格 納 容 器 下

部 で の 溶 融 炉 心

挙 動 ）  

原 子 炉 圧 力 容 器 外 FC I 現 象 に 関 す る 項 目

と し て エ ン ト レ イ ン メ ン ト 係 数 及 び デ ブ

リ 粒 子 径 を パ ラ メ ー タ と し て 感 度 解 析 を

行 い ，原 子 炉 圧 力 容 器 外 FC I に よ っ て 生 じ

る 圧 力 ス パ イ ク へ の 感 度 が 小 さ い こ と を

確 認 し た 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉 圧 力 容 器 外 の

溶 融 燃 料 － 冷 却 材 相 互 作 用 に よ る 圧 力 ス パ イ ク

を 起 点 と し た 運 転 員 等 操 作 は な い こ と か ら ，運 転

員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

溶 融 炉 心 の 細 粒 化 モ デ ル に お け る エ ン ト レ イ ン

メ ン ト 係 数 及 び デ ブ リ 粒 子 径 の 感 度 解 析 に よ り

BW R - 5（ Ma r k－ Ⅰ 改 良 型 格 納 容 器 プ ラ ン ト ） に お

い て は 原 子 炉 圧 力 容 器 外 の 溶 融 燃 料 － 冷 却 材 相

互 作 用 に よ る 圧 力 ス パ イ ク に 与 え る 影 響 は 小 さ

い こ と を 確 認 し て い る 。 こ の う ち ， BW R - 5（ M a r k

－ Ⅱ 型 格 納 容 器 プ ラ ン ト ）に お い て は ，最 も 感 度

の あ る エ ン ト レ イ ン メ ン ト 係 数 に つ い て 感 度 解

析 を 行 っ た 結 果 ，エ ン ト レ イ ン メ ン ト 係 数 を 変 化

さ せ た 場 合 に お い て も 原 子 炉 圧 力 容 器 外 の 溶 融

燃 料 － 冷 却 材 相 互 作 用 に よ る 圧 力 ス パ イ ク に 与

え る 影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る こ と か ら ，

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ

い 。  

（ 添 付 資 料 3. 3 . 7）

原 子 炉 圧 力

容 器 外 FC I

（ デ ブ リ 粒

子 熱 伝 達 ）
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(1／ 5) 

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

初

期

条

件

原 子 炉 熱 出 力 3, 2 9 3 M W  

約 3 , 2 7 9 M W～  

約 3 , 2 9 3 M W  

（ 実 績 値 ）  

定 格 熱 出 力 を 設 定  最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱

が 緩 和 さ れ る 。 最 確 条 件 と し た 場 合 の 運 転 員 等 操

作 時 間 へ の 影 響 は ， 原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱 に て 説

明 す る 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱

が 緩 和 さ れ る 。 最 確 条 件 と し た 場 合 の 評 価 項 目 と

な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は ， 原 子 炉 停 止 後 の

崩 壊 熱 に て 説 明 す る 。  

原 子 炉 圧 力  6. 9 3 M P a [ g a g e ]  

約 6 . 9 1～ 約

6. 9 4 M P a [ g a g e ]  

（ 実 績 値 ）  

定 格 圧 力 を 設 定  最 確 条 件 と し た 場 合 は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件 に

対 し て 変 動 を 与 え 得 る が ， 原 子 炉 圧 力 は 逃 が し 安

全 弁 に よ り 制 御 さ れ る た め 事 象 進 展 に 与 え る 影 響

は な い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響

は な い 。

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件 に

対 し て 変 動 を 与 え 得 る が ， 原 子 炉 圧 力 は 逃 が し 安

全 弁 に よ り 制 御 さ れ る た め 事 象 進 展 に 与 え る 影 響

は な い こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与

え る 影 響 は な い 。  

原 子 炉 水 位  

通 常 運 転 水 位  

（ セ パ レ ー タ ス

カ ー ト 下 端 か ら

＋ 12 6 c m）  

通 常 運 転 水 位  

（ セ パ レ ー タ ス

カ ー ト 下 端 か ら

約 ＋ 12 2 c m～  

約 ＋ 13 2 c m）  

（ 実 績 値 ）  

通 常 運 転 水 位 を 設 定  最 確 条 件 と し た 場 合 は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件 に

対 し て 変 動 を 与 え 得 る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 事 象 発 生

後 の 水 位 低 下 量 に 対 し て 非 常 に 小 さ い 。 例 え ば ，

原 子 炉 ス ク ラ ム 10 分 後 ま で の 崩 壊 熱 に よ る 原 子

炉 水 位 の 低 下 量 は ， 高 圧 が 維 持 さ れ た 状 態 で も 通

常 運 転 水 位 約 ● m で あ る の に 対 し て ゆ ら ぎ に よ る

水 位 低 下 量 は 約 40m m で あ り 非 常 に 小 さ い 。し た が

っ て ， 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と か ら ，

運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件 に

対 し て 変 動 を 与 え 得 る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 事 象 発 生

後 の 水 位 低 下 量 に 対 し て 非 常 に 小 さ い 。 例 え ば ，

原 子 炉 ス ク ラ ム 10 分 後 ま で の 崩 壊 熱 に よ る 原 子 炉

水 位 の 低 下 量 は ， 高 圧 が 維 持 さ れ た 状 態 で も 通 常

運 転 水 位 約 ● m で あ る の に 対 し て ゆ ら ぎ に よ る 水

位 低 下 量 は 約 40m m で あ り 非 常 に 小 さ い 。し た が っ

て ， 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と か ら ， 評

価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。

炉 心 流 量  

48 , 3 0 0 t／ h  

（ 定 格 流 量

（ 10 0％ ） ）  

定格流量の  

約 86％～約 104％

（実績値）  

定 格 流 量 を 設 定  事 象 発 生 後 早 期 に 原 子 炉 は ス ク ラ ム す る た め ， 初

期 炉 心 流 量 が 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と

か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。

事 象 発 生 後 早 期 に 原 子 炉 は ス ク ラ ム す る た め ， 初

期 炉 心 流 量 が 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と

か ら ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は

小 さ い 。  

燃  料  
９ ×９ 燃 料  

(Ａ 型 ) 
装 荷 炉 心 ご と  

９ ×９ 燃 料 (Ａ 型 )と ９ ×

９ 燃 料 (Ｂ 型 )は ， 熱 水 力

的 な 特 性 は ほ ぼ 同 等 で あ

り ， そ の 他 の 核 的 特 性 等

の 違 い は 燃 料 棒 最 大 線 出

力 密 度 の 保 守 性 に 包 含 さ

れ る こ と か ら ， 代 表 的 に

９ ×９ 燃 料 (Ａ 型 )を 設 定

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， ９ ×９ 燃 料 の Ａ 型 又 は Ｂ

型 の 炉 心 と な る か ， そ れ ら の 混 在 炉 心 と な る が ，

い ず れ の 型 式 も 燃 料 の 熱 水 力 特 性 は ほ ぼ 同 等 で あ

り ， 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と か ら ， 運

転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ，９ ×９ 燃 料 の Ａ 型 又 は Ｂ 型

炉 心 と な る か ， そ れ ら の 混 在 炉 心 と な る が ， い ず

れ の 型 式 も 燃 料 の 熱 水 力 特 性 は ほ ぼ 同 等 で あ り ，

事 象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ い こ と か ら ， 評 価 項

目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

原 子 炉 停 止 後

の 崩 壊 熱  

AN S I / A N S -  

5 . 1 - 1 9 7 9  

燃 焼 度 33 G W d／ t

燃 焼 度  

33 G W d／ t 以 下  

（ 実 績 値 ）  

崩 壊 熱 が 大 き い 方 が 原 子

炉 水 位 低 下 及 び 格 納 容 器

圧 力 上 昇 の 観 点 で 厳 し い

設 定 と な る た め ， 崩 壊 熱

が 大 き く な る 燃 焼 度 の 高

い 条 件 と し て ，1 サ イ ク ル

の 運 転 期 間 (13 ヶ 月 )に 調

整 運 転 期 間 (約 1 ヶ 月 )を

考 慮 し た 運 転 期 間 に 対 応

す る 燃 焼 度 を 設 定 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 解 析 条 件 で 設 定 し て い る

崩 壊 熱 よ り も お お む ね 小 さ く な る た め ， 発 生 す る

水 蒸 気 は 少 な く な り ， 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 に 至 る

ま で の 事 象 進 展 は 緩 和 さ れ る が ， 操 作 手 順 （ 原 子

炉 圧 力 容 器 破 損 後 に 格 納 容 器 除 熱 操 作 を 開 始 す る

こ と ） に 変 わ り は な い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時

間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 解 析 条 件 で 設 定 し て い る

崩 壊 熱 よ り も お お む ね 小 さ く な る た め ， 溶 融 炉 心

の 持 つ エ ネ ル ギ が 小 さ く な る こ と か ら ， 評 価 項 目

と な る パ ラ メ ー タ に 対 す る 余 裕 は 大 き く な る 。  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(2／ 5)

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

初

期

条

件

格 納 容 器 体 積

（ ド ラ イ ウ ェ

ル ）  

5, 7 0 0 m ３ 5 , 7 0 0 m ３

（ 設 計 値 ）  

設 計 値 を 設 定  解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

格 納 容 器 体 積

（ サ プ レ ッ シ

ョ ン ・ チ ェ ン

バ ）  

空 間 部：4, 1 0 0 m３

液 相 部：3, 3 0 0 m３

空 間 部 ：  

約 4 , 0 9 2 m３ ～  

約 4 , 0 5 8 m３

液 相 部 ：  

約 3 , 3 0 8 m３ ～  

約 3 , 3 4 2 m３

（ 実 績 値 ）  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

で の 圧 力 抑 制 効 果 が 厳

し く な る 少 な め の 水 量

と し て ， 保 安 規 定 の 運 転

上 の 制 限 に お け る 下 限

値 を 設 定  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 格 納 容 器 体 積 （ サ プ レ ッ

シ ョ ン ・ チ ェ ン バ ） の 液 相 部 の 運 転 範 囲 に お い て

解 析 条 件 よ り 高 め の 水 位 と な る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は

非 常 に 小 さ い 。 例 え ば ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

水 位 が 6.9 8 3 m の 時 の 水 量 は 3, 3 0 0 m３ で あ る の に 対

し ， ゆ ら ぎ （ 0. 0 8 7 m） に よ る 水 量 変 化 は 約 42 m３ で

あ り ，そ の 割 合 は 初 期 保 有 水 量 の 約 1. 3％ と 非 常 に

小 さ い 。 し た が っ て ， 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小

さ い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は

小 さ い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 格 納 容 器 体 積 （ サ プ レ ッ

シ ョ ン ・ チ ェ ン バ ） の 液 相 部 の 運 転 範 囲 に お い て

解 析 条 件 よ り 高 め の 水 位 と な る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は

非 常 に 小 さ い 。 例 え ば ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

水 位 が 6. 9 8 3 m の 時 の 水 量 は 3, 3 0 0 m３ で あ る の に 対

し ， ゆ ら ぎ （ 0. 0 8 7 m） に よ る 水 量 変 化 は 約 42 m３ で

あ り ，そ の 割 合 は 初 期 保 有 水 量 の 約 1. 3％ と 非 常 に

小 さ い 。 し た が っ て ， 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小

さ い こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え

る 影 響 は 小 さ い 。  

サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル 水

位  

6. 9 8 3 m  

（ 通 常 運 転 水 位

－ 4. 7 c m）  

約 7 . 0 0 0 m～  

約 7 . 0 7 0 m  

（ 実 績 値 ）  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

で の 圧 力 抑 制 効 果 が 厳

し く な る 低 め の 水 位 と

し て ， 保 安 規 定 の 運 転 上

の 制 限 に お け る 下 限 値

を 設 定  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー

ル 水 位 の 運 転 範 囲 に お い て 解 析 条 件 よ り 高 め の 水

位 と な る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 非 常 に 小 さ い 。 例 え ば ，

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル 水 位 が 6. 9 8 3 m の 時 の 水 量

は 3,3 0 0 m ３ で あ る の に 対 し ， ゆ ら ぎ （ 0. 0 8 7 m） に

よ る 水 量 変 化 は 約 42m ３ で あ り ， そ の 割 合 は 初 期 保

有 水 量 の 約 1. 3％ と 非 常 に 小 さ い 。し た が っ て ，事

象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と か ら ， 運 転 員 等

操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー

ル 水 位 の 運 転 範 囲 に お い て 解 析 条 件 よ り 高 め の 水

位 と な る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 非 常 に 小 さ い 。 例 え ば ，

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル 水 位 が 6. 9 8 3 m の 時 の 水 量

は 3,3 0 0 m ３ で あ る の に 対 し ， ゆ ら ぎ （ 0. 0 8 7 m） に

よ る 水 量 変 化 は 約 42m ３ で あ り ， そ の 割 合 は 初 期 保

有 水 量 の 約 1. 3％ と 非 常 に 小 さ い 。し た が っ て ，事

象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と か ら く ， 評 価 項

目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル 水

温  

32℃  
約 1 5℃ ～ 約 32℃

（ 実 績 値 ）  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

で の 圧 力 抑 制 効 果 が 厳

し く な る 高 め の 水 温 と

し て ， 保 安 規 定 の 運 転 上

の 制 限 に お け る 上 限 値

を 設 定  

運 転 員 等 操 作 が 本 パ ラ メ ー タ に よ る 影 響 を 受 け る

こ と は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な

い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 解 析 条 件 で 設 定 し て い る

水 温 よ り も 低 く な る た め ， 圧 力 ス パ イ ク へ の 影 響

と し て は ，発 生 す る 蒸 気 量 の 低 下 が 考 え ら れ る が ，

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 対 す る 影 響 は 小 さ

い 。  

格 納 容 器 圧 力 5k P a [ g a g e ]  

約 2 . 2～ 約 4 .7  

k P a [ g a g e ]  

（ 実 績 値 ）  

格 納 容 器 圧 力 の 観 点 で

厳 し い 高 め の 設 定 と し

て ， 通 常 運 転 時 の 圧 力 を

包 含 す る 値 を 設 定  

運 転 員 等 操 作 が 本 パ ラ メ ー タ に よ る 影 響 を 受 け る

こ と は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な

い 。  

最 確 条 件 は 解 析 条 件 で 設 定 し て い る 圧 力 よ り も 小

さ く な る た め ，格 納 容 器 圧 力 が 低 め に 推 移 す る が ，

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 対 す る 影 響 は 小 さ

い 。  

ド ラ イ ウ ェ ル

雰 囲 気 温 度  
57℃  

約 2 5℃ ～ 約 58℃

（ 実 績 値 ）  

ド ラ イ ウ ェ ル 内 ガ ス 冷

却 装 置 の 設 計 温 度 を 設

定  

運 転 員 等 操 作 が 本 パ ラ メ ー タ に よ る 影 響 を 受 け る

こ と は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な

い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件

に 対 し て 変 動 を 与 え 得 る が ， ゆ ら ぎ に よ る ド ラ イ

ウ ェ ル 雰 囲 気 温 度 の 解 析 条 件 か ら の 上 昇 は 約 1℃

で あ り ，初 期 温 度 か ら 格 納 容 器 限 界 温 度 20 0℃ ま で

の 余 裕 に 対 し て 十 分 に 小 さ く ， 評 価 項 目 と な る パ

ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(3／ 5) 

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

初

期

条

件

真 空 破 壊 装 置

3. 4 5 k P a  

（ ド ラ イ ウ ェ ル

－ サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ チ ェ ン バ 間

差 圧 ）  

3. 4 5 k P a  

（ ド ラ イ ウ ェ ル

－ サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ チ ェ ン バ 間

差 圧 ）  

（ 設 定 値 ）  

真 空 破 壊 装 置 の 設 定 値  解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

外 部 水 源 の 温

度  
35℃  35℃ 以 下  

格 納 容 器 ス プ レ イ に よ

る 圧 力 抑 制 効 果 の 観 点

で 厳 し い 高 め の 水 温 と

し て ， 年 間 の 気 象 条 件 変

化 を 包 含 す る 高 め の 水

温 を 設 定  

才 覚 条 件 と し た 場 合 は ， ペ デ ス タ ル （ ド ラ イ ウ ェ

ル 部 ） へ の 注 水 温 度 が お お む ね 低 く な る が ， 注 水

温 度 を 操 作 開 始 の 起 点 と し て い る 運 転 員 等 操 作 は

な い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は

な い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， ペ デ ス タ ル （ ド ラ イ ウ ェ

ル 部 ） へ の 注 水 温 度 が お お む ね 低 く な り ， 原 子 炉

圧 力 容 器 破 損 後 時 の ペ デ ス タ ル（ ド ラ イ ウ ェ ル 部 ）

プ ー ル 水 温 度 が 低 く な る が ，  ペ デ ス タ ル （ ド ラ イ

ウ ェ ル 部 ） の プ ー ル 水 温 度 が 低 い 場 合 は ， 顕 熱 に

よ る エ ネ ル ギ の 吸 収 量 が 多 く な り ， 潜 熱 で 吸 収 す

る エ ネ ル ギ が 相 対 的 に 減 少 し ， 圧 力 ス パ イ ク に 寄

与 す る 水 蒸 気 発 生 量 が 低 下 す る こ と で 格 納 容 器 圧

力 の 上 昇 は 緩 和 さ れ る こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る

パ ラ メ ー タ に 対 す る 余 裕 は 大 き く な る 。  

外 部 水 源 の 容

量  
約 9 , 3 0 0 m３

9 , 3 0 0 m ３ 以 上  

（ 淡 水 貯 水 池 ＋

代 替 淡 水 貯 槽 ）

淡 水 貯 水 池 及 び 代 替 淡

水 貯 槽 の 管 理 下 限 値 を

設 定  

管 理 値 下 限 の 容 量 と し て 事 象 発 生 か ら 7 日 後 ま で

に 必 要 な 容 量 を 備 え て お り ， 水 源 は 枯 渇 し な い こ

と か ら 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

－  

燃 料 の 容 量  約 1 , 0 1 0 k L  

1 , 0 1 0 k L 以 上  

（ 軽 油 貯 蔵 タ ン

ク ＋ 可 搬 型 設 備

用 軽 油 タ ン ク ）

軽 油 貯 蔵 タ ン ク 及 び 可

搬 型 設 備 用 軽 油 タ ン ク

の 管 理 下 限 値 を 設 定  

管 理 値 下 限 の 容 量 と し て 事 象 発 生 か ら 7 日 後 ま で

に 必 要 な 容 量 を 備 え て お り ， 燃 料 は 枯 渇 し な い こ

と か ら 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  
－  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(4／ 5) 

項  目  

解 析 条 件（ 初 期 条 件 ，事 故 条 件

及 び 機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

事

故

条

件

起 因 事 象  
給 水 流 量 の 全

喪 失  
－  

原 子 炉 水 位 低 下 の 観 点 で 厳 し い 事 象 を 設

定  

事 故 条 件 の 起 因 事 象 は ，解 析 条 件 の 不 確

か さ と し て ， 大 破 断 LOC A を 考 慮 し た 場

合 ，原 子 炉 冷 却 材 の 放 出 量 が 増 加 す る こ

と に よ り 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 に 至 る ま

で の 事 象 進 展 は 早 ま る が ，操 作 手 順（ 原

子 炉 圧 力 容 器 破 損 後 に 格 納 容 器 冷 却 操

作 を 開 始 す る こ と ）に 変 わ り は な い こ と

か ら ，運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は

な い 。  

（ 添 付 資 料 3. 3 . 8）

溶 融 炉 心 落 下 時 の 崩 壊 熱 の 影 響 を 確 認 す る 観 点 か ら

感 度 解 析 を 実 施 し た 。 感 度 解 析 は ， 事 故 シ ー ケ ン ス

を 「 大 Ｌ Ｏ Ｃ Ａ ＋ 高 圧 炉 心 冷 却 失 敗 ＋ 低 圧 炉 心 冷 却

失 敗 ＋ 全 交 流 動 力 電 源 喪 失 」 と し ， 本 評 価 事 故 シ ー

ケ ン ス の 解 析 条 件 と 同 様 ， 重 大 事 故 等 対 処 設 備 に よ

る 原 子 炉 注 水 機 能 に つ い て も 使 用 で き な い も の と 仮

定 し た 場 合 ， 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 の タ イ ミ ン グ が 早

く な る こ と を 考 慮 し た も の で あ る 。 そ の 結 果 ， 事 象

発 生 か ら 約 ● 時 間 後 に 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 に 至 り ，

圧 力 ス パ イ ク の 最 大 値 は 約 ● MP a [ g a g e ]と な っ た が ，

圧 力 ス パ イ ク の 最 大 値 は 本 評 価 の 結 果 と 同 程 度 で あ

り ， 格 納 容 器 の 限 界 圧 力 の 0. 6 2 M P a [ g a g e ]以 下 で あ

る こ と か ら ， 評 価 項 目 を 満 足 す る 。  

（ 添 付 資 料 3. 3 . 8）

安 全 機 能 の

喪 失 に 対 す

る 仮 定  

全 交 流 動 力 電

源 喪 失  

高 圧 注 水 機

能 ， 低 圧 注 水

機 能 及 び 重 大

事 故 等 対 処 設

備 に よ る 原 子

炉 注 水 機 能 の

喪 失  

－  

全 て の 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 等 の 機 能

喪 失 を 想 定 し 設 定  

高 圧 注 水 機 能 と し て 高 圧 炉 心 ス プ レ イ 系

及 び 原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系 ， 低 圧 注 水 機 能

と し て 低 圧 炉 心 ス プ レ イ 系 及 び 残 留 熱 除

去 系 （ 低 圧 注 水 系 ） の 機 能 喪 失 を 設 定 す

る と と も に ， 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 に 至 る

ま で 重 大 事 故 等 対 処 設 備 に よ る 原 子 炉 注

水 機 能 の 喪 失 を 設 定  

－  －  

外 部 電 源  外 部 電 源 な し －  

資 源 及 び マ ネ ジ メ ン ト の 観 点 で 厳 し い 想

定 と し て 外 部 電 源 な し を 設 定  

た だ し ， 原 子 炉 ス ク ラ ム に つ い て は ， 外

部 電 源 あ り の 場 合 を 包 括 す る 条 件 と し

て ，機 器 条 件 に 示 す と お り 設 定 し て い る 。
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(5／ 5) 

項  目  

解 析 条 件（ 初 期 条 件 ，事 故 条 件

及 び 機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

機

器

条

件

原 子 炉 ス ク

ラ ム  

原 子 炉 水 位 低

(レ ベ ル ３ )信

号  

タ ー ビ ン 蒸 気

加 減 弁 急 速 閉

信 号 又 は 原 子

炉 保 護 系 電 源

喪 失  

短 時 間 で あ る が 原 子 炉 熱 出 力 が 維 持 さ れ

る 厳 し い 設 定 と し て ， 外 部 電 源 喪 失 時 の

タ ー ビ ン 蒸 気 加 減 弁 急 閉 及 び 原 子 炉 保 護

系 電 源 喪 失 に よ る 原 子 炉 ス ク ラ ム に つ い

て は 保 守 的 に 考 慮 せ ず ，原 子 炉 水 位 低（ レ

ベ ル ３ ） に て ス ク ラ ム す る も の と し て 設

定  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ，原 子 炉 熱 出 力 の

低 下 が 早 く な る た め ，溶 融 炉 心 の 持 つ エ

ネ ル ギ が 小 さ く な り ，原 子 炉 圧 力 容 器 破

損 に 至 る ま で の 事 象 進 展 が 緩 や か に な

る が ，操 作 手 順（ 常 設 低 圧 代 替 注 水 ポ ン

プ を 用 い た 格 納 容 器 下 部 注 水 系 （ 常 設 ）

に よ る 格 納 容 器 下 部 水 位 確 保 操 作 を 開

始 す る こ と ） に 変 わ り は な い こ と か ら ，

運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ

い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 原 子 炉 熱 出 力 の 低 下 が 早 く

な る た め ，溶 融 炉 心 の 持 つ エ ネ ル ギ が 小 さ く な る が ，

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。

逃 が し 安 全

弁  

安 全 弁 機 能  

7. 7 9～ 8. 3 1  

M P a [ g a g e ]  

3 8 5 . 2～ 4 1 0 . 6

t／ h／ 個  

安 全 弁 機 能  

7. 7 9～ 8. 3 1  

M P a [ g a g e ]  

3 8 5 . 2～ 4 1 0 . 6

t／ h／ 個  

（ 設 計 値 ）  

逃 が し 安 全 弁 の 安 全 弁 機 能 の 設 計 値 と し

て 設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と

か ら ，事 象 進 展 に 影 響 は な く ，運 転 員 等

操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象 進

展 に 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え

る 影 響 は な い 。  

逃 が し 安 全 弁

（ 自 動 減 圧 機

能 ） の 2 弁 開

に よ る 原 子 炉

急 速 減 圧  

逃 が し 安 全 弁

（ 自 動 減 圧 機

能 ） の 2 弁 開

に よ る 原 子 炉

急 速 減 圧  

逃 が し 安 全 弁 の 設 計 値 に 基 づ く 蒸 気 流 量

及 び 原 子 炉 圧 力 の 関 係 か ら 設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と

か ら ，事 象 進 展 に 影 響 は な く ，運 転 員 等

操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象 進

展 に 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え

る 影 響 は な い 。  

代 替 循 環 冷

却 系  

総 循 環 流 量 ：

25 0 m３ ／ h  

格 納 容 器 ス プ

レ イ ： 250 m ３

／ h 又 は 150 m
３ ／ h  

原 子 炉 注

水 :1 0 0  m３ ／ h

総 循 環 流 量 ：

25 0 m３ ／ h  

格 納 容 器 ス プ

レ イ ： 25 0 m ３

／ h 又 は 15 0 m
３ ／ h  

原 子 炉 注

水 :1 0 0  m ３ ／ h

格 納 容 器 圧 力 及 び 雰 囲 気 温 度 抑 制 に 必 要

な ス プ レ イ 流 量 及 び 溶 融 炉 心 の 冷 却 に 必

要 な 注 水 量 を 考 慮 し て 設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と

か ら ，事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は な く ，運

転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象 進

展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ

に 与 え る 影 響 は な い 。  
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第 3 表  運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕

項目 

解析条件（操作条件）

の不確かさ 操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間 

に与える影響 

評価項目となる

パラメータに与

える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件
条件設定

の考え方

操
作
条
件

緊急用海水ポン

プを用いた緊急

用海水系による

海水通水操作及

び代替循環冷却

系ポンプを用い

た代替循環冷却

系による格納容

器除熱操作 

事象発生

か ら 90

分後 

操作所要

時間を踏

まえて設

定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復ができ

ない場合，早期の電源回復不可による残留熱除去系を用いた格納容器除熱不可と判断し，これ

により緊急用海水系の起動準備を開始する手順としている。そのため，認知遅れにより操作開

始時間に与える影響はなし。 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始時

間に与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

中央制御室における操作は，ポンプ起動，系統構成にかかる時間として緊急用海水系の起動に

20 分，代替循環冷却系の起動に 35 分を想定しており，操作時間に余裕を確保している。 

 【他の並列操作有無】 

並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのた

め誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

代替循環冷却系ポンプを用

いた代替循環冷却系による

格納容器除熱操作は事象発

生 90 分後に開始すること

としているが，余裕時間を

含めて設定されているため

操作の不確かさが操作開始

時間に与える影響は小さ

い。また，本操作の操作開

始時間は，緊急用海水ポン

プを用いた緊急用海水系の

準備期間を考慮して設定し

たものであり，緊急用海水

ポンプを用いた緊急用海水

系の操作開始時間が早まれ

ば，本操作の操作時間も早

まる可能性があり，代替循

環冷却系ポンプを用いた代

替循環冷却系の運転開始時

間も早まることから，運転

員等操作時間に対する余裕

は大きくなる。 

緊急用海水ポン

プを用いた緊急

用海水系の操作

開始時間が早ま

った場合には，本

操作も早まる可

能性があり，格納

容器圧力及び温

度を早期に低下

させる可能性が

あることから，評

価項目となるパ

ラメータに対す

る余裕が大きく

なる。 

代替循環冷却系ポンプ

を用いた代替循環冷却

系による格納容器除熱

操作開始までの時間は

事象発生から 90 分あ

り，準備時間が確保で

きるため，時間余裕が

ある。なお，本操作が

大幅に遅れるような事

態になった場合でも，

原子炉圧力容器破損に

至るまでの時間は事象

発生から約 4.5 時間で

あり，約 3 時間以上の

余裕があることから，

時間余裕がある。 

中央制御室にお

ける操作のた

め，シミュレー

タ（模擬操作含

む。）にて訓練

実績を取得。訓

練では緊急用海

水ポンプを用い

た緊急用海水系

起動に約 16 分。

代替循環冷却系

ポンプを用いた

代替循環冷却系

起動に約 27 分。

想定している範

囲内で意図して

いる運転操作が

実施可能である

ことを確認し

た。 

常設低圧代替注

水ポンプを用い

た格納容器下部

注水系（常設）に

よる格納容器下

部水位確保操作

代替循環

冷却系ポ

ンプを用

いた代替

循環冷却

系による

格納容器

除熱操作

実施から

13 分後 

操作準備

に必要な

時間を考

慮して設

定 

【認知】 

格納容器下部水位確保操作は，代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容器

除熱操作実施後に実施する手順としているため，認知に大幅な遅れが生じることは考えにくい。

よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし。 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作時間に

与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作時間に

与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

格納容器下部水位確保操作の所要操作時間は，格納容器下部注水系（常設）による注水開始に 6

分，注水継続時間に 3 分，注水停止に 4 分を想定し，合計で 13 分を想定している。当該操作は

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，操作時間に与える影響はなし。

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作時間に与える影響はなし。 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，その

ため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

原子炉圧力容器破損までに

事象発生から約 4.5 時間の

時間余裕があり，実態の操

作開始時間は解析上の設定

とほぼ同等であり，操作開

始時間に与える影響は小さ

いことから，運転員等操作

時間に与える影響も小さ

い。 

実態の操作時間

は解析上の設定

とほぼ同等であ

ることから，評価

項目となるパラ

メータに与える

影響は小さい。

事象発生から 90 分後

の代替循環冷却系ポン

プを用いた代替循環冷

却系による格納容器除

熱操作実施に対し，原

子炉圧力破損までの時

間は事象発生から約

4.5 時間あり，操作時

間は約 13 分間 である

ことから、操作遅れに

対して約 2.7 時間程度

の時間余裕がある。 

中央制御室にお

ける操作のた

め，シミュレー

タにて訓練実績

を取得。訓練で

は，条件成立を

前提として，格

納容器下部注水

系（常設）によ

る注水開始に 5

分，注水停止に

3 分で操作可能

であり，想定で

意図している運

転操作が実施可

能なことを確認

した 
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添付 3.3.7-3 

第 1 図 格納容器圧力の推移（ベースケース） 

第 2 図 格納容器圧力の推移（感度解析ケース（最小値）） 

第 3 図 格納容器圧力の推移（感度解析ケース（最大値）） 

【追而】 

【追而】 

【追而】 
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添付資料 3.3.8 

添付 3.3.8-1 

プラント損傷状態をＬＯＣＡとした場合の圧力スパイクへの影響 

1. 評価の目的 

  今回の申請において示した解析ケース（以下，「ベースケース」という。）

では，格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」

の評価事故シーケンスのプラント損傷状態として，水蒸気爆発に対する条件

設定の厳しさを考慮し，溶融炉心の内部エネルギの観点でより厳しいと考え

られるＴＱＵＶを選定しており，起因事象としては原子炉水位の低下の観点

で最も厳しい給水流量の全喪失を設定している。 

  一方，起因事象として大破断ＬＯＣＡを仮定した場合，原子炉冷却材圧力

バウンダリからの原子炉冷却材の放出によって格納容器圧力が上昇すること

に加え，原子炉圧力容器破損のタイミングが早くなり，圧力スパイクの最大

値がベースケースに比べて高い値となる可能性が考えられる。 

  このため，解析条件のうち初期条件の不確かさとして，起因事象が大破断

ＬＯＣＡの場合の圧力スパイクへの影響を確認する。 

2. 評価条件 

  ベースケースの評価条件に対する変更点は以下のとおり。この他の評価条

件は，ベースケースの評価条件と同等である。 

 ・起因事象を大破断ＬＯＣＡとし，事故シーケンスを「大破断ＬＯＣＡ＋高

圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデス

タル）」とした。 

 ・格納容器温度制御の観点で評価上の必要が生じたため，格納容器温度が

171℃に到達した場合には流量 300m３／hでのドライウェルスプレイを実施

し，格納容器温度が 151℃に到達した時点でドライウェルスプレイを停止

334



添付 3.3.8-2 

するものとした。 

3. 評価結果 

  格納容器圧力の評価結果を第 1 図，格納容器雰囲気温度の評価結果を第 2

図に示す。 

  事象発生から約 3.3 時間後に原子炉圧力容器破損に至り，圧力スパイクの

ピーク値は約 0.20MPa[gage]となり，圧力スパイクのピーク値はベースケー

スの結果より低く，格納容器限界圧力の 0.62MPa[gage]を下回るため，格納

容器バウンダリの機能は維持されることを確認した。 
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添付 3.3.8-3 

第 1 図 格納容器圧力の推移 

第 2 図 格納容器雰囲気温度の推移 
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下部プレナムへの溶融炉心移行に

伴う圧力上昇 

（ピーク圧力：約 285kPa[gage]）

原子炉圧力容器破損及びペデスタル（ドライ

ウェル部）への溶融炉心落下に伴う圧力上昇 

（ピーク圧力：約 200kPa[gage]）

溶融炉心のクエンチにより蒸気

発生が停止し，スプレイの効果に

よって圧力が低下 

（ピーク圧力：約 449kPa[gage]） 

格納容器限界圧力 0.62MPa[gage] 

下部プレナムへの溶融炉心

移行に伴う温度上昇 

（ピーク温度：約 171℃）

原子炉圧力容器破損及びペデ

スタル（ドライウェル部）への

溶融炉心落下に伴う温度上昇 

（ピーク温度：約 135℃） 
格納容器限界温度 200℃ 
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3.5-1 

3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用 

3.5.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

 (1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

   格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に至る可能性

のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，ＴＱＵＶ，ＴＱＵＸ，ＴＢＰ，ＴＢＵ及びＬＯＣＡである。 

 (2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

   格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，発電用

原子炉の運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（ＬＯ

ＣＡ）又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等

の安全機能の喪失が重畳する。このため，緩和措置がとられない場合には，

原子炉圧力容器内の溶融炉心が格納容器内へ流れ出し，溶融炉心からの崩

壊熱や化学反応によって，ペデスタル（ドライウェル部）のコンクリート

が侵食され，格納容器の構造材の支持機能を喪失し，格納容器の破損に至

る。 

   したがって，本格納容器破損モードに対しては，ペデスタル（ドライウ

ェル部）にコリウムシールドを設置した上で，原子炉圧力容器の下部から

溶融炉心が落下する時点で，ペデスタル（ドライウェル部）に溶融炉心の

冷却に十分な水位及び水量を確保し，かつ，溶融炉心の落下後は，常設低

圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心

への注水によって溶融炉心を冷却することにより，格納容器の破損を防止

するとともに，溶融炉心・コンクリート相互作用による水素ガス発生を抑

制する。 

また，溶融炉心の落下後は，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容
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3.5-2 

器下部注水系（常設）による溶融炉心への注水によって溶融炉心を冷却す

るとともに，代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容

器除熱及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器冷却によって，格納容器の冷却を実施する。さ

らに，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器圧力及び温度制御操作又は格納容器圧力逃がし装

置によって格納容器の圧力及び温度を低下させる。 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上では，原子炉圧

力容器破損までは重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても使

用できないものと仮定し，原子炉圧力容器破損に至るものとする。 

 (3) 格納容器破損防止対策 

   格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」で想定される

事故シーケンスに対して，ペデスタル（ドライウェル部）のコンクリート

の侵食による原子炉圧力容器の支持機能喪失を防止するため，常設低圧代

替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部

水位確保手段及び溶融炉心への注水手段を整備する。また，溶融炉心によ

るペデスタル（ドライウェル部）のコンクリートの侵食を抑制し，格納容

器の構造材の支持機能の健全性を確保するために，ペデスタル（ドライウ

ェル部）にコリウムシールドを設置する。 

また，格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観点から，常設低圧代替

注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容

器冷却手段及び代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納

容器除熱手段又は格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱手段を整備

する。 
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   本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損

モードによる格納容器の破損防止及び格納容器の破損を防止した以降の対

応を含めた一連の重大事故対策の概要は，「3.2 高圧溶融物放出／格納容

器雰囲気直接加熱」の 3.2.1(3)のａからｗに示している。このうち，本

格納容器破損モードに関する重大事故対策は，「3.2 高圧溶融物放出／格

納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1(3)に示すｎ及びｐからｔである。 

   本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損

モードによる格納容器の破損防止及び格納容器の破損を防止した以降の対

応を含めた一連の重大事故等対策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」に示す第 3.2-1 図である。このうち，本格納容

器破損モードの重大事故等対策の概略系統図は第 3.2-1 図（2／4）及び（

3／4）である。本格納容器破損モードに対応する手順及び必要な要員と作

業項目は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 

3.5.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

 (1) 有効性評価の方法 

   本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，

「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，プラント損傷

状態をＴＱＵＶとし，事象進展が早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳

しい過渡事象を起因事象とする「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）」である。 

   また，1.2.2.1(3)に示すとおり，プラント損傷状態の選定では，ＬＯＣ

ＡとＴＱＵＶを比較し，事象緩和のための対応操作の観点で大きな差異は

ないこと，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用と溶融炉心・コ

ンクリート相互作用は原子炉圧力容器破損後に生ずる一連の物理現象であ

339



3.5-4 

ることから，「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」と同

じＰＤＳを選定し一連のプラント挙動を確認することを考慮し，ＴＱＵＶ

を選定した。 

   なお，本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱」及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」

において有効性を評価したシーケンスと同様のシーケンスである。本格納

容器破損モード及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」

ではプラント損傷状態をＴＱＵＶとし，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱」ではプラント損傷状態をＴＱＵＸとしており，異なるプ

ラント損傷状態を選定している。しかしながら，どちらのプラント損傷状

態であっても原子炉水位が燃料有効長底部から燃料有効長の 20％上の位

置に到達した時点で逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動開操作によって

原子炉減圧する手順であり，原子炉減圧以降も，溶融炉心の挙動に従って

一連の流れで生じる各格納容器破損モードを，定められた一連の手順に従

って防止することとなる。このことから，これらの格納容器破損モードに

ついては同様のシーケンスで評価する。 

   本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，

燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水位変化）・対向流，炉心損傷後の原子炉圧力容器におけ

るリロケーション，構造材との熱伝達，下部プレナムでの溶融炉心の熱伝

達，原子炉圧力容器破損，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動，炉心損傷後の格納

容器におけるペデスタル（ドライウェル部）床面での溶融炉心の拡がり，

原子炉圧力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化），原子炉圧力容器外ＦＣＩ

（デブリ粒子熱伝達），溶融炉心とペデスタル（ドライウェル部）プール

水との伝熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱並びにコンクリート分解及び
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非凝縮性ガス発生が重要現象となる。 

   よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力

容器内及び格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビア

アクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデ

ント総合解析コードＭＡＡＰによりペデスタル（ドライウェル部）の床面

及び壁面のコンクリート侵食量等の過渡応答を求める。 

   また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 (2) 有効性評価の条件 

   本評価事故シーケンスの有効性評価の条件は，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」の条件と同じである。また，初期条件の初期酸

素濃度並びに事故条件の水素及び酸素の発生については，「3.4 水素燃焼」

と同じである。 

 (3) 有効性評価の結果 

   本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力及び原子炉水位（シュラウド

内外水位）の推移を第 3.5-1 図及び 3.5-2 図に，格納容器圧力，格納容器

雰囲気温度，ドライウェル及びサプレッション・チェンバの気相濃度（ウ

ェット条件，ドライ条件），サプレッション・プール水位，ペデスタル

（ドライウェル部）水位並びに溶融炉心・コンクリート相互作用によるペ

デスタル（ドライウェル部）床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移を

第 3.5-3 図から第 3.5-11 図に示す。 

  ａ．事象進展 
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    事象進展は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と

同じである。 

 ｂ．評価項目等 

    ペデスタル（ドライウェル部）への水張り及び溶融炉心落下後のペデ

スタル（ドライウェル部）への注水の継続によって，ペデスタル（ドラ

イウェル部）の床面及び壁面のコンクリートの侵食は生じず，ペデスタ

ル（ドライウェル部）の溶融炉心は適切に冷却され，原子炉圧力容器支

持機能を維持できる。 

    また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスは発生しな

い。なお，格納容器下部への溶融炉心落下後の本評価における水素濃度

は，●●において最低値を示すが，ウェット条件で●vol％以上，ドラ

イ条件で●vol％以上となり，ドライ条件においては 13vol％を上回る。

一方，酸素濃度は水の放射線分解によって徐々に上昇するものの，事象

発生から 7 日後（168 時間後）においても酸素濃度はウェット条件で約

●vol％，ドライ条件で約●vol％であり，可燃限界である 5vol％を下

回る。このため，格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれは

ない。 

    その後は，ペデスタル（ドライウェル部）に崩壊熱相当以上の流量で

間欠注水を行い，溶融炉心の冠水状態を維持することにより，安定状態

を維持できる。 

（添付資料 3.5.1，3.5.2，3.5.3，3.5.4） 

   本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示

す(8)の評価項目について，ペデスタル（ドライウェル部）床面及び壁面

のコンクリート侵食量※１をパラメータとして対策の有効性を確認した。
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なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(4)及び

(5)の評価項目の評価結果については「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰

囲気直接加熱」及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」

にて評価項目を満足することを確認している。 

  ※１ 溶融炉心が適切に冷却されることについても，ペデスタル（ドライ

ウェル部）床面及び壁面のコンクリートの侵食が生じないことで確

認した。 

    なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(6)

の評価項目については「3.4 水素燃焼」において，(7)の評価項目につ

いては「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」において，それぞれ選定された評価事故シーケンスに対して対策

の有効性を確認しているが，溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）

に落下した場合については，本評価において，「1.2.2.2 有効性を確認

するための評価項目の設定」に示す(6)及び(7)の評価項目について対策

の有効性を確認できる。 

3.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

   解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価するものとする。 

   格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，重大事

故等対処設備を含む全ての原子炉注水機能が喪失して炉心損傷及び原子炉

圧力容器の破損に至り，溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）に落下

してコンクリートを侵食することが特徴である。 
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   また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時

間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると

考えられる操作として，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び常設低圧代替注水系

ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心への注水操作

とする。 

   本評価事故シーケンスの有効性評価における不確かさとしては，リロケ

ーション（炉心溶融開始後の溶融炉心の移動），水張りされたペデスタル

（ドライウェル部）へ落下した溶融炉心の粒子化，落下した溶融炉心の拡

がり，溶融炉心から水への熱伝達及びコンクリート侵食が挙げられる。リ

ロケーション（炉心溶融開始後の溶融炉心の移動）に対しては，原子炉圧

力容器下鏡部温度が 300℃に到達したこと等をもって破損兆候を検知し，

格納容器下部水温計の指示を継続監視することで原子炉圧力容器破損を判

断して常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（

常設）による格納容器冷却操作及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた格

納容器下部注水系（常設）による溶融炉心への注水操作を行うといった徴

候を捉えた対応によって，溶融炉心を確実に冷却できることを確認してい

る。また，本評価事故シーケンスの評価では，溶融炉心から水への熱伝達

が本格納容器破損モードに対して影響が大きいことを踏まえて，溶融炉心

から水への熱伝達に対する影響評価を実施する。 

 (1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

   本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおり

であり，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 
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  ａ．運転員等操作時間に与える影響 

    炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化

及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデ

ルは，ＴＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性

を確認している。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応

速度の係数についての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部プレ

ナムへの溶融炉心移行の開始時間に対する感度は数分程度であり，影響

は小さいことを確認している。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力

容器破損時点で常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び常設低圧代替注水系ポン

プを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心への注水操作を

実施するが，下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間の不確かさは小

さく，下部プレナムへ溶融炉心が移行した際の原子炉圧力容器下鏡部温

度の上昇及び原子炉圧力容器破損時の格納容器下部水温の上昇は急峻で

あることから，原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている常設低

圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る格納容器冷却操作及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下

部注水系（常設）による溶融炉心への注水操作に係る運転員等操作時間

に与える影響は小さい。 

    炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙

動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥ

Ｒの評価結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結

果の方が保守的であることを確認していることから，運転員等操作時間
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に与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故について

の再現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下さ

せた感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいこと

を確認している。原子炉圧力容器の破損の影響を受ける可能性がある操

作としては，溶融炉心落下後の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び常設低圧

代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心

への注水操作があるが，下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間の不

確かさは小さく，下部プレナムへ溶融炉心が移行した際の原子炉圧力容

器下鏡部温度の上昇及び原子炉圧力容器破損時の格納容器下部水温の上

昇は急峻であることから，原子炉圧力容器の破損を起点としている常設

低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

よる格納容器冷却操作及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器

下部注水系（常設）による溶融炉心への注水操作に係る運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における下部プレナムでの溶融炉心の熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての

再現性を確認している。また，下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関す

る感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを

確認している。原子炉圧力容器破損の影響を受ける可能性がある操作と

しては，溶融炉心落下後の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納

容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び常設低圧代替

注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心への
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注水操作があるが，原子炉圧力容器破損時間の不確かさは小さいことか

ら，原子炉圧力容器の破損を起点としている常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作

及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）に

よる溶融炉心への注水操作に係る運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさ

として，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひず

み（しきい値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に

原子炉圧力容器破損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容

器破損（事象発生から約 4.5 時間後）に対して，十数分早まる程度であ

り，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作及び常設低圧代替注水系ポンプを用い

た格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心への注水操作は中央制御

室から速やかに実施可能な操作であることから，原子炉圧力容器破損を

操作開始の起点としている常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納

容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び常設低圧代替

注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心への

注水操作に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不

確かさとして，核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデルはＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ

実験解析により原子炉圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現

できることを確認している。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では，燃料被

覆管破裂後のＦＰ放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確

認されたが，小規模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体
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系においてこの種の不確かさは小さくなると推定される。本評価事故シ

ーケンスでは，炉心損傷後の原子炉圧力容器内ＦＰ放出を操作開始の起

点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作に与える影響

はない。 

    炉心損傷後の格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確かさ

として，溶融炉心の細粒化モデルにおけるエントレインメント係数，デ

ブリ粒子径の感度解析により，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相

互作用による圧力スパイクに与える影響は小さいことを確認している。

本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互

作用による圧力スパイクを起点とした運転員等操作はないことから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

    炉心損傷後の格納容器におけるペデスタル（ドライウェル部）床面で

の溶融炉心の拡がり及び溶融炉心とペデスタル（ドライウェル部）のプ

ール水の伝熱の不確かさとして，エントレインメント係数，溶融炉心か

らのプール水への熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係数がコ

ンクリート侵食量に影響を与えることを確認している。本評価事故シー

ケンスでは，コンクリート侵食を操作開始の起点としている運転員等操

作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

    炉心損傷後の格納容器における溶融炉心とコンクリート伝熱，コンク

リート分解及び非凝縮性ガス発生の不確かさとして，実験解析によりコ

ンクリート侵食量を適切に評価できることを確認している。本評価事故

シーケンスでは，コンクリート侵食を操作開始の起点としている運転員

等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 3.5.5） 

  ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 
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    炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化

及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデ

ルは，ＴＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性

を確認している。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応

速度の係数についての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部プレ

ナムへの溶融炉心移行の開始時間に対する感度は数分程度であり，影響

は小さいことを確認している。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力

容器破損時点でペデスタル（ドライウェル部）に水張りが実施されてい

ることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

    炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位

挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦ

ＥＲの評価結果との比較により，水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評

価結果の方が保守的であることを確認している。また，原子炉圧力容器

破損時点でペデスタル（ドライウェル部）に水張りが実施されているこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故について

の再現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下さ

せた感度解析により，原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいこ

とを確認している。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損時

点でペデスタル（ドライウェル部）に水張りが実施されていることから，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における下部プレナムでの溶融炉心の熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての
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再現性を確認している。また，下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関す

る感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを

確認している。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損時点で

ペデスタル（ドライウェル部）に水張りが実施されていることから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさ

として，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひず

み（しきい値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に

原子炉圧力容器破損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容

器破損（事象発生から約 4.5 時間後）に対して，早まる時間はわずかで

あり，破損時間がわずかに早まった場合においても，ペデスタル（ドラ

イウェル部）に水張りが実施されていることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

    炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不

確かさとして，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動と溶融炉心・コンクリート相

互作用による侵食量に関連はないことから，評価項目となるパラメータ

に与える影響はない。 

    炉心損傷後の格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確かさ

として，エントレインメント係数の感度解析より溶融炉心の細粒化割合

がコンクリート侵食に与える感度は小さいことを確認していることから，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の格納容器におけるペデスタル（ドライウェル部）床面で

の溶融炉心の拡がりについて，実機では溶融炉心の落下量が多く崩壊熱

による継続的な加熱も生じることから各種実験と比較してより拡がり易

い傾向となるが，溶融炉心の拡がりが抑制されると想定した場合におい
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ても，溶融炉心落下時点における溶融炉心とコリウムシールドの接触面

温度はコリウムシールドの侵食開始温度を下回っており，また，常設低

圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉

心への注水によって溶融炉心は継続的に冷却されることから，コリウム

シールドの侵食は発生せず，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない。また，炉心損傷後の溶融炉心とペデスタル（ドライウェル部）プ

ール水の伝熱の不確かさとして，エントレインメント係数，溶融炉心か

らのプール水への熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係数の感

度解析を踏まえ，コンクリート侵食量について支配的な溶融炉心からの

プール水への熱流束についての感度解析を実施した。感度解析の結果，

第 3.5-●図に示すとおり，コリウムシールドの侵食は発生しないため，

ペデスタル（ドライウェル部）のコンクリートの侵食は生じず，原子炉

圧力容器の支持機能を維持できる。また，溶融炉心・コンクリート相互

作用による可燃性ガスは発生しない。なお，本評価におけるペデスタル

（ドライウェル部）への溶融炉心落下後の水素濃度は，ドライウェルに

おいて最低値を示すが，ウェット条件で●vol%以上，ドライ条件で

●vol%以上となり，ドライ条件においては 13vol%を上回る。一方，酸

素濃度はウェット条件で●vol%以下，ドライ条件で●vol%以下であり，

可燃限界である 5vol%を下回ることから，格納容器内での可燃性ガスの

燃焼が発生するおそれはない。 

（添付資料 3.5.2，3.5.5） 

 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 

  ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 
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    初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

3.2-2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件

とした場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評

価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるような設定があるこ

とから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関

する影響評価の結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 

     初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd／t

に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，解析条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりもお

おむね小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉圧力容

器の破損に至るまでの事象進展は緩和されるが，操作手順（崩壊熱除

去機能の喪失に伴い代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系に

よる格納容器除熱を実施すること，原子炉圧力容器破損後に常設低圧

代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る格納容器冷却及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部

注水系（常設）による溶融炉心への注水を開始すること）に変わりは

ないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

     初期条件の溶融炉心からプールへの熱流束は，解析条件の 800kW／

m２相当（圧力依存あり）に対して最確条件は 800kW／m２相当（圧力依

存あり）であり，最確条件とした場合は，解析条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

     初期条件のコンクリート以外の素材の扱いは，解析条件の鉄筋は考

慮しないことに対して最確条件はコンクリート以外の素材を考慮する
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ことであり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，コ

ンクリートより融点の高い鉄筋の耐熱の効果により，溶融炉心・コン

クリート相互作用によるコンクリート侵食が抑制されるが，コンクリ

ート侵食量を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

     初期条件の原子炉圧力容器下部及びペデスタル（ドライウェル部）

内構造物の扱いは，解析条件のペデスタル（ドライウェル部）に落下

する溶融物とは扱わないことに対して，最確条件は部分的な溶融が生

じ，ペデスタル（ドライウェル部）に落下する可能性があり，解析条

件の不確かさとして，最確条件とした場合は，溶融物の発熱密度が下

がるため，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコンクリート侵食

は抑制されるが，コンクリート侵食量を操作開始の起点としている運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

     初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器体積（サ

プレッション・チェンバ）の空間部及び液相部，サプレッション・プ

ール水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさと

して，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に

与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

     事故条件の起因事象は，原子炉圧力容器への給水はできないものと

して給水流量の全喪失を設定しているが，起因事象の違いによって操

作手順（原子炉圧力容器後に常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却及び常設低圧代

替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心

への注水を開始すること）に変わりはないことから，運転員等操作時
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間に与える影響はない。 

     機器条件のコリウムシールド耐熱材の種類及びペデスタル（ドライ

ウェル部）床面積は，解析条件と最確条件は同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

（添付資料 3.5.5） 

   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd／t

に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，解析条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりもお

おむね小さくなるため，溶融炉心の持つエネルギが小さくなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕が大きくなる。 

     初期条件の溶融炉心からのプールへの熱流束は，解析条件の 800kW

／m２相当（圧力依存あり）に対して最確条件は 800kW／m２相当（圧力

依存あり）であり，最確条件とした場合は，解析条件と同様であるた

め，事象進展に影響はないことから，評価項目となるパラメータに与

える影響はない。コンクリート侵食量に対しては，実験で確認されて

いる侵食面における侵食の不均一性等の影響を確認する観点から，コ

ンクリート侵食量への影響が最も大きい溶融炉心からプール水への熱

流束について，感度解析を実施した。感度解析の結果，第 3.5-●図

に示すとおり，ペデスタル（ドライウェル部）のコンクリートの侵食

は生じず，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。また，溶融炉

心・コンクリート相互作用による可燃性ガスは発生しない。なお，本

評価におけるペデスタル（ドライウェル部）への溶融炉心落下後の水

素濃度は，ドライウェルにおいて最低値を示すが，ウェット条件で●
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vol%以上，ドライ条件で●vol%以上となり，ドライ条件においては

13vol%を上回る。一方，酸素濃度はウェット条件で●vol%以下，ドラ

イ条件で●vol%以下であり，可燃限界である 5vol%を下回ることから，

格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはない。 

     初期条件のコンクリート以外の素材の扱いは，解析条件の鉄筋は考

慮しないことに対して最確条件はコンクリート以外の素材を考慮する

ことであり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合には，

コンクリートより融点の高い鉄筋の耐熱の効果により，溶融炉心・コ

ンクリート相互作用によるコンクリート侵食が抑制されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

     初期条件の原子炉圧力容器下部及びペデスタル（ドライウェル部）

内構造物の扱いは，解析条件のペデスタル（ドライウェル部）に落下

する溶融物とは扱わないことに対して最確条件は部分的な溶融が生じ，

ペデスタル（ドライウェル部）に落下する可能性があり，解析条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，溶融物の発熱密度が下がる

ため，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコンクリート侵食が抑

制されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きく

なる。 

     初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器体積（サ

プレッション・チェンバ）の空間部及び液相部，サプレッション・プ

ール水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさと

して，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に

与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。 

     事故条件について，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコンク
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リート侵食量を評価するにあたり，溶融炉心落下時の崩壊熱の影響を

確認する観点から感度解析を実施した。起因事象として，原子炉水位

の低下の観点でより厳しい事象であるＬＯＣＡ等の原子炉冷却材圧力

バウンダリ喪失を仮定し，事故シーケンスを「大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣ

ＣＳ注水機能喪失」として，本評価事故シーケンスの評価条件と同様

に，重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても原子炉圧力

容器破損まで使用できないものと仮定した場合，原子炉圧力容器破損

のタイミングが早くなるため，溶融炉心落下時の崩壊熱の影響を確認

する観点から感度解析を実施した。 

     その結果，第 3.5-●図に示すとおり，コンクリートの侵食は生じ

ず，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。また，溶融炉心・コン

クリート相互作用による可燃性ガスは発生しない。なお，本評価にお

けるペデスタル（ドライウェル部）への溶融炉心落下後の水素濃度は，

ドライウェルにおいて最低値を示すが，ウェット条件で●vol%以上，

ドライ条件で●vol%以上となり，ドライ条件においては 13vol%を上

回る。一方，酸素濃度はウェット条件で●vol%以下，ドライ条件で●

vol%以下であり，可燃限界である 5vol%を下回ることから，格納容器

内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはない。 

     機器条件のコリウムシールド耐熱材の種類及びペデスタル（ドライ

ウェル部）床面積は，解析条件と最確条件は同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響

はない。 

（添付資料 3.5.2，3.5.5） 

  ｂ．操作条件 
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    操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，

「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」

の 6 要因に分類し，これらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を

評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラ

メータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 

     操作条件の代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格

納容器除熱は，解析上の操作開始時間として事象発生から 90 分後を

設定している。運転員等操作時間に与える影響として，代替循環冷却

系ポンプを用いた代替循環冷却系運転は事象発生 90 分後に開始する

こととしているが，時間余裕を含めて設定されているため操作の不確

かさが操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。また，本操作の操作開始時間は，緊急用海

水ポンプを用いた緊急用海水系の準備期間を考慮して設定したもので

あり，緊急用海水ポンプを用いた緊急用海水系の操作開始時間が早ま

れば，本操作の操作時間も早まる可能性があり，代替循環冷却系ポン

プを用いた代替循環冷却系の運転開始時間も早まることから，運転員

等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

     操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却は，解析上の操作時間と

して原子炉圧力容器破損から 6 分後（事象発生から約 4.6 時間後）を

設定している。運転員等操作時間に与える影響として，原子炉圧力容

器破損までに事象発生から約 4.5 時間の時間余裕があり，また，溶融

炉心落下後の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却は，原子炉圧力容器下鏡
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部温度が 300℃に到達したこと等をもって破損兆候を検知し，原子炉

圧力容器の破損判断パラメータである格納容器下部水温計の指示を継

続監視することで原子炉圧力容器破損を判断し，格納容器冷却を実施

することとしており，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等

であり，操作開始時間に与える影響は小さい。当該操作は，解析コー

ド及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は

遅れる可能性があるが，中央制御室での操作のみであり，運転員は中

央制御室に常駐していること，また，当該操作に対応する運転員に他

の並列操作はないことから，操作時間に与える影響はない。 

     操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系

（常設）による溶融炉心への注水は，解析上の操作時間として原子炉

圧力容器破損から 7 分後（事象発生から約 4.6 時間後）を設定してい

る。運転員等操作時間に与える影響として，原子炉圧力容器破損まで

に事象発生から約 4.5 時間の時間余裕があり，また，溶融炉心落下後

の常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）に

よる溶融炉心への注水は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達

したこと等をもって破損兆候を検知し，原子炉圧力容器の破損判断パ

ラメータである格納容器下部水温計の指示を継続監視することで原子

炉圧力容器破損を判断し，注水操作を実施することとしており，実態

の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与

える影響は小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中

央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐しているこ

と，また，当該操作に対応する運転員に他の並列操作はないことから，

操作時間に与える影響はない。 
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（添付資料 3.5.5） 

   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     操作条件の代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格

納容器除熱は，緊急用海水ポンプを用いた緊急用海水系の操作開始時

間が早まった場合には，本操作も早まる可能性があり，格納容器圧力

及び温度を早期に低下させる可能性があることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

     操作条件の溶融炉心落下後の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却及び常設低圧

代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉

心への注水は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作時

間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.5.5） 

 (3) 操作時間余裕の把握 

   操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

   操作条件の代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納容

器除熱については，格納容器除熱開始までの時間は事象発生から 90 分あ

り，準備時間が確保できるため，時間余裕がある。なお，本操作が大幅に

遅れるような事態になった場合でも，原子炉圧力容器破損に至るまでの時

間は事象発生から約 4.5 時間であり，約 3 時間以上の余裕があることから，
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時間余裕がある。 

   操作条件の溶融炉心落下後の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却及び常設低圧代替注水

系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心への注水に

ついては，原子炉圧力容器破損までの時間は事象発生から約 4.5 時間あり，

また，溶融炉心落下後にペデスタル（ドライウェル部）注水が行われなか

った場合でも，溶融炉心落下前に張られた水が溶融炉心の崩壊熱及びジル

コニウム－水反応による発熱により蒸発するまでには約 0.3 時間の時間余

裕がある。 

（添付資料 3.5.5） 

 (4) まとめ 

   解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメー

タに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時

間余裕がある。 

3.5.4 必要な要員及び資源の評価 

  本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加

熱」と同じであることから，必要な要員及び資源の評価は「3.2.4 必要な要

員及び資源の評価」と同じである。 
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3.5.5 結論 

  格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，運転時の

異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）又は全交流動力電源喪

失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。

このため，原子炉圧力容器内の溶融炉心が格納容器内へ流れ出し，溶融炉心

からの崩壊熱や化学反応によって，ペデスタル（ドライウェル部）のコンク

リートが侵食され，格納容器の構造部材の支持機能を喪失し，格納容器の破

損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート

相互作用」に対する格納容器破損防止対策としては，常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部水位確保手段

及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による

溶融炉心への注水手段を整備している。また，ペデスタル（ドライウェル部）

にコリウムシールドを設置している。 

  格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」の評価事故シー

ケンス「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失

敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）」について，有効性評価を行った。 

  上記の場合においても，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部

注水系（常設）による格納容器下部水位確保及び常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた格納容器下部注水系（常設）による溶融炉心への注水を実施するこ

とにより，溶融炉心の冷却が可能である。その結果，溶融炉心・コンクリー

ト相互作用によるコンクリートの侵食は生じず，原子炉圧力容器の支持機能

を維持できる。また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 3.5.3） 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作

時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。ま
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た，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認

した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

  重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

  以上のことから，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系

（常設）による格納容器下部水位確保，コリウムシールドの設置等の格納容

器破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対して有効であることが

確認でき，格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に対し

て有効である。 
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添付 3.5.1-1

安定状態について 

 「溶融炉心・コンクリート相互作用」時の安定状態については以下

のとおり。 

格納容器安定状態： 
 溶融炉心・コンクリート相互作用によるペデスタル（ドライウェル

部）の床面及び壁面の侵食が停止し，侵食の停止を継続するための
設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不
足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない
場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 
格納容器安定停止状態の確立について 
代替循環冷却系による原子炉への崩壊熱相当量以上の注水及び格納容
器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）への代替
循環冷却系による注水を補う量の注水を継続することにより，溶融炉
心・コンクリート相互作用によるペデスタル（ドライウェル部）の床
面及び壁面の侵食の停止を維持でき，格納容器安定状態が確立される。
また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要
な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 
代替循環冷却系を用いて又は残留熱除去系を復旧して除熱を行うこと
により，安定状態後の更なる除熱が可能となる。 
安定状態後の措置に関する具体的な要件は以下のとおり。 
①格納容器除熱機能として代替循環冷却系による冷却又は残留熱除去

系復旧による冷却へ移行 
②格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性ガス濃度制

御系の復旧及び格納容器への窒素ガス封入及び格納容器圧力逃がし

装置による格納容器ベント 
③上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水等の確保 
④長期的に維持される格納容器の状態（圧力・温度）に対し，適切な

地震力に対する格納容器の頑健性の確保 
（添付資料 2.1.1 別紙 1 参照） 
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添付 3.5.2-2 

ルドを敷設することにより，溶融炉心・コンクリート相互作用による侵食が

生じないことを確認した。 

第 2 表 侵食量評価結果 

項目 ベースケース 感度ケース 

コリウムシールド侵食量

（側面） 
0cm 0cm 

コリウムシールド侵食量

（床面） 
0cm 0cm 

添付資料 3.2.12 に示したように，高温の溶融炉心がコリウムシールドと接

触することにより，溶融炉心中の金属Ｚｒ等によってＺｒＯ２耐熱材表面に

おいて還元反応が起こり，酸素欠乏が生じる可能性が考えられる。しかし，

模擬溶融炉心落下試験における耐熱材の黒色化部の組成に有意な変化が確認

されなかったこと及び溶融炉心中の未酸化の金属Ｚｒはペデスタル（ドライ

ウェル部）プール水との反応によって酸化されると考えられることから，Ｚ

ｒＯ２耐熱材の表面が還元されることによる影響は軽微であると考えられる。

また，溶融炉心の主成分はＵＯ２，ＺｒＯ２及びＺｒであるが，別添 1 に記載

のとおり 100mol％Ｚｒという厳しい条件においても，2,100℃では還元反応

に伴うＺｒＯ２耐熱材の侵食はほとんど生じていない。 

このほか，溶融炉心には，少量ながらＵＯ２，ＺｒＯ２及びＺｒ以外の金属

酸化物も含まれるが，ＺｒＯ２耐熱材が金属酸化物との共晶反応により侵食

される可能性を考慮しても，その侵食量は限定的であると考えられる（別添

2）。 

よって，コリウムシールドの設置は溶融炉心・コンクリート相互作用によ

るペデスタル（ドライウェル部）側壁及び床面への影響を抑制する対策とし

て有効であると考えられる。  
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別添 1 

ＺｒＯ２耐熱材の侵食開始温度の設定について 

ＺｒＯ２耐熱材の侵食量評価においては，耐熱材の侵食開始温度として

2,100℃を設定している。その設定の考え方を以下に示す。 

ＺｒＯ２単体での融点は約 2,700℃であるが，溶融炉心に含まれるＺｒ等の金

属との化学反応により，ＺｒＯ２耐熱材の侵食開始温度は 2,700℃より低下する。 

これに対して，化学反応による耐熱材の侵食影響を確認するため，ＺｒＯ２

試験片の各種溶融金属への浸透試験が実施されており，溶融金属中のＺｒの割

合が大きいほど耐熱材の侵食量が大きくなる傾向が確認されている。 

第 1 図※に，極めて耐熱材の侵食が大きくなる 100mol％Ｚｒの条件で実施さ

れた侵食試験後のＺｒＯ２耐熱材試験片の断面写真を示す。試験結果より，

2,150℃以上の条件では数分で耐熱材試験片が大きく侵食されているのに対し，

2,100℃では 30 分保持した場合でもほとんど侵食されていない。 

なお，本試験は 100mol％Ｚｒという極めて厳しい条件で実施されているが，

実機における溶融炉心では，ＵＯ２，ＳＵＳ及び金属－水反応で生成されたＺ

ｒＯ２等が含まれるため，100mol％Ｚｒという条件は考え難く，ＺｒＯ２耐熱材

は試験条件より侵食されにくくなると考えられる。 

以上より，ＺｒＯ２耐熱材の侵食量評価においては，極めて厳しい試験条件

でも侵食量がわずかであった 2,100℃を侵食開始温度として設定した。 
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添付 3.5.2-5 

別添 2 

ＺｒＯ２耐熱材の侵食に関する不確かさについて 

1. はじめに 

ＳＡ解析コードＭＡＡＰによる侵食量評価では，溶融炉心中のＺｒによる

ＺｒＯ２耐熱材の還元反応を考慮し，耐熱材侵食試験結果に基づき侵食開始

温度を保守的に 2,100℃と設定した上で，溶融炉心によるコリウムシールド

の侵食が生じないことを確認している。しかし，溶融炉心中には少量ながら

その他の金属酸化物も含まれており，これらに起因してＺｒＯ２耐熱材の侵

食が生じる不確かさも考えられるため，関連する既往実験の知見を参照し，

コリウムシールドの有効性について検討する。 

2. ＣＩＴ実験について 

模擬溶融炉心によるＺｒＯ２耐熱材の侵食挙動に係る実験として，欧州委

員会のプロジェクトとして実施されたＣＩＴ実験[1][2]がある。 

ＣＩＴ実験では，第 1 図に示すような試験装置によって，模擬溶融炉心と

ＺｒＯ２耐熱材を最長 10 時間程度接触させ，模擬溶融炉心の表面温度（Ｚｒ

Ｏ２耐熱材との界面温度）と侵食深さの推移が測定された。そのうち，CIT-9

及び CIT-11 では実機の条件に近い組成のＺｒＯ２耐熱材が用いられている。 

CIT-9 における入力エネルギー及び模擬溶融炉心表面温度とＺｒＯ２耐熱

材の侵食深さの推移を第 2 図及び第 3 図に示す。耐熱材の最終的な侵食深さ

は22.5mm，最大の侵食速度は0.18mm／minと報告されている。実験において，

模擬溶融炉心は誘導加熱により 2,080℃から 2,474℃まで段階的に昇温され

たが，出力を一定に維持し模擬溶融炉心の昇温を停止すると，耐熱材の侵食

は一定の深さまで進んだ後に停止する挙動が確認されている。 
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また，CIT-11 における模擬溶融炉心表面温度とＺｒＯ２耐熱材の侵食深さ

の推移を第4図に示す。最終的な侵食深さは39.5mm，最大の侵食速度は0.28mm

／min と報告されており，CIT-9 と同様に出力を一定に維持すると侵食が停止

する挙動が確認されている。 

第 1 図 ＣＩＴ実験装置 

第 2 図 CIT-9 における入力エネルギー 
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第 3 図 CIT-9 における模擬溶融炉心表面温度と耐熱材侵食深さの推移 

第 4 図 CIT-11 における模擬溶融炉心表面温度と耐熱材侵食深さの推移 

3. 実験条件と実機条件の比較 

CIT-9 及び CIT-11 実験にて用いられたＺｒＯ２耐熱材の組成を第 1 表に示

す。主成分であるＺｒＯ２の純度は 94.7wt％であり，東海第二発電所におい

てコリウムシールドとして用いるＺｒＯ２耐熱材と同等であることから，耐

熱材の特性は実験条件と実機条件で大きな差はないと考えられる。 

次に，CIT-9 及び CIT-11 実験における模擬溶融炉心の組成を第 2表に示す。

実験で用いられた模擬溶融炉心は，酸化鉄（ＦｅＯやＦｅ３Ｏ４）の割合が大

(2080℃) 

(2238℃) 

(2395℃) 
(2474℃) 

( )内：各 stage における 

模擬溶融炉心表面温度 
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きく，ＣＩＴ実験においては，これらの酸化鉄とＺｒＯ２の共晶反応により，

ＺｒＯ２耐熱材が溶融，侵食されたものと考えられる。 

一方，実機での溶融炉心中に含まれる酸化鉄の割合は 3％程度※１と想定さ

れ，ＣＩＴ実験の条件は，ともに実機条件に比べて共晶反応による耐熱材侵

食が生じやすい条件と考えられる。 

※１：ＲＰＶ破損時点での溶融炉心中の酸化鉄割合 

（ＭＡＡＰ計算結果より） 

第 1 表 CIT-9 及び CIT-11 実験におけるＺｒＯ２耐熱材組成 

成分 割合 wt％ 

ＳｉＯ２ 1.4 

ＣａＯ 0.2 

ＭｇＯ 2.5 

Ｆｅ２Ｏ３ 0.2 

Ａｌ２Ｏ３ 0.8 

ＴｉＯ２ 0.2 

ＺｒＯ２ 94.7 

第 2 表 CIT-9 及び CIT-11 実験における模擬溶融炉心組成 

 CIT-9 CIT-11 

組成 wt％ 

49.1 ＵＯ２

20.4 ＺｒＯ２

30.5 ＦｅＯ 

19.0 ＺｒＯ２

81.0 Ｆｅ３Ｏ４

（共晶組成） 

4. 実機におけるＺｒＯ２耐熱材と金属酸化物との共晶反応による侵食 

CIT-9 及び CIT-11 実験は，ともに実機の酸化鉄の割合を大きく上回ってい

るが，ここでは実機の酸化鉄の割合により近い CIT-9 実験に基づきＺｒＯ２

耐熱材の共晶反応による侵食量について考察する。 
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添付資料 3.5.3 

添付 3.5.3-1 

溶融炉心による熱影響評価について 

1. 評価目的 

東海第二発電所におけるペデスタル構造の特徴を踏まえた対策として，溶

融炉心・コンクリート相互作用（以下，本資料において「ＭＣＣＩ」という。）

によるペデスタル（ドライウェル部）（以下，本資料において「ペデスタル」

という。）への影響抑制のためのコリウムシールドを設置するとともに，原

子炉圧力容器（以下，本資料において「ＲＰＶ」という。）から落下した溶

融炉心（以下，本資料において「デブリ」という。）の冠水及び水蒸気爆発

による影響抑制の観点からＲＰＶ破損時のペデスタル内水位を 1m に維持す

る対策，さらに，床スラブ内の排水流路をスリット形状としてデブリを凝固

させる対策を講じることとしている。 

これら東海第二発電所の特徴を踏まえた対策を考慮した上で，ＲＰＶ破損

時にペデスタルへ落下したデブリからの熱影響によってペデスタルに要求さ

れるＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能が損なわれないことを評価する。 

2. 評価方針 

ＲＰＶ破損後にデブリからの伝熱によって高温となる鉄筋コンクリートの

物性変化を考慮した上で，ＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能の維持に必要

な構造強度が保持されることを評価する。 

3. 評価方法 

(1) 荷重条件 

構造強度の評価にあたり，ＲＰＶ支持機能の評価ではＲＰＶ，遮へい壁

等の自重（以下「ＲＰＶ等の自重」という。）を考慮する。また，デブリ
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保持機能の評価では，デブリ，コリウムシールド，床スラブ躯体等の自重

（以下「デブリ等の自重」という。）を考慮する。 

(2) 評価部位及び項目 

ａ．側壁（ＲＰＶ支持機能） 

ＲＰＶ等の自重により，側壁コンクリートには圧縮軸力が作用し，側

壁基部コンクリートには面外方向のせん断力が作用する。 

このため，高温によるコンクリート圧縮強度の低下を考慮した等価壁

厚を評価し，ＲＰＶ等の自重による圧縮軸力及び面外せん断に対して必

要な壁厚と比較する。 

ｂ．床スラブ（デブリ保持機能） 

デブリ等の自重により，床スラブのコンクリートには面外せん断力が

作用し，鉄筋には曲げ応力が作用する。 

このため，高温によるコンクリートの圧縮強度の低下を考慮した等価

板厚を評価し，デブリ等の自重によるせん断力に対して必要な板厚と比

較する。また，高温による鉄筋の強度低下を考慮した等価鉄筋量を評価

し，デブリ等の自重による曲げ応力に対して必要な鉄筋量と比較する。 

(3) 温度条件 

別添 1 にペデスタルの温度評価を示す。デブリからの伝熱によるペデス

タルの側壁及び床スラブの温度は，ＭＡＡＰ解析の結果に基づき，汎用有

限解析コードＡＢＡＱＵＳによる熱伝導解析にて評価する。なお，コリウ

ムシールド設置によって，ペデスタルの侵食抑制効果及び温度低減効果が

見込まれるが，本評価では保守的な取扱いとしてコリウムシールドを設置

しない条件でのＭＡＡＰ解析における侵食量及び温度履歴を参照する。 
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(4) 判断基準 

炉心損傷防止に失敗し，重大事故の発生を想定する防護レベルにおいて，

格納容器の健全性維持に必要な安全機能が維持されることを確認する観点

より，判断基準は終局限界状態に至らないこととする。具体的には，側壁

コンクリートの必要壁厚，床スラブコンクリートの必要板厚，床スラブの

必要鉄筋量の算定において，終局強度又は短期許容応力度を適用する。別

添 2 にＲＰＶ支持に必要な側壁コンクリート厚さ評価を，別添 3 にデブリ

保持に必要な床スラブコンクリート厚さ評価を，別添 4 にデブリ保持に必

要な床スラブ鉄筋量評価を示す。 

4. 評価結果 

以下にＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能に対する評価結果を示す。評価

結果はいずれも判断基準を満足し，デブリからの熱影響によってもペデスタ

ルに要求される機能は損なわれることはない。 

(1) 側壁（ＲＰＶ支持機能） 

ａ．コンクリートに対する圧縮軸力 

別添 5 に熱影響を考慮した側壁コンクリートの構造評価を示す。側壁

コンクリートの等価壁厚は約 684mm であり,ＲＰＶ等の自重によってコ

ンクリートに作用する圧縮軸力に対して必要な壁厚 133mm（別添 2）を上

回る。 

ｂ．基部コンクリートに対する面外せん断力 

別添 5 に示したとおり，側壁コンクリートの等価壁厚は約 710mm であ

り，ＲＰＶ等の自重によって基部コンクリートに作用する面外せん断力

に対して必要な壁厚 192mm（別添 2）を上回る。 
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別添 1 

デブリからの伝熱によるペデスタルの温度評価 

1. ＳＡ解析コードＭＡＡＰによるＭＣＣＩ評価 

ＡＢＡＱＵＳによる熱伝導解析の入力条件となる，侵食量及びペデスタル

とデブリの接触面温度をＳＡ解析コードＭＡＡＰにより評価する。 

解析ケースは，デブリから水プールへの熱流束の不確かさを考慮し，800kW

／m２圧力依存ありの条件（ベースケース），及び 800kW／m２一定の条件（感

度ケース）の 2 ケースを考慮する。また，評価の対象とする事故シーケンス

は，崩壊熱が大きくなりスリット内デブリの温度を厳しくする観点から，ベ

ースケース及び感度ケースともに，ＬＯＣＡシーケンスを選定する。 

なお，コリウムシールド設置によってペデスタルの侵食抑制効果及び温度

低減効果が期待できるが，本評価では熱影響を保守的に評価する観点よりコ

リウムシールドを設置しない条件を考慮する。 

第 1 表に解析条件，第 2 表に侵食量評価結果を示す。また，ペデスタルと

デブリ接触面温度を第 1 図及び第 2 図に示す。 

2. 汎用有限解析コードＡＢＡＱＵＳによるペデスタル熱伝導解析 

(1) 評価モデル 

第 3 図に熱伝導解析モデルを示す。デブリからの熱影響による側壁及び

床スラブの温度は，２次元体系有限要素法解析により評価する。本評価で

は，解析体系を縦横のメッシュで区切り，以下に示す２次元体系における

非定常熱伝導の支配方程式次式に基づき，各部の温度変化を計算している。 
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Q
y
Tk

yx
Tk

xt
Tc yx

ここで，T：温度， ：密度，c：比熱， yx kk , ：x 方向及び y 方向の熱伝

導率，Q：物体の内部発熱量である。 

(2) 評価条件 

第 3 表に熱伝導解析条件を示す。床スラブ上のデブリによるコンクリー

ト侵食量は，コンクリートが侵食されない場合（ベースケース）と，侵食

量が大きくなる場合（感度ケース）の 2 ケースを考慮し，侵食部は熱伝導

解析開始時点で侵食されているものと仮定し評価する。また，横スリット

部の温度評価は，侵食量が最大となる場合と 0cm の場合の両方で評価する。 

(3) 評価結果 

第 7 図に横スリット部温度評価点の位置を示す。また，第 8 図及び第 9

図にベースケース及び感度ケースの横スリット部の温度変化をそれぞれ示

す。横スリット部の最高温度は，ベースケースで約 708℃，感度ケースで

約 995℃であり，スリット内で凝固したデブリは再溶融する温度に至らな

い。第 8 図に示すとおり，ベースケースではペデスタル床上に堆積するデ

ブリからの熱影響が小さく初期の温度上昇は見られないが，堆積デブリの

クエンチ後のペデスタル床面方向への熱移行が小さくなるため，スリット

部に崩壊熱が蓄熱しやすく，長期にわたり温度が高く推移する。一方，第

9 図に示すとおり，感度ケースではペデスタル床上に堆積するデブリから

の熱影響により初期の温度上昇が大きくなるが，堆積デブリのクエンチ後

は，ペデスタル床面方向への熱移行により比較的短時間で温度が低下する。 

第 10 図に感度ケースにおける側壁の温度変化を，第 11 図にベースケー
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スにおける床スラブ鉄筋コンクリート部の温度変化をそれぞれ示す。 

側壁の最高温度は，デブリ接触面ではコンクリートの融点に達している

が，外側に向かうにつれ低くなっている。また，床スラブ鉄筋コンクリー

ト部の最高温度は，上端部で約 459℃となっている。 
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第 4 表 ＳＵＳ材物性値 

温度（K） 密度（kg／m３） 熱伝導率（W／mK） 比熱（J／kgK） 

300 7,920 16.0 499 

400 7,890 16.5 511 

600 7,810 19.0 556 

800 7,730 22.5 620 

1,000 7,640 25.7 644 

第 5 表 コンクリート物性値 

温度 

（℃） 

熱伝導率 

（W／mK） 

比熱 

（J／kgK） 

温度 

（℃） 

熱伝導率 

（W／mK） 

比熱 

（J／kgK） 

20 1.951 901.1 650 0.859 1,111.7 

50 1.880 917.3 675 0.833 1,114.4 

75 1.822 930.2 700 0.809 1,116.8 

100 1.766 942.8 725 0.785 1,118.7 

125 1.710 954.9 750 0.764 1,120.3 

150 1.656 966.7 775 0.743 1,121.3 

175 1.604 977.9 800 0.724 1,122.0 

200 1.553 988.8 825 0.706 1,122.2 

225 1.503 999.2 850 0.690 1,122.1 

250 1.454 1,009.3 875 0.675 1,121.4 

275 1.407 1,018.8 900 0.661 1,120.4 

300 1.361 1,028.0 925 0.648 1,118.9 

325 1.316 1,036.7 950 0.637 1,117.1 

350 1.273 1,045.1 975 0.627 1,114.7 

375 1.231 1,052.9 1,000 0.619 1,112.0 

400 1.191 1,060.4 1,025 0.612 1,108.8 

425 1.152 1,067.4 1,050 0.606 1,105.3 

450 1.114 1,074.1 1,075 0.602 1,101.2 

475 1.077 1,080.2 1,100 0.599 1,096.8 

500 1.042 1,086.0 1,125 0.597 1,091.9 

525 1.008 1,091.3 1,150 0.596 1,086.7 

550 0.976 1,096.3 1,175 0.597 1,080.9 

575 0.944 1,100.7 1,200 0.600 1,074.8 

600 0.915 1,104.8 1,225 0.600 1,068.2 

625 0.886 1,108.4 1,250 0.600 1,061.3 
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第 1 図 ペデスタル－デブリ接触面温度（ベースケース） 

第 2 図 ペデスタル－デブリ接触面温度（感度ケース） 
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ＭＡＡＰ計算結果 

包絡温度（ＡＢＡＱＵＳ入力） 
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第 5 図 構造材の初期温度条件 

第 6 図 ペデスタル周辺雰囲気温度 
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第 7 図 横スリット部温度評価位置 

第 8 図 横スリット部の温度変化（ベースケース） 
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第 9 図 横スリット部の温度変化（感度ケース） 

第 10 図 側壁の温度変化（感度ケース） 
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別添 2 

ＲＰＶ支持に必要な側壁コンクリート厚さ評価 

1. 概要 

格納容器内のペデスタル等配置図を第 1 図に示す。ペデスタルは，原子炉

圧力容器，遮へい壁等を支持する構造物である。ＭＣＣＩによるペデスタル

側壁部の侵食を踏まえて，これら構造物を支持するために必要となるペデス

タル側壁部の壁厚（以下「必要壁厚」という。）を算定する。 

第 1 図 格納容器内ペデスタル等配置図 

2. ペデスタル側壁部に生じる荷重算定 

2.1 荷重の算定方針 

必要壁厚の算定のために必要となるペデスタル側壁部の荷重は，今回工認

におけるペデスタルの構造健全性評価に用いる解析モデルを適用し，ペデス

タルにて支持される構造物の重量を考慮した解析により算定する。 

2.2 解析方法 

原子炉圧力容器 

ペデスタル 

遮へい壁 
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第 1 表 解析条件等の概要 

項 目 内 容 

解析モデル ・３次元ＦＥＭモデル 

・シェル要素 

解析コード ・ＮＡＳＴＲＡＮ 

重量模擬 ・原子炉圧力容器 955×10３kg 

 （圧力容器内構造物を含む） 

・遮へい壁 656×10３kg 

コンクリートの

材料物性等 

・設計基準強度 22N／mm２

・ヤング係数 2.2×10４N／mm２

・せん断弾性係数 0.918×10４N／mm２ 

・単位体積重量 23kN／m３

3 必要壁厚の算定 

3.1 解析結果 

必要壁厚の算定に用いる荷重は，構造物の重量によるペデスタル鉛直方向

に発生する荷重（圧縮軸力）に加えて，側壁コンクリートの壁厚変化に伴う

構造不連続形状部に発生する面外せん断力についても考慮する。 

構造物の重量を付加させた解析結果として，ＭＣＣＩによる侵食が想定さ

れるペデスタル側壁部における圧縮軸力及び面外せん断力を第 2 表に示す。 

第 2 表 ペデスタル側壁部に生じる荷重 

部 位 
圧縮軸力 

（kN／m） 

面外せん断力 

（kN／m） 

ＭＣＣＩによる 

侵食想定部位 
1,940 178 
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3.2 コンクリートの応力度 

必要壁厚の算定にあたっては，鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）

日本建築学会，1999）（以下，「ＲＣ規準」という。）に規定されているコンク

リートの短期許容応力度を用いた。なお，水蒸気爆発に対する構造健全性評

価においては終局状態に至らないことを判断基準としているが，短期許容応

力度を用いることは保守的な取扱いとなる。第 3 表に必要壁厚算定に用いた

許容応力度を示す。 

第 3 表 必要壁厚算定に用いた許容応力度（短期） 

圧縮（N／mm２） せん断（N／mm２） 

14.6 1.06 

※ ＲＣ規準許容応力度（短期） 

 ・圧縮：2／3Ｆｃ 

 ・せん断：1／30Ｆｃかつ(0.49+1/100×Ｆｃ)以下の 1.5 倍 

3.3 必要壁厚の算定結果 

側壁コンクリートに生じる荷重，短期許容応力度から必要壁厚を圧縮軸力

及び面外せん断力に対して算定した。 

 (1) 圧縮軸力による評価 

側壁コンクリートに生じる圧縮軸力と短期許容応力度が等しくなるとき

の壁厚を必要壁厚として算定する。必要壁厚は下式のとおり算定され，圧

縮軸力による評価においては，必要壁厚は 133 ㎜となる。 

 1.940×10３(N／mm)÷14.6(N／mm２) ＝133 ㎜ 
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 (2) 面外せん断力による評価 

面外せん断力を用いた必要壁厚の算定については，ＲＣ規準の断面算定

に用いる評価式を適用する。 

 Ｑ＝ｂ・ｊ・ｆｓ 

 ここで， 

 Ｑ：発生荷重（N） 

 ｂ：部材の有効幅（mm） 

 ｊ：柱の中心間距離（mm） 

   ｊ＝ｄ×7／8 

     ｄ：有効せい（必要壁厚）（mm） 

 ｆｓ：短期許容応力度（N／mm２） 

必要壁厚は，解析により生じる面外せん断力，短期許容応力から下式のと

おり算定され，面外せん断力による評価としての必要壁厚は 192 ㎜となる。 

     ｄ＝８／７×（Ｑ÷ｂ）÷ｆｓ 

      ＝８／７×178(N／mm)÷1.06（N／mm２）＝192mm 

4. まとめ 

圧縮軸力による評価及び面外せん断力による評価から算定した必要壁厚を

第 4 表に整理する。側壁コンクリートの必要壁厚は，圧縮軸力に対しては

133mm，面外せん断力に対しては 192 ㎜となる。 

第 4 表 必要壁厚の算定結果 

 圧縮軸力による評価 
面外せん断力 

による評価 

必要壁厚 133mm 192mm 
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別添 3 

デブリ保持に必要な床スラブ厚さ評価 

床スラブに係る荷重を評価し，コンクリートのせん断耐力から必要床スラブ

厚さを算定する。なお，本評価におけるコンクリートのせん断耐力は，終局強

度に対して保守的な短期許容応力度を用いる。 

1. 床スラブ荷重 

床スラブ荷重として，床スラブ自重及びデブリ等の床スラブ積載荷重を評

価する。 

 (1) 床スラブ自重 

床スラブ自重は， 

   ・床スラブのコンクリート体積：約 53.85m３

   ・鉄筋コンクリートの単位体積重量：24kN／m３

より，床スラブ自重による荷重は約 1.30×10３kN となる。 

 (2) 床スラブ積載荷重 

床スラブ積載荷重は，デブリ，冷却水，コリウムシールド及びペデスタ

ル内構造物等の総重量を保守的に切り上げた値として 500ton を使用し，

約 4.90×10３kN となる。 

以上から，床スラブ荷重として約 6.20×10３kN を用いる。 
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別添 5 

熱影響を考慮した側壁コンクリートの構造評価 

1. 側壁コンクリートの圧縮軸力に対する評価 

(1) 評価方法 

  ・ＲＰＶ等の重量は側壁コンクリートに圧縮軸力として作用することから，

コンクリートを対象に評価し，鉄筋については考慮しない。 

  ・側壁部のＡＢＡＱＵＳによる熱伝導解析結果は，健全な壁厚を保守的に

小さく評価する観点から，第 1 図に示す侵食量が最大となる感度ケース

を参照する（側壁侵食量として 45cm を設定）。 

  ・熱伝導解析結果における側壁での径方向各厚さの温度に対して，第 2 図

に示すとおり包絡温度を設定する。 

  ・各厚さ部分の包絡温度に対して，第 3 図に示す構造材料の耐火性ガイド

ブック（（社）日本建築学会，2017）（以下，「耐火性ガイドブック」

という。）に示される加熱冷却後の圧縮強度残存比を参照し，コンクリ

ート侵食後の残存壁厚に対し健全なコンクリートとしてみなせる等価壁

厚を算定する。 

  ・上記手順により算定した等価壁厚と別添 2 に示すＲＰＶを支持するため

に必要な壁厚である 133mm とを比較し，等価壁厚が必要壁厚を上回るこ

とを確認する。 

(2) 評価結果 

等価壁厚は約 684mm となり，ＲＰＶ支持に必要な壁厚 133mm を上回るこ

とから，側壁コンクリートの圧縮軸力に対してＲＰＶ支持機能は維持され

る。 
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2. 側壁基部コンクリートの面外せん断に対する評価 

(1) 評価方法 

  ・第 4 図に示すコンクリート面外せん断の短期許容応力度に，1.の圧縮軸

力に対する評価にておいて設定した側壁部各厚さにおける包絡温度（第

2 図）を考慮した圧縮強度残存比（第 3 図）を乗じて，高温影響を考慮

したコンクリート強度を求める。 

・ＲＣ規準の断面算定評価式に基づいて，面外せん断に対する等価壁厚を

算定する。 

 Ｑ＝ｂ・ｊ・ｆｓ 

 ここで， 

 Ｑ：発生荷重（N） 

 ｂ：部材の有効幅（mm） 

 ｊ：柱の中心間距離（mm） 

   ｊ＝ｄ×7／8 

     ｄ：有効せい（必要壁厚）（mm） 

 ｆｓ：短期許容応力度（N／mm２） 

  ・上記手順により算定した等価壁厚と別添 2 に示すＲＰＶを支持するため

に必要な壁厚である 192mm とを比較し，等価壁厚が必要壁厚を上回るこ

とを確認する。 

(2) 評価結果 

等価壁厚は約 710mm となり，ＲＰＶ支持に必要な壁厚 192mm を上回るこ

とから，側壁基部コンクリートの面外せん断に対してＲＰＶ支持機能は維

持される。  
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第３図 コンクリートの圧縮強度残存比 

第 4 図 コンクリートの許容応力度 
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別添 7 

鉄筋コンクリート内に発生する熱応力の取扱いについて 

1. はじめに 

東海第二発電所のＭＣＣＩ及び水蒸気爆発を考慮した対策を踏まえ，ＲＰ

Ｖ破損時にペデスタルへ落下したデブリからの熱影響による鉄筋コンクリー

トの材料強度低下を考慮した構造健全性評価を行い，ペデスタルに要求され

るＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能が損なわれないことを確認している。 

一方，本事象に対する構造健全性評価では終局状態における機能維持確認

の観点より，デブリからの伝熱によって鉄筋コンクリートに発生する熱応力

は考慮しないこととしており，この取扱いの考え方について説明する。 

2. 発生する熱応力（自己拘束的な応力）の解放について 

第 1 図に鉄筋コンクリート構造物に発生する熱応力の解放原理について示

す。ＲＰＶの破損後にデブリが落下・堆積し，その非常に高温な熱により，

ペデスタル内側が高温状態となり膨張するが，周囲の拘束によって膨張は抑

えられるため，ペデスタル内側には圧縮力が生ずる。一方，ペデスタル外側

は，内側よりも温度が低いため熱膨張に対する反作用として引張力が生ずる。

次に，躯体の温度上昇に伴って熱膨張が進むと高温側（内側）には圧縮力が

加算され，低温側（外側）には引張力が加算される。このように，定常状態

からの温度上昇により，躯体内で熱応力（自己拘束的な応力）が発生する。

更に温度が上昇し，熱応力がコンクリートの許容引張力を上回るとコンクリ

ートにひび割れが発生する。熱応力は自己拘束的な応力であるため，ひび割

れを生ずると，その部位の熱応力は解放される。終局状態は，ひび割れが複

数発生した状態となり，熱応力のほとんどが解放されると考えられる。 
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3. ＣＣＶ規格における熱応力の取扱いについて 

ペデスタルと同様の円筒形状構築物の設計規格である発電用原子力設備規

格コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）（以下，

「ＣＣＶ規格」という。）では，各荷重状態における熱応力の取り扱いにつ

いて示されており，終局状態に相当する荷重状態Ⅳでは熱応力は無視してよ

いこととされている。また，荷重状態Ⅰ～Ⅲでは，コンクリート部材の剛性，

ひび割れ等を考慮して適切に評価することにより算定することとされている。

第 2 図にＣＣＶ規格における熱力応力の扱いに関する記載を示す。 

なお，ＣＣＶ規格では熱応力を算定する際の手法も示されており，荷重状

態Ⅰ，Ⅱでは弾性剛性を 1／2 に，荷重状態Ⅲでは 1／3 に一律に低減して算

定する方法（一律低減法）が示されている。これはひび割れ等による部材剛

性の低下により，鉄筋コンクリート部材の熱応力が低減するという性質を考

慮したものであり，熱応力実験結果に基づいている。また，外力や熱応力に

対する部材の塑性剛性（ひび割れ後のコンクリートの剛性等）を考慮した部

材断面の釣合いを評価して応力を算定する方法（ひび割れ断面法）も示され

ている。 

4. ペデスタルにおける熱的影響を考慮した解析的検討（参考） 

前述のとおり，終局状態において躯体に生じる熱応力は解放されるが，こ

こでは，熱的影響による躯体材料の強度劣化を考慮した上で，外力や熱応力

に対する部材の塑性剛性を考慮した部材断面の釣合いを算定し，応力と変形

について評価することで，終局限界に対する健全性を検討する。 
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(1) 評価方法 

第 3 図に原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日

本建築学会，2005）（以下，「ＲＣ－Ｎ規準」という。）に記載されてい

るひび割れ断面法による設計フローを，第 4 図に評価対象部位を示す。本

検討では，第 3 図に示す評価フローに準じて，デブリからの伝熱による熱

応力として曲げモーメントが発生する上部側壁を対象に評価する。 

温度荷重に対しては，ＮＡＳＴＲＡＮコードを用いて弾性剛性での温度

応力解析にて曲げモーメントを評価し，断面の曲率について曲げ剛性（Ｅ

Ｉ）を用いて求める。なお，ＮＡＳＴＲＡＮコードに入力した温度条件は

コリウムシールド（15cm）設置を仮定したＭＡＡＰ解析に基づき設定する。

温度以外の荷重（固定荷重積載荷重）についても同様にＮＡＳＴＲＡＮコ

ードにより応力を評価する。次に両者で得られた曲率を加算し，温度を含

む応力組合せ時の断面の釣合い状態を評価（中立軸位置の算定）し応力度

を算定する。なお，この時に断面に作用する軸力は積載されるＲＰＶ自重

を含む通常運転時の軸力とし，曲げモーメントが終局状態に達するまで漸

次増加させていく。また，仮定する断面の釣合い計算においては，最も温

度勾配が高い時点での断面内の温度分布に対応した材料強度低減を考慮し

復元力特性（Ｍ－φ関係）を算定する。 

(2) 評価結果 

第 4 図にペデスタル上部側壁の曲げモーメントが最大になる断面におけ

るＭ－φ関係図を示す。発生する熱応力に対する曲率は終局限界に対して

十分に小さく，ペデスタルが十分な塑性変形能力を有していることを確認

した。したがって，ペデスタル機能維持確認の観点では，デブリからの熱

影響により発生する熱応力は考慮しなくとも支障はないことを確認した。 
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第 1 図 熱応力が解放する原理 

第 2 図 ＣＣＶ規格における熱応力の扱いに関する記載 

【①】 【②】

【③】 【④】
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第 3 図 ひび割れ断面法による設計フロー（ＲＣ－Ｎ規準） 

第 4 図 評価対象部位  

評価対象部位 
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第 5 図 曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 
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炉心の冷却及び凝固停止を促進させる設計とする。 
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第 2 図 ＥＰＲＩ／ＦＡＩによる試験装置 

最大流動距離：約 79cm 

溶融アルミナ 
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第 4 図 溶融合金における固相率と見かけの粘性の関係［３］

3.2 評価方法 

溶融合金の流路内での流動距離を評価するモデルとして，Fleming のモデ

ル［４］があり，このモデルを用いて溶融炉心の横スリット内での流動距離の

評価を行った。その内容を以下に示す。 

なお，本凝固評価モデルは流路内に水が存在しないドライ状態を前提とし

ていることから，実機条件に対して十分保守的な評価となると考えられる。 

（１）Flemings モデルの評価式 

Flemings モデルは(1)式のように表され，流路を流れる溶融物が保有する

エネルギと周囲の構造材への除熱速度をもとに，溶融物が凝固するまでに必

要なエネルギが除去されるまでの流動距離を評価するモデルとなっている。 

2
1 B

TThS
ΔTCHfvAρ

L
wd

pfc
freeze    (1) 

ここで， 
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vk
ΔXπαh

B
w

w
      (2) 

であり，各パラメータの内容は以下のとおりである。 

freezeL ：流動距離（m）， A：流路断面積（m２）， 

ρ：溶融炉心密度（kg／m３）， v：溶融炉心流速（m／s）， 

cf ：流動限界固相率（-）， fH ：溶融炉心溶融潜熱（J／kg）， 

pC ：溶融炉心比熱（J／kgK）， ΔT ：初期温度と凝固温度の差（K）， 

h：熱伝達率（W／m２K）， S：流路周長（m）， dT ：溶融炉心温度（K）， 

wT ：構造材温度（K）， wα ：構造材熱拡散率（m２／s）， 

ΔX ：チョーキングレンジ※（m）， wk ：構造材熱伝導率（W／mK） 

※：溶融物先端でどの程度の長さが流動限界固相率を超えると流動が停

止するかを定義する定数 

（２）熱伝達係数の計算 

溶融炉心とスリット構造材間の熱伝達係数 hは，溶融炉心の熱伝導率 k，

水力等価直径 ed 及び Sleicher Rouse の式［５］より求まるヌセルト数 Nuを用

いて，下式により算出する。 

Nu
ed
kh       (3) 

Sleicher-Rouse の式 

w

w

b
w

a
f

b

a

Pr6.0exp5.0
3
1

Pr4
24.088.0

10Pr1.010Re10

PrRe015.05Nu
464

m

，    (4) 

添字はそれぞれ，m：混合平均温度，f：膜温度，w：壁温における物性値を

表す。ただし本評価では，物性値は温度によらず一定と仮定している。 
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第 6 図 溶融ＵＯ２の粘性係数実験値［２］
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別添 

Flemings モデルの適用性について 

Fleming らは，第 1 図のような試験装置を用いて溶融合金（Ａｌ95.5％－Ｃ

ｕ4.5％）を耐熱ガラス管内に吸引した試験により溶融物の流動距離等の挙動

を確認し，その結果をもとに Flemings モデルを用いて流動限界固相率を推定

しており，最大 0.35 程度という結果を得ている［１］。 

一方，渋谷らは，第 2 図のような試験装置によりＡｌ95.5％－Ｃｕ4.5％合

金の流動性を確認し，固相率が 0.5 付近から粘性が急激に増加する結果となっ

ており［２］，両者を比較するとＡｌ－Ｃｕ合金が流動性を失う固相率の評価結

果は 0.15 程度の差異がある。 

しかし，今回の溶融炉心の流動距離評価においては，溶融炉心先端が完全に

凝固するまで流動が続くものと保守的に仮定し，流動限界固相率を 1.0 と設定

していることから，上記の要因により流動距離が過小評価されることはないと

考えられる。 

溶融物の凝固までの流動距離に対して支配的な要素は，溶融物からの必要除

熱量，除熱速度及び溶融物の流動速度であり，Flemings モデルでは，流路断面

積 A及び流路周長 Sにより必要除熱量や除熱速度が表現されている。したがっ

て，これらのパラメータを適切に変更することにより，スリット状の流路形状

についても評価に反映可能である。 

また，流路の材質（表面粗さ）についてはモデル上考慮されていないが，一

般にステンレス鋼（東海第二の排水スリット条件）はガラス材（Fleming らの

試験条件）より表面粗さが大きく，内部流体の乱れが促進され熱伝達率が大き

くなるため，Fleming らの試験条件よりも溶融物の流動距離は短くなる傾向と
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考えられる。 

以上より，Fleming らの試験条件と東海第二実機条件の差を考慮しても，

Flemings モデルは適用可能と考えられる。 

参考文献 

[1] M.C.Fleming et al., An Experimental and Quantitative Evaluation of 

the Fluidity of Aluminium Alloys”, AFC Transactions, vol.69, 1961 

[2] 渋谷 他，固相・液相共存下における鉄および非鉄合金のみかけの粘性の

測定結果，鉄と鋼，第 66 年，第 10 号，1980 

第 1 図 Fleming らによるＡｌ－Ｃｕ合金の流動性確認 

試験装置及び試験結果 
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第 2 図 渋谷らによるＡｌ－Ｃｕ合金の流動性確認 

試験装置及び試験結果 
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ＤＣＤモデルの評価式を以下に示す。 

freezefreezefreeze ttvL      (1) 

ここで， 

2

0

4 isw

wplhcm
freeze TTk

παΔTchρH
t    (2) 

t
Η
b

t
Η
ba

ta
v

0

0

0

00
0

3
41

3
2

     (3) 

ldcm

ves

Aρ
mga 2

0  ， 
wplhcm

isw

παΔTchρ
TTk

b
2

0   (4) 

であり，各パラメータは以下のとおりである。 

freezeL ：流動距離（m）， tv ：溶融炉心の流路内平均流速（m／s）， 

freezet ：凝固完了時間（s）， 0H ：スリット高さ（m）， 

cmρ ：溶融炉心密度（kg／m３）， lhh ：溶融炉心溶融潜熱（J／kg）， 

pC ：溶融炉心比熱（J／kgK）， ΔT ：溶融炉心過熱度（K）， 

wα ：構造材熱拡散率（m２／s）， wk ：構造材熱伝導率（W／mK）， 

sT：接触面温度（K）， iT：構造材初期温度（K），g：重力加速度（m／s２）， 

vesm ：ＲＰＶからの溶融炉心落下率（kg／s）， 

ldA ：下部ドライウェル床面積（m２） 

ＤＣＤ［１］においては，過去に実施された関連試験に係る文献を参照し，そ

れらの試験結果よりＤＣＤモデルによる評価の適用性を確認している。 

○Epstein モデルの概要［２］［３］

Epstein モデルは，ＭＡＡＰコードのＲＰＶ下部プレナム貫通部閉塞計算に

使用されているモデルであり，ＤＣＤモデルと同様に流路の入口付近からの閉
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塞が想定されている。 

Epstein モデルの評価式を以下に示す。溶融炉心の総流動距離は(1)式と(2)

式の和で求められる。 

・溶融炉心が過熱度を有する領域での流動距離 

mp

mp

TT*
TT

f
DX* 0ln
2

     (5) 

・溶融炉心の過熱度がない領域での流動距離 

117
118 PrRe1550

B
D.X s     (6) 

ここで， 

1
2

1
21

λ
TTC

B wmpp
    (7) 

であり，各パラメータは以下のとおりである。 

sXX ，* ：流動距離（m），Re：レイノルズ数（-），Pr：プラントル数（-）， 

D：水力等価直径（m）， λ：溶融炉心溶融潜熱（J／kg）， 

pC ：溶融炉心比熱（J／kgK）， 0T ：溶融炉心初期温度（K）， 

mpT ：溶融炉心融点（K）， wT ：構造材初期温度（K）， 

*T ：溶融炉心凝固開始温度（推定値）（K）， f ：摩擦係数（-） 

なお， mpTT* はＥＰＲＩレポート［２］を基に 10K とする。 

ＥＰＲＩは，第 1 図に示すＲＰＶ下部プレナムの核計装管を模擬した試験体

に溶融アルミナを流入させる試験を行い，Epstein モデルによる流動距離評価

結果との比較を実施している。 

その結果，試験結果に対して Epstein モデルによる流動距離は同等又は大き

めの評価結果となっている。 
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第 1 図 ＥＰＲＩ試験装置及び試験結果 

参考文献 

[1] GE-Hitachi Nuclear Energy Americas LLC, ABWR Design Control Document, 

United States Nuclear Regulatory Commission, 2010 

[2] M.Epstein et al., Freezing-Controlled Penetration of a Saturated 

Liquid Into a Cold Tube, Journal of Heat Transfer, Vol.99, 1977 

[3] EPRI, Experiments to Address Lower Plenum Response Under Severe 

Accident Conditions, Volume1, EPRI report TR-103389, 1994 
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（溶融炉心・コンクリート相互作用） 

第 1 表  解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 (1／ 3) 

分 類  重 要 現 象  解 析 モ デ ル  不 確 か さ  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響  

炉 心  

崩 壊 熱  

炉 心 モ デ ル（ 原 子

炉 出 力 及 び 崩 壊

熱 ）  

入 力 値 に 含 ま れ る 。  「 解 析 条 件 を 最 確 条 件 と し た 場 合 の 運 転 員 等 操

作 時 間 及 び 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る

影 響 」 に て 確 認 。  

「 解 析 条 件 を 最 確 条 件 と し た 場 合 の 運 転 員 等 操

作 時 間 及 び 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る

影 響 」 に て 確 認 。  

燃 料 棒 内 温

度 変 化  

炉 心 モ デ ル（ 炉 心

熱 水 力 モ デ ル ）  

溶 融 炉 心 の 挙 動

モ デ ル（ 炉 心 ヒ ー

ト ア ッ プ ）  

TM I 事 故 解 析 に お け る 炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ 時

の 水 素 ガ ス 発 生 ，炉 心 領 域 で の 溶 融 進 展 状

態 に つ い て ， TM I 事 故 分 析 結 果 と 一 致 す る

こ と を 確 認 し た 。  

CO R A 実 験 解 析 に お け る ， 燃 料 被 覆 管 ， 制

御 棒 及 び チ ャ ン ネ ル ボ ッ ク ス の 温 度 変 化

に つ い て ，測 定 デ ー タ と 良 く 一 致 す る こ と

を 確 認 し た 。  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ 速 度 の 増 加（ 被 覆 管 酸 化

の 促 進 ）を 想 定 し ，仮 想 的 な 厳 し い 振 り 幅

で は あ る が ， ジ ル コ ニ ウ ム -水 反 応 速 度 の

係 数 を 2 倍 と し た 感 度 解 析 に よ り 影 響 を

確 認 し た 。  

・ TQ U V， 大 破 断 LO C A シ ー ケ ン ス と も に ，

炉 心 溶 融 の 開 始 時 刻 へ の 影 響 は 小 さ い 。

・炉 心 下 部 プ レ ナ ム へ の 溶 融 炉 心 移 行 の 開

始 時 刻 は ， ほ ぼ 変 化 し な い 。  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ に 関 す る モ デ ル は ，Ｔ Ｍ Ｉ 事 故

に つ い て の 再 現 性 及 び Ｃ Ｏ Ｒ Ａ 実 験 に つ い て の

再 現 性 を 確 認 し て い る 。炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ の 感 度

解 析（ ジ ル コ ニ ウ ム － 水 反 応 速 度 の 係 数 に つ い て

の 感 度 解 析 ）で は ，炉 心 溶 融 時 間 及 び 炉 心 下 部 プ

レ ナ ム へ の 溶 融 炉 心 移 行 の 開 始 時 間 に 対 す る 感

度 は 数 分 程 度 で あ り ，影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し

て い る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損

時 点 で 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替

格 納 容 器 ス プ レ イ 冷 却 系（ 常 設 ）に よ る 格 納 容 器

冷 却 操 作 及 び 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い

た 格 納 容 器 下 部 注 水 系（ 常 設 ）に よ る 溶 融 炉 心 へ

の 注 水 操 作 を 実 施 す る が ，下 部 プ レ ナ ム へ の 溶 融

炉 心 移 行 の 開 始 時 間 の 不 確 か さ は 小 さ く ，下 部 プ

レ ナ ム へ 溶 融 炉 心 が 移 行 し た 際 の 原 子 炉 圧 力 容

器 下 鏡 部 温 度 の 上 昇 及 び 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時

の 格 納 容 器 下 部 水 温 の 上 昇 は 急 峻 で あ る こ と か

ら ，常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納

容 器 ス プ レ イ 冷 却 系（ 常 設 ）に よ る 格 納 容 器 冷 却

操 作 及 び 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 格

納 容 器 下 部 注 水 系（ 常 設 ）に よ る 溶 融 炉 心 へ の 注

水 操 作 に 係 る 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は

小 さ い 。  

炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ に 関 す る モ デ ル は ，Ｔ Ｍ Ｉ 事 故

に つ い て の 再 現 性 及 び Ｃ Ｏ Ｒ Ａ 実 験 に つ い て の

再 現 性 を 確 認 し て い る 。炉 心 ヒ ー ト ア ッ プ の 感 度

解 析（ ジ ル コ ニ ウ ム － 水 反 応 速 度 の 係 数 に つ い て

の 感 度 解 析 ）で は ，炉 心 溶 融 時 間 及 び 炉 心 下 部 プ

レ ナ ム へ の 溶 融 炉 心 移 行 の 開 始 時 間 に 対 す る 感

度 は 数 分 程 度 で あ り ，影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し

て い る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損

時 点 で ペ デ ス タ ル（ ド ラ イ ウ ェ ル 部 ）に 事 前 水 張

り が 実 施 さ れ て い る こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ

ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

燃 料 棒 表 面

熱 伝 達  

燃 料 被 覆 管

酸 化  

燃 料 被 覆 管

変 形  

沸 騰 ・ ボ イ

ド 率 変 化  

炉 心 モ デ ル（ 炉 心

水 位 計 算 モ デ ル ）

TQ U X シ ー ケ ン ス 及 び 中 小 破 断 LO C A シ ー ケ

ン ス に 対 し て ， MAA P コ ー ド と SA F E R コ ー

ド の 比 較 を 行 い ， 以 下 の 傾 向 を 確 認 し た 。

・ MA A P コ ー ド で は SAF E R コ ー ド で 考 慮 し

て い る CCF L を 取 り 扱 っ て い な い こ と 等

か ら ，水 位 変 化 に 差 異 が 生 じ た も の の 水

位 低 下 幅 は MAA P コ ー ド の 方 が 保 守 的 で

あ り ，そ の 後 の 注 水 操 作 に よ る 有 効 燃 料

棒 頂 部 ま で の 水 位 回 復 時 刻 は 両 コ ー ド

で 同 等 で あ る 。  

原 子 炉 水 位 挙 動 に つ い て 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の モ

デ ル が 精 緻 で あ る 解 析 コ ー ド Ｓ Ａ Ｆ Ｅ Ｒ の 評 価

結 果 と の 比 較 に よ り 水 位 低 下 幅 は 解 析 コ ー ド Ｍ

Ａ Ａ Ｐ の 評 価 結 果 の 方 が 保 守 的 で あ る こ と を 確

認 し て い る こ と か ら ，運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る

影 響 は 小 さ い 。  

原 子 炉 水 位 挙 動 に つ い て 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の モ

デ ル が 精 緻 で あ る 解 析 コ ー ド Ｓ Ａ Ｆ Ｅ Ｒ の 評 価

結 果 と の 比 較 に よ り 水 位 低 下 幅 は 解 析 コ ー ド Ｍ

Ａ Ａ Ｐ の 評 価 結 果 の 方 が 保 守 的 で あ る こ と を 確

認 し て い る 。ま た ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 点 で ペ

デ ス タ ル（ ド ラ イ ウ ェ ル 部 ）に 事 前 水 張 り が 実 施

さ れ て い る こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ

に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  気 液 分 離

（ 水 位 変

化 ） ・ 対 向

流  
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第 1 表  解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 (2／ 3) 

分 類  重 要 現 象  
解 析 モ デ

ル  
不 確 か さ  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に  

与 え る 影 響  

原 子 炉

圧 力 容 器

（ 炉 心 損

傷 後 ）

リ ロ ケ ー シ

ョ ン  

溶 融 炉 心

の 挙 動 モ

デ ル （ リ

ロ ケ ー シ

ョ ン ）  

・ TMI 事 故 解 析 に お け る 炉 心 領 域 で の 溶

融 進 展 状 態 に つ い て ， TMI 事 故 分 析 結

果 と 一 致 す る こ と を 確 認 し た  

・リ ロ ケ ー シ ョ ン の 進 展 が 早 ま る こ と を

想 定 し ，炉 心 ノ ー ド 崩 壊 の パ ラ メ ー タ

を 低 下 さ せ た 感 度 解 析 に よ り 影 響 を

確 認 し た 。  

・ TQ U V，大 破 断 LOC A シ ー ケ ン ス と も に ，

炉 心 溶 融 時 刻 ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時

刻 へ の 影 響 が 小 さ い こ と を 確 認 し た 。

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は Ｔ Ｍ Ｉ 事 故 に つ い て の 再 現 性 を 確 認 し て い る 。

ま た ，炉 心 ノ ー ド 崩 壊 の パ ラ メ ー タ を 低 下 さ せ た 感 度 解 析 に よ り 原 子 炉

圧 力 容 器 破 損 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る 。原 子 炉 圧

力 容 器 の 破 損 の 影 響 を 受 け る 可 能 性 が あ る 操 作 と し て は ，常 設 低 圧 代 替

注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器 ス プ レ イ 冷 却 系（ 常 設 ）に よ る 格 納

容 器 冷 却 操 作 及 び 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 格 納 容 器 下 部 注

水 系 （ 常 設 ） に よ る 溶 融 炉 心 へ の 注 水 操 作 が あ る が ， 下 部 プ レ ナ ム へ の

溶 融 炉 心 移 行 の 開 始 時 間 の 不 確 か さ は 小 さ く ，下 部 プ レ ナ ム へ 溶 融 炉 心

が 移 行 し た 際 の 原 子 炉 圧 力 容 器 下 鏡 部 温 度 の 上 昇 及 び 原 子 炉 圧 力 容 器

破 損 時 の 格 納 容 器 下 部 水 温 の 上 昇 は 急 峻 で あ る こ と か ら ，原 子 炉 圧 力 容

器 の 破 損 を 起 点 と し て い る 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格

納 容 器 ス プ レ イ 冷 却 系（ 常 設 ）に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 及 び 常 設 低 圧 代

替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 格 納 容 器 下 部 注 水 系（ 常 設 ）に よ る 溶 融 炉 心 へ

の 注 水 操 作 に 係 る 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は Ｔ Ｍ Ｉ 事

故 に つ い て の 再 現 性 を 確 認 し て い

る 。ま た ，炉 心 ノ ー ド 崩 壊 の パ ラ メ

ー タ を 低 下 さ せ た 感 度 解 析 に よ り ，

原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 間 に 与 え る

影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る 。

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉

圧 力 容 器 破 損 時 点 で ペ デ ス タ ル（ ド

ラ イ ウ ェ ル 部 ）に 事 前 水 張 り が 実 施

さ れ て い る こ と か ら ，評 価 項 目 と な

る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ

い 。  

構 造 材 と の

熱 伝 達  

下 部 プ レ ナ

ム で の 溶 融

炉 心 の 熱 伝

達  

溶 融 炉 心

の 挙 動 モ

デ ル （ 下

部 プ レ ナ

ム で の 溶

融 炉 心 挙

動 ）  

・ TMI 事 故 解 析 に お け る 下 部 プ レ ナ ム の

温 度 挙 動 に つ い て ， TMI 事 故 分 析 結 果

と 一 致 す る こ と を 確 認 し た 。  

・下 部 プ レ ナ ム 内 の 溶 融 炉 心 と 上 面 水 プ

ー ル と の 間 の 限 界 熱 流 束 ，下 部 プ レ ナ

ム ギ ャ ッ プ 除 熱 量 に 係 る 係 数 に 対 す

る 感 度 解 析 を 行 い ，原 子 炉 圧 力 容 器 破

損 時 刻 等 の 事 象 進 展 に 対 す る 影 響 が

小 さ い こ と を 確 認 し た 。  

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は Ｔ Ｍ Ｉ 事 故 に つ い て の 再 現 性 を 確 認 し て い る 。

ま た ，下 部 プ レ ナ ム と 溶 融 炉 心 の 熱 伝 達 に 関 す る 感 度 解 析 に よ り ，原 子

炉 圧 力 容 器 破 損 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る 。  

原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 の 影 響 を 受 け る 可 能 性 が あ る 操 作 と し て は ，常 設 低

圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器 ス プ レ イ 冷 却 系（ 常 設 ）に よ

る 格 納 容 器 冷 却 操 作 及 び 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 格 納 容 器

下 部 注 水 系 （ 常 設 ） に よ る 溶 融 炉 心 へ の 注 水 操 作 が あ る が ， 原 子 炉 圧 力

容 器 破 損 時 間 の 不 確 か さ は 小 さ い こ と か ら ，原 子 炉 圧 力 容 器 の 破 損 を 起

点 と し て い る 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器 ス プ レ

イ 冷 却 系（ 常 設 ）に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 及 び 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン

プ を 用 い た 格 納 容 器 下 部 注 水 系（ 常 設 ）に よ る 溶 融 炉 心 へ の 注 水 操 作 に

係 る 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

溶 融 炉 心 の 挙 動 モ デ ル は Ｔ Ｍ Ｉ 事

故 に つ い て の 再 現 性 を 確 認 し て い

る 。ま た ，下 部 プ レ ナ ム と 溶 融 炉 心

の 熱 伝 達 に 関 す る 感 度 解 析 に よ り

原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 間 に 与 え る

影 響 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る 。

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉

圧 力 容 器 破 損 時 点 で ペ デ ス タ ル（ ド

ラ イ ウ ェ ル 部 ）に 事 前 水 張 り が 実 施

さ れ て い る こ と か ら ，評 価 項 目 と な

る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ

い 。  

原 子 炉 圧 力

容 器 破 損  

溶 融 炉 心

の 挙 動 モ

デ ル （ 原

子 炉 圧 力

容 器 破 損

モ デ ル ）

原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 に 影 響 す る 項 目 と

し て 制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ 溶 接 部

の 破 損 判 定 に 用 い る 最 大 ひ ず み（ し き い

値 ） を パ ラ メ ー タ と し た 感 度 解 析 を 行

い ， 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 時 刻 が 約 13 分

早 ま る こ と を 確 認 し た 。た だ し ， 仮 想 的

な 厳 し い 条 件 に 基 づ く 解 析 結 果 で あ り ，

実 機 に お け る 影 響 は 十 分 小 さ い と 判 断

さ れ る 。  

制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ 溶 接 部 の 破 損 判 定 に 用 い る 最 大 ひ ず み（ し き

い 値 ）に 関 す る 感 度 解 析 に よ り 最 大 ひ ず み を 低 下 さ せ た 場 合 に 原 子 炉 圧

力 容 器 破 損 時 間 が 早 ま る こ と を 確 認 し て い る が ， 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損

（ 事 象 発 生 か ら 約 4.5 時 間 後 ） に 対 し て ， 十 数 分 早 ま る 程 度 で あ り ， 常

設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器 ス プ レ イ 冷 却 系 （ 常 設 ）

に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 及 び 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 格 納

容 器 下 部 注 水 系（ 常 設 ）に よ る 溶 融 炉 心 へ の 注 水 操 作 は 中 央 制 御 室 か ら

速 や か に 実 施 可 能 な 操 作 で あ る こ と か ら ，原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 を 操 作 開

始 の 起 点 と し て い る 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器

ス プ レ イ 冷 却 系（ 常 設 ）に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 及 び 常 設 低 圧 代 替 注 水

系 ポ ン プ を 用 い た 格 納 容 器 下 部 注 水 系（ 常 設 ）に よ る 溶 融 炉 心 へ の 注 水

操 作 に 係 る 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ 溶 接 部

の 破 損 判 定 に 用 い る 最 大 ひ ず み（ し

き い 値 ）に 関 す る 感 度 解 析 に よ り 最

大 ひ ず み を 低 下 さ せ た 場 合 に 原 子

炉 圧 力 容 器 破 損 時 間 が 早 ま る こ と

を 確 認 し て い る が ，原 子 炉 圧 力 容 器

破 損 （ 事 象 発 生 か ら 約 4.5 時 間 後 ）

に 対 し て ，早 ま る 時 間 は わ ず か で あ

り ，破 損 時 間 が わ ず か に 早 ま っ た 場

合 に お い て も ，ペ デ ス タ ル（ ド ラ イ

ウ ェ ル 部 ）に 事 前 水 張 り が 実 施 さ れ

て い る こ と か ら ，評 価 項 目 と な る パ

ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

原 子 炉 圧 力

容 器 内 FP 挙

動  

核 分 裂 生

成 物（ FP）

挙 動 モ デ

ル  

PH E B U S - F P 実 験 解 析 に よ り ，FP 放 出 の 開

始 時 間 を 良 く 再 現 で き て い る も の の ，燃

料 被 覆 管 温 度 を 高 め に 評 価 す る こ と に

よ り ， 急 激 な FP 放 出 を 示 す 結 果 と な っ

た 。た だ し ，こ の 原 因 は 実 験 の 小 規 模 な

炉 心 体 系 の 模 擬 に よ る も の で あ り ，実 機

の 大 規 模 な 体 系 に お い て こ の 種 の 不 確

か さ は 小 さ く な る と 考 え ら れ る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，炉 心 損 傷 後 の 原 子 炉 圧 力 容 器 内 Ｆ Ｐ 放 出 を

操 作 開 始 の 起 点 と し て い る 運 転 員 等 操 作 は な い こ と か ら ，運 転 員 等 操 作

に 与 え る 影 響 は な い 。  

原 子 炉 圧 力 容 器 内 Ｆ Ｐ 挙 動 と 溶 融

炉 心・コ ン ク リ ー ト 相 互 作 用 に よ る

侵 食 量 に 関 連 は な い こ と か ら ，評 価

項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影

響 は な い 。  
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第 1 表  解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 (3／ 3) 

分 類  重 要 現 象  解 析 モ デ ル  不 確 か さ  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響  

格 納 容 器

（ 炉 心 損

傷 後 ）

原 子 炉 圧 力

容 器 外 FC I  

（ 溶 融 炉 心

細 粒 化 ）  

溶 融 炉 心 挙 動 モ

デ ル（ 格 納 容 器 下

部 で の 溶 融 炉 心

挙 動 ）  

原 子 炉 圧 力 容 器 外 FC I 現 象 に 関 す る 項 目

と し て エ ン ト レ イ ン メ ン ト 係 数 及 び デ ブ

リ 粒 子 径 を パ ラ メ ー タ と し て 感 度 解 析 を

行 い ，原 子 炉 圧 力 容 器 外 FC I に よ っ て 生 じ

る 圧 力 ス パ イ ク へ の 感 度 が 小 さ い こ と を

確 認 し た 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，原 子 炉 圧 力 容 器 外 の

溶 融 燃 料 － 冷 却 材 相 互 作 用 に よ る 圧 力 ス パ イ ク

を 起 点 と し た 運 転 員 等 操 作 は な い こ と か ら ，運 転

員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

エ ン ト レ イ ン メ ン ト 係 数 の 感 度 解 析 よ り 溶 融 炉

心 の 細 粒 化 割 合 が コ ン ク リ ー ト 侵 食 に 与 え る 感

度 は 小 さ い こ と を 確 認 し て い る こ と か ら ，評 価 項

目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

原 子 炉 圧 力

容 器 外 FC I  

（ デ ブ リ 粒

子 熱 伝 達 ）

格 納 容 器 下

部 床 面 で の

溶 融 炉 心 の

拡 が り  

溶 融 炉 心 の 拡 が り 実 験 や 評 価 に 関 す る 知

見 に 基 づ き ，落 下 し た 溶 融 炉 心 は 床 上 全 体

に 均 一 に 拡 が る と 想 定 さ れ る 。た だ し ，堆

積 形 状 の 不 確 か さ が 想 定 さ れ る た め ，個 別

プ ラ ン ト の ペ デ ス タ ル の 形 状 や 事 前 水 張

り の 深 さ を 踏 ま え て ，拡 が り を 抑 制 し た 感

度 解 析 等 の 取 扱 い を 行 う こ と が 適 切 と 考

え ら れ る 。  

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス で は ，コ ン ク リ ー ト 侵 食 を

操 作 開 始 の 起 点 と し て い る 運 転 員 等 操 作 は な い

こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な

い 。  

ペ デ ス タ ル（ ド ラ イ ウ ェ ル 部 ）床 面 で の 溶 融 炉 心

の 拡 が り が 抑 制 さ れ る と 想 定 し た 場 合 に お い て

も ，溶 融 炉 心 落 下 時 点 に お け る 溶 融 炉 心 と コ リ ウ

ム シ ー ル ド の 接 触 面 温 度 は コ リ ウ ム シ ー ル ド の

侵 食 開 始 温 度 を 下 回 っ て い る こ と を ，ま た ，格 納

容 器 下 部 注 水 系（ 常 設 ）に よ る ペ デ ス タ ル（ ド ラ

イ ウ ェ ル 部 ）注 水 に よ っ て 溶 融 炉 心 は 継 続 的 に 冷

却 さ れ る こ と か ら ，コ リ ウ ム シ ー ル ド の 侵 食 は 発

生 し な い た め ，コ ン ク リ ー ト の 侵 食 は 生 じ ず ，評

価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

（ 添 付 資 料 3. 5 . 2）

溶 融 炉 心 と

格 納 容 器 下

部 プ ー ル 水

の 伝 熱  

溶 融 炉 心・コ ン ク リ ー ト 相 互 作 用 へ の 影 響

の 観 点 で ，エ ン ト レ イ ン メ ン ト 係 数 ，上 面

熱 流 束 及 び 溶 融 プ ー ル か ら ク ラ ス ト へ の

熱 伝 達 係 数 を パ ラ メ ー タ と し た 感 度 解 析

を 行 っ た 。評 価 の 結 果 ，コ ン ク リ ー ト 浸 食

量 に 対 し て 上 面 熱 流 束 の 感 度 が 支 配 的 で

あ る こ と を 確 認 し た 。ま た ，上 面 熱 流 束 を

下 限 値 と し た 場 合 で も ，コ ン ク リ ー ト 侵 食

量 が 22. 5 c m 程 度 に 収 ま る こ と を 確 認 し

た 。  

上 記 の 感 度 解 析 は ，想 定 さ れ る 範 囲 で 厳 し

い 条 件 を 与 え て 感 度 を 確 認 し た も の で あ

り ，不 確 か さ を 考 慮 し て も 実 機 で の コ ン ク

リ ー ト 侵 食 量 は 感 度 解 析 よ り も 厳 し く な

る こ と は な い と 考 え ら れ る 。  

エ ン ト レ イ ン メ ン ト 係 数 ，溶 融 炉 心 か ら の プ ー ル

水 へ の 熱 流 束 及 び 溶 融 プ ー ル － ク ラ ス ト 間 の 熱

伝 達 係 数 の 感 度 解 析 を 踏 ま え ，コ ン ク リ ー ト 侵 食

量 に つ い て 支 配 的 な 溶 融 炉 心 か ら の プ ー ル 水 へ

の 熱 流 束 に つ い て の 感 度 解 析 を 実 施 し た 。  

コ リ ウ ム シ ー ル ド の 侵 食 は 発 生 し な い た め ，コ ン

ク リ ー ト の 侵 食 は 生 じ ず ，原 子 炉 圧 力 容 器 の 支 持

機 能 を 維 持 で き る 。  

（ 添 付 資 料 3. 5 . 2）

溶 融 炉 心 と

コ ン ク リ ー

ト の 伝 熱  

AC E 実 験 解 析 及 び SU R C - 4 実 験 解 析 よ り ，

溶 融 炉 心 堆 積 状 態 が 既 知 で あ る 場 合 の 溶

融 炉 心 と コ ン ク リ ー ト の 伝 熱 及 び そ れ に

伴 う コ ン ク リ ー ト 侵 食 挙 動 に つ い て 妥 当

に 評 価 で き る こ と を 確 認 し た 。  

実 験 で 確 認 さ れ て い る 侵 食 の 不 均 一 性 に

つ い て は ，実 験 に お け る 侵 食 の ば ら つ き が

MA A P コ ー ド の 予 測 侵 食 量 の 20 %の 範 囲 内

に 収 ま っ て い る こ と か ら ，上 面 熱 流 束 の 感

度 に 比 べ て 影 響 が 小 さ い こ と を 確 認 し た 。

コ ン ク リ ー

ト 分 解 及 び

非 凝 縮 性 ガ

ス 発 生  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(1／ 6) 

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

初

期

条

件

原 子 炉 熱 出 力 3, 2 9 3 M W  

約 3 , 2 7 9 M W～  

約 3 , 2 9 3 M W  

（ 実 績 値 ）  

定 格 熱 出 力 を 設 定  最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱

が 緩 和 さ れ る 。 最 確 条 件 と し た 場 合 の 運 転 員 等 操

作 時 間 へ の 影 響 は ， 原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱 に て 説

明 す る 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 原 子 炉 停 止 後 の 崩 壊 熱

が 緩 和 さ れ る 。 最 確 条 件 と し た 場 合 の 評 価 項 目 と

な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は ， 原 子 炉 停 止 後 の

崩 壊 熱 に て 説 明 す る 。  

原 子 炉 圧 力  

(圧 力 容 器 ド

ー ム 部 ) 

6 . 9 3 M P a [ g a g e ]  

約 6 . 9 1～ 約

6. 9 4 M P a [ g a g e ]  

（ 実 績 値 ）  

定 格 圧 力 を 設 定  最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件

に 対 し て 変 動 を 与 え う る が ， 原 子 炉 圧 力 は 逃 が し

安 全 弁 に よ り 制 御 さ れ る た め 事 象 進 展 に 及 ぼ す 影

響 は な く ，運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件

に 対 し て 変 動 を 与 え う る が ， 原 子 炉 圧 力 は 逃 が し

安 全 弁 に よ り 制 御 さ れ る た め 事 象 進 展 に 及 ぼ す 影

響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影

響 は な い 。  

原 子 炉 水 位  

通 常 運 転 水 位  

（ セ パ レ ー タ ス

カ ー ト 下 端 か ら

＋ 12 6 c m）  

通 常 運 転 水 位  

（ セ パ レ ー タ ス

カ ー ト 下 端 か ら

約 ＋ 12 2 c m～  

約 ＋ 13 2 c m）  

（ 実 績 値 ）  

通 常 運 転 水 位 を 設 定  最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件

に 対 し て 変 動 を 与 え う る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 事 象 発

生 後 の 水 位 低 下 量 に 対 し て 非 常 に 小 さ い 。例 え ば ，

ス ク ラ ム 10 分 後 の 原 子 炉 水 位 の 低 下 量 は 通 常 運 転

水 位 か ら 約 2m で あ る の に 対 し ， ゆ ら ぎ に よ る 水 位

低 下 量 は 約 40m m で あ り 非 常 に 小 さ い 。し た が っ て ，

事 象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ く ， 運 転 員 等 操 作 時

間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， ゆ ら ぎ に よ り 解 析 条 件

に 対 し て 変 動 を 与 え う る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 事 象 発

生 後 の 水 位 低 下 量 に 対 し て 非 常 に 小 さ い 。例 え ば ，

ス ク ラ ム 10 分 後 の 原 子 炉 水 位 の 低 下 量 は 通 常 運 転

水 位 か ら 約 2m で あ る の に 対 し ， ゆ ら ぎ に よ る 水 位

低 下 量 は 約 40 m m で あ り 非 常 に 小 さ い 。し た が っ て ，

事 象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ く ， 評 価 項 目 と な る

パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

炉 心 流 量  

48 , 3 0 0 t／ h  

（ 定 格 流 量

（ 10 0％ ） ）  

定格流量の  

約 86％～約 104％

（実績値）  

定 格 流 量 を 設 定  事 象 発 生 後 早 期 に 原 子 炉 は ス ク ラ ム す る た め ， 初

期 炉 心 流 量 が 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ く ， 運

転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

事 象 発 生 後 早 期 に 原 子 炉 は ス ク ラ ム す る た め ， 初

期 炉 心 流 量 が 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ く ， 評

価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。

燃  料  
９ ×９ 燃 料  

(Ａ 型 ) 
装 荷 炉 心 ご と  

９ ×９ 燃 料 (Ａ 型 )と ９ ×

９ 燃 料 (Ｂ 型 )は ， 熱 水 力

的 な 特 性 は ほ ぼ 同 等 で

あ り ， そ の 他 の 核 的 特 性

等 の 違 い は 燃 料 棒 最 大

線 出 力 密 度 の 保 守 性 に

包 含 さ れ る こ と か ら ， 代

表 的 に ９ ×９ 燃 料 (Ａ 型 )

を 設 定  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ，９ ×９ 燃 料 の Ａ 型 又 は Ｂ

型 の 炉 心 と な る か ， そ れ ら の 混 在 炉 心 と な る が ，

い ず れ の 型 式 も 燃 料 の 熱 水 力 特 性 は ほ ぼ 同 等 で あ

り ， 事 象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ い こ と か ら ， 運

転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ，９ ×９ 燃 料 の Ａ 型 又 は Ｂ

型 の 炉 心 と な る か ， そ れ ら の 混 在 炉 心 と な る が ，

い ず れ の 型 式 も 燃 料 の 熱 水 力 特 性 は ほ ぼ 同 等 で あ

り ， 事 象 進 展 に 及 ぼ す 影 響 は 小 さ い こ と か ら ， 評

価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。

原 子 炉 停 止 後

の 崩 壊 熱  

AN S I / A N S -  

5 . 1 - 1 9 7 9  

燃 焼 度 33 G W d／ t

燃 焼 度  

33 G W d／ t 以 下  

（ 実 績 値 ）  

崩 壊 熱 が 大 き い 方 が 原

子 炉 水 位 低 下 及 び 格 納

容 器 圧 力 上 昇 の 観 点 で

厳 し い 設 定 と な る た め ，

崩 壊 熱 が 大 き く な る 燃

焼 度 の 高 い 条 件 と し て ，

1 サ イ ク ル の 運 転 期 間

(1 3 ヶ 月 ) に 調 整 運 転 期

間 (約 1 ヶ 月 )を 考 慮 し た

運 転 期 間 に 対 応 す る 燃

焼 度 を 設 定 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 は ， 解 析 条 件 で 設 定 し て い る

崩 壊 熱 よ り も 小 さ く な る た め ， 発 生 す る 蒸 気 量 は

少 な く な り ， 原 子 炉 水 位 の 低 下 は 緩 和 さ れ る が ，

操 作 手 順 （ 原 子 炉 水 位 に 応 じ て 急 速 減 圧 を 実 施 す

る こ と ） に 代 わ り は な い こ と か ら ， 運 転 員 等 操 作

時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。 ま た ， 原 子 炉 圧 力 容 器

破 損 に 至 る ま で の 事 象 進 展 は 緩 和 さ れ る が ， 操 作

手 順 （ 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 後 に 格 納 容 器 冷 却 及 び

ド ラ イ ウ ェ ル （ ド ラ イ ウ ェ ル 部 ） へ の 注 水 を 開 始

す る こ と ） に 変 わ り は な い こ と か ら ， 運 転 員 等 操

作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

最 確 条 件 は 解 析 条 件 で 設 定 し て い る 崩 壊 熱 よ り も

小 さ く な る た め ， 溶 融 炉 心 の 持 つ エ ネ ル ギ が 小 さ

く な る こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ の 判

断 基 準 に 対 す る 余 裕 は 大 き く な る 。  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(2／ 6)

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響  

解 析 条 件  最 確 条 件  

初

期

条

件

格 納 容 器 体 積

（ ド ラ イ ウ ェ

ル ）  

5, 7 0 0 m ３ 5 , 7 0 0 m ３

（ 設 計 値 ）  

設 計 値 を 設 定  解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

格 納 容 器 体 積

（ ウ ェ ッ ト ウ

ェ ル ）  

空 間 部：4, 1 0 0 m３

液 相 部：3, 3 0 0 m３

空 間 部 ：  

約 4 , 0 9 2 m３ ～  

約 4 , 0 5 8 m３

液 相 部 ：  

約 3 , 3 0 8 m３ ～  

約 3 , 3 4 2 m３

（ 実 績 値 ）  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

で の 圧 力 抑 制 効 果 が 厳

し く な る 少 な め の 水 量

と し て ， 保 安 規 定 の 運 転

上 の 制 限 に お け る 下 限

値 を 設 定  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 格 納 容 器 体 積 （ ウ ェ ッ

ト ウ ェ ル ） の 液 相 部 の 運 転 範 囲 に お い て 解 析 条 件

よ り 高 め の 水 と な る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 非 常 に 小 さ

い 。例 え ば ，サ プ レ ッ シ ョ ン・プ ー ル 水 位 が 6. 9 8 3 m

の 時 の 水 量 は 3,3 0 0 m ３ で あ る の に 対 し ， ゆ ら ぎ

（ 0. 0 8 7 m） に よ る 水 量 変 化 は 約 42 m３ で あ り ， そ の

割 合 は 初 期 保 有 水 量 の 約 1. 3％ と 非 常 に 小 さ い 。し

た が っ て ， 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と か

ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 格 納 容 器 体 積 （ ウ ェ ッ

ト ウ ェ ル ） の 液 相 部 の 運 転 範 囲 に お い て 解 析 条 件

よ り 高 め の 水 位 と な る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 非 常 に 小

さ い 。 例 え ば ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル 水 位 が

6. 9 8 3 m の 時 の 水 量 は 3,3 0 0 m３ で あ る の に 対 し ， ゆ

ら ぎ （ 0. 0 8 7 m） に よ る 水 量 変 化 は 約 42 m３ で あ り ，

そ の 割 合 は 初 期 保 有 水 量 の 約 1. 3％ と 非 常 に 小 さ

い 。 し た が っ て ， 事 象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い

こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影

響 は 小 さ い 。  

サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル 水

位  

6. 9 8 3 m  

（ 通 常 運 転 水 位

－ 4. 7 c m）  

約 7 . 0 0 0 m～  

約 7 . 0 7 0 m  

（ 実 績 値 ）  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

で の 圧 力 抑 制 効 果 が 厳

し く な る 低 め の 水 位 と

し て ， 保 安 規 定 の 運 転 上

の 制 限 に お け る 下 限 値

を 設 定  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー

ル 水 位 の 運 転 範 囲 に お い て 解 析 条 件 よ り 高 め の 水

位 と な る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 非 常 に 小 さ い 。 例 え ば ，

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル 水 位 が 6. 9 8 3 m の 時 の 水 量

は 3,3 0 0 m ３ で あ る の に 対 し ， ゆ ら ぎ （ 0. 0 8 7 m） に

よ る 水 量 変 化 は 約 42m ３ で あ り ， そ の 割 合 は 初 期 保

有 水 量 の 約 1. 3％ と 非 常 に 小 さ い 。し た が っ て ，事

象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と か ら ， 運 転 員 等

操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー

ル 水 位 の 運 転 範 囲 に お い て 解 析 条 件 よ り 高 め の 水

位 と な る が ， ゆ ら ぎ の 幅 は 非 常 に 小 さ い 。 例 え ば ，

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル 水 位 が 6. 9 8 3 m の 時 の 水 量

は 3,3 0 0 m ３ で あ る の に 対 し ， ゆ ら ぎ （ 0. 0 8 7 m） に

よ る 水 量 変 化 は 約 42m ３ で あ り ， そ の 割 合 は 初 期 保

有 水 量 の 約 1. 3％ と 非 常 に 小 さ い 。し た が っ て ，事

象 進 展 に 与 え る 影 響 は 小 さ い こ と か ら ， 評 価 項 目

と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は 小 さ い 。  

サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル 水

温 度  

32℃  
約 1 5℃ ～ 約 32℃

（ 実 績 値 ）  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

で の 圧 力 抑 制 効 果 が 厳

し く な る 高 め の 水 温 と

し て ， 保 安 規 定 の 運 転 上

の 制 限 に お け る 上 限 値

を 設 定 。  

運 転 員 等 操 作 が 本 パ ラ メ ー タ に よ る 影 響 を 受 け る

こ と は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な

い 。  

溶 融 炉 心 ・ コ ン ク リ ー ト 相 互 作 用 に よ る 侵 食 量 と

い う 観 点 で は ， 直 接 的 な 影 響 は な い こ と か ら ， 評

価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

格 納 容 器 圧 力 5k P a [ g a g e ]  

約 2 . 2～ 約 4 .7  

k P a [ g a g e ]  

（ 実 績 値 ）  

格 納 容 器 圧 力 の 観 点 で

厳 し い 高 め の 設 定 と し

て ， 通 常 運 転 時 の 圧 力 を

包 含 す る 値 を 設 定 。  

運 転 員 等 操 作 が 本 パ ラ メ ー タ に よ る 影 響 を 受 け る

こ と は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な

い 。  

溶 融 炉 心 ・ コ ン ク リ ー ト 相 互 作 用 に よ る 侵 食 量 と

い う 観 点 で は ， 直 接 的 な 影 響 は な い こ と か ら ， 評

価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

ド ラ イ ウ ェ ル

雰 囲 気 温 度  
57℃  

約 2 5℃ ～ 約 58℃

（ 実 績 値 ）  

ド ラ イ ウ ェ ル 内 ガ ス 冷

却 装 置 の 設 計 温 度 を 設

定 。  

運 転 員 等 操 作 が 本 パ ラ メ ー タ に よ る 影 響 を 受 け る

こ と は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な

い 。  

溶 融 炉 心 ・ コ ン ク リ ー ト 相 互 作 用 に よ る 侵 食 量 と

い う 観 点 で は ， 直 接 的 な 影 響 は な い こ と か ら ， 評

価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(3／ 6)

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響  

解 析 条 件  最 確 条 件  

初

期

条

件

溶 融 炉 心 か ら

プ ー ル 水 へ の

熱 流 束  

80 0 k W／ m２ 相 当  

（ 圧 力 依 存 あ

り ）

80 0 k W／ m２ 相 当  

（ 圧 力 依 存 あ

り ）  

過 去 の 知 見 に 基 づ き 事

前 水 張 り の 効 果 を 考 慮

し て 設 定  

最 確 条 件 は 解 析 条 件 で 設 定 し て い る 熱 流 束 と 同 等

で あ る が ， コ ン ク リ ー ト 浸 食 量 を 操 作 開 始 の 起 点

と し て い る 運 転 員 等 操 作 は な い こ と か ら ， 運 転 員

等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 等 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に

与 え る 影 響 は な い 。  

コ ン ク リ ー ト 侵 食 量 に 対 し て は 上 面 熱 流 束 の 感 度

が 支 配 的 で あ り ， 実 験 で 確 認 さ れ て い る 侵 食 面 に

お け る 侵 食 の 不 均 一 性 等 の 影 響 を 確 認 す る 観 点 か

ら 感 度 解 析 を 実 施 し た 。 そ の 結 果 ， コ ン ク リ ー ト

の 侵 食 は 生 じ ず ， 原 子 炉 圧 力 容 器 の 支 持 機 能 を 維

持 で き る こ と を 確 認 し た 。  

（ 添 付 資 料 3. 5 . 2 参 照 ）

ペ デ ス タ ル

（ ド ラ イ ウ ェ

ル 部 ）  

水 張 り 水 位  

ペ デ ス タ ル （ ド

ラ イ ウ ェ ル 部 ）

床 面  

か ら 1m  

ペ デ ス タ ル （ ド

ラ イ ウ ェ ル 部 ）

床 面  

か ら 1m  

「 原 子 炉 圧 力 容 器 外 の

溶 融 燃 料 － 冷 却 材 相 互

作 用 」 に 伴 う 水 蒸 気 爆 発

の 発 生 を 仮 定 し た 場 合

の 影 響 を 小 さ く 抑 え つ

つ ， 「 溶 融 炉 心 ・ コ ン ク

リ ー ト 相 互 作 用 」 の 緩 和

効 果 に 期 待 で き る 深 さ

を 考 慮 し て 設 定  

コ ン ク リ ー ト

の 種 類  

玄 武 岩 系 コ ン ク

リ ー ト  

玄 武 岩 系 コ ン ク

リ ー ト  

使 用 し て い る 骨 材 の 種

類 か ら 設 定  

コ ン ク リ ー ト

以 外 の 素 材 の

扱 い  

鉄 筋 は 考 慮 し な

い  

コ ン ク リ ー ト 以

外 の 素 材 を 考 慮

す る  

鉄 筋 に つ い て は コ ン ク

リ ー ト よ り も 融 点 が 高

い こ と か ら 保 守 的 に 考

慮 し な い  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， コ ン ク リ ー ト よ り 融 点

の 高 い 鉄 筋 の 耐 熱 の 効 果 に よ り ， 溶 融 炉 心 ・ コ ン

ク リ ー ト 相 互 作 用 に よ る コ ン ク リ ー ト 侵 食 が 抑 制

さ れ る 可 能 性 が あ る が ， コ ン ク リ ー ト 侵 食 量 を 操

作 開 始 の 起 点 と し て い る 運 転 員 等 操 作 は な い こ と

か ら ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， コ ン ク リ ー ト よ り 融 点

の 高 い 鉄 筋 の 耐 熱 の 効 果 に よ り ， 溶 融 炉 心 ・ コ ン

ク リ ー ト 相 互 作 用 に よ る コ ン ク リ ー ト 侵 食 が 抑 制

さ れ る 可 能 性 が あ る こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る パ

ラ メ ー タ の 判 断 基 準 に 対 す る 余 裕 は 大 き く な る 。

原 子 炉 圧 力 容

器 下 部 及 び の

ペ デ ス タ ル

（ ド ラ イ ウ ェ

ル 部 ） 内 構 造

物 の 扱 い  

ペ デ ス タ ル （ ド

ラ イ ウ ェ ル 部 ）

に 落 下 す る 溶 融

物 と は 扱 わ な い

ペ デ ス タ ル （ ド

ラ イ ウ ェ ル 部 ）

に 落 下 す る 溶 融

物 と は 扱 わ な い

発 熱 密 度 を 下 げ な い よ

う 保 守 的 に 設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

真 空 破 壊 装 置

3. 4 5 k P a  

（ ド ラ イ ウ ェ ル

－ サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ チ ェ ン バ 間

差 圧 ）  

3. 4 5 k P a  

（ ド ラ イ ウ ェ ル

－ サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ チ ェ ン バ 間

差 圧 ）  

（ 設 定 値 ）  

真 空 破 壊 装 置 の 設 定 値  解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

外 部 水 源 の 温

度  
35℃  35℃ 以 下  

格 納 容 器 ス プ レ イ に よ

る 圧 力 抑 制 効 果 の 観 点

で 厳 し い 高 め の 水 温 と

し て ， 年 間 の 気 象 条 件 変

化 を 包 含 す る 高 め の 水

温 を 設 定  

運 転 員 等 操 作 と し て は 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 を 起 点

と す る 格 納 容 器 冷 却 及 び ド ラ イ ウ ェ ル （ ド ラ イ ウ

ェ ル 部 ） へ の 注 水 の 開 始 と な る が ， 本 パ ラ メ ー タ

に よ る 影 響 を 受 け る こ と は な い こ と か ら ， 運 転 員

等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

外 部 水 源 の 温 度 が 低 い 場 合 ， 溶 融 炉 心 ・ コ ン ク リ

ー ト 相 互 作 用 に よ る 侵 食 量 と い う 観 点 で は 溶 融 炉

心 か ら の 除 熱 が 促 進 さ れ る こ と か ら ， 評 価 項 目 と

な る パ ラ メ ー タ に 対 す る 余 裕 は 大 き く な る 。  

外 部 水 源 の 容

量  
約 9 , 3 0 0 m３

9 , 3 0 0 m ３ 以 上  

（ 淡 水 貯 水 池 ＋

代 替 淡 水 貯 槽 ）

淡 水 貯 水 池 及 び 代 替 淡

水 貯 槽 の 管 理 下 限 値 を

設 定  

管 理 値 下 限 の 容 量 と し て 事 象 発 生 か ら 7 日 後 ま で

に 必 要 な 容 量 を 備 え て お り ， 水 源 は 枯 渇 し な い こ

と か ら 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

－  

燃 料 の 容 量  約 1 , 0 1 0 k L  

1 , 0 1 0 k L 以 上  

（ 軽 油 貯 蔵 タ ン

ク ＋ 可 搬 型 設 備

用 軽 油 タ ン ク ）

軽 油 貯 蔵 タ ン ク 及 び 可

搬 型 設 備 用 軽 油 タ ン ク

の 管 理 下 限 値 を 設 定  

管 理 値 下 限 の 容 量 と し て 事 象 発 生 か ら 7 日 後 ま で

に 必 要 な 容 量 を 備 え て お り ， 燃 料 は 枯 渇 し な い こ

と か ら 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  
－  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(4／ 6) 

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ に 与 え る 影 響  

解 析 条 件  最 確 条 件  

事

故

条

件

起 因 事 象  
給 水 喪 失 の 全 喪

失  
－  

原 子 炉 水 位 の 低 下 の 観

点 で 厳 し い 事 象 を 設 定 。

起 因 事 象 の 違 い に よ っ て 操 作 手 順 （ 原 子 炉 圧 力 容

器 破 損 後 に 常 設 低 圧 代 替 注 水 ポ ン プ を 用 い た 代 替

角 の 容 器 ス プ レ イ 冷 却 系 （ 常 設 ） に よ る 格 納 容 器

冷 却 操 作 及 び 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た

格 納 容 器 下 部 注 水 系 （ 常 設 ） に よ る 溶 融 炉 心 へ の

注 水 を 開 始 す る こ と ） に 変 わ り は な い こ と か ら ，

運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響 は な い 。  

溶 融 炉 心 ・ コ ン ク リ ー ト 相 互 作 用 に よ る 侵 食 量 を

評 価 す る に あ た り ， 溶 融 炉 心 落 下 時 の 崩 壊 熱 の 影

響 を 確 認 す る 観 点 か ら 感 度 解 析 を 実 施 し た 。 起 因

事 象 と し て ， 原 子 炉 水 位 の 低 下 の 観 点 で よ り 厳 し

い 事 象 で あ る LO C A 等 の 原 子 炉 冷 却 材 圧 力 バ ウ ン ダ

リ 喪 失 を 仮 定 し ， 事 故 シ ー ケ ン ス を 「 大 破 断 LO C A

＋ EC C S 注 水 機 能 喪 失 」 と し て ， 本 評 価 事 故 シ ー ケ

ン ス の 評 価 条 件 と 同 様 に ， 重 大 事 故 等 対 処 設 備 に

よ る 原 子 炉 注 水 機 能 に つ い て も 原 子 炉 圧 力 容 器 破

損 ま で 使 用 で き な い も の と 仮 定 し た 場 合 ， 原 子 炉

圧 力 容 器 破 損 の タ イ ミ ン グ が 早 く な る た め ， 溶 融

炉 心 落 下 時 の 崩 壊 熱 の 影 響 を 確 認 す る 観 点 か ら 感

度 解 析 を 実 施 し た 。 そ の 結 果 ， コ ン ク リ ー ト の 侵

食 は 生 じ ず ， 原 子 炉 圧 力 容 器 の 支 持 機 能 を 維 持 で

き る こ と を 確 認 し た 。  

（ 添 付 資 料 3. 5 . 2）

安 全 機 能 の 喪

失 に 対 す る 仮

定  

全 交 流 動 力 電 源

喪 失  

高 圧 注 水 機 能 ，

低 圧 注 水 機 能 及

び 重 大 事 故 等 対

処 設 備 に よ る 原

子 炉 注 水 機 能 の

喪 失  

－  

全 て の 非 常 用 デ ィ ー ゼ

ル 発 電 機 等 の 機 能 喪 失

を 想 定 し 設 定 。  

高 圧 注 水 機 能 と し て 高

圧 炉 心 ス プ レ イ 系 及 び

原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系 ， 低

圧 注 水 機 能 と し て 低 圧

炉 心 ス プ レ イ 系 及 び 残

留 熱 除 去 系 （ 低 圧 注 水

系 ） の 機 能 喪 失 を 設 定 す

る と と も に ， 原 子 炉 圧 力

容 器 破 損 に 至 る ま で 重

大 事 故 等 対 処 設 備 に よ

る 原 子 炉 注 水 機 能 の 喪

失 を 設 定 。  

－  －  

外 部 電 源  外 部 電 源 な し  －  

資 源 及 び マ ネ ジ メ ン ト

の 観 点 で 厳 し い 想 定 と

し て 外 部 電 源 な し を 設

定  

た だ し ， 原 子 炉 ス ク ラ ム

に つ い て は ， 外 部 電 源 あ

り の 場 合 を 包 括 す る 条

件 と し て ， 機 器 条 件 に 示

す と お り 設 定 し て い る 。

－  －  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(5／ 6) 

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件 及 び

機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

機

器

条

件

原 子 炉 ス ク ラ

ム  

原 子 炉 水 位 低  

(レ ベ ル ３ )信 号

タ ー ビ ン 蒸 気 加

減 弁 急 速 閉 信 号

又 は 原 子 炉 保 護

系 電 源 喪 失  

短 時 間 で あ る が 原 子 炉

熱 出 力 が 維 持 さ れ る 厳

し い 設 定 と し て ， 外 部 電

源 喪 失 時 の タ ー ビ ン 蒸

気 加 減 弁 急 閉 及 び 原 子

炉 保 護 系 電 源 喪 失 に よ

る 原 子 炉 ス ク ラ ム に つ

い て は 保 守 的 に 考 慮 せ

ず ， 原 子 炉 水 位 低 （ レ ベ

ル ３ ） に て ス ク ラ ム す る

も の と し て 設 定  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 原 子 炉 熱 出 力 の 低 下 が

早 く な る た め ， 発 生 す る 蒸 気 量 は 少 な く な る こ と

か ら ， 原 子 炉 水 位 低 下 が 緩 や か に な り ， 燃 料 有 効

長 底 部 か ら 燃 料 有 効 長 の 20％ 高 い 位 置 到 達 を 操 作

開 始 の 起 点 と し て い る 原 子 炉 急 速 減 圧 操 作 の 開 始

が 遅 く な る 。 ま た ， 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 に 至 る ま

で の 事 象 進 展 が 緩 や か に な り ， 炉 心 損 傷 を 操 作 開

始 の 起 点 と し て い る ペ デ ス タ ル（ ド ラ イ ウ ェ ル 部 ）

へ の 事 前 水 張 り 及 び 原 子 炉 圧 力 容 器 破 損 を 操 作 開

始 の 起 点 と し て い る ペ デ ス タ ル（ ド ラ イ ウ ェ ル 部 ）

へ の 注 水 の 開 始 が 遅 く な る 。  

最 確 条 件 と し た 場 合 に は ， 原 子 炉 熱 出 力 の 低 下 が

早 く な る た め ， 溶 融 炉 心 の 持 つ エ ネ ル ギ が 小 さ く

な る こ と か ら ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ の 判 断

基 準 に 対 す る 余 裕 は 大 き く な る 。  

逃 が し 安 全 弁

安 全 弁 機 能  

7. 7 9～ 8. 3 1  

M P a [ g a g e ]  

3 8 5 . 2～ 4 1 0 . 6  

t／ h／ 弁  

安 全 弁 機 能  

7. 7 9～ 8. 3 1  

M P a [ g a g e ]  

3 8 5 . 2～ 4 1 0 . 6  

t／ h／ 弁  

（ 設 計 値 ）  

設 計 値 を 設 定  解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

逃 が し 安 全 弁

（ 自 動 減 圧 機

能 ）2 弁 を 開 放 す

る こ と に よ る 原

子 炉 急 速 減 圧  

逃 が し 安 全 弁

（ 自 動 減 圧 機

能 ）2 弁 を 開 放 す

る こ と に よ る 原

子 炉 急 速 減 圧  

逃 が し 安 全 弁 の 設 計 値

に 基 づ く 蒸 気 流 量 及 び

原 子 炉 圧 力 の 関 係 か ら

設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

代 替 格 納 容 器

ス プ レ イ 冷 却

系 （ 常 設 ）  

原 子 炉 圧 力 容 器

破 損 判 断 後 ：  

30 0 m３ ／ h に て ド

ラ イ ウ ェ ル へ ス

プ レ イ  

原 子 炉 圧 力 容 器

破 損 判 断 後 ：  

30 0 m３ ／ h に て ド

ラ イ ウ ェ ル へ ス

プ レ イ  
格 納 容 器 雰 囲 気 温 度 及

び 圧 力 抑 制 に 必 要 な ス

プ レ イ 流 量 を 考 慮 し ， 設

定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

格 納 容 器 圧 力 制

御 ： 13 0 m ３ ／ h に

て ド ラ イ ウ ェ ル

へ ス プ レ イ  

格 納 容 器 圧 力 制

御 ： 13 0 m ３ ／ h に

て ド ラ イ ウ ェ ル

へ ス プ レ イ  

格 納 容 器 温 度 制

御 ： 30 0 m ３ ／ h に

て ド ラ イ ウ ェ ル

へ ス プ レ イ  

格 納 容 器 温 度 制

御 ： 30 0 m ３ ／ h に

て ド ラ イ ウ ェ ル

へ ス プ レ イ  

格 納 容 器 下 部

注 水 系（ 常 設 ）

80 m ３ ／ h に て ペ

デ ス タ ル （ ド ラ

イ ウ ェ ル 部 ） へ

注 水  

80 m ３ ／ h に て ペ

デ ス タ ル （ ド ラ

イ ウ ェ ル 部 ） へ

注 水  

溶 融 炉 心 の 冠 水 継 続 が

可 能 な 流 量 な 流 量 と し

て 設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

代 替 循 環 冷 却

系  

総 循 環 流 量 ：

25 0 m３ ／ h  

格 納 容 器 ス プ レ

イ ： 25 0 m ３ ／ h 又

は 15 0 m３ ／ h  

原 子 炉 注 水 :1 0 0  

m３ ／ h  

総 循 環 流 量 ：

25 0 m３ ／ h  

格 納 容 器 ス プ レ

イ ： 25 0 m ３ ／ h 又

は 15 0 m３ ／ h  

原 子 炉 注 水 :10 0  

m３ ／ h  

格 納 容 器 圧 力 及 び 雰 囲

気 温 度 抑 制 に 必 要 な ス

プ レ イ 流 量 及 び 溶 融 炉

心 の 冷 却 に 必 要 な 注 水

量 を 考 慮 し て 設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  
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第 2 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(6／ 6) 

項  目  

解 析 条 件 （ 初 期 条 件 ， 事 故 条 件

及 び 機 器 条 件 ） の 不 確 か さ  
条 件 設 定 の 考 え 方  運 転 員 等 操 作 時 間 に 与 え る 影 響  

評 価 項 目 と な る パ ラ メ ー タ  

に 与 え る 影 響  
解 析 条 件  最 確 条 件  

機

器

条

件

コ リ ウ ム シ ー

ル ド 耐 熱 材 の

種 類  

ジ ル コ ニ ア 耐

火 材  

ジ ル コ ニ ア 耐

火 材  

コ ン ク リ ー ト の 侵 食 を 防 止

す る 観 点 か ら 設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  

ペ デ ス タ ル（ ド

ラ イ ウ ェ ル 部 ）

床 面 積  

コ リ ウ ム シ ー

ル ド を 考 慮  

コ リ ウ ム シ ー

ル ド を 考 慮  

溶 融 炉 心 の 拡 が り 面 積 が 狭

い こ と に よ り ， コ ン ク リ ー

ト 侵 食 量 の 観 点 で 厳 し く な

る 設 定  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 運 転 員 等 操 作 時 間 に 与

え る 影 響 は な い 。  

解 析 条 件 と 最 確 条 件 は 同 様 で あ る こ と か ら ， 事 象

進 展 に 与 え る 影 響 は な く ， 評 価 項 目 と な る パ ラ メ

ー タ に 与 え る 影 響 は な い 。  
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第 3 表  運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間 

に与える影響 

評価項目と

なるパラメ

ータに与え

る影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
解析上の操作

開始時間

条件設定の 

考え方 

操
作
条
件

常設低圧代替

注水系ポンプ

を用いた代替

格納容器納容

器スプレイ冷

却系（常設）

による格納容

器冷却操作 

原子炉圧力

容器破損か

ら 6 分後

（約 4.6 時

間後） 

ペデスタル（ドラ

イウェル部）への

注水に伴う格納

容器雰囲気温度

上昇の影響緩和

を考慮して設定 

【認知】 

ペデスタル（ドライウェル部）への注水は，原子炉圧力容器の破損を判断した時点で開始する

が，原子炉圧力容器の破損は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達したこと等をもって

破損兆候を検知し，格納容器下部水温の温度上昇又は指示値喪失によって原子炉圧力容器破損

を判断するものであり，解析上の認知にかかる時間としては 5 分を想定している。格納容器下

部水温は破損兆候の検知によって継続監視するパラメータであり，温度上昇又は指示値喪失に

よる原子炉圧力容器破損の判断は速やかに実施できるものであるため，認知に大幅な遅れが生

じることは考えにくい。よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし。 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作時間に

与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作時間に

与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

中央制御室内における格納容器冷却は，注入弁 1 弁の開操作による注水であり，操作装置のタ

ッチによる操作のため 1 操作に 1 分間を想定している。当該操作は，操作装置のタッチによる

簡易な操作のため，操作時間に与える影響はなし。 

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作時間に与える影響はなし。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのた

め誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

原子炉圧力容器破損までに事象発生

から約 4.5 時間の時間余裕があり，ま

た，溶融炉心落下後の常設低圧代替注

水系ポンプを用いた代替格納容器納

容器スプレイ冷却系（常設）による格

納容器冷却は，原子炉圧力容器下鏡部

温度が 300℃に到達したこと等をもっ

て破損兆候を検知し，格納容器下部水

温の温度上昇又は指示値喪失によっ

て原子炉圧力容器破損を判断し，格納

容器冷却を実施することとしており，

実態の操作開始時間は解析上の設定

とほぼ同等であり，操作開始時間に与

える影響は小さい。当該操作は，解析

コード及び解析条件（操作条件を除

く）の不確かさにより操作開始時間は

遅れる可能性があるが，中央制御室で

の操作のみであり，運転員は中央制御

室に常駐していること，また，当該操

作に対応する運転員に他の並列操作

はないことから，操作時間に与える影

響はない。 

（添付資料 3.2.2）

実態の操作

開始時間は

解析上の設

定とほぼ同

等であるこ

とから，評

価項目とな

るパラメー

タに与える

影響は小さ

い。 

原子炉圧力容器

破損までの時間

は事象発生から

約 4.5 時間後で

あり，また，溶融

炉心落下後にペ

デスタル（ドライ

ウェル部）注水が

行われなかった

場合でも、溶融炉

心落下前に張ら

れた水が溶融炉

心の崩壊熱及び

ジルコニウム－

水反応による発

熱により蒸発す

る ま で に は 約

0.3 時間の時間

余裕がある。（添

付資料 3.2.11）

中央制御室にお

け る 操 作 の た

め，シミュレー

タにて訓練実績

を取得。訓練で

は，条件成立を

前提として約 1

分間で常設低圧

代替注水系ポン

プを用いた代替

格納容器納容器

スプレイ冷却系

（常設）による

格納容器冷却を

開始。 

想定で意図して

いる運転操作が

実施可能なこと

を確認した。 

常設低圧代替

注水系ポンプ

を用いた格納

容器下部注水

系（常設）に

よる溶融炉心

への注水操作

原子炉圧力

容器破損か

ら 7 分後

（約 4.6 時

間後） 

炉心損傷後の原

子炉圧力容器破

損による溶融炉

心・コンクリート

相互作用の影響

緩和を考慮して

設定 

【認知】 

ペデスタル（ドライウェル部）への注水操作は，原子炉圧力容器の破損を判断した時点で開始

するが，原子炉圧力容器の破損は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達したこと等をも

って破損兆候を検知し，格納容器下部水温の温度上昇又は指示値喪失によって原子炉圧力容器

破損を判断するものであり，解析上の認知にかかる時間としては 5 分を想定している。格納容

器下部水温は破損兆候の検知によって継続監視するパラメータであり，温度上昇又は指示値喪

失による原子炉圧力容器破損の判断は速やかに実施できるものであるため，認知に大幅な遅れ

が生じることは考えにくい。よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし。 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作時間に

与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作時間に

与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

中央制御室内におけるペデスタル（ドライウェル部）への注水操作は，注入弁 1 弁の開操作に

よる注水であり，操作装置のタッチによる操作のため 1 操作に 1 分間を想定している。当該操

作は，操作装置のタッチによる簡易な操作のため，操作時間に与える影響はなし。 

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作時間に与える影響はなし。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのた

め誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

原子炉圧力容器破損までに事象発生

から約 4.5 時間の時間余裕があり，ま

た，溶融炉心落下後の常設低圧代替注

水系ポンプを用いた格納容器下部注

水系（常設）によるペデスタル（ドラ

イウェル部）への注水は，原子炉圧力

容器下鏡部温度が 300℃に到達したこ

と等をもって破損兆候を検知し，格納

容器下部水温の温度上昇又は指示値

喪失によって原子炉圧力容器破損を

判断し，注水操作を実施することとし

ており，実態の操作開始時間は解析上

の設定とほぼ同等であり，操作開始時

間に与える影響は小さい。当該操作

は，解析コード及び解析条件（操作条

件を除く）の不確かさにより操作開始

時間は遅れる可能性があるが，中央制

御室での操作のみであり，運転員は中

央制御室に常駐していること，また，

当該操作に対応する運転員に他の並

列操作はないことから，操作時間に与

える影響はない。 

（添付資料 3.2.2）

実態の操作

開始時間は

解析上の設

定とほぼ同

等であるこ

とから，評

価項目とな

るパラメー

タに与える

影響は小さ

い。 

原子炉圧力容器

破損までの時間

は事象発生から

約 4.5 時間後で

あり，また，溶融

炉心落下後にペ

デスタル（ドライ

ウェル部）注水が

行われなかった

場合でも、溶融炉

心落下前に張ら

れた水が溶融炉

心の崩壊熱及び

ジルコニウム－

水反応による発

熱により蒸発す

る ま で に は 約

0.3 時間の時間

余裕がある。（添

付資料 3.2.11）

中央制御室にお

け る 操 作 の た

め，シミュレー

タにて訓練実績

を取得。訓練で

は，条件成立を

前提として約 1

分間で常設低圧

代替注水系ポン

プを用いた格納

容器下部注水系

（常設）による

注水を開始。 

想定で意図して

いる運転操作が

実施可能なこと

を確認した。 
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